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序 文

コンピュータはたん なる機械 ではない。それは第一次産業革命 における蒸気

機関の よ うに産業社会 を大 き く変 える歴史的役割 を担 ってい る。

世界 はい まコンピュータ革命の黎 明期 に立 ち,日 本 もまたその激 しい衝撃 の

ただ中にある。 しか もコンピュータ革命の テンポは驚 くべ きものがあ り,技 術

的には トラ ンジスターか らIC(集 積 回路)へ,機 能的 には大量データ処理か

ら経営 の意思決定へ と人間の思考構造へ鋭 く迫 ってい る。 また産業分野 ではコ

ンピュータの発展 を基軸 として新 しい情報産業の台頭 がみ られ,将 来 の産業構

造 の大変革が予想 され る。

この よ うな コンピュータ革命の現状 を的確 に把握 し,将 来 の方 向をみ きわめ

ることは現代的課題 であ り,「 コンピュータ白書」 は この よ うな要請に こたえ

るために作成 され るものである。

なお前 回の白書は第3世 代 のコン ピュ・一タの解明 に重 点 をおいたが,本 年は

情報革命下におけるコンピュータ経営 に視 点 をおいて,わ が国 コンピュー タ産
マ ネ ソメ ン ト ひ イ ノ ブ オ メ 　 シ ヨ ン

業 の国際的地位 な らびにMIS(経 営情報 システム)が 企業経営 に与 えるイ ンパ

ク トを追跡 してい る。

この白書がわが国 のコンピュー タ革 命に対 する一般の理解 を深 めることに役

立 てば幸い であ る。

昭和42年5月

目本電子計算 開発協会

会長 平 田 敬 ・一郎
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総 括

揺藍期を脱 した コンピュータ産業

1966年(昭 和41年)の わが国 コン ピュータ産業 の動向 として注 目されるの

は,産 業 としての基盤 が一応形成 されるにいた ったこ とであ る。

これは前年に引 きつづ き,66年(1～6月)に おいてもコンピュー タの全供給

額 に 占める国産機 の割合が51%と,わ ずかなが ら,輸 入機 をオーバー して着

実 な発展 を示 しているこ とか らもうかがわれる。

現在,ア メ リカは別格 とし,先 進諸国において国産機 の生産額 が輸入額をオ

ーバー してい るのは,わ が国をのぞいてイギ リス1国 であることを考慮に入れ

れば,わ が国 コンピュータ産業がい まや漸 く揺籠期を脱 し,成 長産業 としての

将来性が予想 されるよ うにな った .とみて よいであろ う。

しか し,わ が国コンピュータ産業の国際競争力はまだ十分 とはいえず,ハ ー

ドウェア面ではアメ リカとの技術的ギ ャップをかな り縮小 した とはいえ,ソ フ

トウェアや価格面 な どでまだ完全 に競争 し得 るところまで行 っていない。そ こ

で これ らの点を早急に克服 することが資本 自由化を 目前に控 えたわが国 コンピ

ュータ産業の最大 の課題 であろ う。

MISを 指 向す る企業経営

っぎに本年 の企業におけるコン ピュータ経営 の最大特徴 としては事務の機械

化や技術計算 な どのいわゆる大量計算段階 を漸 く終 って,経 営全体 の管理や意

思決定に コンピュータを活用する とい う新 しいマネジメン ト・コン トロール段



12

階 に入 ってきたことが指摘 され る。

この ことは,た とえば各企業 での コンピュータ部 門組織 の変更,階 層上の レ

ベル ・アップ,MIS(経 営情報システム,ManagementInformationSystem

の略)へ の指向 といった一連 の傾向 の中に現われてきてい る。

その背景 としては,① 経営者 のコンピュータ利用 に対する 自覚,② 利用技術

の向上,③ 資本 自由化 に対応 する企 業体質改善,と いった ことがあげ られ る。

そ して,一 部企業 ではすでにMIS指 向に よる コンピュータ利用 の効果 をあ

げてい るところも見 うけられる。

しか し,全 般的 には管理部 門のコンピュータに対す る理解不足か らくる消極

的態度や外部 ・内部情報入手 の不十分 さ,さ らにMISに よる新 しいシステム

や プ ログラムが開発途 中にある とい った ことな どか ら漸 くMISへ の第一歩 を

ふみ出 した とい った企業が大部分で,MIS体 制の整 備に は 当面 解決 を要する

多 くの問題 が介在 してい る。

静かに進む会計革命

企業におけるコンピュータ利用段階の向上 と関連 して注 目されねばならない

のは静かな会計革命の進展である。

これは経理の電算化にともなって,従 来の補助簿や総勘定元帳に磁気テープ

が とって替るとか会計情報が単に財務会計の分野に使用されるのではなく,管

理会計の面にも利用されるといったような傾向が現われはじめたことがその有

力な原因である。

このような会計処理の根本的変革から発生する諸問題は税務調査,公 認会計

士の会計監査から企業における管理会計など多分野にわたるが,す でにアメ リ

カではこれらについての検討が進み,税 務調査や会計監査については新 しい解

決策が実用化 され,ま た管理会計の問題についてはAAA(ア メリカ会計学会)

から基礎的会計原則 といったものが発表 されている。
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わが国ではこれ らの問題については まだ漸 く問題意識 にのぼ りは じめた とい

った段階 にあ り,暗 中模索の域 を脱 していないが,本 年 に入 ってか ら,こ れ ら

の問題に関 する関係諸機関の関心が急速 に高 まってきた。

そ して,会 計革命の進展 は前述 の企業におけるMIS指 向 と相 まって,コ ン

ピュータによるわが国企業の体質改善 に大 きなイ ンパ ク トを与 えるもの とみ ら

れている。

中小企業 に対する コンピュータの普及

コンピュータが中堅企業 を中心に,中 小企業の分野 にも急速 に普及 してきた

こ とも,本 年におけるコンピュータ経営 のひ とつの特徴的傾向である。

これは,系 列企業 に対す る親企業か らの経営合理化へ の圧力,労 働力不足に

よる人件費高騰 などが直接原 因であるが,も うひ とつ,中 小企業向けの超小型

機が各メーカーで相 ついで開発 され,一 斉 に市場に売 り出 されたこ とや共 同利

用セ ンターが各地に設置 され るようになったことも促進的要因になっている。

そして,こ のよ うな中小企業分野へのコンピュータの普及傾 向は,政 府 の中

小企 業近代化政策 とも結びついて,こ んごますます強 め られて くるであろ う。

しか し,こ の場合 にも,解 決 を要す るい くつかの問題が ある。 その第 一は中

小経 営者 の理解 と積極性 の不足,第 二は コンピュータにのるよ うな業務 の標準

化や会計処理が不十分 であることなどである。そ こで中堅企業 の経営者 はこれ

らの諸点に十分留意 した上で コンピュータ導入 に積極的に と りくむべきであろ

う。

情報産業台 頭のきざ し

最後に強調 されねばな らないのは,コ ンピュー タの先導国であるアメ リカで

従来 の物の生産 を中心 とした重化学工業に代 って,知 識や情報を創造する新 し

い情報産業 が急速 に台頭 しできたことである。



14

情報産業はオン ライ ン ・リアルタイム(通 信網に直結 して即時処理 されるこ

と)や マル ティ ・アクセス(随 時多量処理が行 なわれること)な どによる超大

型 コンピュータを使用 して産業情報や行政情報 な どを大量迅速に提供す る情報

公社 ない し情報 センターがその中核体になって発展 するもの と期待 され ている

ヵ㍉ すでに アメ リカでは,こ れが実用化 の段階 に入 っている。

そ して 日本 で も,行 政管理庁 の行政資料セ ンター,通 産省の 日本情報処理 セ

ンターな どの構想が検討 されは じめている。

この ような情報産業の台頭 はこんこのわが国社会経済 に測 り知 れぬ ほどの影

響 を与 えるもの とみ られ るが,そ の場 合に も,こ れに対応す るような超大型 コ

ンピュータならびにソフ トウェアの開発,膨 大 な資料 や情報の収集,蓄 積,加

工,さ らに経営主体 のあ りかたな ど早急に解決せねばな らぬ問題 が山積 してい

る。

1

封鎖体制か ら開放体制への転 換

以上のよ うに,本 年の コンピュー タ事情はマク ロ,ミ ク ロの両 面にわた って

大 きな前進 を示 す とともに,新 しい飛躍期 に立 たされている とい うことがいえ

る。

そ して,こ れは一言でいえば,従 来 の封鎖的内含的な発展段階か ら一転 して

開放的外延的 な発展段階へ と大 きく転換 する局面 を迎えたこ とを意味する。

すなわちこれ をマ クロ的側 面 で い え ば,わ が国 のコンピュータ産業が封鎖

的,防 衛的 な国内産業育成の段階か ら,開 放的,積 極 的な国際産業へ の発展 を

目指す段階に移行 し得 る条件 を漸 く整えば じめた。

もちろん,こ うした移行過程は漸進的,段 階的に推進 され るべきであるが,

基本的態度 としては この よ うな新 しい段階 に対応す る覚悟 と準備が必要 であろ

つ。

また ミクロの側面についていえば,企 業 内での従来 の封鎖的 なコンピュータ
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利 用の仕方 ではな く,オ ープン ・システムへの移行 によっては じめて各 ライ ン

部 門の積極的 な協力が得 られ るよ うにな り,MISが 確立 され る こ とにな る。

現 に各企業でオープ ン ・プ ログラマーの養成 が盛 んになったの もその現われ と

み てよい。

さらにもっ と長期的展望に立 って情報産業 の発展策 を考 えるな らば,何 よ り

もまず こうした情報産業発展 の前提 と しての産業環境の開発,整 備が急 がれね

ば ならない。

そのためには,コ ンピュータ産業が通信機器,出 版,放 送,金 融,教 育,医

療 その他多 くの関連産業 と相互 に開放的 に結 びつ いて新 しい情報産業 としての

創造的発展 が行 なわれねばな らない。

また ユーザー企業 の側 で も情報サー ビスの共同利用 か らさらに一歩進 んで,

コンピュータの共同利用 にまで向か う方向 を考 えねばな らぬ時期 がやがて くる

で あろ う。

この よ うに,こ れか らの コンピュータ事情は従来 の封鎖体制 か ら一転 して開

放 体制へ と大 き く転換 する時期に さしかか っ.ている といえ よ う。

四 つの具体的提言

そこで,こ の よ うな新 しい局面 を迎えたわが国 のコンピュータ産業 な らびに

経 営を さらに一段 と飛躍的発展 させ るために,つ ぎの四つの具体的提案 を行な

い,そ の実現 を期待 したい。

① 国家 コンピュータ政策委員会 の設置

わが国の コン ピュータ産業の もつ意義,重 要性か らいって,た とえば原子

力委員会 のよ うな内閣直属 の強力な政策立案 ・実施 機関(仮 称国家 コンピュ

ータ政策委員会)を 早急に設置 する必要がある
。現 にイギ リスでは コン ピュ

ー タ政策は国の最重要政策 の
、トップにおかれ,フ ランスでは このた め大臣級

の 特別補佐官が任命 され ている。
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わが国の コンピュータ産業 がよ うや く産業 として定着化 し,こ れか らの産

業 環境 の育成,さ らに情報産業 の育成発展が望まれ てい る現在,強 力 なコン

ピュータ政策機関設置の必要性 は とみに高 まってきている といえる。

②産 業情報 センターの創設

こんこの コン ピュータ産業 の飛躍的発展のために も,ま たわが国における

コンピュータ革命推進の跳躍 台 として も,大 量 に情報 を供 給する情報 サービ

ス ・センターの設置が望まれる。そ こで政府,経 済界,学 界 が協力 して将来の

全 国情報ネ ッ ト・ワーク実現 の具体案 について早急 に検討 を開始 するととも

に,昭 和45年 度 を目標に関東,関 西,中 部,北 九州の四 カ所 にそれぞれ産

業 情報セ ンターを設置す ることを提案 する。

③経 営者,中 堅幹部 に対す るコンピュータ教育 の実施

企業におけるコンピュータの利用が こんご急速 に経営管理や 意思決定 に活

用 され るよ うになるのは必至 である。そこで トップ ・マネジメン トに対 して

は経営情報システムを中心 とす るエ グゼクテ ィブ ・コース,中 堅幹部に対 し

ては経営科学 を中心 とする ミ ドル ・マネジメ ン ト・コ・一スを設置 し,教 育を

実施 すべ きである。

また企業に経営情報 システムを急速 に導入 し,活 用するためには,企 業の

各分野 に大量 のシステム ・アナ リス トや プ ログラマーが必要 であ り,こ のよ

うな観点 か ら企業の中堅幹 部を対象 としたオ ープン ・プログラマー制度 の採

用 を提案 する。

④ 大学 ・高校 ・中学校 におけるコン ピュータ基礎教育 の課 目の設定

コンビ.ユ一夕の利用,普 及,そ の質的向上 のためには,高 度 の知識 をもっ

たコンピュータ人 口の大量供給が必要で,将 来は コン ピュ・一夕専門家 のみ な

らずs経 営幹部 もコンピュrタ を駆使す るようにならねば ならない。このよ う

に大学における・コンピュータに関する基礎教育が こんごますます重要視 され

るが,現 在一部大学においてこの種 の教育課程が と り入れち れ一ているにすぎ
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ない。

そこで,理 工科系のみな らず文科系 の大学 におい てもコンピュータに関す

る基礎学科 な らびに関連学科 を必須科 目 として教育課程に設定す ることを提

案 する。





第1部 国際的にみたわが国 コンピュー

タ産業 の地位

第1章 世 界 にお け る コ ンピュー タ産 業 の現 状

1飛 躍的発展を続け るコンピュー タ産業

Aコ ン ピュー タ産業 の発展過 程

第2次 大戦後 の新 しい技術革新 の展 開にともな って石 油化学工業や原子力産

業 な ど数多 くの新産業が相 ついで登場 した。 コンピュータ産業 もそのひ とつで

あ るが,そ もそ もコンピュータ産業発展 の端緒 をな したのは第2次 大戦 中Q弾

道計算に対 する軍事的要求 から1945年 にアメ リカで開発 されたENIACの 誕

生 であった。 しか し,コ ンピュータの工業生産 が現実に開始 されるまでには,

そ の後約10年 間の研究開発の時期を要 してい る。

ビジネス用 コンピュータは1954年 に米英両国でほとん ど同時 に工業化 され,

そ の年に56台 の コンピュータがは じめて市場 に売 りだ された。 これ を契機 と

して コンピュー タの生産規模は年 を追 って拡大の一途 をた どり,1965年 には世

界 の コンピュー タ生産額{ま44億 ドル(1兆6・000億 円)・ 世界各国で使用 さ!れ

てい るコンピュータの総数3万6・610台(66年 は4万4・455台)・ 傘額 に して

ユ08億 ドル(3兆8・000億 円一共産圏 を除 く)に 上 ると推定 されている。
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表1世 界 に お け る コ ン ピ ュ ー タ 市 場(1965年 単位100万 ドル)

ア メ リカ

3,502.6

(78.7%)

西 ドイツ

261.6

(5.88%)

イ ギ リス

221.2

(4.97%)

フ ラ ンス

203.4

(4.58%)

イ タ リア

90.1

(2.03%)

日本

170.0

(3.84%)

総計

4,449.0

(100%)

注:各 国とも生産 と輸入 の合計,た だ しアメリカは生産 から輸出を差 引いた額。

出所:西 欧に関 しては"エ レク トロニクス誌"1965年12月 号,米 国に関 してはEDPマ ーケ ッティング.レ ポ

ー ト,日 本に関 しては 日本 電子工業振興協会会報1967年1月 号 による。

ところで世界におけるコンピュータ産業 の発展に先駆的役割 を果 したのはア

メ リカで,そ の後 もアメ リカは他 の先進諸国 を圧 して,世 界 のコンピュータ産

業 に支 配的地位 を確保 し続 けている。1965年 の全世界(共 産圏 を除 く)の コン

ピュータ生産額44億 ドルの84%に 当る37億2,000万 ドル をアメ リカ一-an

で生産 してい る事実が この ことを端的 に示 している。

そ してアメ リカのコンピュータ産業 を世界的規模にまで発展 させ た起動 力に

な ったのは,国 防や宇宙 開発に対 する政府の巨額 の研究開発投資 である。

アメ リカ政府は・ さきにのべたENIACの 開発 に引 き続 き,戦 後 は大陸 間誘

導弾 や人工衛星 な ど国防兵器や宇宙開発に関連 して,新 しい電子機 器や技術,

ない しシステムの開発 に,毎 年膨大 な研究開発費 を民間企業 や大学な どに注入

した。 たとえば空軍のSAGE(ミ サイルに 対 す る半 自動地上警戒装置)シ ス

テムの開発 のために16億 ドル とい う巨額 の研究開発費 を支 出 している。

さらに これ ら政府 によるコン ピュータ開発 の成果 をビッグ ・ビジネスが世界

企業 としての体質改善 と国際競争力強化 のために積極的にと り入れ て行 った こ

とがコンピュータ産業 の発展 に大 き く寄与 してい る。

以上のよ うに,世 界におけるコンピュータ産業 はアメ リカを主軸 に して発展

して行 ったわ けであるが,こ こでその発展経過を各国別に一べつ してみ よ う。

アメ リカにおけるコンピュータの生産 は,す でにみた ように1954年(54台)

か ら開始 されたが;IBMが650シ ス テム を大量生産(約1 ,500台)し た こと

瞳
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に よ り一挙に生産が増加 し,い わ ゆる第1世 代(真 空管時代)を 現 出 した。そ

の後 トランジスタ時 代 に 入 り,ユ ニパ ック,GE,RCA,ノ ・ネ ウェル,CDC,

バ ロース,NCRな どの各社が前後 して生産 を開始 す るに至 り,い まや第3世

代 といわれる集積回路時代 を迎えて新 しい飛躍期 に入 ろ うとしている。

これに対 し,ア メ リカに続 く西欧諸国は完全 にアメ リカに立 ち遅れ,各 国 と
　

もアメ リカ製 品の進出 で自国市場を浸透 されてい るが,わ が国およびイギ リス

で は,政 府の積極的 な育成政策に よ り,よ うや く産業 としての位置 を定着 する

段階 にまで発展 した。

まずイ ギ リスについていえば,そ の生産開始 はアメ リカ とほぼ同時期 であ っ

た が,そ の後 アメ リカに大 きく引きはなされた。 しか し労働党内閣になってか

ら政府 の積極的 な育成策が よ うや く奏効 し,現 在国内 メーカーのシ ェアを50%

にまで高め ることに成 功 した。つ ぎにフ ラ ン ス はブル社が1957年 ごろか ら

PCSに 連 動するコンピュータの生産 を開始 し た ものの,外 国メーカーに圧倒

され,1963年 にはついにブル社がGEと 合弁会社 を設立す るとい う最悪 の状

表2わ が国のコンピュータの生産および輸入実績

生 産 輸 入

金 額 指 数

(100万 円)(
A)1960=100

金 額 指 数

(100万 円)(B)1960
=100

輸入依存率
(%)

(A旱 。)

1957年 39 2 530 17 94

1958 240 12 1,980 62 90

1959 475 24 1,453 45 75

1960 1,963 100 3,188 100 62

1961 Q832
u, 195 8,747 275 70

1962 7,955 405 14,638 456 65

1963 16,840
`」855

21,564 625 56

1964 22,366 1,155 27,203 850 57

1965 31,060 1,582 22,468 705 42

1966 48,623 2,477 24,329 795 29

注:1956年12月 分は推定額。

出所:生 産 は生産動態統計年報,輸 入は通 関統計年報に よる。
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態 に達 し,現 在政府 は国内生産体制の再建に必死に取 り組 んでいるところであ

る。また西 ドイ ツに至 っては有力電子機械メーカー(シ ーメンス,テ レフンケ

ン,SEL)が 現在 コンピュータ産業 にあま り進出 をみせ てい ないが,自 動車,

鉄 鋼,工 作機 な どにおいて国際的に優位にあ る ドイ ツが,3～4年 の研究 開発期

間 を経 て技術が安定 したのちに,ち ょうど1,200ccの フォルクスワーゲ ンが世
`

界の小型 自動車市場 を席捲 したよ うに小型 コンピュータお よび プ ロセス制御 コ

ンピュータに よって進出 して くるのではあるまいか。

最後 に 日本 の場合 は,コ ンピュータの導入,生 産 と・も 西 欧 諸国 よ り数年遅

れ,導 入 は1957'年 か らであ り,西 欧諸国 と同様,外 国依存度 が圧倒的に高か

った。 しか し1960年 ごろか ら急速に生産体制が整備 され,政 府 の育成策 もあ

って1965年 には国 内生産額 が輸入額 をオーバーす るに至 った。(表2)

なお この生産額 の中には 日本IBM社 の製 品が含 まれてい るので,こ れを調

整 した上 での国産機'と外国機 とい う形 で比較 し た 場 合 で も,両 者の差 は縮 ま

るが,や は り同 じよ うな傾 向が うかがわれ る。

さてつ ぎにコンピュータの輸 出状況 をみ ると,上 述 のよ うにア メ リカのコン

ピュー タ産業は,他 の先進諸国 に対 し圧倒的優位 を占めているため,コ ンピュ

ータの海外輸出は全 く一方的 であ り,毎 年巨額 にのぼっている6

表3ア メ リカの コンピュータ輸 出状況

1958年

19㌃9

1960

1gl1

1962

1963

1964

1965

輸出金額

(万 ドル)

1,760

2,287

4,775

11,010

13,617

18,755

27,876

22,248

輸 出 先

第1位 第2位 第3位 第4位 第5位

カナダ

日本

日本

日本

西 ドイツ

日本

日本

イギ リス

西 ドイツ

西 ドイツ

西 ドィヅ

西 ドイツ

フランス

フランス

イギリス

フランス

日本

イギリス

フランス

カナダ

日本

西 ドイツ

フランス

西 ドイツ

スエ 　 ア ン

カナダ

イギリス

オランダ

イギリス

イギリス

カナダ

日乗

イ タ リア

イ タ リア

イ タ リア

フ ラン ス

オ ラ ンダ

カナ ダ

西 ドイ ツ

カナ ダ .

出所:ア メ リカ商務省資料に よる。
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す なわち,1958年 に1,760万 ドル であったのが,1963年 には1億8;700万

ドルに激増 し,65年 にいたってやや その増加 のテンポは下降 したが,こ の間に

資本進 出を計 ってい るので,テ ンポの下降 をそのままアメ リカの海外市場の頭

打 ち とい うふ うにみることはできない。

なお参考 のためにアメ リカを除 く先進諸国にお け る コ ン ピュー タ設置台数

(現在 の総使用台数)の 中での外国機(実 質的には ア メ リカ機)対 国産機 の割

合 を示す と(正 確 な資料がないため各種 の情報 を総合 し て 大 ま か な推定 をす

る),イ ギ リスが,48%:52%,フ ランスは前述 のご とくブル社が アメ リカの

GEと 合弁会社 を設立 したため大体90%:10%,西 ドイ ツも大体90%:10%・

わが国 は47%:53%で,ほ ぼイギ リスと同 じよ うな比率 になっている・。 しか

し金額的には62%:38%で,ま だ外国機 の比重 が圧倒的に高い。

B各 国 の コ ン ビ=一:タ 設 置 台数 の推移

世界全体 のコンピュータ設置 台数は年々急激 な増加傾向 をた どり,1954年 に

は じめて コンビ。L－ タが導入 された当時の56台 が1960年 には5,331台 ど,

表4各 国の コンピュータ設置台数の推移(単 位=台)

アメリカ

イギリス

西 ドイツ

フランス

イタリア

日本

その他
(25カ 国)
計

1・954年1・9551・957」 ・95gl・96・1・9631・9651・966

54

2

嘉

263

15

278

1,350

66

20

15

10

3

不 明

1,464

3,612

171

85

60

55

46

不 明

4,029

4,600

234

170

125

100

102

不 明

5,331

14,000

626

1,012

・791

592

870

1,445

19,336

26,340

1,225

1,980

1,320

1,000

1,790

2,955

36,610

28,500

1,700

2,750

1,550

1,150

2,100

6,705

44,455

注:「 その他25カ 国」および 「計」 にはカナダ(1,000台)お よびソ連(1,000台)が 含 まれてV・る。

出所:日 本電子工業振興協会資料による。
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この間 に約100倍 にな り,こ れが さらに1966年 には4万4 ,455台 とその後の6

年間に約8.4倍 にはね上 っている。そ して当初か ら圧倒的優位 を保持 し続 けて

いるのがアメ リカであ り・1966年 の設置台数は2万8,500台 で,世 界全体 の

64%を 占め,第2位 の西 ドイ ツの2,750台 を大き く引きはなしている。 アメ

リカの設置 台数が他の先進諸国 を断然抜 いている ことは,ア メ リカにお けるコ

ンピュータ利用が民 間企業や政府機 関に徹底 してお り,ま たその利用分野が産

業界 ばか りでな く,教 育 とか医療,出 版 な どの社会利用 の方面 に拡大 して きて

いるな ど,利 用の層が 厚 くかつ広 いことの結果 である と考え られ る。

つ ぎに第2位 の西 ドイ ツは導入がイギ リスよ り2年 遅 く,1960年 ごろまでは

イ ギ リスに及ばなか ったが,そ の後急速 にのびて,1963年 にはイギ リスの626

台を追 い越 して1,012台 にな り,そ の後 も西欧諸国の中で英仏両 国を抑 えてつ

ねに首位を確保 してい る。そ して西 ドイ ツにおけるこのよ うなコン ピュータの

目覚 しい普及 は・奇蹟 といわれだ経済復興 とその後に続 く経済成長の中での深

刻 な労働力不足がその大 きな誘 因 となっている。また企業 が経営 の体質改善 に

先 行投資 と して コンピュータを積極的に導入 した ことも預 って力がある。そ し

て最近 の情報 によれば,設 置分お よび受注分を含 めた場合(1966年7月 現在) ,

西 ドイツが約5,000台,イ ギ リスが約3,000台,フ ランスが2,500台 と推定

され,西 ドイ ツが さらに他 の西欧諸国 を引 きはなす ことが予想 されている。

一方 ,日 本は設置台数において西 ドイ ツについで第3位 にあ り,西 ドイ ツ,

イ ギ リス,フ ランスな ど西欧3国 とほぼ同 じ水準にある。 しか し,こ こで注意

しなければな らないのは,コ ンピュータの大 きさであ り,日 本 は これ ら諸国に

くらべて小型機,と くに超小型機の割合 が大 きい。

すなわちアメ リカ(1966年)は 大型 が3.9%,中 型 が61.8%で,小 型 はわ

ずか34.3%に す ぎない。西 ドイ ツについては正確 な数字は不 明であ るが,大 ・

中型 が65%前 後で,小 型の割合 は35%前 後 と推測 されている。

これに対 し,日 本 の場合には大型6.2%,中 型45 .7%で,小 型 が48.1%
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と半分近 くも占め,こ れ ら上位2国 に対 し,小 型の比率がかな り高 い。

・ この点については,金 額 で比較すれば一 そ う明 白になる。1965年 の世界 にお

ける コンピュータ市場44億4,900万 ドルの うち,西 ドイ ツは2億6,160万 ド

ルで全市場 に対 す るシェア5.9%を 占めているのに対 し,日 本 は1億7,000万

ドル(同 じく3.8%)と 西 ドイ ツの約7割 程度 にその差が開いている。 したが

って,た だ単に設置台数 だけで,日 本 の現状を判断す ることは甘い といわねば

な らない。

Cコ ンピュー タ産業の世界経済に果す役割

a量 的側面

世界 における1966年 のコ ンピュー タ産業の年間生産額 はまだ公表 されてい

ないが,お そち く50億 ドル(1兆8,000億 円)の 大 台にのせてV・ることは確実

であ る。 この ようにコンピュータ産業 が50億 ドル産業 にまで成長 したことは,

いまや世界 における戦略産業 としての地位 に急速に近づい てきているご とを表

示 してい る。

】た どえば
,'代 表的な世界 的産業 と目され てい る自動車産業 の年 間売上額 が約

600億 ドルであ り,石 油業 が約510億 ドル,鉄 鋼業 が約430億 ドル であると

い った数字 と比較すれば,コ ンピュータ産業 の世界経済 に占める地位が ほぼ明

らかにされ よう。

表5世 界主要産業の総売上額(1965年,単位億ドル)

1自 動車1石 油1鋼 纏 警1機 械liヒ 学 三遠

ア メ リカ 437 370 220 87 317 218 307 37

その他の
諸国

157 140 214 42 166、 82 279 7

計 594 510 434 129 483 300 586 44

注:売 上2億3,000万 ドル以上の企業の売上額合計。

出所:コ ンピュー タ産業 は当協会推定。その他 はフォーチ ュン誌 「世界 ビ ッグ ・ビジネス順位表」よ り作成。
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事実 コンピュータ産業の成長率はひじょ うに高 く,過 去3年 間の年平均成長

率(単 純平均)は356%に 達 し,粗 鋼生産の8・7%,自 動車 の13・0%・ 船舶 の

1.6%,テ レビの15.6%に くらべてはるかに高V・成長率 を示 してい る。

表6世 界主要産業の成長率

粗鋼

(1,000米 トン)

造船

(1,000総 トン)

乗 用車

(主要7カ 国1,000台)

テ レビ

(主要国1,000台)

コ ン ピ ュー タ

(主要18カ 国,1台)

1957年

263,000
(100)

9,270
(100)

8,254
(100)

9,775
(100)

1,469
(100)

1961

341,300
(130)

7,940
(86)
10,702
(130)
14,749
(151)
9,900
(673)

1962

349,800
(133)

8,375
(89)

13,138
(159)

16,077
(164)

15,306
(1,041)

1963

374,000
(142)
8,538
(92)
15,155
(186)
17,801
(182)
19,336
(1,316)

1964

424,000
(16!)

10,264
(111)

15,782
(191)
20,454
(209)

36,610
(2,492)

注:カ ッコ内は対前年比の指数。

出所:コ ンピューータに関しては日本電子工業振興協会資料,ただし1964年は日本電子計算機株式会社資料による。

しか も コン ピ ュー タ産 業 は ま だ よ うや く初 期 の発 展 段 階 に あ り,そ の本 格 的

発 展 が こん ごに 期待 され て い るの で あ るか ら,近 い 将来 コン ピュー タ産業 が こ

れ ら既 存 の 基幹 産 業 に追 い つ き,国 際 産 業 と して の地位 を さ らに 高 め て行 くこ

とはほぼ確実 である。

表7国 民総生産に占めるコンピュータ産業の比重

1957年

1958

1959

1960

1961

1962

1963

1964,

1965t

1966

ア メ リカ(単 位億 ドル) 日本(単 位億円)

。㍍Lン ピ三 雌

4,411

4,473

4,828

5,038

5,201

5,603

5,905

6,317

6,812

7,323

6.25

9.60

13.25

17.25

23.10

28.30

32.45

35.70

37.25

43.80

B/A%

0.014

0.022

0.27

0.34

0.44

0.51

0.55

0.57

0.55

0.60

A

GNP

112,065

115,182

133,772

159,282

192,736

210,515

246,889

282,360

310,995

360,000

B

コン ピコ.一夕生産

0.4

2。4

4.75

19.63

38.32

79.55

168.40

222.36

310.60

486.23

B/A%

0、0003

0.0020

0.0037

0.012

0.019

0.037

0.068

0.079

0.100

0.135

注:ア メ リカの場合,デ ィジタル,軍 用 コンピュータおよび周辺装置 を含む。

出所:GNPは 国連国民所得統計,コ ンピュータ生産額はアメ リカはEDP・ イ ンダス トリー ・アン ド心マーケ

ッティング ・レポー'ト,日 本 は通産統計による。
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しか し現段階 ではコンピュータ産業 の世界経済に占める量的な比重 はまだそ

れ ほ ど大 きい とはい えない。 ここでは資料的制約 か らアメ リカ と日本 の2カ 国

についてGNP(国 民総生産)に 占 め るコンピュータ産業 の割合 いを示 す と,

ア メ リカの場合 でも,1957年 でわずか0.0014%で,1966年 にはかな り大幅

に増加 したが,そ れで もO.6%に 止 まっている。 また 日本 の場合はアメ リカよ

りばるかに低 く,1957年 で,0.0003%,そ れが,1966年 でなお0.135%に

す ぎない。

そしてアメ リカが,1'%の 大台にのせ るのは1970年 前後 と同ざれている。

また これ をGNP1億 ドル 当 りの コン ピュータ保有台数 と い う形 でとらえ

てみても,ア メ リカの場合1957年 で0.3台,そ れが1960・ 年に入 って1台'

た近 づき,63年 には2.4台,1965年 には3.8台 とな ってい る。

一方 ,西 欧諸 国の場合は1957年 で0.03～0.04台 と1桁 低 く,そ れが63年

で よ うや く平均1.2ん1.3台 にまで上 昇 し,1965年 には1.6台 前後 となって

い る。

表8GNP1億 ドル当りコンピュータ台数の比較

ア メ リカ

イ ギ リス

西 ドイ ツ

フ ラ ンス

イ タ リア

日本 .

1957年 1960年 1963年t 1965年

コン ピュ
ータ設置

台数(A)

台

1350

66

20

15

10

3

国民総
生産(B)

億 ドル4411

541

426

256

282

A/B

台

0.31

0.04

0.03

0.04

0.01

コンピュ
ー タ設置

台数 ㈲

台
4600

234

170

125

100

102

国民総
生産(B)
A/B

億 ドル'台
50380.91

6110.38

7420.23

5920.21

3210.31

4070.25

コンピュ
ー タ設置

台数CA)

台
!4000

626

1012

791

592

870

国民総
生産⑧

億 ドル
5850

718

920

740

430

600

A/B

台
2.39

0.82

1.10

1.07

1.37

1.45

コン ピュ
ータ設置

台数 ㈹

台26340

1225

1980

1320

1000

1790

国民総
生産㈲

億 ドル
7044

974

1125

920

568

842

A/B

台

3.74

1.26

1.76

1.43

1.76

2.13

出所:GNPは 国連統計,コ ンピュータ台数は日本電子工業振興協会資料による。

ア メ リカがGNP1億 ドル 当 り10台 の 大 台 に の せ る のは お そ ら く1975年

ご ろ であ ろ う。

この よ うにみ て くる と,コ ン ピ ュー タ産 業 で リー ダ ー シ ップ を とっ てい るア

メ リカで も,ゴ ン ピ ュ一一タ のGNPに 占 め る比 率 が1段 階 を画 す と思 わ れ る と



ころまで到達す るのは1970～75年 ごろであ り,西 欧諸国をふ くめた コンピュ

ータ産業の世界経済 での地位が名実 とも確立 されるには1980年 代 まで待 たね

ばな らない であろ う。

b質 的側面

この ように生産額 とい うよ'うな量の面でみた場合には,ま だコンピュータ産

業の世界経済 に占める地位はそれほ ど重要であるとはいえない。 しか し,こ れ

を質的側 面で とらえた場合には,全 く別の評価 がなされねば ならない。

それは コン ピュータ産業が一言でいえば産業革命的なインパ ク トを持 った戦

略産業 であ り,こ の点第1次 産業革命 の ときにおける動力産業に似 ているか ら

である。動力産業 は,人 間の筋 肉の力を動力 として使 うことか ら解放 したが,

コンピュータは人間の知的機能 に代替 し,こ れを増幅す るとい う点 でそれに も

ま して画期的 な機械である。

こうした意味 では コンピュータ産業 はす でに世界経済のいろい ろな分野 に質

的なイ ンパ ク トを与 えている。た とえば原子力産業 や兵器産業 ない し宇宙産業

な どは コンピュータ産業の出現 がなか った ら,今 日のよ うな発展 はみ られなか

ったであろ う。そればか りではな く,将 来,コ ンピュータ産業 は教育,通 信,

放送,出 版,新 聞,医 学,研 究開発,天 文学,海 洋学 な どの各分野 と結合 して,

情報産業 ない し知識産業 とい う全 く新 しい巨大 な産業 グループを出現 させる歴

史的使命 を担 っている。

この ようにこれか らの世界経済 におけ る質 的側面へのコンピュータの役割 の

大き さは計 り知 れない ものがある。

従来 の各国の コンピュータ利用傾向は,ア メ リカの軍需を除 けば ほとん ど製

造業,非 製造業 におけるデー タ ・プ ロセシ ングおよび技術計算 が中心で あ り,

プ ロセス制御,数 値制御 はよ うや く開始 されだ した段階 である。 したが ってコ

ンピュータの経済成長 に対す る寄与 力はそれほ ど大き くはなかった。

しか し今後 コンピュータの利用が同 じデータ ・プ ロセシ ングの段階 で もMIS
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(経営情報システム)の 方 向に進展 して,経 営 の効率化 が促進 され,さ らにプ

ロセス制御 や数値制御による生産 工程 の総合 自動化 が推進 さ れ る あかつ きに

は,そ のGNPの 拡 大,成 長に対 する寄与 力は倍加 するであろ う。現に アメ リ

カにおい てプロセス制御お よび数値制御 に対 す るコンピュータの適用 は最近 急

速 に本格化 してきてお り,そ の傾向を示 せば,つ ぎのご とく,1970年 に入 って

工場 費に占める制御 コス トの割合,お よびマシン ・ツール ・コス トに対す る制

御 コス トの割合が急速 に増加するこ とが推測 され てい るのである。

もし,こ のよ うに して将来 コンピュー タが生産部門に大幅に導入 されるよ う

にな った場合,諸 産業 の生産性 は大幅に上昇 し,こ れが生産 コス トの低下 を通

じて,経 済 の拡大に寄与す ることは十分に予期 され る ところである。

表9ア メリカにおける制御コストの推移(%)

1・ ・…tl・1・96・
1965 1970 1975

工場費に占

める制御コ

ス トの比率

第1次 金属

石油化学

電力

紙パルプ ・セメン ト

全機械台数に占める自動機械台数比率

マ シ ン ・ツ ール ・コス トに 占 め る制

御 コス トの 比 率

3

5

1

0

14

上 限30

{下限15

5

6

3

2

18

37

20

7

10

4

4

62

43

25

12

13

6

11

78

45

28

15

16

8

14

90

45

30



第2章 ア メ リカ巨大 企業 の海 外 進 出 と各 国 の

コ ン ピュー タ政 策

1ア メ リカ巨大企業 の市場進 出

Aヨ ー ロ ッパ に対 す るア メ リカ巨大 企業 の進 出

資 本 および貿易 自由化の波は,各 国産 業界に大 きな影響 を及 ぼしているが,

ことにコンピュータ産業 においては,ア メ リカの大手 メーカーの世界 市場進出

が,各 国政府,業 界の重大な関心 を呼んでいる。

ア メリカの コンピュータ ・メー カーは,現 在,約40社 。10年 以内に10社

てい どに集約 ざ れ る とみ られ,JBM,ス ペ リー ・ラン.ド,CDC,バ ロース,

ノ・ネ ウェル,RCA,GE,NCRの 大手 メーカー各社 は,国 際的規模 をもって ヨ

ー ロッパ ,カ ナダ,日 本 と世界 の有力市場 に進出 しよ うとしている。すでにこ

れ らメーカーの海外市場進出策 は,イ ギ リス,フ ランス,イ タ リアな どで成功

をお さめてお り,今 後,こ れ ら企業の進出は,さ らに一段 と激 しさを加 えて く

るとみ られ る。

コンピュータは情報産業の中核 となるもの,といわれてお り,近 い将来石 油,

鉄鋼,自 動車につ ぐ巨大工業 に発展す ることが予想 され る。それだけに各国の

コンピュータ産業育成策 は,政 府 の莫大 な援助の もとに進 め られ,国 際競争力

の育成 がはか られているわ けである。 しか し,国 際企業 としての姿 を とりつつ

あるアメ リカの大手 メーカーの進出は,そ れ以上の規模 とス ピー ドで進 んでき

てお り,す でにフランスの栄光企業 とうたわれた マシ ン ・ブル社,イ タ リアの

オ リベ ッテ ィ社は,ア メ リカ企業の傘下 に入 った。

1966年 末 の ヨー ロッパの コン ピュータ設置台数は,約7,500台,年 間20%

以上(対 前年比24%増)の 伸 びを示 し,市 場 の大 きさと普 及の潜在力は,世
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界市場進 出を目指すアメ リカの大手 コン.ピュータ ・メーカーの大 きな魅力 とな

っている。 したが って,海 外 市場進出策の第一歩を ヨー ロッパ市場に とったわ

けで,ヨ ー ロッパには数多 くのブラン ドの コン ピュー タが販売 され,ヨ ー ロッ

パ のメーカーはつ ぎつぎ と市場か ら撤退 や合併 を余儀 な くされ てい る。

ドイ ツに ヨ一一ロッパ本部 を持 ってい るIBM。 フランスのマシン ・ブル社,お

よび,イ タ リアのオ リベ ッティ社 を傘下に したGE。 西 ドイ ツのシーメンス,

イ ギ リスのEELM社,ICT社 にコン ピュータのライセ ンスを売 ったRCA。

売 り上げの20%は ヨー ロッパ市場か らはいる とい うスペ リー ・ラン ド社 ユニ

パ ック ・デ ィビジ ョン。オ ー ス トラ リア,・オ ランダに勢 力範 囲を広げ,EEC.諸

国におけるプロセス制御 コンピュータ市場への進 出を計画 しているCDC。 この

よ うに大手企業 の ヨー ロッパ進 出は,一 層激 し・さを加 えつつある。

このよ うにアメ リカ巨大企業 の ヨー ロッパ進出は,着 々効 を奏 しているが,

それに対抗 してイギ リス,フ ランス,イ ダ リアな どの諸 国におけるコン ピュー

タ産業育成策が整備 されて きてV・る。イギ リスでは,IBMシ ステ ム360の 対

抗機種 として開発 された'ICT社 の1900シ リー ズ ・コンピュータの政府買い

上げ策が とられ,フ'ラ ン ス でもCEA社 とSEA'社 の合併 を促進 させ,1億

ドルの補助金 を もって国産企業 の育成に力 をいれ,マ シン ・ブル社 の二 の舞 を

避 け ようとしている。 ま・た,西 ドイ ツで もシー メンス,テ レフンケ ンといった

民族企業の助成策 を明確化 して,国 産機愛用運動を広 めてい る。

このよ うにアメ リカか らみた輸出市場 とじてのヨ　 ロッパ市場は,必 ず しも

明 るい材 料ばか りあるもの とはい えない。しか し,開 発 に,販 売(レ ンタル資金

の確保)に,要 員 の教育 に,莫 大な資金 を必 要 と・す る コ ンピュータ産業 だけ

に,ヨ ー ロッパの大企業 といえ ども楽観 はできない。

さらにア メ リカ企業は,東 欧共産圏 という新 しい市場に進 出 しよ うとしてお

り,ヨ ー ロッパ市場 をその足掛 りに・す る考 えをもっている。'IBMは ハ ン・ガ リ

ーヂチ ェコス ロバキ ア,ポ ーラン ド,ル ー『マニア,ブ ルガ リア,東 ドイ ツなど
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東欧諸国に強い関心 を示 してお り,一 方,GEも イタ リアのオ リ・ミッティGE

を介 して東欧市場進出を計画 して いる。 と くに ポーラン ドのコン ピュータ ・

メーカーの一部 には,周 辺装置 をは じめ集積 回路,測 定器 な どについてアメリ

カのメーーカー と提携 したい意思表示 を行 なってお り,電 子 工業の新 しい市場 に

なる可能性がみいだ され てきた。

コンピュータの対共産圏輸出は ココム条約 にふれ るところか ら,こ れまで活

発化 していなかったが,最 近 アメ リカ政府 は,一 部共産 圏(中 国を除 く)へ の

コン ピュータ輸出に緩和政策 をと りつつあ り,こ んごソ連 を含めた共産圏に中

古 コンピュータが数多 く輸 出 され るものとみ られ る。

B日 本 に対す るア メ リカの資本進 出

アメ リカの コン ピュータ巨大 メーカーの海外進 出は 日本 に も 向 け られてい

る。電子工業 審議会,電 子計算機政 策部会の去 る66年4月 の答 申によれば,

すで に年間690億 円(1966年)の 需要をもち,1970年 には1,070億 の産業に

なろ うとしている 日本の コンピュー タ市場は,彼 らにとって ヨー ロッパに劣 ら

ぬ大 きな比重 をもっている。

わが国のコンピュータ市場 にす でに進 出 している外国メーカーには,IBM,

GE,CDC,ス ペ リー ・ラン ド社 ユニパ ック部門,バ ロース などがある。

その進 出形態 も多様 で,バ ロース,CDCの よ うな単 な る代理者形態か ら・

GE,RCAの よ うな特許 による技術輸出,さ らにユニパ ック の よ うな 日本企

業 との合弁 の形 をとるもの,ま た,IBMに み られ るような100%自 己資本に

よる現地法人 の設立 まである。そ してここ1,2年 来,外 資進 出の度合いは一

段 とそのテ ンポを早 めてきている。

わが国の コン ピュータ市場 の外国機 の 占拠 率(40年 上期実動金額ベース)

は,61.8%で あ り,フ ランスの84%,西 ドイ ツの90%よ り低いが,英 国の
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46%よ りか な り高 い。わが国では,IBMの ほか,ユ ニパ ックの占拠率が他 メ

ーカーのそれ よ り高いのが特徴 となってい る。

これ ら製 品の一部 はアジア地区に輸出す るこ とが考慮 され てお り,IBMは

わが国を足 がか りとして,将 来 のアジア地区進 出を意図 している と解 され る。

また1964年 以来 の懸案 となっていたGEと 東芝,三 菱3社 の合弁によるコ

ン ピュータ会社設立構想が よ うや く結実 し,東 芝 が34%,三 菱,GEが それ

ぞれ33%の 出資割合 で今年に設立 され ることが3社 間で と りきめられた。 こ

れによってGEは コンピュータ部門 でヨー ロッパ に続 い て 日本に も進 出の足

がか りを作 った といえる。

新会社 は当初は生産 を行 なわ ないで,専 らコンピュータの販 売に主力をそそ

ぎ,同 時にシステム ・アナ リシスやカス トマー ・エンジニア リングな どの業務

を開始す るといわれている。

なお 日本 の二大財閥である三井 と三菱系 の企 業がひ とつの合弁会社に参加 す

るとい う一見異 様 な 事 態 の背後には,従 来三菱電機が技術提携 を し て い た

TRW(後 にバ ンカー ・ラモ)の コンヒ.ユータ部 門がGEの 傘下に吸収 された

とい う事情が介在 してお り,新 会社設立 はこん この国際資本の動 向の一端 を示

す もの として注 目され る。

さらに,世 界最大 の集積 回路(IC)の メーカーであるテキサ ス ・インスツル

メン ト(TI社)の 日本進 出はまだ日本政府の許 可がお りないで実現 されてい

ない。'」

TI社 が100%自 己資本 に よる子会社(資 本金6,750万 円)の 設立 を申請 し

ているのに対 し・通産省 は ①50対50で 日本 の半導体 メーカー とO合 弁 とす

る ②設立後3年 間は生産計画 を明示 し,通 産省 と協議 し生産 を調整す る ③

将来TI社 の 日本特許が成立 した場合は妥 当な対価 で公 開する,と い う3条 件

を提示 し,両 者の間で話 し合 いがつかないとい うのが現在の段階 である。

しか しどのよ うな形にせ よ,TI社 の 日本進出 が 決 まれば,わ が国のコンビ
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ユ ー タ産 業 に お よぼ 古影響 は大 きい。:.,.'.. ,'。1tt-.∴

ま た,CDC,バ ロ ー ス な ども従来 の代 理 店 主 義 か ら一歩 前 進 し,支 店設 置 等

の動 き をみ せ てい る。1:、 ゴ、J、,,・:、

この ほか ア メ リカ のゴ ナ イ.テ ッ ドrガ ≡社 と ミツ ミ電 機 との 間 で,集 積 回路

用 接 触部 品 お よび多 層 プ リ.ン ト配線 を製造 す る ミツ ミ ・シ ンチ 会社 が設 立 され

て い る。 、',.,

この よ うに わ が国 に対 す る外 国ヨ ン ピュー タ大 手 メー カーの 資本 進 出 は, .ヨ

ー ロ.ッパ に劣 らず活 発 な もの が あ り,こ ん ご資 本 自由化 の進 展 に つれ て「 層 そ

の 度合 を強 め て行 く もの とみ られ る。

2.4、 各 国 政 府 の コ ン ビ 笹 → ・タ 政 策'… 一.i..

コン ピュー タの重要性 が各国政府 で認識 されていることはいまさら指摘する

ま でもな いが,コ ン ピュータの普及状況や国内産業 の実力によ って各国の政策

のニュアンスは大 きな差 をみている∀..二..・ 一

コン ピュ三 タ王国であるア五 月汐,においてはこの産業を刺激す る要 因があ り

す ぎるほ どあ り,宇 宙開発計画か ら防衛投 資な ど,政 府の活動 その ものが これ

を支援 してい る。現在 アメ リカのメーカーが国際市場 を リー ドす る大 きな力 を

持 つに至 ったのは,軍 の研究開発投資に負 うところが多い。

これに比べて ヨーロッパ先進国や 日本は,そ ういった有利 な条件 がなか った

だけに,ア メ リカ1どの技術格差の解消には大きな努力が必要 になってお り,政

府 の政策 も国内産業の育成 とい う方 向で強 力に推進 されている9

さらに遅れている国々にと っては,.ヲ ンビュー二:タ蓮 込 を促進 して国の経済の

近 代化をは か ることが第二11の課題 であ6ρ 南米,`:797'リ カ諸国 などでも第1号

機 の稼動が 次々 と報告 さ:れ,、これ:らの国に主;ア才 リ.カ・の コンピュータが浸透 し

茸 ・導興Y'入s-t"9.:∵ ず ∵ 一 ・-p、.
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Aア メ ヅカの コ ン ピュー タ政 策

米政府 はそれ 自身 が世界一のコンピュータ ・ユーザーであるとい う側 面 と,

コン ピュータ産業を育成 し,ま た規制する とい うも,うひ とつの側面か ら,業 界

に大 きな影響力をおよぼ している。

aGSA(共 通役務庁)の 活動 と大統領書 簡

"ジ
ョンソン大統領 は1966年6月 末 日に全政府機 関の長にあて書簡を送 り,

コンピュータ ・システムをあ らゆ る可能性 の面か ら広 く有効に利用 し,で きる

限 り安 いコス トで この運用 をはか るよ う通告 した。

この内容の骨子は,① より効果 的なEDP調 達方針 を確立す る ②新規シス

テムを筋 前に現硫 諏 共同利用を考える、③過剰設備のアンバラ鷺 を戸

利 用で解決する ④産業界 と協力 し,互 換性 を もつコンピュータの標準化を促

進 する六 とい:う4項 目か ら成 っていた。 」t

ごとれ;ま∵!965年io月 に成立 したブル ックス法 の実施 に ともない
,政 府 の意

志 の徹底 をISか6た め12行 なわ れた もので,政 府 が持つEDPシ ステムの完全

な有効利用 をはか るとともに,つ ぎの飛躍 へのベースに しよ うとい うものであ

る。'"ざ
'
アメ リカ連邦予算局が公表 した ところに よれば1966年 度末 で推定2,623台

の コンピュータが連邦政府 で利用 されている。 うち,44.9%は 買い取 りで,i

55.1%は レンタル利用 である。 ここで注 目される点は ① これまで急増 してき

た莉用台数 が ユ966'年 度 を頂点 に1967年 度 は下降線 をた どる も.のと予想 され

る ごど'(2泣 ジダル比率が減少 して,・・買い取 りとの比率がほぼ半分の状況 にな

つだ主 謀 ぢ ズ ・ 、,'∫

"三 流i詰 合にカ レ
ック畑 の影響であるとみられる。

～
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麟 綻
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百 万 ドル

出所:ア メリカ連邦予 算局66年 度報告書 による

① にっいてはタイムシェア リングな ど新技術に裏打 ちされた共 同利用の増加

と余剰施設の再利用で台数の伸 びが止ま ったものである。GSAのE・D・ ドワ

イヤー氏に よれば,66年 度 は6,000万 ドル(21億6,000万 円)分 の計算機

マシン ・タイムが共同利用 され るとい う。

② の レンタルの比率の減少は,ブ ル ックス法 の最大のね らいであ った。すな

わ ちレンタル導入 による予算 の食 いつぶ しが63年 来議会 で取 り上げ られ・そ

の検討が契機 となって,ブ ル ックス法が成立 したのであるが,こ れを反映 して

1965年 か ら買い取 りの比率が急増 してい るわけである・

これに関連 して リース ・バ ック会社 の利用がある。政府が メーカーか らレン

汐 ル,している機械 を一度 リース会社 力『買い上げて,ζ れをユーザー(官 庁)に 安

い価格 で再 レンタルす るとい う仕事 を政府が正式 に認めたの であ る。民間ユー

ザーでは過去1年 間に150台 の コンピュータが こ うした形で再 レンタル されて
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V・るとV・われ る状況 から,政 府 も農務省 を第1の ケースに1966年 秋か らこれ

をスター トさせた。

このほか商務省 が中心 となって進 めてい る ① コンピュータの標準化作業や

② 政府機 関のコンピュータ導入に際 して機種選定へ の基準を設 けるな どは,大

きな影響力 を業界 に与 えよう。

b行 政指導にも多 くの課題

一方政府 のも う一 つの使命 であ る業界の行政指導 でも多 くの課題 がある。

ひ とつは コンピュータ利用の多角化 に関連 した ことで,ま ず タイ ムシ ェア リ

ング技術の本格化に よる通信回線 の 問 題 で あ る。民間の通信会社 自身がタイ

ム シェア リング,計 算サー ビス業に進 出 した り(イ ンターナシ ョナル ・テ レフ

ォン ・アン ド・テ レグラフ,ウ エスタン ・ユニオ ン),メ ーカーが全国ネ ッ ト

でセ ンタ_・ サー ビスを計画(各 社)し た り,さ らにFBI,郵 政省 な どの官庁 ・

GE,フ ォー ドな どの ビッグ ・ビジネスが競 って全 国タイ ムシェア リング'ネ ッ

トワークに膨大 な投資を計画 してい る。

これに通信衛星に よる国際 データ通信 な どがか らんで,こ の技術基準 の設定

や規 制,育 成をはかる必要があ り,FCC(連 邦通信委員会)は これ らの処理 に

忙 殺 されているのが現況 であ る。 さらに通信回線 と結 びついた コン ピュータの

利用 は広い国土を もつアメ リカに うってつけの技術 であ り・この1年 来消費者

の 財務信用調査のデータを商店に売るクレジッ ト会社や,ホ テル,レ ンタカー

まで予約で きる観光サー ビス会社 など多彩 な事 業が創業 されてお り,こ れ らの

新規事業に合 った政府 の政策が早急に確立 され る必要 に迫 られている。

Bイ ギ リスの コ ン ピュ ー タ政 策

イ ギ リスほ どコンピュータ ・メーカーが,政 府 の援助を一身 に うけてきた国
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は少 な … 獅 噛 は 国 内 メー カ ー(ICT・Elli・tt・EELM'な ど)'が φΩ:%の

シェアを占め,ア メ リカのメーカー と対等 にわた り合 っている数少なレ;・国 のひ

「と
つであ る。 ・'♪'"・

政府の コシ壱ユータ産業への助成 は;ICTの 再編成か ら開始 された。ICTは

市場性 の高い中小型 ビジネス用の コンピュータの生産を集 中化 するため,EMI

とGE(米 国GEと 無関係)の コンヒ。ユ一夕部 門,さ らにフェラ ンティ社 の

ビジネス ・コンピュータ部門を合併 して再編成 された。''"

この試 みは政府の肝入 りで行 なわれたが,当 初はE.プ ・レイ ラェア社長の経

営手腕 に欠 けるところがあったこともあ り失敗の色 を濃 くしたが;つ いで立 っ

たC.ミ ー ド現会長の手で立 ちなお り,ICT1900シ リ←ズの成功へ と導 かれ

た。 この間政府 はICT1900の 開発資金 としてNRDC(イ ギ リス研究開発会

社)か ら1,500万 ドル(54億 円)のPt・ 一方ンを支 出 してい るb'…

ICT1900シ リーズの成功 は ①機械 がイ ギ リス市場 の特殊性忙マ ッチ・した

ものだ った こと ②IBMシ ステム360と 同時に第3'世 代 のコンピュータめ皮

切 りとな ったこと ③360よ り価格が5～10%安 い こと,と い う条 件に加 え

て,④ バイ ・ブ リテ ィッシ ュ運動 の活発化 ⑤ システム360の ソフ トウェアの

遅れ と初期 の トラブル,と い った外部要 因に助け られ,発 売以来わず か1カ 月

で559台,-'6,700万 ポン ド(670億 円)を 受注 した。"

政府 はこのICT・1900シ リ'一ズの成功 と相前後 してイ ギ リスめ コン ピュー タ

産 業を国際 レベルのもの とする'ためい くつかの手 を打 った。ぞ め概要 は ① ロ

`
ン ドンのイ ンペ リデル ・ヵ レジジた コiジパネラ ニを開発 ざせるだ あ=言3'力年 間

に30万}編/(1億81000万 円〉 を支出す る・②国立計算 セ ンダ≒一を各 地 に設

立 ③ フラワーズ ・レポー ト(教 育科学相の要請 でフラワー教授 を中心 として

1965年 に作 られた コン ヒ.ユータ政策に関 す る委員会)'に よ り∫大学お よび 研究

機関に大型機 を導入 す る ④ コンピュータを導入 しよ うとす る ユーザーに20

;1二繊 莇 編 絃 乱 そ紬 翻 の二部に渋 る椴 紬 進法)・と賜 だもの

.∫s、'"x
..
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であった。 ∴":∵'""'一'一'"　 …'一'　 '㌔へ三・

国立計算 セ ンターは1967年4月 に稼動す る予定 で,KDF9(EELM・4億

円)大 型機 を導入,40名 のスタ ッフを擁す る。仕事は ① コン ピュータ要員の

教育 ② コンピュータに関す る情報 とア ドバイ ス ・サー ビス ③標準化 の推進

とソラ ドヴゴァゐ開発 ④新 しい分野の利用技術 の開発である。`"∵ ・'

技術省 はこ『のセジ タLの 設立 ど初年度運営費 として29万 ポ ン ド(2・億9,000

万 円)を 要求 した。新規 コンピュータ導入 に対 す る20%の 資金援助 とい うジ

世界で も初 の政策 が とられためは,66年1月 に大蔵,商 務,経 済担 当の各国務

相 によって議会に提 出 された干投資促進法案」の中に明記 された条項 にもとつ

くものである。 ・'1「'・

労働党政府 は1965年 秋 に国家経済計画 を策定 し,そ れにも とづ き66年1

月 に ① 国際収支 改善 に役立つ産 業の設備投資促進 ②産業近代化 と企業合併

を促進す るための産業再編成公社の設立 をはかる とい う具体 的政策 を打 ち出 し

た。これに沿 って提 出 されたのが投資促進法案 である。 これ に 関連 してEDP

特定項 目に対 する特別補 助金交付 としてイ ギ リス鉄鋼研究協会 とイ ギ リス石炭

利 用研究協会にコ ン ピュ」タ購入資金 と・して5,776万 円が支 出 され てい る6大

学関係 ではタイムシ ェア リン グ の地域 センター〔ど して,エ ジンバ ラ1,'ロジ::ド

ン,マ ンチ ェスターの3セ ンターの トップを切 って,エ ジンバ デ ・セ ンタ=一一が

EELMのKDF-9(5億400万 円)を 発注 した。一・∴"…'∵:"≡-

EELM社 の大型機 は官庁,'大 学 市場 にバイ ・ブ リテ・イッ・シ ュ政策 に守 られ

1てきわ めて強 く浸透 しパ前記の地域 ゼンターのほかに,郵 政省 のシステム4=

・尭 デル75を5・ 台使 うシステムで840・万 ドル(30億 円)に のぼ り・そのi後さら

に560万 ドル(20億 円)の4.台 のシス1牙ムが追加 されている.6KDFは 国立

計算 ゼンターのほかに13の 大学 と研 究機 関で使われ・EGDONと 呼 ばれ る

オペ レーテ ィング ・システムが共通に使われ るよう標準化 され7Z'い る。 さ?)・1こ

政 府 の技術政策 の分野 では技術者か一らaン ピュータ ・プFジ ェ ク ト研究に 関連
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して,12億5,000万 円 の資 金 が支 出 され て い る。

Cフ ラ ン ス の コ ン ピ ュ ・一一・タ政 策

フラ ンス政府 の コン ピュータ産業にかける期待 に暗雲をなげたのは3年 前 の

マシ ン ・ブル社の挫折 とこれに続 くGE社 の進 出,そ してブルーGEの 設立

であ った。すなわち,こ れに よってこれまで市場 の50%を 確保 していた国産

機 のシェアか らブル社のシ ェア38%を ごっそ り引 き抜 かれ て歯 の抜 けた よう

な状況にな ったわ けであ る。 こ うしてコンピュー タに大き くたよっていた フラ

ンスの科学技術は もろくもくずれ,も う一度は じめか らや りなお さねばな らな

くなったのである。そのみ じめさを如実に示 したのが,フ ランス原子力委員会

の輸入 しよ うとした超大型機CDC6,600を アメ リカ政府 に ス トップをかけ ら

れた事件であ る。

理 由は ドゴール政府 が原子力研究 に超大型機 を使 うのは 「軍事的におも しろ

くない」 とい うワシン トンの意向で輸 出認 可が与 えられなかったのである。

フランス政府 はこのにがい経験 か ら,わ ずか14%の 市場 シェア しかない弱

体 の国内 メーカーを統合 して,ア メ リカのマ ンモス企 業に対抗す るコンピュー

タを製作す る決意 を固 めた。

フランスの コン ピュー タ ・メーカーはい ま や 電 子 工業界 の大立物CGEと

CSFの 合 併 で で き たCITECの 子会社CAEと シュナイ ダー鉄鋼技術 グル

ープの子会社SEA,そ して電気電子技術会社 トム ソン ・ハ ウス トン社が最近

設立 したSNERIの3社 にす ぎない。 しかもその勢力は フランスIBMの 売上

高3億 ドル(1,080億 円,1965年)に 対 して,CAEで1,600万 ドル(57億

6,000万 円),SEA社 が1,200万 ドル(43億2,000万 円),SNERI社 は2,600

万 ドル(72億 円)と い う弱体 である。

政府 の基本的考 え方 は この弱小メーカーをひ とつの企業 に合併 させ,5カ 年
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澗 に1億3,000万 ドル(468億 円)を 補 助金 と して支 出 し,政 府 の 超大 型 コ ン

ピ ュ ー タを製作 させ る とい うもの で あ っ た。

1966年7月 に この 第1段 階 と してCAEとSEA社 が 合併 してCIIC(Com'

;pagnieInternationaled'lnformatiqueetdeCalcul)社 が 設 立 さ れ た。 す でに

政 府 ライ ン の超 大型 機 は研 究 に入 ってお り,1968年 に は そ の概 要 が 公 表 され

る。 第2段 階 は9月28日,政 府 が コン ヒ。ユ ータ ・デ ィ レクタ ー とV・ う新 しい

ポ ス トを つ く り,ロ バ ー ト ・0・ ギ ャ リー を抜 て き した こ とであ る。 この新 し

い ポ ス トの役割 は ① 補 助金 の分 配 とそ の遂 行 を見 守 る'こ と ② コ ン ピ ュー タ

導 入 に対 す る政 府 のル ール を確 立 す る こ と ③ 業 界 に エ ンジ ニ ア とプ ログ ラ マ

ー を供 給 す る学 校 を創 立 す る こ と ④ 政府 と業界 の連 絡事 務 担 当官 と して活 動

す る こ とで あ る。 さ らに,同 年10月,ThompsonHoustonとCompagniedes

Compteursの 共 同出 資 でSPERAC(SystemesetPeripheriques,Associesaux

Calculateurs)が 設 立 され た。 同 社 は数 値 制 御 装 置 とCIICで 製 作 され る超 大

型機 の周 辺 装 置 を製 作 す る こ とに な る。

これ に つい で近 い将 来 の 計画 と して は ギ ャ リー 氏 の最 も緊急 を要 す る仕事 と

し て挙 げ られ て い る 学 校 設 立 が あ り,IRIA(lnstitutdeRecherched'lnfor・

mationetd'automatisme)と い う名 称 の教 育 機 関 の創 立 が予 定 され てV・る。

こ うした フ ラ ンス政 府 の 政 策 は ア メ リカ を強 く意 識 して行 な われ てい る。 フ

ラ ン スが ア メ リカ資 本 の進 出 を快 く思 って い なV・の は,1960年 代 に な っ て技 術

輸 出 の バ ラ ン スが常 に赤 字 と な って い る か らで あ る。1964年 に7,200万 ドル

〈260億 円)を 示 した技 術提 携 や ノ ウハ ウ契 約 な どで海 外 に も ち去 られ た 赤字 資

金 は1965年 に は8,300万 ドル(300億 円)と な り,今 年 は1億 ドル(360億

円)に 達 す る もの とみ られ てい る。 こ う した技 術 格 差 が今 後 と も続 くこ とは第

二,第 三 のCDC6,600事 件 の よ うな ア メ リカ の いや が ら せ と技 術支 配 を うけ

な い と もか ぎ らず,コ ン ピ ュー タ だ けは重 要 な国 家 産 業 と して あ くま で も守 り

抜 く こ とを表 明 した もの と言 え よ う。
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D西 ドイ ツ の コ ン ピ ュ ー タ政 策

.西 ドイ,ツはIBMの ヨー ロッパに おけ る重要 な拠点で,同 社に市場の70%

を占拠 され ていること,そ して国内企業 はシー メンス,テ レフンケンと有力な

電子 工業 の企業があ りなが ら近年 まで全 くコンピュTタ に興 味を示 さなかった

ごとな どかち,IBM,の 天国であ った。 このため に政 府 の政策Al特 別 な ものは

なか一つたが',1966年 に入 ってか ら,経 済省 が政府機 関については国産機 のみを

購入 す るよ うにとの意 向を表明 した。

入札価格 にかかわ りな く"バ イ ・ジャーマン"の 方針 を採 るよ うに とい うこ

の政策 は,し か し一方 でニーフ経済省次官が議会に 「西 ドイ ツ政府は コンピュ

ータ産 業の近代的発展 を可能 とし競争 力をつけるべ き助成策を考慮 してお り,

まず ドイ ツ企業が コン ピュータを買 う際に特典が与 えられる。ただ し政府 の意

図は外 国の コン ピュータ・メーカーをシャッ ト・アウ トする とい うのでは なく,

政府 の支持 の下に ドイツ企業 と海外 の企 業が手 を結び,漸 次国産化率を高 くす

ることだ」 と答 申 してお り,イ ギ リス,フ ランスな どとはかな り違 った ニュア

ンスを持bて いる.6、"二i"

このバイ8.ジ ギ≒ マ'ン政策 にもとづVl・てテ レフ ンケ ン社はTR-4型 で4台

'
,め受注を得,さ らに同社の第3世 代'コ'ンピ'b÷ ダTR－440タ イムシェア リン

竜グ機が ダルムシ ュタ ットの西 ドイ ツ計算 ゼ ン タ ー に納入 され る こ とに な っ

た。、シーメ ン ス社 は,3303リ アル タ イム ・コンピュ .:・タをSierra座 席予約

・シ.ステムのほかRCAと の提携機種4004ジ リーズ を90冶 受注,全 機 種 では

20σ 冶,"約9,000万1ド ル(324億 円)でIBMに つ ぐ'2位 の座 に挑戦 してい

る。 また フラン'スのCAEtが.1966年 に フラン クフル トに西 ドイ ツ本社 を設立

じてお り,'同 社が アナ ログ,.テ レフンケン社がデ ィジタソレ計算機 を出 し合 って

ハイブ リッ ド ・コ ンピュータの製造 を行 な うことにな うた。

'蕊

、
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残 る国 内ヌニ カニの ヅーゼ(乞usづ はブラゥンボベ リーの傘下に入 り,プ ゴ

セス ・科学 コン ピュータに集 中することにな った。 しか しいずれに して も,国

内メーカーがいま一段実績 を上 げ実力 を培養す ることが,政 府施策の効果 を引,

き上 げるキーポイ ン トどなるとみ られ ている。

Eわ が 国の コン ピ ュー タ政 策

わが国の コン ピュータ産業の振興に関する政策 目的は,ま ず第一に,経 済社会
へ

の近代化に貢献 すること。第二には,電 子工業 の技術水準 を先 導する'こピ～一

「とい う二らに集約 される。 そ して最終的にはジ コンピュ一夕産 業を有力 な輸出

成長産業にまで発展 させ ることを月 ざしている。 ・ ・.一 層

そこで政策 の展開 としては,ま ず第1段 階 として産業 としての定着確立を目

ざし,第2段 階 として 自主技術 開発力 の形成 をはか り,t第3段 階にいたって,.・

情報処理産業 の中核 としての発展 をはかる ・とい う三 つの段階的発展 の方策

が たてられ,そ れに もとつ く一連 の具体的施策 が推進 されてきてい るのである1。

そこで主要 な具体 的施策 をあげる と次 のご どくである。∵∴ 、ご,:r:、∵ ゾ

1.㌧:"""1'∵'、1ぺ.:"'tt"h∵ ∵.'ヨ,・tt

a・"M究 開発 の促進'.一,一 一'''":一',t-一'・'」"t.1'J'.'i、'

ig57年 に1「電子工業振興 臨時措置法」'が時限立法 として制定 され'た。.これ

・に ょり」号機種(試 験研究 を促進 す,べき:もの)に 指定されゴ電 気試験所 の拡充

強化 をは じめ,鉱 工業技術試験研究補 助 金 の 交 付,大 型プ 匿ジェク.ト研究開

発,機 械振興 資金 の補助に よる電子工業振興 協会電子計算 センターの設置,お

よび各種 リフ トウェアの開発 な どの施策 が進 められている㌫ ∵ ・

∴"ど ぐだ矢型 プロジごグ仁の研究開発ぽ
,超 高性能め大型ゴンピュ一夕を,国

ti立の試験研究機関と民間の協力たよ
って開発する計画で,コその完成までの期間

':は5カ1午;'開発費は117億 円が予定 ぎ拒 でVVる ごとれにういて1966年 度にお



い て は3億7,000万 円,67年 度,18億 円 の予 算 が計 上 され て い る。

b企 業合理化の促進

コンピュータ ・メーカーの経営基盤の強化安定策 としてまず重要物産免税制

度による開発期間中における法人税の免除,企 業合理化促進法にもとつ く特別

償却制度の実施等があげられる。その他人出力装置製造設備の合理化のため特

利による開銀融資が行なわれている。

c販 売体制 の整備強化

販 売の促進 をはかる第一着手 として1961年 にメーカー7社(現 在6社)の

共同出資に よって,コ ン ピュータの賃貸を主要業務 とす る日本電子計算機株 式

会社が設 立 され,開 発銀行資金 などを活用 して これまでか な りの業績をあげて

いる。 それに加 えて66年10.月 か ら割賦販売制度が実施 されてV・る。

o

d貿 易および資本 自由化対策

わが国の コン ピュータ産業 は,企 業体制,生 産体制等 の面か らみ て,貿 易の

自由化,資 本 の 自由化 な ど,い わゆ る開放経済体制下においてはまだ十分 な競

争力は もっていない。 よってその過渡的な施策 として,外 国 からの技術導入,

生産,販 売面 における直接投資 の型 の進 出にたい しては,あ る程度の規制措置

を とる必 要があるとい う立場を とる とともに,輸 入割 当制 も当分の間存続 され

ることになっている。

eソ フ トウェアの開発促進

これは大型 プ ロジ ェク トの研 究開発計画 に よってその開発 が進 められている

が,1966年10月 に国産 メーカー3社 の共同出資に よる 日本 ソフ トウェア株

式会社が発足 したこともソフ トウェアの開発に一時期を画す るもの として注 目
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され る。 この ソフ トウェア部 門にたいして,今 後 はさらに積極的 な政府支援 の

手が伸 ば され るもの とみ られている。

f今 後の政策の方 向

以上が大体 わが国におけるコン ピュータ産業振興政策の概要 であ るが,今 後

の政策 は国際競争力の強化 に重点 をおき推進 され る方向にある。

通産大臣は1965年 に電子工業審議会にたい し 「コンピュータ産業 の国際競

争力強化 のための施策」 につヤ・て諮 問 したが,こ れにたい して,同 審議会は,

①1965年 度か ら67年 度 にか けての機種交替期 を経過 したのちにおいても,国

内における コン ピュータ設置額の過半 を国産機 が占めること ②国産機 の3分

の2程 度 は国内で開発 された機種 で占め る一 とい う目標の もとに,1968年 度

以降は,日 本電子計算機株式会社 の取扱い機種 を,国 内で開発 された機 種に限

ることを 目ざす方針 を打 ち出 した。

そ して今後 とるべき具体的 な政策 としてつぎのごとく答 申 している。

① 各企業間の業務提携,事 業の共同化 を通 じての合理的 な開発 および生産体制

の強化 をはかる こと。

② とくに技術開発 に関 しては,大 型 プロジェク トの 推 進,さ らにソフ トウェ

ア,集 積回路 の開発等に関 しては,鉱 工業技術試験研究補助金 を重点的に交

付 すること。

③ 一般 コンピュータに関 しては,生 産体制 の合理化 のため,電 子工業振興法の

3号 機種 に指定 し,合 理化機械 特別償却制度 を適用 し,税 制面の優遇措置 を

講 ずること。

④ 日本電子計算機株式会社に対 する開発銀行 および市中銀行 の融資に対 しては

金利 を引下げ,ま た とくに超小型機,小 型機 を対 象 とする割賦販売制 の確立

をはか ること。

⑤ 下取負担 または陳腐化,そ の他危険負 担による企 業経理 の圧迫 と不 安 を取 り



'除 くため,税 制面 の優遇措置 を講ず るこ と。.,.∴

⑥ 日本電子計算機株式会社において購入価 格等 とのバ ランスを勘案 しつつ償却

期間の短縮 を極力促進 すること。

⑦利用分野の拡 大,コ ンサルタン ト会社の育成,プ ロセス制御,数 値制御,そ

ゐ他〒般社会の コン ピュー タの利用促進 を極力 はかること。

⑧ コンピューダ と通 信 シスデムの結合に よる広域情報処理網の整備をはかるこ

と。'.,・ …,

⑨ コンピュータ関係 の技術者教育体制を確立する こと。..'一,

以上で,そ のなかには,た とえば割賦販売制度 な どすでに実施に移 され てい

るものな どもあるが,今 後の政策面にお ける大 きな課題 は ①業界体制の改善

②超高性能 コンピュータの開発 ③ ソフ トウェアの研究開発 の推進,④ 広域情

報処理網構想 の具体化,⑤ 政府機 関,地 方 自治体等 におけ るコンピュータ利用

体制の整 備一 な どにおかれる もの とみ られている。

./二 」 一 、 ¶ ＼

、 電←`・



ξ第3章 ・;、・ 一.一.

わ が 国'コ ン ピ ュー タ 産 業 の 現 状 と 国 際 競 争 力

:

1国 際 的 に み た わ が 国 コ ン ζユー タ産業 の現状
一"＼

.,、'～ ∴.:・ 人.♂ 〆"

Aわ が 国 コ ン ピ ュ ー タ市 場 の 推 移 ∴ 、、..∵ 、"、

ひ

ノ 　シ 　コロリ ペ ヒ ト グ 　 　 コ ノ コ

わが国?哨 ピ≡一纏 業は1957年 、～昭和32年)に 掴 鞠 ・はじぬて獣
フ もバ バ コ し ト しウ ロ ザ

されr .と れに前後 して公的研究機関やメーカーの試作が開始 された。そ して国
　 へ 　 　

産 コンピュータが一応量産 され るよ うになったのが1961年 ごろか らである。

したがってゆ が国の'ン ピユータ麟{ま まだ已 叉5-6年 の歴史しか

も ってV・なV・?こ れに対 し先銅 のアメ リ旭 ・955r
.56年 ごろにすで}こ量産

体 制に入 ってお り・ しか もアメ リカ政府 の強力 な!ミツ'ク・ア ップに よって急速

な成長 を示 してビたか ら・わが国の コンビ三一タ産業がスター トした ときには
ノ ベベ ハ ヘ ロ

あ ら}φ.る面で外国 に立 ち遅れ ていた といえる。

いま簡単 にわが国のコンピュータ市場の推移 をふ り返 っ てみ る と,1957年

か ら59年 までは導入の黎明期 であ り,気 象庁,総 理府 統計局,電 々公社 ,国

鉄 な どの官公庁 が先導的設置を行 なったにす ぎず,設 置数 も57年3セ ッ ト,

58年8セ ッ ト,59年26セ ッ'トとい う状態であった。 しか し,s9年 には民間に

お いても金融,電 力,電 気機械,輸 出用機械,鉄 鋼 の諸産業において導 入例が

現 われて きた
,・この間・轍 の占めるウェイ トは大 きか った が・醒 機 も57

も

年2セ ッ ト,58年3セ ッ ト,59年9セ ッ トとお よそ1/3強 の実績 をもってい

た。59年 にはIBM1401が 発表 され輸入の恒常化の端緒 をつ くった が ,1960

年 には国産側 も1400シ リーズの対抗機種 の商品化 と量産化 に成功 し,外 国機

の導入 と歩調 を合 わせそ,わ が国 ゐ産業 内に定着 してい った。 ときあたか もわ

湘 の締 の離 成長四?た?翌 ⑲ぷ 年の5年間顕 甲御 大鞠 入

二♪ふ
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時代 を現出 した。一方,国 産機 もこの間に政府の育成政策による官庁,大 学 関

係 の需要創 出や本体性能 の向上,ソ フ トウェアの開発 に対する努力が実 って,

着々市場 を拡 大 していった。そして,1965年 に入 っては じめて国産機 の生産が

外 国機 の輸入 を上 回ってい る。

いまわが国の コンピュータ産業の特徴的な動向 を指摘 すれば,ま ず第一 に,

外 国機 の輸入が大幅 に行 なわれていた時期に,こ れ と並行 して国産機 の生産が

急 速にのびて行 ったこ とである。すなわち,1960～64年 の輸入 ・国産機別の,

平均成長率 をみ ると,輸 入 の50.2%に 対 し,国 産 は79.8%と い う驚 くべき

成長率で,輸 入の増加率 をはるか にオーバ ーしている。 このことは一面におい

て,こ の時期が 日本経済の高度成長期に当 り,コ ンピュータ需要が旺盛 だった

上 に,わ が国のコンピュータ産業が まだ揺藍期にあ った こと,さ らに政府 が毎

年膨張す る積極財政 の中で,官 庁,大 学な どの官公機関の コンピュー タ設置に

対 し補助金その他 の措置を とった ことが預か って力がある。

第二 には外 国機が主 として大 ・中型 に重点をおいたのに対 して国産機 が中 ・

小 型に重点 をお き,市 場分野が重複 しなか った とい うことも,ま た日本的特色

であ る。 日本経済の特徴 として諸外国に くらべて中小企業 の比重が圧倒的に多

い。そ して高度成長期 の過程で,こ れ ら中小企業の中か らいわゆ る中堅企業 の

輩出 をみたが,こ れ らの中堅企 業が国産 の中 ・小型 コン ピュータの潜在市場 と

して大 きなマーケ ッ トを創 出 して行 ったのである。

(注)国 産機 と外国機の区別についてはいろいろな見方がなりたつが,こ こでは日本

電子計算機(株)の つぎの定義に従った。①日本国籍で外資が49%以 下の企業 ②その

縫 の轍 依存率(輸 入部品額売 価)・ ・初年度・・%以下・次鞭 以降・・%以下のもの・具

体的には 日本 メー カー6社 の製 品が大体 これに該 当す る。

B最 近 にお け るわが 国 コン ピ ュー タ市場 の動 向

ここ数年 間のわが国におけ るコンピュータ市場 の動 きを日本電子計算機株式



49

会社 の報告か らみ ると,き わだった変化が起 こってきてい ることがわかる。

その第一はいままで毎年約2倍 近 くの成長 を続 けていた コンピュータ市場が

1964年(昭 和39年)に 入 って,一 変 して逆に4%減 少 した こと,し か もその減

少 が輸入機 の大幅減 によって もた らされ て お り,国 産機 は引続 き38%の 増加

を示 した とい うことである。

輸入機 の大幅減少 はもっぱ ら大型機 の減少 によるもので,前 年の34台 が17

台 と半減 してい る。 これは同年 の第三世代機種IBM360発 表 と国産 メーカー

を含む競争メー カーの ファミリー ・マシン ・システム発表 のイ ンパ ク トに基 因

するのであって,二 次投資時期に きていた大企業,お よび新規 需要者 を して,

第 二世代機種 を買控 えせ しめ,第 三世代機種 に指向せ しめ るとい う端境期を現

出せ しめたためである。 しか しこの時期で も中型機 だけは引続 き38%の 増加

をみている。一方国産機 の方は中型機 の 順 当 な 増加で市場 を拡大 しているか

ら1,こ の年の コンピュータ市場 の縮小は主 として大型機 に対 する需要の激減 に

ょるもので,大 型機 に圧倒的 シニアを持つ外 国機 だけがその影響 をま ともに受

けたのである。

つぎに第二 の特徴 と しては1965年(昭 和40年)に 入 って国産機 が輸入機 を

金額 においては じめて凌駕 するとい う現象が現 われ たことである。

表10納 入実績からみた国産機と外国機の推移

国
産
機

外
国
礎

総

計

セット数

金額(100万 円)

対前年比(金 額による指数)

セ ット数

金額(100万 円)

対前年比(金 額による指数)

セ ット数

金額(100万 円)

対前年比(金 額による指数)

1957

2

114

1

31

1958 1959

3

72

63

5

939

2960

9

521

719

17

!902

206

3826

14510122424

694239

1960

31

1827

350

35

4870

256

66

6698

276

1961

46

2423

132

73

10848

222

119

13271

198

1962

138

1348

303

90

14758

136

228

22106

166

1963

285

12868

175

200

30441

206

485

43310

195

・9641・965

324

17846

138

366

26659

149

1966

(上半期)

238

23816

78

562

41662

96

199

12539

!22

238108

2463012043

108101

604

51289

123

307

24582

111

出所:日 本電子計算機株式会社資料よ り。
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す なわち,こ の年の外国機 納入実績246億 円に対 し,国 産機 のそれは266億

円 と外国機 よ り多 く1966年 に入 ってもこの傾向が持続 している。

1958年(昭 和33年)に 外国機 の9億4,000万 円に対 し国産機が7,200万 円

と10分 の1以 下 に甘ん じていた国産機 が,そ の後 わずか7年 に してここまで

漕 ぎつ けた ことはわが国 コン ピュータ産業 の成長を如実 に示 す も の と い え る

が,こ れは従来か らの中型機の着実 な増加 に加 えて,大 型機 で もよ うや く市場

拡大が可能 になったか らで,こ の年 に入 って大型の外国機12台(61億 円)に

対 し国産機 は15台(59億 円)と 台数 では外国機 を凌駕 し,金 額 でほぼ同額の

ところまで漕 ぎつ けたのである。 このよ うに国産機 が外国機 に伍 して市場 を開

拓 できるよ うになった ことはわが国のコンピュータ産業が よ うや く揺籠期 を脱

し,産 業 としての基盤 を形成 しは じめた ことを意味 し,将 来 の成長産業への可

能性 に一つの兆 しを投 げかけた とみてよいのである。

ところでわが国 のコンピュータ産 業が名実 ともに国際産業になるためには,

輸 出が国内生産 の少 な くとも2～3割 を占めるよ うにな らねばな らない。

しか し現状はまだほ ど遠 い ところにある。1960年 までコンピュータの海外輸

出 は全然実績はな く,61年 には じめて749万 円の輸 出があ り,そ れか ら62年

1,608万 円,63年2億9,929万 円 と着=実に増加 し,65年 には11億9,310万

円まで増加 した・(PCS関 連装置を含む)。 ただ し,そ の中には,日 本 メーカー

のフ ィリピン,ブ ルガ リア向け輸 出のほか に,外 国系メーカーの輸 出 も含まれ

ているのである。 この ように国産機 のコンピュータ輸出はまだ緒についたばか

りで,わ が国のコンピュータ産業が国際産業 としての地位 を築 くまでには まだ

か な りの年月 を要す るとみ られ る。

2わ が国 コンピュー タ産業 の国際競争力

コンピュータ産業 は電子 工業 を母体 として出現 した新 しい産業分野である。

もっともこの産業は,他 の近代産業のよ うに完全にひ とつの産業 として定着 し
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て いるとい うこ とはいえない面 もあるが,コ ンピュータはいわ ゆるハ ー ドウェ

ア といわれる本体 とそれ を使用 する面 のソフ トウェアとが一体 となっては じめ

て商品 となる,と い う他 の産業 とはちが った特性 をもっているので,従 来 の電

子 工業 とは別 の分野 の産業 とい う概念が成立 しているのである。

しか もわが国 におけるコンピュータ産業の歴史 はわずかにここ10年 にす ぎな

い。即ち国産 コンピュータの生産 が開始 され商 品化 されたのは1957年 であ る。

したが ってわが国のコンピュータ産業にたいす る政策 も,既 述 のよ うに コン

ビoユータに関す る技術 の自己開発力の形成強 化を中心 として,い かに これ を将

来 の輸出成長産業 として定着 させ発展 させ るか とい うこととなった。 すなわち

技 術の研究開発,企 業基盤 の強化安定,合 理 的な業界体制の整備等のために,積

極 的 な金融 ・税制面 か らの優遇措置が講ぜ られ,保 護 と育成 のための一連の施

策 が推進 され たのである。 したがって少 な くとも1964年(昭 和39年)ま では国

際 競争力の面 よ りもコンピュータ産業 の育成に重点がおかれていた といえ る。

その後わが国の コンピュータの生産 は着実 に増大 し,1965年(昭 和40年)ご

ろ か ら一応 その産業 としての基盤 を形成 しは じめた。そ して現在は資本 自由化

の 時期切迫 な どの事情 もあって,真 剣 に国際競争力 の問題 と取 り組 まなければ

な らぬ段階 に入 っているのであ る。また技術面の進歩 と相 ま って,コ ンピュー

タ の適用分野が急速 に拡大 し,教 育,通 信その他 の産業 との結合に よる情報産

業 ない し知識産業の台頭 とい ういわばコン ピュータ産業発展 の第2段 階 を迎 え

よ うとして きている。

そ こで,こ れか らの コン ピュー タ産業 の国際競争力 を検討 するに当 っては,..

従来 のよ うにただ単に コン ピュータの価格,性 能 や企業体制 の比較 な どを通 じ

て の国際競争力 をみ るだけでは不十分 であ り,コ ン ピュータ産業を とりま く産

業 環境 を含 めた総合 的な検討比較 が必要 である。

このよ うな理 由か ら,① コン ピュータ自体 ②企業体制 ③産業環境の三つ

の視点に立 って,わ が国 コンピュータ産 業の国際競争力 を検討 する ことに した。
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Aコ ン ピュー タ自体 の 国際競 争 力

まず もっとも狭義に限定 した国際競争力 として,コ ンピュータ自体 の国際競

争 力の検討か ら始 めよ う。

この場合 には ①価格 ② ハ ー ド ウェア ③ ソフ トウェア ④処理方式の

四つの側 面を総合化 しなければ適切 な評価 を下 すことができない。

a価 格面

異機種間の コン ピュータの価格比較 をす るには,い ろいろ技術的困難がある

が,こ こでは一応外国機 と国産機 のほぼ同型の機種について レンタル料 と性能

(加算速度)を 比較す ると,国 産機 と外国機 との間に ほ とん ど差がみ うけられ

ない。(表11参 照)

これは国産機 の レンタル料 が外国機 の レンタル料 を標準に してきめ られてい

るか らとみて よい であろ う。 そこで表面的な価格面では国産機 は一応価格競争

力 を持 っている とい えるが,外 国機 の場合には基本関税 が計算機本体15%,

入 出力装置25%,そ れ に運賃,保 険料 その他10%程 度が含 まれているので,

この点を考慮 に入 れれば,こ の表価格 だけで,価 格面 での国際競争力 を判断す

ることは危 険である。

さらに,こ こでは性能 としてただ加算速度 のみ を と り上 げて比較 してい る

表11国 産機と外国機との価格 ・性能比較

レン タル 料(ド ル)

加 算 速 度(マ イ ク
ロ ・セ カ ン ド)

大 型 中 型 中 小 型 小 型

米国{昧1掴1昧1米 国1日 本1糟|日 本

26,600

3.77

27,00011,500

3.8'7

11,000

14.5

7,300

30

7,200

28

1,700

225

1,700

241

注:国 産機,外 国機 とも,各 型につき2～3の メーカーの機種を選び平均 をとった。
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が,も っと記憶容量 とか周辺機 器 などを も含めて,そ の性能全般 が比較検討 さ

れねばならない ことに留意すべきである。

、

bハ ー ドウェア

つい数年前まではそれ とは っき りわか るハー ドウェア面での差が外 国機 と国

産機の間 にあったが,最 近では一部 を除いては彼我の差はほ とん ど認 め られ な

い。計算速度の 目安 となるメモ リー ・サイ クル ・タイ ムでは国産機新機種 はそ

のほとん どが2マ イ クロ ・セ カン ド前後 あるいはそれ以下になってお り,IBM

360シ リーズに くらべて も決 して遜色 ない までになってい る。

なお360の30,50は マイク ロ ・セカ ン ドであ り,国 産機 のNEAC2200-

200は2マ イク ロ ・セカン ド,FACOM230-30は2.2マ イ ク ロ ・セ カン ド

となっている。 しか し新 しく発表 された機種 ほ ど高速 になって い く も のであ

り,シ リーズもの としては最 も新 し く発表 され た レ ミン トンラン ドのUNIV-

Acgoooシ リーズの9200と9300は それ ぞれ1.2マ イ クロ ・セカン ド,0・6

マイ ク ロ ・セカン ドとい う高速 の薄膜記憶装置 を有 してお り,今 後記憶装置 の

薄膜化 によって従来 のもの よ りもず っと高速 の機種 が開発 され るもの と思われ

る。 このよ うにス ピー ドの点では外国機 に劣 らな くなった国産機 も,大 容量の

大 型機 となる とまだ製 品が出てお らず,現 在稼 動 し て い る 国産の大型機 では

FACOM230-50が 記憶容量65K語,メ モ リー ・サイ クルが1語 当 り2・2

マイ ク ロ ・セカン ドであ り,HITAC502DEが65K語,0・75マ イ クロ ・セ

カ ン ド語,ま たNEAC2200-500が65K語,0・188マ イ クロ ・セカン ド/宇

であるのに対 し,現 在世界最大 といわ れ るバ ロースB8500,コ ン トロール'

データ社のCDC6600は262K語,0.7マ イ ク ロ ・セカン ド語 であ り・IBM

や レミン トンラン ド社 もこれに相 当する超 大型機 を実働 させ てい る。 日本で も

遅ればせ なが ら大型機 開発 に力 を入 れ始 め,各 社 で試作 をしているほか,通 産

省 工業技術院の大形 プ ロジェク トの一環 と して 超高性 能 コンピュータを1970
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年 目標 に開発 を開始 している。 日本が大型機 で遅れ ているのは,そ の製作が困

難 であることとともに,ア メ リカの軍部 のよ うな超大型機 の需要者 であ りかつ

後援者 に当るものがなか ったせいである。 さて本体は一応 の水準にまで到達 し

た ものの,そ の付属機械 については若干心細 い。 とくに需要が比較的少 なかっ.

た磁気デ ィスク装置や磁気 カー ド装置,光 学式文 字 読取 り装置(OCR),磁 気,

イ ンク式 文字読取 り装置(MICR)は ほとん ど国産 の実績が なく,い まだに輸

入機 に対 して関税免除 の優遇措置が与え られている。 しか しなが ら最近 になっ

て国産各社 も上記 の付属機械 に力 を入 れ始 め67～68年 度には外国機 とかな り

対抗 出来 るよ うになるもの と思われ るが,も ともとIBMや レミン トンラン ド

は事務器 メーカーか ら出発 したものであ り,機 械的部分については,電 子機器

メーカーか ら出発 した国産各社 よ りも有利な立場 にあることは否めない。

Cソ フ トウェア

ハー ドウェアについては素晴 らしい性能 の向上を見せた国産機 も,そ のため

にソフ トウェアに対 して全力を注 げなかったので,現 在は外国機 に比較 してか

な りの点で劣 っている もの とみ られ る。すなわちCOBOL,ALGOL,FOR-

TRANと いったコンパイラーにおV・てIBMよ り半年か ら一年位の開発 の遅れ

が あ り,そ のために外国機 を選ぶ国内ユーザーがかな りの数 にのぼ っている。

またモニター ・プ ログラムやアプ リケーシ ョン ・プ ログラムについては,そ の

内容,時 期 について基本 プログラム以上 の開 きが あるもの と見 られる。 プログ

ラムとい うものは,メ ーカーが作 るもののほかに,ユ ーザー自身あるいはユー

ザー とメーカー とが協力 して開発する部分がかな り多 く,こ れは とりもなお さ

ず,多 数 のユーザーを持 った機種のプ ログラムは よ り豊 富になることを意味 し

ている。 さらに,外 国大 メーカーは ソフ トウェア ・コンサルタン ト会社 か ら30

～50万 ドル もの巨費 を投 じて アプ リケーシ ョン ・プ ログラムを多数買 ってい

る事実 を忘れてはならない。これが外国大メーカーの最大 の強みであ り,ま た
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基本 プ ログラムの開発 について も多数 の機械が売れればそれ に費 したコス トの

1台 当 りの分は少 な くなるわけである。1機 種数千 台を売 ったIBMの 機械 と

せいぜい100台 位 を売 る国産機 では差が出 るのは当然 なので ある。 しか しこの

IBMで さえ,ソ フ トウェアの開発 が十分計画 どお り行か ない場合がある とい

う。 ソフ トウェアの開発はその くらい大規模 を要 し,困 難な ものなのである。

国産 メーカー6社 が各々プ ログラムを開発 しているのは非常に無駄が多いが,

昨年の10月 か ら,日 本電気,日 立製作所,富 士通信機(そ の後 「富士通」 と社

名変更)の3社 共同出資 で日本 ソフ トウェア会社が設立 され,ソ フ トウェアの

共同開発 の動 きが出てきたのは時宜 を得た もの といえ よ う。

d処 理方式

タイ ムシ ェア リング方式,あ るいはマルチ アクセス ・コン ピュータ ・システ

ム といった コンピュータを,多 数の使用者 で同時に使用す る方式 が,最 近脚光

を浴び,す でに完全 に実用化 の域に達 してい るよ うに思 われ ているが,実 際の と

ころ日本 ではまだ特殊 なタイ プ以外 のものは実用化 されてお らず,本 当の意味

の商用タイ ムシェア リング ・システムはテス ト中の段階である。 アメ リカでは

マサチ ュセ ッツ工科大学(MIT)の 手 によって研 究 され,1963年 にはすでに

PROJECT,MAC-1が 完成 し,タ イムシ ェア リング方式 でデータ処理 を開始

している。 それ以後,ア メ リカでは研究用に限 らず,商 用 のシステムが次 々と

稼 動を開始 し,現 在 では商用の ものだけで11を 数 えるに至 ってい る。 中央の

コンピュ・一タ に はIBM360-50やGE235あ るい は ユニパ ック491等 が

使用 され てお り,そ れ ぞれのユーザー数 は,少 な い もので16,多 い ものでほ

200と い うものがあ り,か な り一般化 してい る。 しか しなが らアメ リカ内部 で

もタイ ムシェアリング方式 の可否 について様々 な議 論があ り,小 型 コン ピュー

タを各使 用者 で使 った方が有利 だとい う説 もあ るが,こ こ数年 の うちにはある

種 の結論 が出 るもの と思 われる。一方,わ が国では,富 士通や 日本電気,日 立
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製作所が昨年末 か らシステム試験 をしている段階 である。現在すでに座席予約

装置や銀行の窓 口システムのよ うなものは出来 てお り,そ の技術を生か してタ

イムシェア リング方式実用化 を目指 してい る。この方式では コン ピュータその

ものの性能 はともか くとして,そ のソフ トウェア,つ ま り時分割方式制御 プ ロ

グラムが大切であ り,ま た開発 のむずか しい点で もあるので,ソ フ トウェアが

比較的遅れている 日本の コンピュータ業界 には一つの試練 となるであろ う。

以上,価 格,ハ ー ドウェア,ソ フ トウェア,処 理方式 の四つの側面 について

個別 に検討 してきたが,こ こで一応 明 らかに された ことは,

①価格面 については,同 型の機種 について比較 した場合,ほ とん ど価格水準

にひ らきがない。

②ハー ドウェアについては,数 年前 までは劣 っていたが,現 在は大型機 をの

ぞいてほぼ外国機 の水準 に追 いついた。

③ ソフ トウェアについては,ま だかな りの開きがある。

④処理方式の面 では,タ イ ムシ ェア リング方式において数 年の遅 れをみせて

いる。 ・

とい った点である。

さらにつけ加 えれば,以 上 は1機 種 としてみたのであるが,各 モデルの機種

間のハ ー ドウェア,ソ フ トウェアに対 する互換性や総合性の点にな ると,ま だ

外 国機の方 が勝れ ている。

そこで これ らを総合判断 してやや大胆な結論 を下す と,大 体 つぎのよ うにい

えるのではないか。

①小型,中 型機 においては,一 応 国産機 は外国機 に対抗 し得 る水準に近 づい

てきた。

②大型機 につい ては,ハ ー ドウェア,ソ フ トウェアな らび に処理方式 の面で

のハ ンデ ィキ ャップが あ り,ま だその国際競争力 はかな り劣 っている。

③ しか し,大 型機 で も,比 較 的複雑高度 なソフ トウェアを必要 としない業種
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に対 しては,価 格面 でこれ らのマイナス面 を補 って外国機に対抗 し得 ると

ころまでよ うや く近づ きつっある。

ここ1,2年 来 のわが国 コンピュータ市場 での国産機 ・輸入機 のシェアの状

況 はほぼ この見方を裏書 き してい るとみて よいであろ う。

しか し,い ままでみてきたのは もっぱ ら国 内市場 での国際競争力 であ り,海

外市場 での国際競争力 となると,ソ フ トウェアや カス トマー ・サー ビスの面 で

劣 っている面があるので,ま だ十分対抗 し得 るまでには至 っていない。ただ し

中 ・小型機 については海外 における販売機 構の整備や相手国に対 するカス トマ丙

一 ・サー ビスの充実 に努 めれば必ず しも望み なきにあ らずで ,さ し当 りはこの

辺 の強化が海外 にお ける国際競争力をつけるキ メ手 になるであろ う。

B企 業体制からみた国際競争力

つ ぎに企業体制か らみた国際競争力 であ るが,こ の場合 にも①企業規模(総

資産,売 上高,生 産高,従 業員数,利 益額 な ど),② 生産体制(生 産能力,生

産技術,外 国技術依存度,部 品生産,技 術者 な ど),③ 販売体制(販 売機構,

ソフ トウェア,教 育訓練,シ ステム ・サー ビス など),④ 潜在競争力(コ ス ト,

研 究開発費,限 界資本係数 な ど)の 四つの側面を総合評価 した上 で結 論を下す

必 要が ある。

a企 業規模

企 業規模 を比較 する場合,日 本 には コン ピュータ の 専 門 メーカーが ないの

で,直 接比較する ことが できない。

しか し,世 界 の トップ ・メーカーであるIBMと 日本 のメーカー としてコン

ピュータの生産,販 売額 の比重が相対的に高い 日本電気 とを比較 してみる と,
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表12日 米 コンピュータ ・メーカーの企業規模比較(1965年)

GE

IBM

RCA

ス ペ リー ラ ン ド

ハ ネ ウ ェル

NCR

バ ロ ー ズ

CDC

日立

東芝

三菱

日電

富士通

総 売 上(
100万 ドル)

6213

3572

2042

1247

700

736

456

160

1149

822

534

286

121

総 資 産(
100万 ドル)

4300

3744

1269

915

598

494

443

208

1703

1389

695

420

280

利 益

(100万 ドル)

355

476

101

22

37

24

17

8

26.3

6.0

4.4

9.9

6.4

従 業 員(
1000人)

300

172

100

91

54

73

35

9.7

129

111

58

38

14

出所:プ レジ デ ン ト,1966年 別 冊No.3。

表13企 業体制の日米比較

企業数

売上げ高 ・従
業員

コン ピ ュー タ

人 口

コンサルタン
ト企業

ア メ リ カ

専 門 メー カ ー=IBM他5社

総 合 電機 メ ー カ ー=GE他7社

通 信機 ・プ ロセ ス ・制 御 メー カー=ハ ネ ウ ェル 他16社

IBM

スペ リー ラ ン ド

CDC

RCA

ハ ネ ウ ェル

GE

NCR

バ ロー ズ

SDS

総 売 上 げ

(100万 ドル)

3572

1279

167

2057

700

6213

736

459

43

内 コ ン ピ ュー タ 従 業員(コ ン ピ ュ(
100万 ドル)一 タ 関係)(千 人)

2890

293

145

135

179

100

90

75

43

170

20

9.7

8～9

10

7～8

9

6

2.5

▽ メ ー カー 関 係

▽ コ ン サル タ ン トお よび ユ ー ザー 関 係

40万 人 用50万 人
70万 人(事 業所数は推

定4000～5000

CEIR(2000万 ドル),コ ン ピュー タ ・サ イ エ ン ス(2000万 ドル),

プ ラ ンニ ング ・リサ ーチ(1300万 ドル),コ ンヒ。ユー タ ・ユ ー セ
ー ジ(600万 ドル),デ ィボ ル ド ・グル ー プ,イ ン フ ォマ テ ック

ス,以 下13～15社

日 本

総 合 メ ー カー3社

通 信 メ ー カー3社

コ ン ピ ュー タ売上

げ高(1社 平均)(
100万 ドル)

10～30

}
双方で5万 人
(推定)

2～3

注:1)数 字はす べて1965年 の実績。従業員数 は推定。

2)コ ンサルタン ト企業の数字は売上げ高。

出所:ム ーディのコンピュータ ・レポー ト。
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売上高 で約12.4対1,総 資産で8.89対1,利 益額 で48・1対1と い った状

態 で,企 業規模 では全 く問題 にならない。 もっともIBMと 日立 を比較 した場

合 にはそれ程の差はな くなるが,目 立の場合 にはコン ピュータ部 門以外が圧倒

的 に大きいので,そ の まま比較 するには問題 がある。

そこで,い まコンピュータの年 間売上高だけについ て,外 国メーカー と国産

メーカーを比較 してみ ると(1965年),IBMの 総売 上 げ 中コンピュータの売

上げは28億9,000万 ドル,ス ペ リーラン ド(ユ ニパ ック)が2億9,300万 ド

ル,GEが1億 ドルになってい るのに対 し,日 本の メーカーは大手3社 を平均

し3,000万 ドル見 当である。 したが って日本 のメーカーの生産規模はIBMの

96分 の1,ス ペ リーラン ドの約10分 の1と い った水準 に止ま ってい る。

いずれの面か らみて も,ま だわが国の コンピュータ ・メーカーの企業規模 は

外国 メーカーに くらべて,か な り劣 っていることがわか る。

b生 産体制

つ ぎに コン ピュータの生産体制 であるが,こ れまた 日米 間に各種の面 でその

格差が 目立 つ。

まず第一にアメ リカでは生産の分業化,専 門化が進 んでいるのに対 し,わ が

国ではまだ これがほ とん ど行 なわれてい ない。 た とえばIBMの ごときは研究

開発 を含 め,機 種や部 品別に国際分業体制を敷 いてい る。また集積回路 のよ う

な部 品についてはテキサス ・イ ンス ツル メン トその他の専門メーカーが大量生

産 してい る。 これ に対 し,わ が国では各企業 ともその段階 まで達 してお らず,

また,各 企 業間 の機種調整 も全 く行 なわれてお らず,専 門部 品メーカー も存在

しない。

第二にはアメ リカでは設計,生 産,販 売の完全 自動 化 体 制 がほぼ整 ったの

に,わ が国ではよ うや くその一部 が緒 についたばか りである。

第三にはアメ リカには回路設計 その他 専門のシステム ・メーカー として前記
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のテキサス ・イ ンスツル メン トや フェアチャイル ドなどが出現 しているが,わ

が国では各社 の 自家生産にゆだね られ ている。

表14生 産体制の日米比較

ア メ リカ 日本

電子 部 品 メ ー カ ー

部品の大量生産化

シス テ ム ・メー カー

の 出 現

▽ 約20社,大 手 と して テキ サ ス ・イ ンス ツル メ

ン ト(3億500万 ドル),フ ェ アチ ャ イ ル ド

(1億2,600万 ドル)
▽ 集 積 回路 の生 産 額(1965年)2億300万 ドル

▽IBMのSLTを 除 い てほ とん ど専 門 生産 体 制

集積回路による生産体制完備

テ キサ ス ・イ ンス ツル メ ン ト社 お よび フ ェア チ

ャイ ル ド社 が シ ス テ ム ・メー カ と して出 発

トランジスタおよび集積回路
は自家生産

開発完了,大 量生産への設備
投資着手(42年 ～43年)目 標

未出現

翼 旙讐 ン歴売の1完全馴 化㈱ 完了 1一部緬 中

生産分業 IIBMの 胎 完全な国際礫 ㈱ 開始
まだその段階に達 していない

標準化

保守体制

他産業への接近

コンピュータおよび通信に関する国際標準会議

(ISO)に よ り標準化促進

▽完 全 な ス ル ー ア ウ ト ・シ ス テ ム体 制

▽ ダイ ア ゴニ ス テ ィ ック ・シ ス テ ム の適 用

▽ICの 出現による化学工業,光 学工業への接近
▽イメージ ・ファイルの出現による光学工業へ
の接近

工SOの サブ ・コ ミティ(テ ク

ニ カル ・コ ミテ ィ97)に 参 加

▽未出現
▽一部実施

▽実現
▽実現

注:部 品メーカーの欄の数字は,1965年の売上げ高。

C販 売体制

つ ぎに販売体制について比較 しても,わ が国 の劣勢は明 らかで,と くに海外

市場 においては全 く立 ち遅れ ている。

まず第一に海外の販売機 構 につい て い えば,IBMは 世界の100カ 国以上 に

子会社,支 社,工 場等 を持 ち,CDCも11ヵ 所 の子会社 がある。 これ に対 し日

本 のメーカーは外国の販売機構を全然持 っていない。

第二 には カス トマー ・サー ビスの面 で,ア メ リカの メーカーは,ソ フ トウェ

アの提供,コ ンピュータ要員の教育訓練,ト ップ ・マネ ジメン トに対す る教育

コースな どの ほか,数 値制御 に関す るプ ログラムの共 同利用な ど,徹 底 した販

売 サー ビス体制が確立 されている。わが国でも導入前後のカス トマー ・サー ビ
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表15販 売体制

世界市場体制

プログラムの協定

販売会社

教育(自 社内および

ユ ーザ ー教 育)

中古品市場

ア メ リカ

各 社体 制

▽IBM=世 界100ヵ 国以 上 に子 会 社,支 社,工 場

▽CDC=11ヵ 所 に子 会 社

▽NCR=9ヵ 所 に子 会 社

▽UNIVAC=25支 社

▽GE=2っ の合 弁 会 社(フ ラ ン ス,イ タ リア)

西 欧 防衛 シ ステ ムに 参 加(リ トン,IBM,ウ

エス チ ングハ ウ ス)。

▽ イ ンテ ル サ ッ トに 加 盟 。

▽輸 出2億2,000万 ドル(1965年)。

▽ コボ ル,ア ル ゴル,フ ォー ト ラ ン の ほ か に

PL/1を 一 部 に使 用 中 。

▽数 値 制御 に 関 してIITRI(イ リノイ ス ・イ ン

スチ チ ュー ト ・オ ブ ・テ ク ノ ロジ ー ・リサー

チ ・イ ンス チチ ュー ト)がAPTプ ログ ラ ム

を開 発 し,自 由 に使 用 で き る よ うに 管理 。

▽自己レンタル。ただし別会社を設立 している

例もある。

▽生 産 に お け る大 量 生 産 方 式 の 確 立 の た め,余

剰 要 員 を販 売,シ ス テ ム ズ ・エ ンジ ニ ヤ リン

グ部 門 に転 換,ま た は従 来 の カ ス トマー ・エ

ンジニ ヤ の再 教 育 。

▽ 高度 のマ ネ ジ メ ン ト ・サ イ エ ンス を適 用 す る

た め の高 度 の専 門 プ ログ ラマ ー を養 成 。

(例=マ ネ ジ メ ン ト ・イ ン フ ォメ ー シ ョ ン ・

シ ス テ ム ・プ ログ ラ マー,イ ン フ ォメ ー シ ョ

ン ・レ トリー バ ール ・プ ロ グ ラマ ー)

▽ 顧客 また は 従 業 員 に対 す る ア ドバ ンス ド ・マ

ネ ジ メ ン ト ・コー ス の設 定

▽すでに中古品が出廻 り,価 格水準を下げてい

る。

▽ リース市場が完備。

日本

▽世界市場体制なし。ただし

6社 中5社 がアメリカおよ

び西欧 メー カーと技術提

携。

▽2社,そ の他の会社 も宇宙

開発本部を設置中。

▽65億 円(1966年)

▽ コボ ル,ア ル ゴル,フ ォー

トラ ンま で使 用 の段 階。

▽ 参 加 。

▽6社 の共同出 資 お よび開

銀,市 銀等の融資による販

売会社(日 本電子計算機株

式会社)。

▽未

▽未

▽一部実施

▽JECCの 予想 で は,本 年 よ

り開 始,42、a年 ご ろが ピー ク

に な る もの と予 想 。

▽割 賦 販 売 開始 。
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ス にはかな りの力を入れ てい るが,社 内お よび顧客 に対す るア ドバ ンス ド・マ

ネジメン ト・サイエ ンスの教育はまだ大分遅れ ている。

d潜 在競争力

企業体 制か らする国際競争力の中で一番把握 しに くく,し かももっとも決定

的 に意味を もつのが潜在競争力である。 それは,現 在IBMは 独占的 な優位 に

たち,世 界 のコン ピュータ市場 はほ とん どIBMの ペースによって動 か されて

いる とい って もよい くらいだか らである。

ここでまず第一 に問題 になるのは,販 売価 格に占めるコス トの割合 であ り,

これが潜在競争力の有力 な指標 とな るが,IBMの 場合は現在,売 上 高 に占め

る生産 コス トの比率が37.8%で あるのに,日 本 のメーカーの場合 は,い まだ

この よ うな状態 に達 していない。

-t
いま,IBMの 過去10カ 年間の売上げにおけるコス ト,一 般販売,管 理費・

利益の占める割 合をみ ると,そ の真空管時代,ト ラ ン ジ スタ時代,IC時 代 に

かけて,い か にコス ト引下げに努力 したかが認 め られ る。

表161BMの 販売総額に占めるコス トの比率

Ilgss年1・ …1・9571195sl・95gll96・1・96・1・9621・9631・964

セールスおよびサ
ービスのコス ト
一般販売費および

管理費

利益

計

54.19

23.60

22.21

100%

55.66

24.18

20.16

100%

56.43

24.32

19.25

100%

53.31

24.93

21.75

100%

50.38

27.37

12.25

100%

44.80

32.31

22.89

100%

45.84

30.34

23.82

100%

44.07

31.93

24.00

100%

39.73

33.83

26.44

100%

37.80

34.91

27.29

100%

出所:ア メリカのムーディー資料1965年版による。

第二 には内部留保や資本構成,借 入金金利が重要視 されるが,IBMの 場合 ・

内部積立金 が1963年 に国内 だけで7億3,000万 ドル あ り,ま た資本構成 でも

アメ リカの大企業メーカーは大体 自己資本7対 他 人資本3に なってい るのに,

日本の場 合は これが逆に自己資本3対 他 人資本7に な ってい る。 また借入金の
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金 利 も軍需契約の場合は年率4～5%で あ るのに,わ が国での開銀 か らの 日本

電 子計算機株式会社 への特利融資 は,7.5%で ある。

第三 に研究開発体制についてみ ると,一 般 に コン ピュータ産業の中に占める

研 究開発の ウェイ トは極 めて大きい。 フランスの コン ピュータ ・メー カーの マ

シ ン ・ブル社 がGEに 買収 されたのはまだ耳新 しい が,そ の直接の原 因 とな

った財務状況の悪化 の原因のひ とつは,年 々売上 げの16%と い う高率 の研究

開 発費 を使 った ことだといわれている。それに よって機械 そのものは立派 な も

の が開発 され,技 術力 には定評 があったの で あ るが,か えってそれがGEに

ぬ らわれる理 由となったの は皮 肉である。 日本の各 メーカーもコン ピュータ関

係 だけに限 ってみれば,マ シン ・ブルに劣 らぬ多額の研究費 を使 っているので

あ るが,国 産6社 はすべて兼業メーカーであるため,そ れ ほ どの影響 を受けて

・い ないのである。一方IBMの 研究費 は正確 には発 表 され ていないが,毎 年2

億 ドル見当を費や している ものとみ られ る。国産全 メーカーの コンピュータ関

係 研究費の総額 は100億 円足 らず とみ られ,全 く比較 にな らない といえよ う。

このよ うに強 力なアメ リカのメーカーに対抗 して,ヨ ー ロッパ各国では政府 が

研 究開発費に多額 の国費を出 してお り,ア メ リカの メーカー対 ヨー ロッパ各国

・の政府の争いの感 がある。 これまでコンピュータの新機種 は3～4年 ご とに出

←ていたが
,今 後 このテンポは若干遅 くな るもの とみ られてお り,今 後 の新機種

]開発のためには膨大 な研究投資が必要 とな って くるもの と思 われ る。

さらに,技 術面ではアメ リカ側 はわが国に各種の技術特許 やノ ウハ ウを売 る

1立場にあ り,日 本側 は彼 らとの技術提携 に依存 している面 が 大 き い 実情 にあ

る。

第四には限界資本係数 か らみた場合 で,こ れは新投資額/対 前年売上げ増加

額 によって示 され るが,こ れが1.0以 下 にな らな け れ ば 投資採算が マイナス

で,そ の会社 は赤字になるわ けである。IBMの 場合 は巨額の研究投 資 をや り

一なが ら,な お高率の利益 を生 んでいる とい うことは,こ の限界資本係数がつね
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表17潜 在競争体制の日米比較

研究開発

研究体制

原価 コス トの低減

新機種

新 ソ フ トウ ェ ア

資本支出

アメ リカ

▽研究開発資金,軍 需契約または金融機関か

らの融資(平 均4～6%)

▽研究投資=平 均売上の6%,IBMの 場合
2億1,000万 ドル

▽ 研究 対 象 二 レー ザ ー,コ ンピ ュー タ,宇 宙

通信,生 化 学,自 己 学 習 コ ン ピ ュー タ,マ
ン ・マ シ ン ・シ ステ ム,新 しい半導 体 と有

機半 導 体,音,色,香 等 に関 す る入 出力 。

教育,医 学,都 市 開 発,海 洋 等 の 社 会 文化
に 関 す る シ ステ ムズ ・エ ン ジニ ヤ リ ング の

開 発 。(す でに 一 部 実 施)

国家,社 会,企 業 に お け るイ ン フ ォ メー シ
ョン ・シ ステ ムお よびMIS

▽研 究 開発機 関

軍 関 係 と して=Mitre,SDC,Rand.

華車 関 係=IBMの フ ェデ ラル ・シ ス テ ム部,
ITTの デ ー タ ・サ ー ビス部

民間 企 業=ア ー キ ン シ ー,オ ー サ,D.リ
トル,SRI,EBSマ ネ ジ メ ン ト、

デ ィー ボ ル ト他15社

▽㌶㌶ 生}懸灘 蕪雑

▽研 究 開発 に お け る コ ン ピュ ー タ ・コ ン トロ
ー ノレ

▽ シ ステ ム ズ ・マネ ジ メ ン ト体 制 の 完 備

・BMの場合一諾 は{醗 難

▽タイムシェアリング・マルチプロセッサー,

ディスプレイ装置,音 声合成装置,デ ータ
伝送,情 報検索,光 学または磁気読取装置
等はすでに市場化

▽全国または州内情報ネットワーク・システ
ムのシステム研究は一部実施

▽IBMは ゼ ネ ラル ・イ ン フ ォメ ー シ ョン ・シ

ス テ ム,ゼ ネ ラル ・リポ ー チ ン グ ・シ ス テ

ム を開発 実 施 中

▽マ ネ ジメ ン ト・イ ン フ ォメ ー シ ョン ・ダ イ レ

クテ ィ ング ・ア ク シ ョン ・シス テ ム(MIDA

S)等,企 業 を コ ン トロー ル す る情 報 シス テ

ムの プ ログ ラ ム を着 々 開発 中

▽ 巨額 投 資=IBMの 場 合,1965年 は12億 ド

ル 弱,1966年 は15億 ドル 強

日 本

▽57年 の 「電子工業振興臨時
措置法」による1号 機種の
指定,大 型プロジェクト業
による特別研究費,鉱 工技
術試験研究補助金,電 子協
の計算センターの設立

▽研究投資(コ ンピュータ

関係)=売 上 げの10%(平均
と推定

▽部分的に開発中

MISは 開 発 中,イ ン フォ

メー シ ョン ・シ ス テ ムは検

討 段 階

▽部分的に実施中

不詳

▽現在開発または試作中

▽計画中

▽研究中

▽研究中

▽6社 合計=66年 度電子工業

設備投資額中,コ ンピュー
タ直結生産工事28億 円
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に1.0以 下になっていることの証 査である。

近年 ユニパ ック,CDC,ハ ネ ウェル,GE,RCAな どが ようや く黒字 にな っ

て来 た とい うことは,こ れ らコンピュータ ・メーカーにおける限界資本係数が

設備 の合理化,販 売能力の強化の結果,1.0に 近づいたか,ま たは1.0以 下に

なった とい うことである。

この点についてはかつて産 業構造調査会 におい て も 問 題になったこ とがあ

り,当 時半導体 のよ うな技術革新製品の各社の限界資本係数が1.0～2・0の 間

であったの に反 して,民 生用電子機器は平均0.2～0.3で あった。 これ と同 じ

く,コ ン ピュータの新機種や集積回路の開発投資 に当 っても,い かに してL5

～2 .0の 係数を1.0に 近 づけるとい うことにもっとわが国のメーカーは真剣に

と り組まねばな らない ところである。

これ らの諸項 目を総合 した場合,企 業体制か らするわが国の国際競争力がア

メ リカに くらべて著 しく劣 っている ことがわか る。そ してここで とくに強調 し

なければならない ことは,コ ンピュータの技術革新の テンポが他 の産業に くら

べて目立 って速い ことであ り,従 来の例 か らいって も,第1世 代真空管か ら第

2世 代(ト ランジスタ)に 移行するのにわずか7年,さ らに第3世 代(集 積回

路)に 移行す るのに8年 しかた っていない。 そこで 日本の新 しい コン ピュータ

技術の開発がつねにアメ リカに追随 してい る現状では,よ うや くアメ リカに追

いついた ときにはすでに革新利潤が失われている結果 になる。 ここにわが国の

コンピュータ産業 とアメ リカのそれ との間におけるもっとも大 きな企業体制 と

して格差がある。 この面のギャ ップを克服 しない限 り,わ が国の コンピュータ

産業が アメ リカを完全 に追越 す希望 はまず持 てない とい って も過言ではない。

C産 業環境からみた国際競争力

最後に産業環境からみた場合のわが国コンピュータ産業の国際競争力につい
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てのべよ う。

この面か らす る国際競争力はむ しろこれか らの1970年 代の コンピュータ時

代に もっとも決定的 な影響 を及ぼす性質の ものであ る。

す なわち,こ れか らの コン ピュータ利用はオンライ ン ・リアル タイ ムとタイ

ムシェア リングを中心に した全国情報ネ ットワークが本 格化 して くる。 この段

階 に入 るとコン ピュータ革命が名実 とも情報革命 を もた らし,産 業社会全体 が

コンピュータに よるコ ミュニケーシ ョンで結ばれ るよ うにな り,巨 大 な情報産

業 とい う新 しい産 業群 を創 出す ることになる。また そればか りではな く,輸 送

革 命やエネル ギー革 命 とも結 びついて,コ ンピュータ産業 と輸送産業やエネル

ギー産業 との合成がは じまる。 さらに これが進展す る とコンピュータ ・メーカ

ー と化学 メーカー,コ ンピュータ ・メーカーと出版 ・教育関係 メーカー との合

弁企業 の設立 とい った方向に進 むこ とが予想 されている。

そ こで',こ うした将来の産業社会の変化 に対応 し得 るよ うな産業環境が作 り

出 されているか ど うかが,こ れか らの コンピュータ産業の飛躍的発展 に大 きく

作 用 して くる。

この点についてアメ リカではすでにかな り産業環境が整備 され てきている。

現在 アメ リカにおいて約3万 台の コン ピュータが運用 されているが,こ れ ら

が 単独 に適用 されているのではな く,エ ネル ギーにおける技術革新 と合流 し,

新 しい産業社会の コン トロール機構 を形成 しは じめて きてい るのである。

た とえば都市お よび地域 開発の場合 に広域交通管制や,合 理的な交通網の設

定,高 速輸送機関 の開発 による交通革命 と原子 力発電 および総合電力配分計画

な どに よるエネル ギー革命が新 しい広域経済開発 プ ロジェク トの中核 にな って

いるが,こ の双方 ともコン ピュータ革命 の進展 とこれ との結合 な しには実現 し

得ないのである。 また製造業の分野でも自動車工業では設計の 自動化,生 産 お

よび販売,中 古 品市場の コン トロールに至 るまでの全電算化が進 み,鉄 鋼業で

は原材料の コン トロールか ら製鋼圧延過程の電算化,と くに最近では連続鋳造
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.図2コ ン ピュー タ革命によ る新 しい社会 、経済 、産業 インフォメーシ ョン ・シス

テム の関連図
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法 によ り分塊過程 の省略が可能 にな った。 また化学工業 では最適工程 のシミュ

レーシ ョンによるものではテス ト・、パイ ロ ット・プラン ト建設の不要化,航 空

機 工業では設計の 自動化,生 産の完全オ ー トメ化,整 備保守 ・在庫処理 ・要員

計画 な どの電算化 が推進 されている。

この よ うにいまや製造業の各分野 において,コ ンピュータによるプロセス制

御,数 値制御ばか りでは なく,生 産構造全体が コンピュータライズ されてきて

いる。 しかもこれ らの製造業は輸送革命(た とえば コンテナー船の開発)や エ

ネル ギー革命(原 子力 コン トロール)か ら来 る技術革新 の影響 をも受け,こ れ

らと一体 となった新 しい産 業社会の有機的構造が形成 されつつある。

いま,コ ン ピュータ革命や輸送 ・エネル ギー革命 と各産業 との結合,合 成 の

マ トリックスを表にすればつ ぎのよ うな ものになる。

表18コ ンピュータ革命と各産業との相関図
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通信革命 10}Ol◎10卜01◎10

輸送革命 1◎1◎1◎i◎lol◎{OI◎10
エネルギー革命 ◎1◎1⑥1◎1・1◎1◎1・1・

この よ うにアメ リカの今 日の産 業 社 会が過去 の工業発展段階 を脱 してPost

IndustrialSocietyに な りつつあるといわれ て い ることは,決 して過去の 自動

車 工業,鉄 鋼 業,化 学工業,航 空機工業が従来 の産業形態 のままで単独 に存続

して行 くとい うのではな くて,各 種 の技術革新 が相互に結合 して,新 しい産業

形 態に変革 される とい うことを意味 し,そ れ と同時に情報産業 とい う新 しい未

来 産業が生れ ることなのである。

アメ リカの コンピュータ産業 が1960～65年 までの個別産 業 としての整備拡

充時代 か ら,い まや来 るべき新 しい産業社会を形成す る中核産業 としての歴史
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的役割 を担 うようになって きたのであ り,そ のための産 業環境 がアメ リカにお

いて着々整備 されて きてい ることを示 してい る。

アメ リカでは,IR技 法 の大規模 な活用 な どを通 じて,コ ンピュー タが他 の

産業分野 に構造的変革 を及 ぼしは じめてい るが,日 本 では まだ コンピュータの

利用は主 として企業の事 後的な事務処理や技 術計 算 に 使 わ れ,最 近 よ うや く

MIS(経 営情報 シ ス テ ム)の 方 向に向いつつあるが,そ れ はあ くまで企業内で

の利用に止 まっている。

ま して輸送革命やエネル ギー革命 と結 びつ いた地域開発 とか都市計画 といっ

た マク ロ的 な地域社会の分野への適用 とか,情 報 サー ビス産業の よ うな新 しい

未来産業への発展の萌芽が よ うや く現われ始 めた段階 にある。 したが って コン

ピュータ産業発展 の第2段 階に進 むための産 業環境作 りとい う点ではアメ リカ

に立ち遅れ てい る。

実は このよ うな情報革命への産 業環境の欠如 こそ,こ れか らのわが国の コン

ピュータ産業の国際競争力 にとって もっとも脆弱な側面で あるといえよ う。 し

か し最近 にいた って,こ の面 の打 開のための構想 がい くつか提案 され,検 討 さ

れ ているのは明るい話題 とい うべ きであろ う。わが国の経済社会 の発展段階,

さ らにはわが国 コンピュータ ・メーカ ー の 潜 在 力(特 に通信技 術)を 考える

と,前 途 は決 して悲観的 では ない といえ よ う。
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補講 国際競争力比較における問題点

日本電子計算機(株)が1962年,日 本電子工業振興協会 を通 じて,ス タ ンフォー ド・

リサー チ ・インスティテ ユー トに委託 して行 なった調査 の結果(「 米 国電 子 計 算機市場

調査報 告書」==SRI報 告 書)に よれば,ア メ リカのコンピュータ ・メーカーの コンピュ

ータ倉出 し価格 は ,売 価 もしくは市場価格(リ ス ト・プライス)の3分 の2で あった。

したが って,大 別 して,当 時 のEDPSの 価 格構成 は3分 の1が ノ・一 ドウェア,3分 の

1が ソフ トウェア,残 りの3分 の1が マージンであったと考え られ る。

しか し,第3世 代機種 においては,生 産の 自動化 の促進に よる量産効果 として,ハ ー

ドウェアの構成比が小 さ くなったが,そ れに反 してソフ トウェアは基本 プ ログラムを始

めアプ リケーシ ョンウェア開発費の増加に よって逆 に大 きい構成比 を占めるよ うになっ

て きた。 ロケッ トの大 きい メーカーは,ソ フ トウェア開発費の増大 を量産 によるハー ド

ウェアのコス ト引下げによってカバーできるであろ うが,そ うでない場合 は,そ のため

図Aア メ リカ市場 におけ るソフ トウェア とハー ドウェアの比重
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旺 ・コ ン ピュー タ投 資 総 額(価 格)を100%と して そ の うち に 占 め る両 者 の比 率

出 所ElectromcsNews,1966年11月2日 号

のマージ ンを切詰 めさるを得 ない場合 も起 こる可能性 が出てきた。

そ うい うソフ トウェアの重圧 を避 けるため,ア メリカのメーカーは,早 くから,ソ フ

トウェアの無料供給 を基本 ソフ トウェアに限定 し,高 度 のソフ トウェアにつ いては料金

を とるとい う政策 をとってきた。AFIPSの 「情報処理産業 の現 状調査報 告書」によれ
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ば,1965年 に おけるアメ リカのソフ トウェア市場の規模は,す でに約15億 ドル(5,400

億 円)と 推定 され,し か も,こ の うちほぼ4分 の3はEDPSメ ー カーが ユーザーから

対価の支払 を受けて販売 した ものである。このよ うに,ア メ リカにおいては,無 形 の商

品に対 して正 当な対価 を支払 う慣習が歴 史的に確 立 されている とい うメー カーにとって

の好条件が ある。

これ に対 して,従 来の国産 メーカーは,基 本 ソフ トウェアは もちろん,高 級 なソフ ト

ウェアまで も無料 で供給 しなければ ならない場合 が多 かった。 ここにひ とつの販売上の

ハンディキ ャップを背負わ され てきたわけであるが,今 後は,健 全 なコンピュー タ産業

を発展 させる点 から も,ソ フ トウェア市場の確立が望 まれ るところである。幸いに して,

す でにソフ トウェア会社第1号 と して,日 立,富 士通,日 電3社 共同出資による,日 本

ソフ トウェア株式会社が66年10月1日 に発足 した。

ムーディのコンピュータ ・サーベイに よれ ば, .IBM1400シ リーズ,7000シ リーズ

の レンタル回収期間(原 価 を レンタル料収入に よって回収で きる期間)は,平 均45カ

月 であるが,日 本電子 計算機株式会社 を通 じてユーザーへ賃貸 され る国産機 の レンタル

回収期間 も45カ 月 であ るか ら価格のハンデ ィキャ ップはない とみ ることもできよ う。

ところで異機種間の価格水準比較 につ い ては,ア ウアーバ ック社(AuerbachInc.)

の開 発 した 「標準化ベンチマー ク問題 によるコンピュー タ ・パーフォマ ンスの測定法」

が有名であるが,そ のほかに もア ッ ド・タイム法,イ ンス トラクシ ョン ・タイ ム法,イ

ンス トラクシ ョンミックス法,カ ーナル ・プ ロブ レム法,ア クチ ュアル ・ジ ョブ ・スル

ー プッ ト法 な どがある。 しか しいずれ も完全無欠 な評価 法ではないのでここでは省略す

る。

それにまた,製 品の国際競争力は,市 場価格 によってのみ決定 されるのではな く,ユ

ーザーの欲す るアプ リケーシ ョン ・プ ログラム とそれ を満足 させ るメーカー側 のシステ

ムエンジニア リング,基 本 ソフ トウェア ・サー ビス,ハ ー ドウェアの性能 などによって

複雑に規定 され るのである。



第4章

情報産業の台頭 とコンピュータ産業 の将来

1第 二 の成長期 を迎 えるコンピュー タ産業

毎年20～22%と い う成長率で急速にのびつづけた世界 のコンピュータ産業

は,い まや年間生産額50億 ドルの国際産業 としての地位 を築 き上 げたが,こ

んこもさらにいままで以上の成 長を続 けることが予想 される。

そして こんごにおける世界の コンピュータ産業 の成長要因 としては さし当 り

つぎの諸点が あげ られ る。

第一 に,ア メ リカのビッグ ・ビジネスのコンピュータ需要が最近 一段 と旺盛

になってきていること。

これは資本 自由化 の波に乗 って世界 市場の制覇 を 目指 すアメ リカの ビッグ ・

ビジネスが国防や宇宙開発のために開発 された巨大 な総合情報処理 システムの

導入に加 えて,有 能 なシステム ・アナ リス トや プ ログラマーを駆使 して,大 規

模 なコン ピュータ ・システ ムの確立に本格的に取 り組みは じめたことに帰因 し

てい る。

第二 にはアメ リカを除 く各国が積極 的なコンピュータ産業育成策に乗 り出 し

てきた こと。その結果,各 国のコンピュータ産業が漸次,産 業 としての基盤 を

形成 しは じめた。

第三 にはラテン ・アメ リカや東欧共産圏諸国の新 しい コンピュータ市場が開

拓 される可能性 が開けてきた こと。

とくに,従 来東欧共産圏は,政 治的理 由か ら自由主義諸 国か らのコンピュー

タ輸入 を制限 してきたが,最 近 これを緩和する政策に転換 してきたので,そ の

潜在市場の顕現化が期待 されている。
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このよ うに ごんこの世界 のコンピュータ産業の動 向は明 るいが,こ れ らの諸

要 因に加 えて,さ らに もっと抜本的 な産業革命的な成長要因が別 に現 われは じ

め てい ることに注 目する必要があ る。

上述 の諸要因は,い わば従来 の コン ピュータ産業の成長要因の持続 にす ぎな

い。

すなわ ち,コ ンピュータの利用水準 や分野ない し国際市場 の拡大 といった範

晴 内での成長要因である。

ところが,最 近現 われは じめてい る成長要因は これ らとは全 く異質の構造変

革 的な要因である。それはコンピュータ産業の発展 に ともな う新産業の発生や

他 の技術革新 ない しは既存 の産業 との結合に よる新産業の形成 とい う,い わぱ

産業変革 的な成長要因だか らである。

この新 しいコンピュータ産業発 展への成長要因 こそ将来 の コン ピュー タ産業

の動 向を見通 す上に見逃 がすこ とのできないほ どの決定的 な意味 を持 っている

といえる。

かつての第1次 産業革命 におい て蒸気機関の発明が他の一連 の技術革新 と結

びついて製造工業 とい う巨大な産業群 を出現 させた事実 を思い合 せれば,そ の

産 業革命的意義 が理解 され よ う。

そ して,コ ンピュータ産業の産業革命 的な発展に よ り,新 しく生 まれ る産業

群は,情 報産 業(lnfomationIndustry)な い し知識産業(Knowledgeindustry)

とよばれる産業である。

この新 しい情報産業 は,こ の5～6年 間にアメ リカで徐 々に芽ばえてきたも

の であるが,こ の1年 来急速に開花 しは じめ,将 来は21世 紀の世界産 業 とし

て成長 して行 く可能性 を多分に持 っているのである。

そこでいまコンピュータの登場 か ら現在にいたるコンピュータ市場 の拡大発

展 の時期 を第1段 階 と規定すれば,こ んこの情報産業の出現 に よる発展 段階 は

コン ピュータ産業発展 の第2段 階 とい うふ うに規定す ることがで きよ う。
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第四には,さ らに一般的要因 として,プ ロセス制御や数値制御の分野への適

用拡大や集積回路の開発,大 量生産 によるコス トの低下な どがあげられ る。

2情 報産業の台頭 と将来の方向

A情 報産業とは何か

情報産業の定義 も概念 も現在 ではまだは っき り固 まってはいないが,大 体そ

の産業概 念は,プ リンス トン大学のF.マ クループ教授 が指摘 し て い る よう

に,<教 育,研 究開発,放 送,映 画,定 期刊行物,出 版,印 刷,通 信,コ ンピ

ュータ,金 融機関および証 券業 などの情報 サービス,民 間コンサル タン トお よ

び情報サー ビス機関,政 府 の情報サービス機関な どを〉包含す ると解 され る。

そこで情報産業を一応定義す るとすれば情報 を生産 し,加 工 し,流 通 させる

広 い領域にわたる一連の経 済活動 を行 な う産業分野 であるといえる。そ してこ

の新 しい産業は,そ の大部分が現在の第2次,第3次 産 業部門か ら分化 してい

わゆる第4次 産業 とい う新産業 グループを形成するに至 ると考え られてい る。

アメ リカの一部の学者の間では情報産業を中心 とす る産業社会 はポス ト・イ

ンダ ス トリアル ・ソサエティ,す なわち,現 在 の産 業社会のつぎに出現する新

しい産業社会 だとす らいわれ ているほ どである。

Bア メ リカ情報産業の発展過程

それでは アメ リカで情報産 業が どのよ うな技術的,社 会的背景の下に,ど ん

なプ ロセス を経 て台頭 してきたのだ ろうか。

①まず国防関係 や宇宙開発のためのアメ リカ政府 の巨額 なコンピュータ ・シ

ステム開発需要に ともなって,こ れ らシステムを開発す るソフ トウェア業 とい
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う最初の新 しい情報産 業の一分野が出現 した。 ソフ トウ ェア とは コン ピュー

タ利 用のシステムや アプ リケーシ ョン ・プログラム を 指 すが,既 述 のSAGE

(半 自動地上警戒 システム)や 陸海 空 軍 を統轄 するCCIS(指 揮 ・統轄情報 シ

ステム)な どはいずれ も巨大 なシステムであ り,こ れ らのシステム開発のため

国防省は何 百万 ドル とい う開発費を これ らソフ トウェア会社 に支出 してい るの

である。た とえば ラン ド・コーポ レーシ ョンがSAGEシ ステムのサービスに

契約 した金額 は2,000万 ドル に達 してい る。

この よ うに して,ア メ リカでは ソフ トウェア開発専門の会社が相ついで登場

したが,現 在 その代表的 な ものにCEIR.コ ンピュータ ・ユーセージ,デ ィー

ボル ト・グル ープな ど10数 社あ り,彼 らが毎年稼 いでい る額は少 な くとも数

千万 ドルに上 り,近 い将来 に1社 で1億 ドルの収入 をあげ る会社が出て くるだ

ろ うといわれ ている。

② その後 コンピュータの記憶容量 の増大 と情報検 索技法の発展によって,大

学や研究機 関において,科 学技術 や医療関係の文献 の検索がはじめ られ,さ ら

にそれが軍 や外 交関係の情報収集,整 理 に もと り入 れ られ るよ うになった。

この種 の ものは大部分公的 な機 関であ り,医 療関係 では医療文献分析検索シ

ステム(MEDRAS)化 学工業 で は ケ ミカル ・アブス トラク ト,サ イ テイシ ョ

ン ・イ ンデ ックス,イ ンデ ックス ・ケ ミカル な ど,さ らに特許,交 通,図 書館,

警察 な どの分野ですでに実用化 され,さ らに広域ネ ッ トワークの段階 に進みつ

つある。 このほか ユネスコ,OECD,国 際 ドクメ ンテーシ ョン連盟(FID),国 際

標準化機構(ISO),国 際情報処理連盟(IFIP),国 際学術連 合会議(ICSU)な

どが,い ずれ も長期計画 をたて,情 報の国際交流体制の整備,強 化のため懸命 な

努力を してい る。 とくにユネスコでは,従 来研究活動の基礎 となる文献,統 計,

資料 な どの収受,分 析,配 布な どを行 なって きているが,今 後 は さらに長期計

画の もとに書籍 ・雑誌 お よび ドクメンテーシ ョンにおける機械化 と記号化 など
　

に関する国際協力の促進 をはかるこ とになっている(41年 版科学技術 白書)。

＼
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③一方 これ と並行 して従来 のテ ィーチ ング ・マシ ンや プログラム学習の手法

が コンピュータな らびにデ ィスプ レイや タッチ トー ン ・テレフォンな ど新 しい

入 出力機器 と結びついて,教 育産業 に画期的な変革をもた らす方向を示 しは じ

めた。

ここ数年来急速に登場 してきているのが,こ うした新 しい教育産業であ り,

コンピュータ ・メーカー と出版 ・放送会社 と教育機器 メーカー との間の合併 お

よび共 同事業が 目立 って多 くなっている。

その代表的な例 をい くつ か あげると,タ イ ム社 とGEの 合弁 になるゼネラ

ル ・ラーニング社の設立やIBMと サイ エンス ・リサーチ ・アソシェーツとの

共同事業,あ るいは リーダース ・ダイジ ェス トとシル ヴィアナ社 との教育用電

子 システムの共同研究 などがある。

この ように教育市場への進出 を目指 す コンピュータ ・メーカーと従来の教育

産 業の担 い手である出版社 や教具メ ーカー,さ らに放送関係の マスコ ミ会社が

加わ って,互 いに将来の教育産業への支配力 を夢みて,争 って新 しい合弁会社

の設立や共 同事業へ と踏み切 っているのである。

④ さらに最近に至 りオ ンライ ン ・リアル タイム ・システム(即 時同時処理方

式)や マルテ ィ ・アクセス(共 同処理)お よびタイムシェアリング(共 同利用)

な ど画期的な コン ピュータの利用方法が開発 されるにお よんで,中 央の大型 コ

ンピュータと地域的に分散 されてい る端末機器 とを結ぶ情報ネ ッ トワークが可

能 にな ったことが,各 種 の情報セ ンターや情報サービス産業 を創業 させ る技術

基盤 を提供す るよ うになった。情報サー ビス会社輩 出の現象 は1966年 に入 っ

てか ら起 ったもので,ま だ全 く新 しいが,早 くも将来 アメ リカの情報産業の1

支柱 をなす勢い を示 している。`

その トップを切 ったのがIBMと ダン ・アン ド・ブ ラッ ドス トリー トが提 携

しては じめた産業情報 サー ビスであ り,そ のほかに もウェスタン ・ユニオ ン ・

テ レグラフもイ ンフォメーシ ョン ・マ ック ・サー ビス を,ま たイ ンターナシ ョ



77

図3成 長 する"教 育産業の木"ig62年 以降の合併および共同事業
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表19情 報産業関連産業の総生産額

1億 ドル
%

教育

研究開発

放送 ・映画

出版 ・印刷

電子計算機その他

通信

専門的,職 業的サービス

政府

その他

910

200

120

240

160

140

180

50

10

45

10

6

12

8

7

9

2

0.5

ナル ・テレグラフ ・アン ド・テ レフォ ン社が株式情報 サー ビス とい った新 しい

業務 を続々開始 してい る。

⑤ これが さらに人工衛星の出現 に よって,放 送,通 信,テ レビな どの国際間

のネ ッ トワー クが実現 するよ うにな り,情 報ネ ッ トワークが一挺 にグ ローバル

な形に拡大 され,情 報サー ビス産業の国際化 を促進する ことになった。

この ようなプ ロセスを経 て情報産業の生成 と発展 をもた らしたのであるが,

その本格的 な開花 は④の情報 ネ ッ トワーク ・システ ム の 開 発 を契機 としてい

る。

また最近のノ・一バー ド大学の委託研 究 調 査 によれば,1975年 ご ろにはアメ

リカの主要都市圏では各家庭 に1台 ずつタ ッチ トーン ・テ レフォンがついて,

これが中央の ク リア リング ・セ ンターを通 じて,各 銀行 や商店 と結 んだ 〈キ ャ

ッシ ュレス ・ソサエテ ィ〉(現 金 のな くなる社会)が 出現 す る とす ら予言 して

い る。

このよ うな諸事象 を総合判断 した場合 にごんこのアメ リカにおけ る情報産 業

の発展 は予想以上のテ ンポで進 む もの とみ られ る。

G.バ ル クは将来情報産 業に包摂 され,相 互に結合 し,変 容 して行 く従来の

情報産業関連産業の総生産額は,現 在1950億 ドル と評価 してお り,そ の内訳

はつ ぎのよ うになっている。
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そこで,い まこれ ら旧来 の諸産業 を包摂 して成長する将来の情報産業の伸 び

を その2倍 と内輪 に見積 った と して も,21世 紀の アメ リカ経済 で4・000億 ド

ルの巨大産業群に成長す る可能性 を十分内包 してい る。

C日 本における情報産業発展の可能性

ひるがえ って 日本 ではまだ情報産業 とい う名 に価 す るほ どの新 しい産業の萌

芽 はみ られない。いわばその胎動期である。

これはわが国 のコンピュータ利 用水準や技術がまだアメ リカに くらべて数段

劣 ってい るか らである。た とえば ソフ トウェアについてはメーカーのサー ビス

であ り,無 償が 当然だ とい う通念がまだユーザー側 にある。 したがって アメ リ

カのよ うな専門のソフ トウェア会社が育 つ基盤 が欠 けてい る。昨年(1966年)

,B本 ソフ トウェア株式会社 な ど2,3の 専 門 ソフ トウェア会社が設立 され・ よ う

や くこ うしたソフ トウェア会社 が登場す る段階 に入 った とい うところである。

また1情 報サー ビス産業に しても,情 報検索やデータ伝送,タ イムシェア リ

ン グな どの技術面や入出力機器 の開発がや っと試験段階か ら実用段階に入 りか

・け た現状 で,し たが って これが誕生 するまでにはまだ早 くて数年 を要するであ

ろ う。

そ して新 しい教育産 業にいたっては全 く未開拓である。

こうした状態 の中でやや具体的 な形で研究 ない し準備が進め られているのか

政 府機関に よる各種の情報 セ ンター設立 の構想 であ り,行 政管理庁が41年4

月に公表 した く行政資料 セ ンター〉はかな り具体的な内容の ものであ り,ま た

科 学技術情報セ ンターで も大型 コン ピュータを導入 した本格的 な情報ネ ッ トワ

ーク ・システムの確立 を考えている。

そのほか コンピュータ関係 の6団 体 で結成 しているく万国博電算化促進協議

会 〉が万国博に使用後の情報管理セ ンターを跡利用す る近畿情報公社の構想 を
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図4近 畿圏情報公社の構想図
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情報セン ター

交通管制

情報センター

ツ ー リス ト

プレイガイ ド

出所:万 国博電算化推進協議会作成資料による

提 唱 してい る。そのほか通産省が 日本情報処理 センターの設置を関係各機関に

呼びかけた。

こうした背景 の下で,通 産省 と電 々公社 の間 で,日 本情報処理 センター(仮

称)設 立 の検討 が始 められたことは,わ が国にお ける情報産業成立の基礎 固め

的な動 き として,き わめて注 目すべ きもの といえよ う。
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Dコ ン ピュー タ産 業 の将 来 の展 望

世界におけるコンピュータ産業は上述 した情報産業の台頭 とい う第二の成長

期 を迎え て・ こんご従来 よ り以上の速度 とスケール で発展 することが予想 され

る。

アメ リカ情報処理 学会連盟(AFIPS)の 推 定 に よ れ ば,す でに1966年 に

108億 ドルに達 しているコンピュータの国際 市場(現 在使用 され るコン ピュー

タの総価格)が1970年 には180億 ドル,1975年 には395億 ドル と,こ ん

ご10年 間に約4倍 の成長 をとげるだろ うといわれ ている。

そ して,将 来においても依然 としてアメ リカがコンピュータの最大使用国 と

しての地位 を維持 し続 け,1975年 には395億 ドルの中,315億 ドル(79%)

がアメ リカによって占められ,西 欧諸国や 日本 をふ くめたその他の諸国は全部

合 せてアメ リカの4分 の1程 度 の80億 ドルになるだろ うと推定 している。

この数 字算定の根拠が どこにあるか不 明であるが,お そ らく現実 にはこの推

定数字 よ りももっと上位の数 字になることが予想 され る。

とい うのは,こ の推定には前述 した よ うな情報産業の発展 とい う産業革命的

成長要因をあま り考慮 していない とみ られ るか らである。

そ して,も っと長期の視野 に立 って,情 報産業 が 成 長 期 か ら成熟期 に入 る

1980年 代 を予測すれば,コ ンピュー タお よび周 辺装置(端 末機器 を含 め)の

年 間生産額 は,お そ らく数 百億 ドルに達 し,コ ンピュータ産業 は自動車産業や

石油化学工業 な どに伍 して世界産業の主位 に位置するよ うにな ってい るであろ

う。
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図5世 界の コンピュータ市場の推移
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第2部 企業 にお ける コンピュー タ経営 の

現状 と問題点

第1章1966年 の コ ンピュー タ利 用状 況 の推 移

1964年 には未曾有の不況や新機種待 ち に よ る導入手控えを反映 して激減 し

た企業の コンピュータの導入 は1965年 後半 ごろか ら再 び増加 に転 じた。

これは,① 景気の回復 と資本 自由化 に対処す るための大企 業の大 中型 コンピ

ュータ投資 の回復,② 中 ・小型 に対 する中堅企業 の旺盛 なコン ピュータ導入意

欲,③ 比較 的廉価 な小型 ・超小型機 の発売 に対応 した中小企 業へのコンピュー

タの普及な どによるものである。

そのため,1966年9月 末 のコンピュータ使用 台数 は2,159台 で前年同期の

ユ,683台 に くらべ て29%の 増加 とな った。

そ してとくに増加 した業種 は建設業および卸小売,商 事な どの商業部 門で,

流 通機構の広域化,労 働力不足 な どに よる事務 コス トの増加 を コンピュータの

導 入 によって合理化 しよ うとしたものである。続 いては鉄鋼,繊 維,機 械 な ど

で,こ れ らは中堅 クラスの企業 に多 くみ られた。

また前年 に引き続 き増加傾向 を持続 した産業種 としては電気機械,金 融,保

険,輸 送機械,石 油,化 学 な どで,こ れ らは何れ もコンピュータ導入 につねに

先導的 な役割 を果 してきた産業 である。

また これを コンピュータの型別 でみ た場合 には,こ の時期 に中堅企業の コン

ビご一夕導入が とくに旺盛 だったため,中 型機の使用増加が 目立 っている。

さらにユーザーの外 国機,国 産機 に対 す る需要動向は年 々,国 産機 の比重 を
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表20EDPS実 動 金額 グループ別産業分布(1966・9・30現 在)

グ ル ープ

産業数と産業
産業数 産 業 名

200億 円以上 1 已 気機械

100億 ～200億 円 未 満 8
金融,輸 送用機械,卸 小売 ・商事,化 学 ・石

油,保 険,趣,厘 府関係機関1,サ ー ビス

50億 ～100億 円 未満 6
鉄鋼,大 学,証 券,運 輸 ・通信 ・報道,電

力 ・ガス ・水道,1』

10億 ～50億 円未 満 9

難,機 越,法 人団体 ・農協,そ の他製造

硝子 ・セメント,非 鉄金属,精 密機械,

重 量,1醒1

10億未満 8
鉱業,紙 ・パルプ,出 版印刷,病 院,高 校,

その他学校,宗 教法人,民 間研究所

注:1産 業名順位は,金額の多い順。
2[===コ 内は過去,半年の間に上位グループに上がった産業。
3は,過 去半年の問に同一グループ内で順位の上がった産業。
4は,過 去半年の間に新しく設置実績の発生した産業。
5金 額は設置したコンピュータの金額。
出所:日本電子計算機株式会社調査による。

高 めてきてお り,こ れは国産機種 の性能向上 に伴 い,こ れ に対す る企 業の信頼

度 が高ま ってきたことの反 映 と解 される。そ して この傾向は機種が小 さくなる

ほ ど強 くなってお り,小 型 は一時外 国機 に押 されてシェアが激減 した ものが,

ファミリー ・マシ ンの小規模 システムの生産が軌道 にの ってきたこともあり,

その回復ぶ りが顕著 である。

つぎに利用分野別の使用状況は最近の資料 がないので64年 と59年 の調査結

果 の比較か ら利用水準の向上傾向 をみる と,総 合使用,科 学技術計算 な どの比

重 が高 ま り,統 計調査 にもかな り使用 され るよ うになって きている。

さらに最近の注 目され るのは,わ が国の大企 業のコンピュータ投資率がほぼ

アメ リカ並みに近 づいたことである。

すなわち,日 本電子計算機(株)の 調査 によれば,64年 ごろは大企 業の売上

高に対 するコンピュータ投資の割合がわずか0.05%で アメ リカの0.5%に く

らべて1桁 低い とい う数字が示 されていた。
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図6型 別にみた国産機 ・外国機の比率(金額)の推移'
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図7電 子計算組織の適用業務(1964年 度調査)

第二次産業(製造業)
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第三次産業(非製造業) その他の産業

科学計算 管理 業務 僻計算

遜戴 懲購驚 ㌔
6.7%8.0%3・5%

注:そ の他産業は,大 学,地 方公共体,政 府,政 府関係機関,団 体,農 協,民 間研究所。

出所:日 本電子計算機(株)調 査1二よる.
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補 講 コ ンピュー タ使用 の動 向

1コ ン ピュー タの産業 別 使 用状 況

わが国 の産業別 のコンピュータ実動状況 は,本 論の表20の とお りであるが,こ れを

アメ リカの傾向 と比べ ると,両 国 は今後かな り似 た形 になって行 くもの と予想 され る。

日本電子計算機(株)の 委託で スタンフォー ド ・リサーチ ・イ ンスティチ ュー トが行

なった 「米国電子計算機 市場調査(1961～65年)」 によると,ア メ リカ で コン ピュータ

に対す る,① 潜在需要の きわめて高い産業,お よび,② 潜在需要の高 い産業 とみ こまれ

る業種はつ ぎの とお りである。

① に属す るもの=連 邦政府,石 油 ・同関連産業,輸 送用機械,兵 器 ・同関連製品,航

空輸送サ ー ビス,化 学 ・同関連製品,通 信 サー ビス,基 礎金属製造,電 気機械,同 供給

品,鉄 道輸送サー ビス,金 属組立製品(兵 器,機 械,輸 送用機 械を除 く),機 械 。

② に属す るもの=州 政府,原 油,天 然ガス生産業,電 力 ・ガ ス,衛 生 サー ビス,一 般

建設請負(ビ ル建設を除 く),ゴ ム,各 種 プラスチ ック製品(製 造),持 株 会社 およびそ

の他 の投資会社,鉱 業,ビ ル建設業,銀 行,証 券 ・同証券類仲介業,同 ディ.一ラー;保

険。

2コ ン ピュー タへ の投 資 水 準

わが国における1セ ッ ト当 りの 投 資規模 は,全 産業で89,581千 円 で,軍 用EDPS

を除 いた場合,す でにアメ リカの91,169千 円(AFIPSの"情 報 処理産業の現状"の 数

78(イ 意 ドノレ) ×360円 の式か ら算出)に 匹敵 し て い る
。 しか し,経 済字に よ り,30

,800(セ ッ ト)

活 動人 口1人 当 り電子計算組織利用水準(電 子計算組織設置金額 ÷経 済活動人 口)を み

ると,日 本 は5,248.50円 で あるのに対 し,ア メリカは38,385.30円 で あ り,わ が国の

7倍 強に当ってV・る(経 済活動人 口は,日 本36,850,000人,米 国73,153,000人 。 「国

際統計要覧65年 版(総 理 府統計局編)」 に よる)。
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なお,「 対売上高EDP投 資率 」につ いては本論にふれているように,わ が国では製

造業で平均0.50%,非 製 造業 で平均0.28%で ある(日 本電子計算機(株)の 「中小

企業電子計算機利用効果調査(1966年6～10月)」 による)が アメ リカでは,あ る調査

によると,0.54と い う数字が出ている。(ブ ース ・ア レン ・アン ド・ハ ミル トン社に よ

る 「代表的製造業33社 に対す るEDP利 用 調査」,ノ・一バー ド・ビジネス ・レビュー,

1966年9～10月 号 参照)

3型 別使用状況

1966年9月 末 現在におけ る型別電 子 計 算 組織実動状況は,表Aの とお りである。表

A,お よび本論図6に よって,型 別 にみた国産機対外国礎の関係 を述 べれば,お よそ次

のよ うになろ う。 なお国産機 と外 国機の区別 についてはいろいろの仕方が あるが,こ こ

では 日本電子計算(株)の 定義に従 ってV・る。(第1部 第3章1,Aの 注 参照)

大 型=日 本電子計算機(株)の 設置状況統計では,大 型 を2億5,000万 円以上のシス

テム として集計分類 してv・ るが(AFIPSの"情 報処理産業 の現状"報 告書 では,大 型

の基準 を売価2億7,000万 円(750,000ド ル)以 上 と し てお り,JACC統 計 とほぼ一

致 している),納 入金額で み た 国産機対外国礎 の比率 は,57年 以 後61年 ま での4年3

カ月 は,100%と 外 国機 の独 占であった。 しか し62年 を契機 として,国 産に も大型 シ

ステムが登場 し,逐 年比率 を上げ,65年,66年 上期 においては,49.4%,39.7%と4

割 な いし5割 弱を占めるに至 っている。一方,実 動状況 をみる と,国 産対外国機の関係

は,65年9月 末 で14セ ッ ト対91セ ッ ト(金 額比11.5:88.5),66年3月 末 で25セ

ッ ト対97セ ッ ト(同17.9:82.1),66年9月 末 で30セ ッ ト対103セ ッ ト(同19.6:

80.4)と,半 期 ごとにシェアを上げてきてV・るが,依 然,実 動金額の8割 は,外 国機 に

ょって占められ ている。

中型=4,000万 円～2億5,000万 円未満のシステムである。IBM1401に 対 応す る機

種 の量産 が開始 された61年 ま では,大 体において4分 の1が 国産機 で賄 われたが,63

以後 は,半 分以上 を国産機で 占めている。実動状況においては,セ ッ ト数 では,ほ ぼ同

様のことがV・えるが,金 額比では66年9月 末で,47%と やや国産の方が少 なV・。 しか

し互換性 さえ満足 されれば中型機 も大幅に発展す る可能性 をもっている。
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表Aわ が国電子計算組織実動状況 (単位:上 列セット数,下 列金額千円)

型 別 ・・年 ・月末現在1 41年3月 末現在 41年9月 末現在

大 型
14

5848360 }
25

10285179
30

ユ2228416

国 中 型
371

38179288

450

46519034
509

52653837

小 型
173

4398591 i
197

4904355

252

6083297

産 超 小 型 384
2395731

40!

2553703
417

2720262

オフライン
周辺装置 115云 914言 1955万

機 合 計
942

50833496

1073

64353738

1208

73881391

金額構成比 33.7% 36.9% 38.2%

外

国

機

大 型1 45.753毘1 472372i:1 103
49829288

中 型1
372

46070860 53、641器1
479

592732392

小 型1 78、8;;il 9272iill 369

10422093

超 小 型1 1 1
㌶ 遜 ン1 1 1
合 計| 98964袈1 、。997艦1

951
119524620

金編 成比1 …%1 …%[ 61.8%

大 型
105

50923662

122

57522416 1
133

62057704

総 中 型
743

84250148 i
889

99983870

988

111927076

小 型
45!

12216864

525

14176470
621

16505390

超 小 型
384

2395731

401

2553703

417

2720262

オフライン

周辺装置 ,,st6 914㌫ 1955元

計 合 計
1683

14979793!

1937

174327926
2159

193406011

金額構成比 100% 100% 100%

出所:JECC設 置状況調査。

小型(1,000万 円 ～4,000万 円未満のシステム)=32年 を除V・て62年 ま では,国 産 の

比率が高か ったが,ユ ニパ ック1004,NCR390の 登 場 に よ り'63～65年 は 国産 の比

率 が低下 した。 しか し,66年 上 期 には,フ ァミリー ・マシンの小規模 システム(レ ン

タル料30万 円余)の 納入が軌道にの り再び上昇線 を辿 ってい る。最近 さらに レンタル

料20万 円 台の国産 システム(フ ァミリー ・マシ ンの最下位 システム)が 発売 され る一
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方,外 国機で もIBM1130が 発 表 されたので,国 産機対輸入機 の市場競争が激 しくなっ

て きている。

超小型=売 価1,000万 円 未満 の超小型は,ノ ・一 ドウェアの構造,機 能 がわが国の企業

の将来性 に適応す るよ うに設計 されているので,競 争力は強い。

ここで集計 され ている計算機 の基準は,次 のとお りであるこ とを附け加 えてお く。

(1)デ ィ ジタル型 であるこ と。

(2)プ ロ グラムの蓄積方式 で重要な命令 を内部記憶装置に記憶 しているか,ま たは相

当性能 を有す ること。

(3)内 部 情報記憶容量2,000ビ ッ ト以上 を有すること。ただ し,サ イ ン,パ リティ ・

チェ ックのために有する ビッ トは含まない。

(4)電 子 論理演算に よ り行 なわれる演算機構 を有す ること。

た だ し,プ ロセス制御用,ア ナ ログ型,展 示用,製 造計画 のためのプロ トタイ プ,デ

ータ通信用は
,集 計か ら除外 してある。金額 による型別分類 にあたっては,同 一 モデル

で もユーザーへ納 入され た シ ス テムの規模次第で,あ るものは大型に,あ るものは 中

型,小 型 に分類 してあ り,そ れ だけ客観性 を確保 できるよう考慮 してある。

4利 用分野別使用状況

利用分野別使用状況は本論図7の とお りであるが,こ れを1959年 の通産省企業局の

ビジネス ・オー トメー シ ョン調査の適用業務(表B)と 比較 すれば,59年 当時 には な

かった統計調査,総 合使用 が登場 してきたことが明白に表われ ている。

表B通 産省 ビジネ ス ・オ ー トメーシ ョン調査 によ る適用業務(1959年)

適用業務 %已 用業務 1%已 用業務 %

販売関係

技術計算

原価計算

29.3

6.7

10.0

株式事務

給与 ・人事

資材管理

0.8

10。3

15.9

一般管理

工程管理

OR

12.5

10.8

3.5

合計 100%



第2章

1966年 にお け るコ ン ピュー タ利 用状況 と問 題 点

1コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ム の 新 動 向

っぎに1966年(昭 和41年)に おけるコンピュータ利用状況 およびその問

題点を撤 すれば・まず龍 され ることは・'ン ピユータ本体 の伸び以上 に・

周辺機器 の積極 的導入が進んだこ とである。表19に よる と,最 近1年 間 にコン

ピュータの使用は金額 に して29%の 伸びを示 したのに対 し・オ フライ ン周辺装

置の使 用は,実 に17倍 に近い急上昇 を示 した。

これはひ とつには メーカー側の新製 品開発 の意欲が さかんで,各 種新鋭周辺

機器が続々市場 に登 場 してきた ことも,あ ずか って力が あった。

すなわ ち,入 力 関 係 で は,OCR(オ プ テ ィカル ・キャラ クタ ー ・リーダ

ー=光 学 的 読 取 装 置),CMC-7(コ ー ド・オブ ・マグネテ ィック ・キ ャラ ク

タ_=磁 気イ ンク文字),ORTHO(ハ ネ ウェルが開発 したバ ー ・コー ド=線 の

コー ド),マ ーク ・シー ト ・リーダー(帳 票 に鉛筆で印 したマークを読取 る),プ

ロッター(自 動的に打 点によって図表を作 る機械),デ ィスプ レイ(グ ラ フや文

字 の 自動 表示装置)な どがあげられる。

しか し,第3世 代 夢の コンピュータ といわれ るオペ レーテ ィング ・システム

表21コ ンピ ュータ組織稼動状況(単 位=1,000円)

;鱗 在(・)1鍛 纂(・)1蕩 蒜 墨(・/・・%)

オフライン周辺装置

コンピュータ組織

11,526

149,797,931

195,579

193,406,011

1,696.8

129.2

出所:日 本電子計算機株式会社の設置状況統計による。
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(1台 のコンピュータで多 くの仕事 を効 率的 に処理 す る た め有効 に作動 するプ

ログラム ・システム)と しての ソフ トウェアの開発 は,や や遅れた感 があ り,

いかに ソフ トウェアの開発がむず か しいかを如実 に示 している。

そ して,ソ フ トウェアのお くれがハ ー ドウェアに大 きな影響 を もつ こともた

しか である。第3世 代 としての コン ピュータは66年 は,い わば,マ イナー ・

チェンジの年 であ り,部 分開発が多かった。

しか し,OUK9000シ リ ー ズ が,集 積回路,プ レーテ ッ ド・ワイ ヤー ・メ

モ リーによる中 ・小型 第3世 代 として世 に問われたこ と は 忘 れ て は な ら な
●

いo

そのほか,NEAC2200-50,HITAC-8100,TOSBAC-5100が,FACOM

230-10の 後 を受 けて,続 々 と開発 され,こ と ノ・一 ドウェアに関する限 り,66

年は小型機競争 の感が あった。

ヨー ロッパにおいては,ブ ルーGE社 が開発 したGAMMA55が モス クワに

おけ るデモ ンス トレーシ ョンで好評 を受 け,超 小型機 として,中 型機の能力を

もつ として注 目され た。

A入 力機器の活用

本 年の傾向の最大特色は,入 力 に 対 す る シ ビアな検討 が始 まった ことであ

る。従来の システムは,や や もする と,電 算機 で処理で きるか どうかが 中心 的

課題 であ ったが,コ ス トに対 する認識,精 度に対 する入力評価(入 力以前のシ

ステム ・設計の段階 で間違 いを排除 しようとい う考 え方)が,ハ ッキ リと,シ

ステムズ ・エ ンジニアの中に 目芽 えてきた ことは特筆 される。

生命保険,電 力,ガ スな どの料金調定 業務 を中心 として,多 量処理 にOCR

が台頭 し,実 用化の域 に達 しているが,こ れは,タ ン ・アラウン ド・システム

(出 力 したものをその まま入力 できるシステム)の 利用 法 と,入 力 としての利
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用法に大別 される。

入力 としては,国 税庁,F銀 行その他で行 な っているよ うなジャーナル ・テ

ープとして,加 算機,金 銭登録機,窓 口機械か らロール ・ペーパ ーに印字 され

た特殊文字を光学的に読み とる方法 と・N団 体 に見 ら れ る ような契約書・売

報 をタイ プで浄書 し,そ れをページ ・リーダーで読み とり,機 械入力 され る方

法,M社 で採用 を予定 しているIBM1287型 のよ うに手書 き文字入力がで き

る方法が中心 で,そ の他 は,タ ン ・アラウン ド・システムと しての利 用 とい え

る。

タン ・アラウン ド・システ ムが,読 み と り不能 として リジェク ト(受 入れ拒

否)さ れる率が1%前 後 であるのに比べ,入 力 としてのOCRは,社 内処理が

前提 となるので,リ ジェク ト率はほ とん ど無視 できる ところまでに機能が充実

してきている。

なおOCRで はないが,用 途 として,同 一カテゴ リーに属するCMC-7が ・

わが国 に登場 したが,こ れは工程管理 カー ド,割 賦,チ ケ ッ ト,値 札 な どに利

用 されることが期待 され ている。

ヨー ロッパで普 及 しているCMC-7は,信 頼性の点で,と くに す ぐれた も

のであるが,2.54cm当 り8文 字で,ア メ リカの10文 字統一 と異 なってお り・

専用的利用分野 であろ う。

また,郵 政省簡易保 険局京都 で,オ ー ソ(ORTHO)・ スキ ャニング ・システ

ムが,66年9月 から稼動 を始めた。 アメ リカでの現地 実験 を含めて,テ ス トが

行 なわれ,現 行 のOCRよ りも,精 度が高 い点が買われ て採用 された。

さらに,N社 において,IBM1232型,マ ー ク ・シ ー ト・リーダーが採用 さ

れた。 これは,ア メ リカで,こ こ1年 間急激 に増加 している方法で・200セ グ

メ ン ト(マ ークできるポ ジシ ョン二区域の数が200あ るとい うこと)を もつシ

ー トに鉛筆でマークするだけの入力であ り,巡 回用には とくに優れ ている。
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これに関連 して,国 税庁,S社(金 属),C社(食 料 品),T社(機 械)な ど,

相次いで,マ ーク ・カー ド方式が採用 され,実 効 を挙げ始 めている。

とくにバイ ナ リー ・カー ド(960ポ ジシ ョンを有効 に利用 するための2進 法

的 なカー ド設計の方式)と い う新 しい設計技術 によって,入 力 に革新的 な方 向

をもた らしている。

また,1社(石 油)で は,全 国ガソ リン ・スタン ドに,イ ンプ リンターを配

して,ク レジ ッ ト・カー ド状 の トー クン(Tocken=プ ラスチ ック の 小 片 に コ

ン ピュー タの言葉 を記載 した もの)に よる入力を検討 し,採 用 を決定 した。

.こ れ らの諸入力方式の開発 は大へ ん大 きな意味 をもっている。従来PCSの

パ ンチ方式,穿 孔 タイプによるIDP方 式 は,EDPの もつ不 可 避 的な制約条

件 であるかの よ うに思われていた。 しか しそれ らはシステム的に解決できる問

題 である。

すなわ ち,こ れ らの入力方式 の開発を背景 に して,ノ ー ・パ ンチャーによる

システムの検 討が始 ま った ことは,名 実 ともに今年の最大特色であるといえよ

う。現 に,日 本能率協会では,プ ログラム ・カー ドの作成 に至 るまで,パ ンチ

を行なわないシス テムを採用 している。

B出 力の動 向

一般利用者が コンピュータに接す る場合,具 体的 には,プ リン トされたデー

タに接す るわけである。 したが ってプ リン トされ た実物 の用紙に対 して大 きな

関心が寄せ られ て しか るべきであるが,現 実には,き わめて低調であ った。

その点 に日米の最 も大 きなギャップが あ り,帳 票設計 の 面 で は,わ が国は

著 しい遅れ をとっているとみ られる。

しか し,最 近,そ の点に各方面 の関心 が集 ま り始 めたことは,お くればせな

が ら喜ば しいことである。
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む しろソフ トニアに属 することか もしれ ないが,国 税庁 でコンピュータ関連

帳票 の改善にの り出 した ことは特筆 されることであ る。

またプ リン ト・フォームの設計 もさることなが ら,逆 に,電 子式漢字プ リン

ターが,コ ンピュータ とオ ンライ ンにな り,コ ンピュータ ・シ ョウに展示 され

るまでに進歩 した ことも注 目された。66年 はプ ロッターを利用する出力が,軌

道 にの り始 めた年で もある。

アメ リカのDAC-1(GMで 開発 した自動設計装置)ほ ど大規模 ではないが,

N社(造 船)で は,図 面の分解 とグラ'フィック(絵 にして示す)に,専 用 コン

ピュータ と汎 用 コン ヒ.ユータを併用 して,1隻 当 り800時 間の短縮 に成功 して

い る。 この方式 は,グ ラフ器 メーカー とコン ピュータ ・メーカー とユーザーの

合 作によるもので,グ ラフ ィック ・デザイ ンの コン ピュータ時代の突入を意味

し ている。

またS社(製 薬)解 析セ ンターを始 め として,プ ロッターが,技 術面に有用

・化 されている。 しか し,ア メ リカでは,プ ロッターが ビジネス ・データ用 に利

用 が進 んでい るので,日 本 でも,そ の面の利用が,こ れか らの問題 となろ う。

第3世 代 のマネジメ ン ト・ツール といわれ るディス プレー ・システムも,メ

ーカーのデモ用の域 を脱 して研究用(NHK)へ と,飛 躍 している。

:2ソ フ トウェア の 利 用 面

ソフ トウェアの重要性が認識 され ているに もかかわ らず,機 種選定 における

ソフ トウェアの ウェイ トは,ま だまだ少ない ところが多 い。

66年 に導入 された新機種 の中には,カ タ ログ性 能9分 の ソー ト・マージ(分

類 ・照合)が,現 実 には34分 を要 し,最 初か らシステムを組 み直 した例 があ

る。 これな どは,ソ フ トウェアの不 備の典型的なケース であるが,こ れに似た

事 例 が少な くない ことが問題 である。



ところでソフ トウェアの 面 に おけ る,66年 の傾 向の第一は・ コンピュータ

人 口を増すために,オ ープン ・プ ログラマーの教育が盛 んになった ことである

が,こ れについては後章に譲 る。

第二の特色 は,生 物学,医 学,農 業を含 めた各種統計手法のパ ッケージが,

メーカー各社 で充実 してきたこ とである。 しか も,近 代的客観確率 による統計

手法が,統 計専 門家の手 を介 さないで使用可能 となった。 この点,統 計的品質

管理に使用 されていた技法 を古典統計 に追 いや り,コ ンピュータ中心の新技法

が,利 用できるようにな った ことは,あ らゆ る業務に関与 されるよ うに進歩 し

た とい えよ う。た とえば,IBM社 のBMD(バ イオメディカル ・プ ログラム)

UNIVAC社 のSTATPACK(ス タテ ィス ティカル ・パ ッケージ)そ の他各

社で各種の ものを開発 している。

第三 の特色 は,各 企業の建設計画 に おv・て,PERT・CPMの 活用が常識化

しつつあるこ とは,コ ンピュータの大 きなメ リッ トである といえる。

そ の第 四 は,・0月}・ 発 表 され たPROSPERフ.・ グ ラ ムで あ る・ これ は前

出のブルーGE社 のGAMMA55に 用 いられた新概念 で・プ ログラム習学によ

り,プ ログラム知識のない人々が,プ ログラム概念 を憶 える過程 で,プ ログラ

ムが作成 できるものである。つま リプログラム教育 とフ.ログラム作成が同時に

できるよ うなテキス トを中心に したプ ログラ ミングの方式 である。

小型 コンピュータは,従 来,2名 の プログラマー兼オペ レーターを必要 とし

ていたので,5年 後までie,10,000台 の導入 が予定 され ながら,そ の対象がプ

ログラマーをもつ余裕のない企業 である点 に,小 型機 の宿命が あった。

ところが,PROSPERは,通 常業務の処理に つ い て は・プ ログラマーが不

用 に近 い仕組みであ り,プ ログラムの1方 向を示 す もので,今 後の中小型機 に

は,欠 くことのできない方式の一つ となろ う。
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3新 し い ア プ リ ケt-一ーシ ョン

Aリ ア ル タイ ム方 式

アメ リカのハ ーバー ド大学のデ ィアディン教授 は,リ アルタイ ム方式がマネ

ジメン トに真 に必要か とい う疑 問を提出 し,間 違 った使 い方 な ら不 要であると

警 告 した(ハ ーバ ー ド・ビジネス ・レビュー,66年5～6月 号)が,コ ンピュ'

一タの利用に関 して,リ アル タイム ・システムへの関心が高ま った。

アメ リカに比べ て,通 信技術 との結 びつ きが遅 れてい たわが国 では,リ アル

タイムの問題 は従来 あま り表面化 していなか ったが,65年M銀 行のオ ンライ

ン ・リアルタイムの検討が進み,66年 には,に わかに多 くの大企業で検討が開

始 され た。

N社(航 空),国 鉄 の座席予約は す で に実施 され,受 注 と生産 を直結す る全

国システムとい う本格的利用がT社(機 械)で 開始 された。

また,K社(製 鉄)も 受注 か ら生産 を追跡す る リアル タイ ム構想 を発表 し,

さらに,地 方銀行協会の共同利用によるオ ンライ ン計画が打 ち出 されてい る。

一方 ,工 場 内 リアルタイ ム追跡(工 程管理 の進行の リアル タイム処理)に つ

いては,N社(機 械),F社(製 鉄)が 相 次いで稼 動に入 り,リ アル タイム時

代 の一頁 を画 してい る。

B情 報検索

第二 は,情 報検索である。 この面 において,画 期的な成果が,F社(化 学)

で実施 された。

これはSIR(ス トラテ ィファイ ド ・イ ンデ キ シ ング ・アン ド・リ トリーバ

ル)と 呼 ばれ る式 で,バ イナ リー ・カー ド入力に よるコンピュータに より,図
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面管理 をす るもの である。

これによると,寸 法,人,場 所,年 度別,装 置名な ど,あ らゆる角度か らイ

ンデ ックス を抽 出 して リ トリーバル できる。

従来 の図面管理 においては,図 書の必要性が問題 になったが,SIRで は,そ

れは問題 とならず,コ ー ド化 も しないですむ。パー ミューテ ッ ド・イ ンデキシ

ングとい う,ど の言葉か らもリ トリーバル できるSIRも 開発 されている。

この結果,マ イ ク ロフィル ム と,コ ン ピュータを結 びつけたイメ ージ ・プ ロ

セシ ングが よ り手軽 に,よ り安 く,可 能 となった。 ちなみに,'コ ス トは,従 来

のパ ンチ使用の22.5分 の1で あ った。

このSIRは,単 に設計 図面のみな らず,技 術 資 料管理,文 書管理,カ ル テ

管理,遺 伝 調査 に使われる親子関係 な ど,多 方 面に適用 され る と思 われ る。

C経 営科学との結合

第三の利用 としては経営科 学への適用 を重要視す る向 きが,最 近 とみ に充実

してきたことである。N社(製 鉄)に おける転炉の 多重 回帰に よる自動制御,

T社(化 学)に おける尿素 プ ラ ン トの設計,N社(窯 業)のLPに よる板取

り最適化 など,世 界的な レベルに達 した解析技術がみ られる。

これ らを総合的 に評価すれば,決 定論的 な見地(も しAな ら,Bに しかな

らない)に 立 った方法 と,確 率論的 な見地(も しAな らBな い しBtぐ らい

の範 囲にな りそ うだ)の 方法が台頭 して,一 部 に トポ ロジー的な物 の見方が表

われて きた といえるのではないか と考 え られ る。

決定論的 な面では,リ ニア ・プログラ ミング(LP)の 多様性 が,今 後 ますま

す盛 んになる と思 われ る。

現在では,石 油精製,飼 料配合,輸 送問題,資 金配分 な ど,常 識 としてLP

が利用 されている。 さらに,ク オ ドラティック ・プログラミング(LPに 二次
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式 を入れた もの)も 開発 され,ま たLPの デ コンポジシ ョン(大 きなLPを

小 さなLPに 直 して誤差 を少な くする技術=条 件式の多い ものを,誤 差 を少 な

く解 く方式)の 研究が進 め られている。

一方 ,確 率論的展開は,ア プ リケーシ ョンとしては,花 ざか りである。

多変量解析 は,BMD,STATPACKな どの パ ッケージ ・プ ログラムが提

出 された影響 もあ り,単 なる解析 か らマーケ ティング,心 理測定,人 事 にまで

及ぶ ようにな った。 コン ピュータに よる解析の花形,シ ミュレーシ ョンも,証

明用か ら解決用 に進歩 し,精 度の高い乱数 の入手,プ ログラムの充実 によ りプ

ロジ ェク ト業務 の中心 とな ってい る。 さらに企 業シ ミュレーター(経 営管理,

予算)の 開発 も活発化 してきている。

このほか,労 働省 にお ける雇用統計への推移確率,建 設省 の災害対策 として

の超過確率 な ど,確 率論 とプ ロジ ェク ト・エンジニア リングが直 結 し た こ と

は,コ ンピュータ と経営科学技術 の偉大な進歩 である。

また,物 の見方 としての集合 の考 え方,ト ポ ロジー,グ ラフ理論(集 合論 と

トポ ロジー とプール代数 を合せた もの)の 応用が重視 されはじめた。

そ して先進企業が,率 先 して この第三の問題 に取 り組む気力 をみせは じめた

か ら,こ れか らのシステム ・エ ンジニアには,こ れ らの研究の できる人材が必

要 となるもの と思われる。

Dタ イ ム シ ェア リング利 用

オ ンライ ン ・リアル タイ ムもさるこ となが ら,遠 隔地間の時間差,距 離感 を

零 にす る方 向が顕著である。

昨年は,国 鉄が,東 京一大阪間のマイ クロ ・ウェーブによるデータ伝送 に成

功 した。

そ してそれはタイムシ ェア リングの発展 と相 まって,共 同利用市場 の確立を
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促 している。 アメ リカでは,各 種の研究会 テーマ,論 文の多 くにタイムシ ェア

リング,リ アル タイムに関するものが非常 に多 くな った。

現 に,MIT(マ サチ ュセ ッツ工科大学)に おけるMAC(マ ル ティアクセス・

コンピュータ),キ ーデータ社 の共同利用 セ ン ター,GEの イ ンスタ ン ト・コ

ンピューテ ィング(社 名)を は じめ として,民 間企業内で も,ウ ェステ ィング

ハ ウス社,ロ ッキー ド社 など,相 次 いで,実 用化に入 っている。

日本 で も,66年 には 日本計算セ ンターが中型 ・小型の連絡,日 本電気,富 士

通 も,東 京一大阪 タイムシェアリング実験 に入 り,わ が国のタイ ムシ ェア リン

グ ・ユーティリティも本格化するき ざしが見 えてい る。

また,寛 々公社のテ レックス,受 信穿孔装置が市場 にでた ことか ら,専 用電

信以外 に,加 入電信に よるデータ収集が本格化 したが,コ ス ト面 で,大 きな変

化 を もた らしている。

これ ら方式におけるチ ェック ・システムは,各 社各様 であるが,コ ンピュー

タのプ ログラムによるチ ェックが進 み,従 来 の通信誤謬10,000分 の 斗に対す

る心配が な くな ってきた ことも,大 きな進歩 である。

Eフ ァ イ ル に 対 す る配 慮

わが国の最 も不得手 とす るフ ァイル も,よ うや く本格的利用 に入 ってきた。

た とえば,D社(通 信)で は,イ ンチプレーテ ッ ド・データ ・ス トアを実現

し,さ らに拡大準備 中 といわれ,S社(商 業)も5個 の大容量デ ィスクによる

単品管理 をめざ してい る。

官庁におけるコンピュータ有効利用の前提 は,入 力 とファイル と検 索にあ る

が,こ の点 について も,試 験的実施 によ り自信 を深めてお り今後 に期待 したい。

しか し一般的 には,ア プ リケーシ ョンとして入力 とファイルに対す る配慮が

意外 に少 ない ことが問題で,ロ ジ ック一辺倒 を脱却すべ き時期にきている と思
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われ る。

これ らを総合 する と,や は りシステムの評価 が問題 とな り,機 械 はその道具

である とい う認識が,ト ップに至 るまで浸透 してきた ようで ある。

ナ ドラー教授 は ワーク ・デザイ ンの台頭 を指摘 しているが,人 中心 にシステ

ムが作 られ ることを認識す る段階 に来 た といえよ う.。

4他 分野 との協業

コンピュータの利用 は,単 に1企 業のマネジメン ト・ツール としての発展 で

は な く,協 業の上 に立 った新事業が台頭 しよ うとしている。

証券会社の計算セ ンターが事業化 され,デ ータ ・バ ンク的色彩 を も ち 始 め

た。 また,交 通,医 学,生 物学,物 理学な どにも,協 業 としてコンピュータの

効果が発揮 されている。

た とえば,交 通 における信号制御 は,交 通戦争 に若 干の緩和 をもた らし,医

学についても,広 島大の原爆カルテの追跡,札 幌医大の医療点数,日 本赤十字

社の病歴解析,あ るいはS社(製 薬),T社(製 薬)に おける薬理学 との結合・

その手法 と経営科学 との融合など,多 岐にわたる協業の効果が発揮されたので

ある。



第3章 コ ン ピュー タ経 営 の現 状 と問題 点

1コ ンピュー タ経 営にみ られ る基調の変化

1965年(昭 和40年)の コンピュータ経営 を概観 した場合 に,も っとも特筆

され るべ きは,前 年 にみ られた ような直接のメ リッ トを重視 するシビアな投資

態度か ら一転 して,コ ンピュータを中心 に した経営体制の確立 へ とその基調が

大 きく変化 して行 ったことである。

昨年の コンピュータ白書 が指摘 したご とく,64年 は未曾有の不況 とい う経済

的環境の 中で もあ り,ま た高度成長期 のやや放慢 であったコンピュータに対 す

る先行投資的な態度への反省 もあって,コ ンピュータの利用面 で,企 業の体質

改善 よ りも直接 のメ リッ トであるコス トの低減 を指向す る企業が増加 した。

そ して,一 部の企 業ではコンピュータ ・シ ス テ ム の縮少,削 減 を行 なった

り,ま た一般的 にもコンピュータの採算性 を重視す る機運が強 まった。

しか し,こ の1年 間に こうした直接のメ リッ ト重視 の 立 場 が徐 々に後退 し

て,コ ンピュータ経 営体制の確 立 とい う積極的 な方 向に再び転換 して行 ったの

である。

なぜわず か1年 間で この よ うな変化が生 じたか。それ にはい くつかの理 由が

ある。その第一は資本 自由化の時期が切迫 して企 業の根本的な体質改善が要請

され るに至 ったこと,そ してこれにはコンピュータの積極的活用 がキメ手 にな

る とい う認識が トップの間 で漸次理解 されてきたことである。

第二には景気が輸 出の増加 にささえられて好転 しは じめ,再 び積極的 な企業

欲 がも り上 ってきたこ と。 さらに第三 には企業内の コン ピュータ利用技術 の向
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上 が こうした客観状勢 に対応 し得 る条件 を整 えてきた こと。

第四にはいわゆる第3世 代 のコンピュータの登場 やオ ンライ ン ・リアルタイ

ム ・シス テムの実用化な ど,ハ ー ドウェアや ソフ トウェアの面か らもこ うした

機運 が拍車づけ られ たことである。

21966年 の コ ン ピュー タ経 営 の 諸 特 徴

この よ うな基調の変化 に伴 って,本 年 のコン ピュータ経営に どのよ うな変化

が生 じてい るか。

A経 営 の質 的 向上 とコ ス ト ・ダ ウ ンの 両 方 を重 視

'

まず,企 業の コンピュータに対 する投資態度 であるが,本 年 の当協会が行 な

った調査結果 では,経 営の質的向上 かコス ト・ダ ウンか とい った二者 択一的 な

態度か ら,経 営の質 的向上 とコス ト・ダ ウンの両方 を同 じ程度 に考え るとい っ

た現 実的な態度 をとる企業が圧倒的 に増え・)前年のわず か1%が 一躍71%を

占めるに至 った。

とくに レンタル料1,000万 円以上の大企業に この 傾 向 が 強 く,そ の比率は

81%に なっている。その結果,「経営 の質的向上」 や 「直接の コス ト・ダ ウン」

の いずれかに重点 をお く企業の比率が それぞれ大幅 に減少 している。

ただしレンタル料100万 円以下の中堅企業になる と,コ ス ト重視の比率が ぐ

っ と高 くな ってい る(30%)が,こ れ は資本負担力 の少ない中堅企 業 としては,

当然の ことであろ う。

もっとも,別 の調査(巻 末資料 「中小企業におけるコンピュータ利用の現状

と問題点」参照)で は,従 業員3,000人 以下の中 小 企 業 で も 「管理 水準の向

上」が導入動機の29%を 占めているこ とか らみて,中 小企業で も経営の質的
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向上 をコン ピュータに託 しているこ とがわかる。

Bコ ン ピ ュー タ部 門 の昇 格 と経 営1青報 サ ー ビ ス機 能 の 強化

今年の コンピュータ経 営の特徴 としてつ ぎに指摘 され ることは,コ ンピュー

タ部門の昇格 や技能の強 化がさかんに行 なわれた ことである。

これ を具体的にいえば,① コンピュータ部門が課か ら部や室 に昇格 し,社 長

ない し常務 取締役に直属 するよ うになった ものや,② 従来総務部や経理部 に属

していたのが社長室や企画部に所属 す る よ う に な ったものがかな りみ うけ ら

れ,こ うした傾向が本年 の組織変更の大 きな特徴 のひ とつにな っている。

これは,コ ンピュータ部 門の業務 が処理 量 自体 が増大 した ことの ほか,従 来

の事務計算や技術計算 を中心 に した ものか ら,第 一線の工場現場監督者 や管理

部 門の 中間管理者に対 する経営情報 サービスとい った分野に拡大 して行 った こ

とに対応 する処置 として とられた もの とみて よい。

いま1965年9月 か ら66年8月 までの1年 間 に組織変更 を した56社 につ

いてその内容 をみ る と,課 か ら部 に昇格 し,ト ップ ・マネジメン トに直属す る

ように なった ものが,16件(29%),ま た総務部や経理部所属か ら社長室や企

画室 な どに所属変更 した ものが6件 .(11%)と な ってい る。

(注)組 織変更の詳細については第2部 第5章 および付属資料を参照されたい。

CMISを 指向す る企業が圧倒 的に多 い

この よ うなコンピュータ経 営体制確立へ の動 きは,組 織面ばか りではな く,

人事の面 でもい ろいろ現われてきてお り,た とえば各社 とも トップ ・マネジメ

ン トをは じめ部課長 クラスの管理者に対 す る コ ン ピュータ教育 がさかんにな

り,ま たIEやOR部 門を中心に したオ ープン ・プ ログラマーの養成 に本格的
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にの り出 してきている。 そして,将 来 の姿 と してMISを 指 向す る企業が下図

の よ うに圧倒 的に多 い とい うことは,こ うした動向をもっとも端的に示す もの

といえよ う。ただ,こ の数字は大体の方 向を示唆するに止ま り各社の定義 もま

ちまちであるし,そ の概念規定は今後の課題 である。

図8将 来の利用方向として何を目指 しているか

出所:日 本電子計算開発協会実態調査

3コ ン ピュー タの導 入 状 況

それでは,1966年 の コン ピュータ経営 の現状 は どうな ってい るか。

まず,コ ンピュータの導入状 況からみる と,大 企業での導入がすでにほぼ完

了 していた関係上,本 年は中堅企 業を中心 にコンピュータの導入がみ られた。

しか し全体 としてみた場合 には,新 規導入企業の数が それほ ど多 くなか った

ので,導 入経過年数が全般 的に長 くなって きてい る。

すなわち前年調査 と比較 した場合に,導 入経過年数5年 以上の企業の比率が

12%か ら22%に 増加 した一方,3年 未満が61%か ら53%に 低下 してV・る。

そ して とくにAグ ル ープ(レ ンタル料1,000万 円以上)の 代表的大企業で
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は5年 以上の ものが70%に 達 し,Bグ ループ(500～1,000万 円未満)で も41%

を占めている。

これ と対照的なのがCグ ル ープ(100～500万 円未満),Dグ ループ(100

万円未 満)な どの中堅企業で,こ れ らの グループで3年 未満 が圧倒 的に多 く,

その比率がそれぞれ73%,85%とV・ う高率 を示 してい る。

ただ し,66年 後半か らの動 き として,大 企業における大型機 の導入が,再 び

活況 を呈 しは じめた。 これは,一 応導入 が一段落 していた先行企 業の中で,コ

ンピュータ利用水準の向上 に即応 して新機種に更新す る必 要を生 じた り,あ る

いは,前 述 の ように不況脱 出期 に入 って,そ れまで手控えていた導入計画 を実

施 に移す企 業がふ えて きた ことによるもの と考え られ る。

したが って,こ の調査 にあ らわれた導入経過年数 が長 くなる とい う傾 向は,

今後 かな り変化 を受 けることが予想 され る。

図9コ ンピュータを導入 して何年になるか

1965年 調査

1966年 調査

出所:日本電子計算機開発協会実態調査

ところで,大 体 コンピュータを導入 して5年 以上 を経過 すれば,そ の利用水

準が一人前 になるといわれ てお り,日 本 では大企業 グループがわが国における

これか らの コンピュータ利用面 で先導的役割 を果 す段階 にきた といえる。

この ことは,ア メ リカのよ うに企業 での コンピュータ利用が,政 府 の国防計

画 によって強 力にバ ックア ップされているの とは国情が根本に異 なる 日本の場

合,と くに強調 され るべきで,こ うした面での これか らの大企業の トップな ら

びにコンピュータ専門スタ ッフの任務 は重い といわねばな らない。
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A利 用段階別パ タ■ンと水準

a利 用段階のパ ター ンは標準型が多い

つ ぎにコンピュータを導入 した企業が どの よ うな利用段階 を経 て,そ の利用

水準 を高 めて行 ってい るか興味ある ところであ るが,今 回の調査結果 では全般

的に左図 のよ うなa→b→c→d型 の標準型(段 階的発展型)を とってい る企業

が多 く,全 体の89%が この型に属 してい る。

ltt'M1二 部分的業務の酬 理(給与計算,経理事務,統計業務,各種受払業務など)

匡謡1:二雛 灘灘 難 墾綱
ld段 圏 誹 端 的認 綻 の灘 北(新 規投資の決定,危 険負担の計算,各種経営戦略のフォーミュレーシ'ヨン)

これ をかんたんに説 明する と,ま ず第一段階 として,給 与計算 や経理事務 な

どをのせ,つ ぎに第二段階 として,在 庫管理や原価計算の ための資料 を作成 す

る。そ して さらに第三段階 で,生 産管理や販 売管理 な どの定常的管理業務 をの

せ,最 後 に第四段階 で長期計画 とか投資決定の よ うな トップの意思決定 のため

の情報 を提供す る とい う順序 で進 む型である。

これが一番オ ーソ ドックスなや り方 であるか ら,大 部分の企業が この型を と

ってい るのは当然である といえ る。

しか し,全 体 の約1割 がこれ とは別 の型 を とっているのは注 目され,あ る意

味では こうした変格的 な導入 のや り方が 日本 の 企 業の特徴 の一面 だ ともいえ

る。

b変 格型の企業にみられる諸特徴

そこでいま,こ のような変格型(高 度利用先行型)の 企業についてその諸特
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徴 をも う少 し掘 りさげ て検討 してみよ う。

い ま変格型の企業24社 の産業別 をみ ると,・化学工業(鉄 鋼,石 油精製 を含

む)が 圧倒 的に多 く,12社 で全体 の5割 を占め,こ れに続 いて機械工業の6

社,商 業の3社,銀 行,電 力,運 輸 のそれぞれ'1社 とい う内訳 けになってい る。

なぜ化学工業 に比較 的多いか とい う理 由については,装 置産業 であ り,か つ

原料の生産 が主 であることな どか ら,生 産や販 売な どのデータ処理 がそれほ ど

重要 ではな く,む しろORそ の他 を活用 した原料購入や製 品計画の最適条件の

設定や プロセス ・コン トロールの面 にコンぜ ユータを利用 する方が有利 である

とい った産業的性格に よる ところが大 であると考え られ る。

また利用段階の型 としては,つ ぎの よ うにc→a→b→d型 またはc→d→a→b

型が圧倒 的に多 く,続 いてはa→c→b→d型 である。 そ してd→c→a→b型 が

3社 あることは注 目され る

a→c→b→d

b<:二>d

ノa→b→dc
＼d→a→b

d→c→a→b

型5社

型3社

型

型

a・b・c・d同 時 型

12社

3社

1社

ま た これ を コ ン ピュ ー タの規 模 別 でみ る と,Bグ ル ー プ(レ ンタル料500～

1,000万 円 未満)とCグ ル ープ(100～500万 円 未 満)の 両 グル ー プに集 中 し,

両 者 で合 計19を 占 めて お り,A,Dの 最 大,最 小 グル ー プに少 な い こ とは興 味

が あ る。 も っ とも この 型 の企 業 ではORな どの経 営 科 学 や 技 術 計算 が 中心 に

な るか ら,大 型 の コン ピ ュー タ を必 要 と したい とい う点 が あ るか も知 れ ない 。

Aグ ル ーフ。(レ ンタル料1,000万 円以上)4社

Bグ ル ー プ(レ ンタル料500・-999万 円)10社

Cグ ル ープ(レ ンタル料100--499万 円)9社
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Dグ ル ープ(レ ンタル料100万 円未満)1社

また導入年月別 でみ ると,3年 未満が10社,3～5年 が8社 ,5年 以上が6

社 となってお り,3年 未 満がひ じょうに多い。

ところで,そ れでは このよ うな変格型の企業の利用段階の方向が妥 当か ど う

か とい う点 であるが,銀 行や証券会社 のよ うに大 量の計算業務 が主 である企業

が標準型 を指向するのは当然 である。 しか し業種 に よっては当初 か らcな い し

dの 段階 を 目指す方が長 い眼 でみた場合 ,企 業に とって効率的 な利用の仕方に

なるとい うことも十分考え られ る。 したか って一概 に何 れがよいとい う結論 を

下すこ とは さし控 えるべ きであろ う。

図10変 格型企業の利用段階パ ターン

産業別

導入年限

利用段階の型

採算性

機披工業

6社

化学工業

12社

商業

3社

その他

3社

1
5年 以上

6社

3-5年3年 未 満

β社 旧ネ土

a→c→b→d型

5社

ぷ 二1)曜
3社

<㌫ 脾
ぼ社

、

由c→a→ 畷

3社

1
のつている

12社

まだのつていない

9社

考 えていない

3社

出所:日 本電子計算開発協会実態調査

c利 用水準は事務処理から経営管理面へ

'
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つ ぎに コン ピュータの利用水準 が どの段階 にあるか とい うことであるが,前

年の調査時 に くらべる と,全 般的に着実 に レベル ・ア ップ してきている。

い ま,a→b→c→d型 の標準型企 業236社 の調査結果 と前年の それ とを比較

する と,前 年調査 ではa段 階(部 分的業務 の事後 処理)が 全体の59%を 占め

ていたのが,今 年 は45%に 低 下 し,逆 にb段 階(総 合化に よる事後処理)が

29%か ら40%に,c段 階(定 常的判断業務 の機械化)が11%か ら15%に

それぞれ増加 した。そ して とくにAグ ル ープではc段 階 にある企業が44%と

い う高率 を示 してい る。

しか し,レ ンタル料 の少 ないc・dグ ル ープになるほ ど,導 入年月が短い関

係 もあって,a段 階 に止 まるものの比重 が高 くな り,そ れぞれ55%・75%と

い う比率にな っている。

この よ うに,導 入年月 と利用水準の段階 とは密接 な関連性 を持 ってお り,大

体 の傾向 として,3～5年 でb段 階,5年 以上でc段 階 に約 半数程度の企業が

到達 す るとみ てよいであろ う。

なお,d段 階(意 思決定の標準化)に 到達 して いる と答えた企業 はわずか1

社であ るが,MISが 現在の企業の至上命令 になって きて い るので・ こんご数

年以内に この段階 に達す る企業が相 当数 出現す ることが予想 される。

d現 場向けの情報 サービスが過半数である

コンピュータに よって作成 された情報や資料が どの階層に提 出され るかはそ

の企業の コン ピュータ利用水準 と密接 な関連 があるが,全 体 としては また事務

職員や現場作 業員 向けのデ ータ処理が55%で 過半数 を占めている。 そして ミ

ドル向けが36%,ト ップ向けが9%と,報 告階層が高 くなるほ どその比率が

急速に低下 して行 っている。

この よ うな傾向は レンタル料か らするグループ別 にみて も,そ れ ほ ど大 きな

開きが な く,こ のこ とはわが国 での コン ピュータに よるデータ処理が まだ事後



111

処理的 な段階 に止 まってい ることを裏書 きしているといえ よう。

B採 算性をめぐる諸問題

a採 算性が向上 し,期 間 は短 縮 している

コンピュータの採算性 を どのよ うに して測定す るか
。採算性 を直接のメ リッ

トだけでみ るか。 あるいは もっ と間接 的,迂 回的な効果 まで含 めるか では採算

性 の測定方法や結果 にまで大 きな開 きを生 じて くる。 ここでは こうした問題 は

一応無視 して,ア ンケー ト調査 に対す る回答者 の主観的判断に もとついて採算

性 の動向を分析 した。

まず全般的傾 向 として,前 年 に くらべて企業に おける採算性 が さらに上 って

きていることが指摘 できる。す なわち,「 採算にの っている」企 業 の比率 は全

体 の52%に なってお り,前 年 の41%か らみ るとかな りの改善 である。

図11採 算 にの ってい る ・・て…[=コ ・・て・・醸 璽1

%3年 未 満

100_

80

60

40

20

3-5年5年 以上 平均
1 1 |

92 ,8
一

'
88 f

十

64.2

53.5 52.8

一 4 .5 !

一

一　 ← －r

29.3 32漠

`

19651966196519661965196619651966

出所:日 本電子計算開発協会実態調査
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これ をさらに導入年限別 にまでお りて比較 してみる と,.導 入年限が長 くな る

ほ ど採算性が高 くなってい る点は前年 も今年(1966年)も 同様であるが,図11

の よ うに5年 以上が前年 よ り若干低下 して い るのに,3～5年 および3年 未満

が上昇 し,と くに3～5年 の ところでの上昇率が大 きい。

ところで,5年 以上は企業数 が少 ないか ら1社 入れ違 うだけで比率が大 き く

動 くので,こ こに現 われてい る採算性 の低下はそれ ほ ど重視すべきではない。

そ こで3～5年 を中心に企業の採算性 がかな り改善 されてきている と判断 され

る。

この ことは,

① わが国に コン ピュータが導入 され てす でに10年 近 くにな り,そ の利用方

法について経験 をつんで きたこ と。

②企業側が事前 に十分な準備 を し,計 画的 なコンピュータの導入 を計 るよ う

にな った こと。

③ コンピュータの性能が向上 し,コ ス ト・パフォーマ ンスが格段に向上 して

い ること。

④ とくに中堅企業の場合 には,コ ンピュータの利用 を軌道にのせるのが,企

業規模 その他 か らい って大企業 よ りも相対的に容易 であること。

な どがあげ られ るであろ う。

そ こで,従 来 は導入後5年 が一応 ペイ ・ライ ンに達す る期間 と考え られ てい

たが,こ れが3～5年 に短縮 してきてい るとみ てよいであろ う。

なお これを レンタル料規模別 にみた場合 には,レ ンタル料の大 きいグル ープ

になるほ ど採算 性 が高 く,Aグ ル ープの83%に 対 し,Dグ ループでは36%

とその開 きはひ じょうに大 きい。

この点については,Aグ ループでは導入後5年 以上の ものが70%も 占めて

いるのに,Dグ ル ープは3年 未満が85%も ある とい った ことが決定的 な要因

にな ってい るとみてよい。
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表22レ ンタル料グループ別にみた採算性(数 字は企業数,カ ッコ内%)

導入年『 採 算 ∋ ・グループ1・ グループ1・ グループ1・ グループ 小 計

の って い る1(33)

の って い な い2(67)3年未 満

考 えな 、、 ・(・)

ノ」、 言十3(100)

2(20)32(33)10(34)45(32)

8(80)55(57)18(62)83(60)

O'(0)10(10)1(4)11(8)

10(100)97(100)29(100)139(100)

の っ てい る8(73)14(70)19(61)2(40)43(64)

3～5年
の ってV・な い2(18)5(25)

考 え なV・!(9)1(5)

小 計11(100)20(100)

10(32)2(40)19(29)

2(7)1(20)5(7)

31(100)5(100)67(100)

の っ てV・る29(91)

の っ てい な い3(9)5年以 上

考 え な いG(0)

ノ」、 言十32(100)

18(86)5(83)0(一)52(88)

2(10)1(17)0(一)6(10)

1(4)0(0)0(一)1(2)

21(100)6(100)0(一)59(100)

の って い る 38(83) 34(67) 56(42) 12(36) 140(53)

の っ て レ・なV・ 7(15) 15(29) 66(49) 20(59) 108(41)
計

考えない 1(2) 2(4) 12(9) 2(5) 17(6)

計 46(100) 51(100) 134(100) 34(100) 265(100)

b採 算性 を考えない企業 グル ープ

以上は一般 的傾向であるが,こ こで注 目され る のは,「 現在直接採算性 にの

せ ることは考 えてい ない」 とい う回答 をよせた企業が17社(7%)も ある と

い うことである。

その産業別では機械5,化 学4,商 業4,金 融 ・保険2,金 属3と い うよう

に分散 していて,産 業か らみた有意性は あま りみ られない。

しか し,そ の他の点ではつ ぎのよ うな類型的 な特徴がい くつかみ うけ られ る。

①導入年限別 にみる と,導入3年 未満が11社 で全体の67%を 占めていること。

② レンタル料別 では,レ ンタル料100～500万 円未満 のCグ ループが10社

で圧倒 的比率 を占めている こと。
　

③直接 コス ト・ダウンを目指すものが皆無で経営の質的向上を考えているの

が11社(60%)と 過半数を占めてい ること。
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④ 利用段 階の型 としてはa→b→c→d型 の標準型が14社(78%)と 圧倒 的

に多 いこと。

⑤ 利用水準 としてはb段 階(総 合化 による事後処理)6社 ・c段 階(定 常的

判 断業の機械化)7社 と,両 者で全体の72%を 占め,か な りの段階 に達 し

てい ること。

そこで,こ れ らのグループの大部分 が導入3年 未 満の中堅企業 で,ま だEDP

化が軌道にの らず にい るため,こ の ような回答 を寄せてきてい るのでは ないか

と考 え られ る。

しか し,こ の中には導入3～5年 以上の大企業 グル ープもわずかではあるが

散見 される。 この種の企 業では恐 らく,全 社的な経営データのEDP的 処理の

費用不可欠な もの とみな してい るのではないか とみ られ る。

C変 格型企業 グル ープの採算 性

前項 でふれ たよ うに 「採算性 を考えないグル ープ」 は,利 用段階の型 として

.は,a→b→c→d型 の標準型が 多 いが,そ れでは変格型(b→c→a→dやc→d

→a→bの よ うに最初 から経営管理 に コンピュータを利用 しよ うとす る型)の

企業では,一 体採算 にの っているだろ うか。 また採算性 に関 して どの ような態

度 を とっているであろ うか。

採算性に対 する回答をみ る と,「 ま だ そ こま で行 っていない」 とい うのが多

く,「 のせ ることを考えない」 とい うのはひ じょうに少 ない。

表23変 格型グループの採算性

採算にのって
いる 1の ・Fい ない1

のせることを
考えていない

3年 未満

3～5年

5年 以上

2

4

.§.

6

3

0

2

1

0

計 12 9 1 3
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すなわち変格型24社 の うち採算にの ってV・るのが12社(50%)で あ り・9社

(38%)が まだ採算にの らず,3社(12%)が 採算 を考えてV・ない と答えている。

このよ うに この変格型 の採算 にの ってい ない9社 は当初か ら高度の利用水準

を狙 ってい ることと,導 入3年 未満の企業が多い こ とが重 なって作用 してい る
'
か らであるが,長 期的 にみ た場 合 に は,将 来 システムが軌道 にのった場合に

は,一 挺 に採算 性が高まる とい うことも考え られる。

したが って,こ の変格 型 グル ープと前記の 「採算 は考 えない」 グル ープとで

はそのコンヒ.ユータに対 す る取組み方ない し採算性 への考 え方にかな り本質的

な相違 がある といえ よ う。

d採 算性 との関連でみた企業パターン

いままでの分析か らも,採 算性 がそれぞれの企業 のパ ターンに関連 づけ られ

る ことがわかるが,こ れ を今 回の アンケー ト調査に もとつ いて多変量解析 を行

ない,数 量化 してグラフ化 したのが図12で ある。

この図表か ら うかがわれ るよ うに,採 算性 との関連でみ た企業パターンはつ

ぎの四つに類 別 される。

第一の型=レ ンタル料100万 円以下,導 入3年 未 満 の 企 業 で,a→b→c→d

型の標準型の利 用段階 を とってお り,将 来 も中間管理 層は減 らない と考 え

てい る型 の企業ではまだ採算にの っていない。

第二の型二 レンタル料100～500万 円未満 で,セ ンターが本社 に集 中,ま た

は事業部 や工場 に分散 してお り,事 務職員 や現場職員 ない しミ ドルに情報

サー ビスをし,中 間管理層が将来減少す ると考 えてい る型の企業では採算

性の ある方向に向 ってい る。

第三の型=レ ンタル料1,000万 円以上 で,導 入後5年 以上たち,本 社にセ ン

ター,事 業部や工場 にサブセン タ ーが あ り,d→c→a→b型 の利用段階を

とっていて,ト ップに情報 サービスをや り,中 間管理層が減 っている型の
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1出 所:日 本電子計算 開発協会実態調査

企業 では採算性 にの っている。

第四の型=レ ンタル料500～1,000万 円未満,導 入3～5年 未満で,c→d→a

→b型 の利用段階 をとってい る型の企業 では,採 算 にのせ ることを考 えて

いない。

そ して,こ れ ら諸類型 の展開の方向 としては,第 一型→第二型→第三型へ と

進 み,第 四型 は,そ れか ら直接第三型 に進む と判断 され る。

(注)こ の数量グラフの見方は距離の近いものほど相関関係が強く,逆 に離れている

項目ほど無関係または逆相関であることを示 している。そして中心に寄っている項
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目ほど正常で,か け離れているほ ど異常であることを現 わ している。

C企 業規模別にみた諸特徴

つぎに コンピュータ利用の実態 を大企業 と中堅企業に分 けて,そ れぞれの特

徴 を対照 しなが ら検討 してみ よ う。

ここでは,企 業規模 を,一 応 レンタル料 によって区分 し,レ ンタル料500万

円以上のグル ープ を大企業,500万 円未満 を中堅企業 とい うふ うに,規 定 して

みた。

このよ うに レンタル料 で企業規模 を区分 することは厳密にい うと,も ちろん

い ろいろ問題がある。 しか し大企業になるほ ど,コ ンピュータ ・システムの規

模が大 きくな り,そ れ だけ レンタル料が増 える。 また この区分で分類 した もの

を実際に当ってみて も,ほ ぼ これで一般的にいわれ てい る大企業 と中堅企業に

分 け られているので これ に従 って分析 するこ とにする。つ ぎに掲 げた図13が

その総括的一覧表で ある。

この一覧表に記入 されているのは,何 れ も回答率の もっ とも高かった項 目の

比率であ るが,こ れ によって両 グループの特徴 が一 目で比較 できよ う。

a導 入年限,利 用水準,採 算性 に大 きな格差がみ られる

これ ら各項 目の中でもっとも目立つ開きは,導 入年限,利 用水準,採 算性の

三 つであ り,大 企 業では導入年 限が5年 以上 となっているのに,中 堅企業では

3年 未満,ま た利用水準 では大企 業がb段 階(総 合化 に よ る事後処理)に あ

るのに中堅企業 では まだa段 階(部 分的業務 の事後処理)に 止ま ってい る。

さ らに採算性 にいた っては大企業の 「採算性にのってい る」が主位 にあるの

に対 し,中 堅企 業では 「の っていない」になってい る。
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図13大 企 業 と中堅企業のコンピュータ経営パ ターン比較
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この よ うに,大 企業ではすでに導入年限 も古 く,利 用水準 もかな りの ところ

に行 き,採 算 に ものって きていることは,大 企 業 におけるコン ピュータ経営 も

よ うや く地 についてきた ことを物語 っている。

これ に対 し,中 堅企業 ではまだ導入年限 も短 か く,利 用水準 も初期の段 階に

あ り,し たが ってまだ採 算に ものっていない企業がかな りある。

そこで,こ れ ら中堅企業 での コンピュータ利用技術の向上を計 り,ペ イ ・ラ

インに早 く持 って行 くことが当面の急務 である とい うふ うに考え られ る。

しか し一面 において,中 堅企業に当初 か ら経営の判断業務や意思決定に利用

する方向 を狙 っている も の もあ り,か つ経営規模 か らいって も全社的 なMIS

をそれ だけや りやすい条件 もある とい った点を考慮に入 れる と,こ こ数年後 に

は,こ れ ら中堅企業の中で大企業 よ りもコン ピュータの効率的利用 を行 な う例

も現 われるだ ろ うとい う見方 も生ず る。 この点,MIS指 向が大企 業 よ りも中

堅企業 に有利 な場合 もあることに留意 してお こう。

いずれにせ よ,こ んこの中堅企業におけるコン ピュータ利用の動 向は注 目さ

れる ところであ る。

b組 織 にみられ る相違

つ ぎにコンピュータ部門組織 の面で も大企業 と中堅企業 ではい くつか対照的

な相違 がみ うけられ る。

まず コンピュータの配置状況であるが,大 企業 では本社集 中が主位 ではある

けれ ども,本 社にセ ンター,事 業部や工場にサブセンターのあるものがほぼこ

れ に近 い数字 を示 しているのに,中 堅企業では本社集 中が圧倒的 であ る。

また,組 織変更の内容 では大企 業は所属部門の変更が主位 であるのに,中 堅

企業では部門内改組,ま た変更理 由では適用分野 の拡大に対 し,新 機種導入 と

なっている。 さ らにオープン ・プ ログラマー制 についても大企業 ではすでにこ

れ を積極的 に とり入れているのに,中 堅企 業ではこれか らその方向に向か お う
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としてい る。

これ らの指標が意味す るところは,大 企業では本社 と事業部や工場 を全国的

なネ ッ トワークで結ぶ大がか りなMISの 方 向をあき らかに指向 しは じめてき

ている ことである。すなわち所属部 門の変更や適用業務 の拡大,あ るいはオー

プン ・プ ログラマーの本格的養成の動 きは何れ もコンピュータ部門が トップや

管理 部門に対す る経営情報サー ビスのための体制整備の現 われ とみ てよいか ら

である。

これに対 し,中 堅企業 に新機種の導入な どに伴 う部門内の組織替 えが多い と

い うことは,こ れ らの 中堅企 業がい ま新 しいコンピュータ経営体制の確 立に懸

命 な努力を払 っている と解釈 される。

c人 事方針ではあまり差異がない

大企業 と中堅企業の中であま りきわだった差異がみ られないのは人事方針で

あ り,両 方 とも,コ ンピュータ要員 の採用や将来の昇進 についてまだ明確 な方

針 を確立 していない。

ただ中堅企 業の方が専門職や資格 制度 ない しは特別給与な どを とり入 れて,

コンピュータ専門家の優遇,確 保 に積極的であることが若 干異 なる点 であろ う。

4こ ん この課題

以上みてきたよ うに,1966年 にお けるコンピュータ経 営の動向は,一 言でい

えば,従 来の事務計算や技術計算 の段階か らようや く,判 断業務 や トップの意

思決定の段階 に進 む方 向をた どりは じめた とい うことである。

しか し,こ の1年 間はいわばその準備ない し移行 の過渡的段階 にあ り,ま だ

十分 にその成果 があが っている とはいえない。そ して,む しろ当面は山積す る

多 くの問題の解決の方 が さきであ るとい うのが現実の姿 であろ う。
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いまそれ らの中でとくに重要ない くつかの課題 を指摘 してお こ う。

A経 営 者お よび 管理 者 の コン ビ ュー一夕教 育

まず第一には トップ ・マネジメン トや ミ ドル ・マネジメン トが コンピュータ

の高度かつ効率的 な使い方 をすることによ って,よ りよい経営 を行 な うこ とが

で きる とい うことを認識す ることである。

従来 か ら トップの コンピュータに対す る理解が企業の コンピュー タ利用水準

を高 める第一要件 だ といわれていたが,こ れか らは単に抽象的 な理解 だけでな

く,一 歩進 めて,自 分の企 業で どの よ うな分野 に どの よ うにコン ピュータを利

用する ことが一番有効か とい った具体的な形 での理解に までこれ を高めて行 く

必要がある。 さらに ミ ドル ・マネジメン トの場合 には,コ ンピュータを理解す

るだけでな く,こ れを積極 的に使 いこなす ところまで行かなければ これ か らの

MIS時 代 にふ さわ しい管理者 とはいえない。

そ こで,ト ップや ミ ドルのための コンピュータ教育が必 要 となるが,現 在 ア

メ リカで行 なわれているよ うなマネ ジメン ト向けのコンピュータ教育 コースが

日本 で も早急に実施 され ることが望 まれる。 さらに将来 は,ト ップみず か らデ

ィスプ レイ装置を駆使 して意思決定資料 の活用 を行 な うよ うな教育 も合 わせ行

な うべ きである。

Bデ ータ伝送網 の改善

つ ぎに,こ れはやや技術的であるが将来,全 国的 なネ ッ トワーク ・システム

を組む場合 には,デ ータ伝送 の改善が必須 の条件 になる。

今回の調査に よると現在 データ伝送 を利用 している企業 は26%で,ま だそ

れ ほ ど多い とはいえない。 しか し将来使用 したい と考え ている企業 は61%も
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あるか ら,そ のよ うな条件が揃 えばデータ伝送 は急速に普及す るもの とみ られ

る。そ してその場合一番問題 になるの はコス トの問題 の次 には,何 ボーを希望

す るか とい うことである。現在使用 され てい るのは50ボ ーが86%と 圧倒 的に

多 いが,将 来 の希望 では200ボ ー と1,200ボ ーが多 くな ってい る。

そ して,今 回の調査 を基礎 に した多変量解析による伝送 回線利用 の将来の方

向をグラフ化 され るとする と図14の よ うに なる。

図14伝 送回線利用と将来の方向
〆
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この グラフに現 われたパ ターンについて説明する とつ ぎの よ うになる。

第一型=レ ンタル料1,000万 円以上,導 入後5年 以上の型の企業 では,現

在 データ伝送 を行な っているものが多 く,大 部分が50ボ ーであ る。
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第二型=セ ンターが本社 に集中 してお り,MISを 指向 して い る型 の企業

・では,将 来1,200ボ ーを希望 し,ま たオ ンライン ・リアル タイム方式 を

指向 している型の企業 では,500ボ ーない し50ボ ーを希望 している。

第三型=本 社 にセ ンター,事 業部や工場 にサブセ ンターが ある型の企業 で

は現在200ボ ーを使用 し将来は2,400ボ ーを希望 している。将来 の方向

としてはMISや リアルタイ ム以外 のシステム(会 計 のORな ど)を 考 え、

てい る。

第 四型=レ ンタル料100万 円以下,お よび100～500万 円未満の もので,

導入3年 未満の型の企業 では,デ ータ伝送 をや っていないが将来 は使用

したい と考 えてい る。

第五型=レ ンタル料500～1,000万 円未満,導 入後3～5年 の型の企業 に,

会計のORを 指 向するものがみ うけられ る。
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補 講:

マ ン パ ワ ー ・エ コ ノ ミック ス か ら み た コ ン ピュー タ の採 算 性

コンピュー タの活用 は大別 して情報処理 を機械化 して合理化 を図ることに重点 をお く

場合 と,経 営 の 「意思決定」 に利用す ることに重点 をお く場合 との,二 つの面 で考 えら

れ る。そ して前者の採算 性は,従 来 の一般の機械 と同 じ考 え方 で算定 できるが.後 者は

質的 なもので あるだけに,そ の採 算性は,算 定 に大 きな困難 を伴 う。

以下,こ の後者の採算性 をマンパワー ・エコノ ミックスの角度か らアプローチするひ

とつの試案 を,参 考に掲 げよ う。

大学出の幹部候補社員 が入社 して,定 年退社 までに支払 われる直接 ・間接の給与 と,

付 随す る事務 コス トの累計を拒む。 これ は初年度1年1人50万 円 とし,定 年時年250

万 円 に達する と仮定する。年 々7万 円ずつ累増 してゆ くこの等差数列 の合計は約4,545

万 円 となる。 この幹部候 補生 たるべ き人材 をもし直接利益 を うむセー ル ス マ ンとした

り,現 場の技術者 に仕立てた り,な い しはその資金をよ り有利な他の投資 に年々投入す

る として,そ の利廻 りを,ご く内輪に,投 資額累計 に対 して年10%と 見 積 り,複 利で

積立 てると,定 年時 には約2億 円に達 することを知 る。い ま一人前 の経験 に富んだ中堅

幹部職員に達 する年令時のその額 を1億 円に達 した ときと考 える。 これが人材1人 の機

会原価 である。 その とき,そ の人材が ミ ドル ・マネジメン トにふ さわし く成長す る,あ

るいは,ト ップ ・マネジメン トに適格 な人材に なる可能性 は,そ れぞれ異 なった 「確率」

として捉 えるべきである。前者をか りに20%,後 者 を5%,換 言すれば ミドル は5人 に

1人,さ らにその中か ら トップは4人 に1人 の割合で,期 待 され るとする。 もしこの前

提が認 め られ るな らば,ミ ドル ・マネ ジメン ト1人 の期待値は5億 円,ト ップ ・マネジ

メン トのそれは実に20億 円 と評価 される。これが,ト ップまたは ミ ドル ・マネジメン ト

になるべき人材の機 会原価 による期待値である。 ここで,も しコンピュータが採用 され

て,将 来 ミ ドル ・マネジメン トの仕事が合理化 され,そ の数 を1人 だけで も節約 される

とすれば,5億 円 の機会原価 の期待値の節約 とな り,2人 な らその倍 となる。 トップ ・

マネジメ ン トの場合は1人 にっいて同 じく20億 円,2人 な ら40億 円 となる。 またコン
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ピ ュ一夕の利用が進んで,ト ップない しミドル ・マネジメ ン トの複雑 な 「意思決定一1が

簡素化す ることができた とすれ ば,そ れ らの役柄の人材 の取得確率,換 言すれば比較 的

容易に適縮 が得 られ ることである.そ の確率が ミド・レの場合20%がsoo/・1こ 上昇・

あるいは トップの場合5%が20%に まで向上 させ ることがで きれば,そ れだけで ミド

・レ・マネジ・ン ・では(・ 億円÷丁 一(・ 億 円÷劫 一・億 円・同様 に ・・プ ・マネジメ

ン トの場合は15億 円 の機会原価 の期待値が節約 できる。 これはち ょっと気 のつか ない,

コ ンピュータの活用のメ リッ トである。一方,そ の活用には,若 干の優秀 な若手のプラ

ンナーやアナ リス トの援助 を要するが,そ れは若手で あ り,コ ス トも微 々たる ものであ

る.こ の よ うに・ンピゴ タの採難 は,マ ンパ ワーー一倍工・ノ ミ・クスか らみた禾lj用者

側 の心構 えの問題 であるべきで,長 期的な観点か ら評価す ることも大切 であろう。



第4章MISを 指 向す るコ ン ピュー タ経営

1MISに 集 中 した1966年 の コ ン ピュー タ経 営

1966年 の コンピュータ経営 をふ り返 っ てみ た場 合に,と くに注 目され るの

は,各 企業の 関心 がMIS(ManagementInformationSystem=経 営情報 シス

テム)に 集 中した ことであ る。

前年 は経済の深刻 な不 況の中で,各 企業の関心 が専 らコンピュータの採 算性

に向け られたのに対 し,対 照的な変化 だ といえよ う。

当協会の調査結果 か らもこ うした企業 のMISに 対す る関心のなみ なみな ら

ぬ ことがハ ッキ リうかがわれ る。すなわちその調査はつぎの三 つの点を明 らか

に した。

①本年の企業組織変更理 由 として 「MIS確 立のため」 とい うのが全体の9%

を占め,と くにAグ ループ(レ ンタル料1,000万 円以上 の企業)で はそ

れが15%に 達 してい る。

②また コンピュータ経営の将来の方向 として 「MIS」 を指向 してい る企業が

全体 の67%に 上 っている。

③ コンピュータ部 門の所属 を従来 の経理部や総務部か ら企画部や管理部に移

した り,ま た トップ直属に昇格 させた企業がかな りみ うけ られた。

この よ うに各企業 のMISに 対ず る関心が 急速に高 まってきたのは主 として

つぎの三つの理 由に もとつ いている。

第一は コンピュータ導入後5年 以上の先発的企業 で,コ ンピュータ利用が よ

うや く軌道にの り,従 来の大量事務処理や技術計算 か ら,各 ライ ン部 門業務 の
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管理や,ト ップの意思決定に コンピュータが利用 されは じめてきた こと。

第二 には資本 自由化の切迫で,大 企 業が徹底的 な経営 の体質改善 を迫 られ,

これをコンピュー タ中心の経 営システム確立の方向に求 めたこ と。

第三には,い わゆ る第3世 代 のコンピュータやオ ンライン ・リアルタイ ム ・

システムな ど新 しいコンピュータ ・システムの登場がMISの 技術的基礎 を拡

大 したこと。

さらに,こ れを国際的 な視野 か ら眺 めると,ア メ リカにおけるMISの 急速

な発展が,わ が国企業の関心 を高 めた外部的要因になってい る。

2MISと は何か

MISと は何 か。 これについては現在 までに いろい ろの定 義や解釈が 下 されて

い るが,必 ず しも一定 の概念が確立 され てはいない。

た とえばJ.W.コ ンパ リンカはrMISと は経営における計画,執 行,統 制

の機能 を援助 するための必 要な情報 をタイム リーに提供す ることを目的 として

特別 に設計 された報告体系である」 といってい る。

また当協会のMIS専 門委員会 の宮川公男委員(一 橋大助教授)はrMISは

マネジメ ン トの意思決 定 に とって適切(relevant)で ある と"客 観的"に 判断

され る情報 を,組 織的に収集,加 工,蓄 積 し,マ ネ ジメン トの要求 に応 じて こ

れ らの情報 を提供す る機能 を果 すべ くつ くられ た,人 間および機械 の公式 の組

織 である」 とい う見解 をとってい る。

少 な くとも,要 するにMISと は 「経営のための必要な情報 を提供 するシステ

ム」 とい うことになるが,さ らに これ を敷宿 する と,MISと は つ ぎ のよ うな

諸条件 を満たす経営情報システムである といえる。

①マネ ジメ ン トに必要な客観性 ある適切な情報が提供 されるこ と。

②それが必 要に応 じてタイム リーに提供 され る こと。
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③特定の階層や特定 の部 門,特 定 の問題 だけに限定 されず,も っと流動的,

同時的,多 面的,総 合的 であること。

とくに③ の条件が加わ ることによってMISの 本領 が発揮 され る。

す なわち,ト ップのみな らず ミ ドルや現場 管理層に対 してもそれぞれに必要

な情報が随時提供 され,か つ在庫管理 とか販 売管理 といった特定 の分野 だけで

な く,経 営に必要なあ らゆる分野の問題について応 じられ る と い うところに

MIS出 現の新 しい意義 と特徴がある といえる。

なお,最 近 アメ リカでは,MISの 概念 は トータル ・マネ ジ メ ン ト・インフ

ォメーシ ョン ・システムの1種 であるとい う見方 か ら,さ らに 「経営の意思決

定に適切 な情報を提供す るための人間 と機械 の組織 である」 とい う考え方 に前

進 してきてい る。

これは1965～66年 ごろにかけて出現 したいわゆる第3世 代 のコンピュータ

に対応 する新 しいMISの 考 え方 で あ る とされ,MISの 中にマシン ・オ リエ

ンテ ッ ドな概念 を挿入 しよ うとするものである。それはつ ぎの ような諸理 由に

も とつ くとされている。

① 第3世 代 の コン ピュー タの考 え方 におい て第2世 代 と異 なる点は,確 率論

と位相(ト ポ ロジー)が 根 本的に適用 されてい ることで あ り,し たが って真の

MISを 実行 するためには多次元の マ トリック ス を グラフ化 しなければなら

ない。 この点第2世 代の2次 元の時代にはシステム的 にいってMISは 発生

す る基盤がなかった といえる。それが多重回路 の開発 な どによる第3世 代 に

入 ってマシ ン側か ら高度 のMISが 実現する条件が整備 された。

② データ ・マーケ ッ ト・センタニが現われ意思決定 のための情報 の入手が企

業 内部 だけでな く,外 部 の専 門企業 の設立によ り容易 にな り,そ れ だけ内部

情報 と外部 情報を結ぶIRシ ステムが必要 となって きた。

③ データ伝送や,オ ンライン ・リアル タイム ・システムの出現 によ り情報源が

拡大 し,こ の ような基盤 の下に全社的 な情報の収集が技術的 に可能になった。
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.こ の ように,現 在 アメ リカの企業 では,第3世 代 のコンピュータ ・システムを

基礎に して,は じめて本格的 なMISの 時代 が到来 す ると考 えてい る。そ してこ

れか らのMISは 第3世 代 のコン ピュータ・システ ムをフル に活用 した新 しい経

営情報 システムの開発でなければ ならない し,ま た こ うしたマシン ・システム

と人間 との結合 によるMISこ そが これか らの新 しいMISだ とい うのである。

3ア メ リカにおけ るMIS出 現 の諸背景

MISは い うまでもな くアメ リカで発展 してきた新 しい情報 システムである。

そこでアメ リカにおけるMISが どのよ うな歴 史的諸背景の も とに出現 し,そ

の後 どの ような発展 を辿 ってきているか を知 ることは,わ が国のMISの 現状

と将来の方 向を知 る上 に欠 くことができない。

アメ リカにおけ るMISの 萌芽は民間企業 よ りもむ しろ軍部にあ らわれた。

1959年 海軍 は将来 のコマン ド・アン ド・コン トロー ル の未来像 としてコンヒ◎

ユータに よるMIS構 想 を提 出 したのである。

そ してこの時代 か ら国防省 におい てマニ ュヤル(人 間の操作)に よる意思決

定 をコン ピュータ と情報検索システムとデ ィスプ レイ ・システムとを用いて代

置 しよ うとす るプ ロジェク トが開発 され だ し,空 軍の473-L(:USAFCom-

mandandControlSystem)お よび海軍 のCCCS(CommandandControlCom-

municationSystem),陸 軍のCCIS-70(CommandandColltrolInformation

System-70)は み なこの流れ を くむ もの であ る。

この海軍のMISの プ ロジェク ト開発発表 とほぼ時期 を同 じくして,1959年

ごろか ら軍以外 の一般民間企業 で もコンピュータを中心 としたMISの 研究開

発がは じめ られた。

アメ リカの大企業 がMISに 本格的 に とり組 む ようにな った当時の経 済的背

景 としては,① 技術革新の挑戦 に対す る応答 と,② 世界企業 としての国際的体
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制(マ ルチナシ ョナル体制)の 整備 とい う二つ の要請 があった。

た とえばIBMは1960年 当時,1,400お よび7,000シ リーズ といわれる ト

ランジスター ・コンピュータを生産,販 売 していたころ,す でに次期 コンピュ

ータ ・システムについ ての長期計画 を平行的に検討 していた。 この計画 におい

てはまずつ ぎの技術革新 を想定 して,従 来 の研究開発,生 産,販 売,保 守,教

育等 の体制 を二変 し,統 合す ることが 目的 とされ,そ の 当時できる限 りのあら

ゆ る情報 を収集,分 析,総 合 した。 そ して外部情報 としてコンピュータ市場,

部 品材料 メー カー市場,競 争 企 業 の シェア,関 連市場,原 材料(基 礎科学→

研究 開発),技 術動向,社 会環境,政 治動 向,経 済環境 など。また 企 業 内の情

報 として 自社の経営内容,人 事面,生 産設備,研 究開発 などに関す るあ らゆ る

情 報を収集 した。そ してこ れ らの情報 を詳細 に分析,検 討 した結果 として,開

発,発 表 されたのが360で あった。 しか もこれ をアメ リカだけで研究開発 ・生

産,販 売するのでな く,マ ルチナシ ョナル体制 に よる適地主義 を採用 した。

この全社的な長 期 計画 を立案 し,実 施す る過程 で,IBMは これに必要 なあ

らゆる情報 を収集 し,こ れに基 づいて計画 し,実 施 し,コ ン トロールする とい

うシス テムを開発 した。

図15MIS基 本構想

(計画情報)(計 画) (実施)

環境資料一

競争資料一

内部資料一

→

目 的 設 定

戦略の方式化

多様投資から

の意思決定

→

↑

生産情報

設備装置

情報

保守情報

(コ ン トロール情報)

パ フォーマンス測定

_→ 変化を区別する ←一

再計画援助

フ ィー ドバ ック

一非金融的資料

一金融的資料

またこれ と前後 し,1959年 にウェスチ ングノ・ウス社では,本 社 に ビジネス ・

システ ム部 を新設 してMIS体 制の本格的確立 を意 図 し・ これは1962年 にテ

レ.コ ンピュータ ・セ ンター として完成 した。 これが一般 に トータル ・イ ンフ
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オメ ー シ ョン ・シ ス テ ムの モ デル と され てお り,ウ エスチ ン グハ ウス社 は この

MISの 開 発 に よって,1961～62年 の 最 低 の業 績 か ら今 日の繁 栄 を もた ら した と

い う点 で高 く評価 され てい る。 この ほ かに も1960年 にGEがCSPA(Central

SpaceProcuremehtAgency)の シ ス テ ム を開発 してお り,こ れ は そ の後TEMPO

(TechnicalMilitaryPlanningOrganization)に ま で発展 して い る。

ダ ウ ・ケ ミ カル 社 がCDCと 共 同 開 発 し たDPCS(TheDowChemical

CompanyDataProcessingandCommunicationSystem)は,そ のMISの 設

計 に 当 り,基 本 的 な方 針 と して流動 性,弾 力性,多 重 性 を基 本 と し,図16の

よ うな シ ス テム を採 用 して い る。

図16ダ ウ ・ケ ミカル社のMISと 情 報の流 れ
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4日 本におけ るMISの 現状



132

日本 でMISが 問題 になってきたのは,よ うや く1965年 ごろか らで,各 社

それぞれの立場か らMISの 確立を 目指 して とり組 んでいるが,ま だ模索時代

にあるとい うのが その実態 である。

しか し,い くつかの企業 ではMIS的 な構想 に よるシステム ・デザイ ンをや

り現実に一部 これ をプログラム化す るところまで進 んでい るところもある。そ

の内容 をみ ると,大 部分が総合的 なマネジメン ト・コン トロールを 目指 してい

るものが多 く,企 業 の将来 の長期計画を策定す るよ うなコンピュータを活用す

る高度のMISは,完 成 された形 の実施例 は まだあま りみ うけられない。

これは 日本の場合,① 外部情報の サー ビス機関が整備 され てお らず,そ の入手

が不十分 である上に,② 外部情報 と内部情報を包括 した システムを作 る技術の・

開発が遅れ てお り,③ さらに外 部,内 部の情報を入れた大規模 なシステムを動 か

す に足 るだけのハー ドウェアや周辺装置が まだ実用化 していないこと,④ 企業

内にEDP化 の認識が薄 く,理 解 をもった人が少 ない こと,な どに帰因する。

そ こで,ま ずMISの 第一段階 として内部情報 を中心 に した トータル ・マネ

ジメ ン ト・コン トロール ・システムの方向を指向 した もの と考え られる。

つ ぎにわが国における具体的 ない くつかのMISの 事例 を掲 げてお こう。

AI社(商 事)のMIS

aMIS導 入 までの経緯

当社の経営情報 システムの基本的な狙いはすべてが マネジ ャー的である商社

とい う特異性 か ら,ト ップか らロアーにおよぶ各階層 に対 し適切 な経営情報を

提 供す ることに おかれてい る。そ して,MIS展 開の順序 として,営 業 ・経理 ・

人事 とい った垂直型の機能別 アプ ローチをせずに,商 品や金の動 きの よ うな平

列型の要素別 アプ ローチの方法 をと り,か つ質的に確定 したデータ(た とえば

既実現取 引デー タ)の 収集 ・加工をまず優先 させ てい る。 この よ うに平列型 ア



ブローチを とったのはつぎの よ うな理 由に よる。①経 営情報 の獲得に有利 であ

る。②同一要素に もとつ く情報処理 を一挙 に一括処理 するた めに ,重 複処理の

排除や制度の改革 が容易にな る。③各部 門の独立採算制 にまつわ る経費の配分

を公平 にす ることができる。

つぎに,こ のよ うなMIS導 入 の準備段階 として ,要 素別 のオペ レーシ ョナ

ル ・データの入力 と,実 質的効果 のある経営情報 の抽出 を合理的に行 な うため

に,会 計制度の大幅改訂 を行な った。そ して決算の 自動化 や会計帳簿の処理方

式 を改訂 し,P/L科 目の元帳記帳 をやめ,月 中い ず れ の時期 で もその時点 の

損 失 を把握 できるシステムに切 り換えた。 また従来 か らの伝票 に よる仕訳帳の
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代 りに機械 に よる仕訳帳制度 を採 用 した。

この よ うな準備段階 を経 て,総 合的にシステマテ ィックに よく逐次展開 して

行 き,3年 計画 で全社的 なMISを 完成することになっている。

このMISを 同社はCIDPSと 名づ け て い るが,こ のCIDPSの 展開図は

図17に 示 した よ うな もの である。

bシ ステムの特徴

これ でわか るように,こ の シ ス テ ムはデ ータ ・ファイル を中心 に,資 金管

理,在 庫管理,経 費管理,人 事管理,損 益管理 な ど七つのサ ブ シ ス テムを持

ち,何 時で も必要に応 じ,い ずれかのサブシステムを利用 し,ひ と つ の デー

タ ・フ ァイルか ら必 要な基礎デー タや情報 をとり出 し,必 要な管理情報 を作成

するこ とができる。本 システムの特徴はつぎの三つにある。

①弾力性=商 社経営は景気変動や販売商品の変化な ど外部的影響 を受 けやすい

の で,シ ステムに弾力性 を持 たせ るよ うに工夫 され ている。そのた めにデー

タ ・フ ァイル ・システムが とられ,デ ータや情報 を生の ままで入力 しておい

て,随 時必要に応 じて利用できるよ うになっている。 しか もデータ ・フ ァイ

ルには原始資料 だけでな く,バ ランス ・アン ド・サマ リー ・フ ァイルやパ ー

マネ ン ト ・データ ・フ ァイルな どが含 まれ ている。そ してプ ロセスの修正や

追加あ るいは入力 データの変更時 に,全 システムを容易にで きるよ うなデー

タ ・コン トロール ・システム も開発 されている。

②例外管理=こ のシステムでは単なる経営諸資料 の作成 ではな く,あ くまで意

思決定のための情報提供 を狙 ってお り,例 外管理 による手法 を大幅に とり入

れ て,報 告書の山が作 られ るよ うなことを避 けている。

③ 多重処理 とオペ レーシ ョンの 自動化=七 つのサブシス テムをいつで も平行処

理 できるよ う,タ イ ムシェア リング(共 同利用)に よるマルテ ィ ・オペ レー

シ ョン ・システム(平 行処理 システム)を とっている。 さらに人手に よる操
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作時間 と誤 りをな くすた め,モ ニター ・プ ログラム方式に よってオペ レーシ

ョンの 自動化 を計 っている。

BC社(機 械)のMIS

a同 社のMISの 歩み

C社 は プラン ト・メーカーであ るが,同 社 の開発 したMISは,PERT・TIME

システムか らPERT・COSTシ ステムに発展 させた もので,プ ラン ト建設の 日

程,コ ス ト,工 数についての計画表の作成か ら,こ れ らと実績 との差異分析,

計画変更,例 外管理にいたる経 営管理の全般 にわたってい る。

同社は1963年12月 にル ープ ・チ ェック と トポ ロジカル ・オ ーダ リングの入

ったPERT-TIMEを まず開発 したのに引続 いて,翌 年か らPERT・COSTの

システム設計 に入 り,65年8月 にほぼ これ を完成 し,66年4月 に大型 コン ピュ

ータを導入 してか ら,本 格的 な運用 に入 ってV・る。PERT-TIMEの 段階では

工程責任者 と少人数の担 当者がおればよか ったが,PERT-COSTの 段階に入

る と,コ ス トや工数の実績 を種々の レベル で集計 するために,経 理,購 買,人 事 な

どの管理部 門 との関連 が生 じ,そ のため集計 単位の コー ド化,伝 票類 の変更か

ら事務処理手続 きの改正,さ らに全社的 な組織 の変革にまで波及 していった。

bMISの 概要

本 システムの概要はつ ぎの とお りである。

① 各個別の プラン ト建設プ ロジェク トについて,そ の 日程,コ ス トおよび工数

の計画 とその実績,お よび計画修正 に関す る原始 データ類 をコンピュータに

入力 させ る。

② それ以後の計算,分 類,集 計はすべてコンピュータに よって自動的 に行なわ

れ,こ れ らの原始 データが月別に各種の コー ド別 にファイルに格納 され る。
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③ この ファイルを利用 して,個 別 プ ・ジェク ト別 の作業 日程,コ ス ト,工 数計

画表が作成 され る。

④工事の進捗過程 で,計 画 と実績 の差異分析が行 なわれ,荒 利益率や納期な ど

が規定の範 囲を超 した場合 にこれを リス ト・アップする。

⑤ これ らの プ・ジェク トに対 し,日 程,コ ス トお よび工数 に関する変更の数字

を入力 して,そ の後の新 しい予定計画表を作成す る。

C組 織 と運営

これを運営す る組織 としてつ ぎの二 つを設けてある。

①PERT部=PERTを 利用 して,日 程,コ ス ト,工 数 の計算 とその実績デー

タか ら各種 の管理情報 を作成,提 供 するのが この組織の任務 である。 そして

その機能は計画 と統轄におかれてい る。

この部局 で作成 される管理情報 な らびに提出先 は表24の よ うである。

②実績データ部=こ の部局 では工数,購 買,支 払 の各分野別に実績デ ータをコ

ンピュータに投入 してファイルを作成 し,パ ー ト部 に転送す る。 これ らの フ

表24プ ランニング ・サイクルのアウ トプ ット

・ウトプ・トの名称Zセ ㌶ 提跣 説 明

日
程
計
画

コ
ス
ト

計
画

工
数
計
画

PERTTimeActivity

StatusReport

BarChartReport

MonthlyPayment
ForecastbyPrime
Code

MonthlyPayment
ForecastbyProject

MonthlyManhour

ForecastbyPrime

Code

MonthlyManhour
ForecastbyProject

計画時

〃

〃

〃

〃

〃

プ ロジ ェク ト ・
マ ネジ ャー

事業 本 部 一 管理

〃

〃

事業部長
事業本部一管理

プ ロジ ェク ト ・
マ ネジ ャー

事業 本 部 一 管理

事業部長事業本部一管理

Projectの 目程 計 画 表 でActivity毎 に

その 開 始 日,終 了 日お よび余 裕 日数 を表

示 したReport

上表 をBarChartで 表 示 し,見 易 く し
た もの

Projectの 月 別 支 出予 想 をPrimeCode

IdentNo.毎 に 表 示 したReport

事業部の月別支出予想を顧客Project毎
に表示 したReport

Projectの 月 別 工 数 予想 をPrimeCode

IdentNo.毎 に表 示 したReport

事 業 部 の 月 別 工 数 予 想 を顧 客Project
No.毎 に表 示 したReport
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表25コ ン トロール ・サイクルのアウ トプ ット

アウトプットの名称
アウ トプ

ット時期
提出先 説 明

全

体
RedSignalProjectList

事業雌 藁灘繁鵜轟醸罐 ら翻婁
毎月初
事業本部一管畷 駕㍑ 隠 語Listupし その内容を

日
程
関
係

PERTTimeActivity

StatusReports
〃

プ ロジ ェ ク ト ・
マネ ジ ャー

事 業 本部 一 管 理

Prolectの 日程 に関 す る計 画 と実 績 の対

比表 でActivity毎 に開始 目,終 了 日,余

裕 日数 及 び 進捗 率 を表 示 したReport類

BarChartReport 〃 〃
上 表 をBarChartで 表 示 し,見 易 く し
た もの

コ

隠 ∴=Summa「y〃 〃

Projectの コス トに関 す る計 画 と実 績 の

対 比表 でPrimeCodeIdentNo.お よ
びCostElementCode毎 に支 払 実 績,

今 後 の実 行 予算 な ど を表 示 した もの

DivisionStatusSum－

スmary(1/4)

(Cost&ScheduleRe・
viewSummary)

事業部長 議 製羅 乱 麟 鴎 寝藁 馨璽
"
事業本縄 理鵠 績 今後の実行蹴 どを称 した

ト

Commitment&Expen・

酬 ぽRepo「tbyP「ime 曝 頴㌫織黙辮欝欝
係C
ommitment&Expen・

ditureReportbyPro・ 〃

ject

事業部のCostElement別 支払実績(今
事業部長 月値 と累計値)を 契約ベース,支 出べ一
事業本部一管理 スに分けて顧客およびProjectNo.毎 に

表示したもの

エManhourReviewSum'

marybyPrimeCode

数(付 表 一5)

〃議 三:二欝 燃 灘 難
関
ManhourReviewSum・

係marybyProject
〃難 一管理墨㌶ 灘 ㌶ 餐璽;魏

⇒

アイル に入れ られる明細はできるだけ細 かい項 目にまでおいている。 そ して

顧客 コー ドお よび名称,工 事番号お よび名称,施 工部課番号,契 約金額,受

注年月 日,契 約納期,現 場 コー ドお よび名称,.工 事完 了 日,現 場 閉鎖 日など

の よ うな共通のデータ ・コー ド,名 称 な どはあ らか じめコンピュータに入力

して お くの で あ る。
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d本 システムの効用

この システムの採用後 つぎの諸点でいち じるしい効果があが ってい る。

① 日程,コ ス トおよび工数 の計画がたて易 くな り,か つ計画の質の向上が はか

られ るよ うになった。

②計画 の変更手続 きが簡単にな り,そ の結果が迅速 に得 られるよ うになった。

③計画 と実績の対比が簡明に示 され,現 実的 なム リのない計画が作 成 され るよ

うになった。

④実績把握の速度 および精度 が高 く,問 題 点を早 目に発見で き る よ うになっ

た。

⑤各種 の レベルの報 告書類が同時 に必要な ところに配布 され,効 果的 な集 中管

理が行 なえるよ うになった。

CH社(電 機)のMIS

aMIS導 入 の必然性 とその基本的考 え方

H社 は1952年 以来事務の機械化 を進 めてお り,コ ス ト・セー ビング上で多

くの効果 をあげてきている。

現在の規模 は全社 でコン ピュータ20数 台,PCS約60セ ッ トを持 ってお り,

各事業所において工程管理,原 価計算,材 料 計算管理,販 売統計分析等,デ ー

タ ・プ ロセスのほ とん ど全領域についての機械化が終 り,い まは事業所 ごとの

トータル ・システムの分野へ と発展 しつつ ある。いま同社 のMISを 必要 ならし

めた諸事情 をみる とつ ぎの ようであ る。

① こんご生産規模 または企業 を と り ま く 市場競争,労 働需給条件等 を考える
へ

と,一 層徹底 し前進 した機械 化が要請 され るこ とにな り,PCSは もちろん,

現有の コン ピュータ も更新 して一段 と処理能力の増強 をはか ることが必要に

なってきた。
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② テ レタイプ,テ レックスな どの通信手段 によって情報の伝達処理 が各 々の事

業部 ごとに計画 され,実 施 され てお り,こ んこも一層拡大の傾 向 を示 してい

るが,こ れ を経 済的,効 果 的に行 な うためには,全 社的規模 と統一的計画 の

も とでの高速デ ータ伝送 システムを早 く設計 する必要がでてきた。

③ こんこの経営環境 は,企 業内のすべての資源の有効な活用 をますます厳密に

要求 する。 このためにはますます総合的 な計画の充実 と客観的,合 理的評価

統制がマネジメン トに要請 され てきた。

④ したが って このよ うなマネジメ ン トを支援す る情報処理 もまた,従 来のデー

タ ・プ ロセスか ら飛躍 して,企 業内の地域的,機 能的各部門 を横断的有機的

に結 びつけ総合化 し,か つマネ ジメ ン トの要求に応 じうる情報 をタイ ム リー

に提供 し うる経営管理 のための情報 システムの確立 が強 く望まれてきた。

これ らの要請 を,よ り経済的,効 果的 に達成 す るた めには,長 期的,全 社的

規模での一貫 した計画 を必要 とし,こ れがH社 の機器 を総合配置 したMIS

となる。

b実 現 しよ うと しているMISの 具体的内容

いまH社 が描v・ているMISの 構想のあ らま しをのべればつ ぎの とお りであ

る。

①各事業所のEDPSな い しPCSに 代 えて,大 型機 を統一的仕様 に基づ いて設

置 し,各 事業所の情報処理 を行 ない,そ の能力 を一段 と高 める。

②各事業所間 は寛々公社 の運営する高速通信 回線(1,200ボ ー)で 結 び,デ ー

タ伝送 を行な う。伝送方式は コン ピュータ ・ツー ・コンピュータ方式 を採用

す る。

③通信 回線の経 済的使用,事 業部 グルー プの情報処理上 の特性 を考慮 して,H

地区工場に重電機 関係 サブセンター,本 社地 区にル ー ト・セールス関係 サプ

センター,電 子機器関係サブセンター,営 業 サブセ ンターを,大 阪営業所に

ピ
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関西営業サブセンターを設 け,ま た本社にキーセンターを設 ける。(18図 参

照)

④工場 においては,生 産 ・工程管理,資 材管理,原 価計算等,ま た営業所 にお

いては,特 約店管理,販 売管理等のため,各 事業所 で発生 し,あ るいは把握

されるデータは,そ こで処理 され るとともに,各 サブセ ンターに送 られて,情

報 の総合化 お よび分析処理 が行 なわれ,情 報インベン トリーに貯え られる。

⑤サブセンターは,各 々の関連事業部 に各種総合情報 を提 供す るとともに,本

社 キーセンターの情報イ ンベン トリーをも更新 し,全 社 的計画,全 社 的資源

の配分,業 績 の評価等のための総合 情報 をいつでも トップに提供す るように

する。

⑥キーセンター,サ ブセ ンターの総合化 された情報は,い ずれ の事業所 によっ

てもアクセス され る。

⑦ また幾つかの分野の作 業はサブセ ンターで一元的 に一層経済的に集 中計算 さ

れ る。

⑧各事業所 の計算処理量 のアンバ ランス,あ るいは一時 的 ピーク等 も,こ のシ

ステ ムによ り弾 力的に吸収す ることがで きる。

営業所,工 場,事 業部 間の各種 の業務情報,た とえば受注伝票,送 品案 内

票,あ るい は見積依頼 とその応答 もこの システムを通 じていかなる ロケ ーシ

ョン間で もきわ めて高速度に伝達 され る。

⑨ キーセンター,お よび各 サブセンターには社内外の情報 を整備 し,マ ネ ジメ

ン トの要請 によ り適時検索 し,提 供 する。 さらにこの とき妥 当な解析用 プロ

グラム,あ るいはシ ミュレーシ ョン ・プ ログラム等に よ り分析 された結果が

マネ ジメン トに提供 され る。
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図18H社 の全社的情報処理システムの構想
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cMIS実 施上の問題点

い まだに世界 に完成 をみない統合経営情報システムの確立は,そ の道程のひ

とつひ とつが未知への挑戦 であ り,困 難 との戦 いである。 とくにその内で最 も

多 くの努 力が払 われる ものは,MISを 必要 とするマ ネ ジ メ ン トにおけ る意思

決定 メカニズムの明確化 であ り,合 理化 であろ う。

この ことは担 当の専 門職制の努 力だけでは達成 できるものではな く,マ ネジ

メン トの全員が自か らの問題 として 自覚 し,積 極的にその解明 と合理化 を支援

し参画 することが必要 であ り,こ れがMIS確 立の最大の 問題点である。また

トップ ・マネジメン トのあるべき方向に対す るビジ ョンと,力 強 い指導性 が,

MISの 完成 には不可欠 である。

この ような観 点か ら,同 社 には新たに経営合理化推進本部が設置 され,こ れ

を中心にMISの 確立 に向って現在真剣 に とり組 んでいる。

DK社(鉄 道)のMIS

aK社 のMIS私 案 の狙い

K社 では全社的なMISの 実現 をめ ざして,現 在,部 内 で種 々検討 している

が,以 下にのべるものはその中のひ とつの私案 である。

このMIS私 案 ではまず,MISを とくに経営者(ト ップ層 ま た は 高級管理

者)に 意思決定 のための適切 な情報 を体系的に提供す ることを狙 い と し て い

る。

そ して,経 営情報 シス テムは総合的な経営管理 の手段 で,こ れを使用 する者

が経営者であるか ら,そ の職 責の性質上,当 然総合的 な経営管理 を行 な うため

の手段 となるべきである。

この よ うな立場 か らK社 のMISは,① 長期計画の観点か ら短期計画 を決定

す ること,② 全社的な経営 目的達成 の観点か ら,各 部門相互 間の利害の対立 を
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調整 し,全 体計画 を決定 するこ と一 とい う二つの根本的な内容 を含 むもの で

あ る,と い う前提 に立 っている。

bMISの 具体 的構想

そこで,K社 の長期計画の作成 が ここではMISの 具体的な構想内容 となる。

そ して,そ の全体的 なモデル は図19の よ うに,需 要予測か ら列車計画,設

備計画,要 員計画,予 算計画 にいた る一連 のサブ計画を総合化 したものにな っ

てい る。

図19K社 のMIS構 想のデザイン(私 案)

1設 備 計 画1匡 員 計 画
＼(2)(3)/
＼/

言 予測㌃艦 籍 τ[≡≡]

(生 産 計 画)
/＼
/(5)(6)＼

1対外 関係 三 三亟]

従来は各部門計画の個々バラバラにきめられていたきらいがあり,た とえば

列車計画が決定 したあとで要員計画を決定する,と いう一方交通的な事務の流

れが中心 となっていた。また設備計画の内容が各部門で分担 されて,列 車計画

との相互関係についての検討が必ずしも全体 として十分にできない。

よって経営情報システムにおいては,上 記の総合的経営管理の手段として,

これらのサブシステムの全部を総合同時的に決定する方向にもってい くことに

よって,い ままでの長期計画作成上における問題点を根本的に解決するように

努力する。

上記のような総合同時決定方式は,計 数管理,技 術的には計量経済学的手法

に よる連立方程式モデル や線形計 画法等のOR的 手法の活用によって容易に

具体化することができる。
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た だし,事 務の流れのフ ローチ ャー ト化 に よる実施 に当っては,従 来 の よう

な稟議制度(ハ ンコ行政)に おけ る下層者担当者 クラスに よる積 み上 げ計算方式

を改め,ま ず トップ ・マネ ジメ ン トまたは これ を直接 に助ける高級 管理者が,

上記の計数管理技術 によって,い くつかの意思決定 の方法 を探究す るための シ

ミュレーシ ョン分析 を行な う。 そ して これ を通 じて決定 され た大綱方針 に基づ

いて,各 部門の担 当者がその細部 に関する具体策 を作成 し,こ れ を トップ ・マ

ネジメン トが再検討 の上決定 す るとい う手順 をとるようにする。

c現 行のMISと 実施上 の問題点

1966年 度(昭 和41年)現 在の情報 システムは,職 員管理 ,旅 客輸送,貨 物

輸送,車 輌修繕,資 材 管理等に関する個別的,機 能部門別の システムの建設,

実施,検 討 の段階 であ り,ま た事後処理的 なシステムに関す るもの である。

したが って,67年 度 か らシステム設計の新 しい方式 に よ る推進 をはかるた

めに,66年 度内完成 を 目標 として,シ ステ ム構想の全 面 的 な検討 を行 な って

いる。 この新 しい構想 は,① たんなる事後処理 だけでな く,経 営管理上 の判断

資料 の作成 とい う目的を もあわせて考え る。②個別的,職 能部 門別の システム

に とどま らず,ζ の よ うな総 合 システムを明確化 し,各 システムをそのなかで

位置 づけなが ら,そ れ らの建設 を進 めるとい う方針 を確立 した。

とくに,従 来 はすべての仕事 が職能部 門別組織を中心 として個別的,部 門別

に考 え られ,シ ステム的,総 合関連的な考慮が弱かった。

この ことは,MIS導 入 を必要 とす る根 本的 な動機 であって,ま た今後MIS

を推進 するに当って,も っとも重大な問題点 としてたえず議論 され るこ とにな

ろ う。

こんごに おけるMIS実 施上の問題点 は,① よ りよい意 思決定 を求 めて徹底

的なシ ミュレーシ ョン分析 を繰返 していこ うとする意欲を経営層 の間 でも り上

が らせ ることであ り,② さらにK社 独 自の公共性 の 問題 を,シ ステム建設 の
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上 で企業性 とどの よ うに関連づけ るか とい う問題 である。

さらにMIS実 施組織については,MISが トップの意思決 定 を指 向す る場

合,ト ップ ・マネジメン トとしては本社単位 を とる と〈理事会 〉がその対象 と

なろ う。

しかし,K社 の巨大 な全 国的規模 を 考 え る と,多 少 とも地方分権管理的な

方式 の併 用が不可避 であろ うか ら,各 支社単位 で支社長 を対象 とするこ とも考

え られ る。

さらに,鉄 道輸送の現業的実務 を総合的に担 当 している鉄道管理局単位でそ

の局長 を対象 とす る案 も考慮 され る必要が ある。

とくに総合 システムを推進す る立場 を強調 する と,本 社 だけでな く,支 社,

鉄 道管理局単位 を もMIS試 行 お よびMIS実 施の組織上 のサブシステム化 の

ために含 めることが必要 であるとい う見方が強 くなっている。

以上の よ うに;同 社のMISは 本格的 な経営計画の作成 を担 ってい るが,全

国的な膨大な輸送事業を行 なっている同社の よ うなところで,一 拠 にそこまで

持 って行 くにはかな りのム リがあ るので,漸 進的,段 階的 なMISの 導入 を考

えている。



第5章

コ ンピュー タ部 門の組織 と人事管理上 の諸問題

1コ ン ピュー タ部 門 の 現 状 と諸 特 徴

A最 近 の コ ン ビ=L-一 夕部 門 の 動 向

わが国におけ るコンピュータ部門の組織 はひ じょうに流動的であ り,毎 年多

くの企業 でコンピュータ部 門の組織変更が行 なわれ ている。

日本電子計算開発協会の調査に よれば,コ ンピュータ導入以後,何 らかの組

織 変更 を行 なった企業が146件 あ り,全 体の62%に 及んでいる。

こ うした コンピュータ部 門組織の変更は主 としてつぎの二つの理由に基づい

てい る。

その第一 は,コ ンピュータの導入後,そ の利用が軌道にの り,あ るいは利用

分 野が拡 大 して行 った ことに対応す るもので,前 記調査か らみても,適 用分野

の拡大(27%),利 用水準の向上(15%),EDP部 門が軌道にの る(10%)な

どを合計すれば52%と 過半数 を占めてい る。

表26コ ンピュータ部門組織変更の理由

適用分野の拡大

利用水準の向上

新 しい機種の導入

EDP部 門の軌道化

全社的な組織の変更

MISの 確立

経費節減

87

47

68

31

52

29

6

件
(27)

(15)

(21)

(10)

(16)

(9)

(2)

%

計 320 (]00)

出所;日 本電子計算開発協会資料による。

その第二 は,コ ンピュータの利用水準の向上に伴 い,企 業経営のための情報

サー ビス(MIS)に コン ピュータを利用 して行 こ うとい う傾向が現われ てきた
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ことである。

そこで従来,企 画部や総務部,経 理部 な どに課単位 で所属 していたコンピュ

ー タ部 門を部 に昇格 させ社長や常務 な ど トップ層に直属 させるよ うに したケ ー

スが37件 もみ うけ られ,こ れ が組織 変更内容 の19%と かな り高い比率 を占

めてい る。

表27コ ンピュータ部門組織変更の内容

直属 トップ階層の昇格

直属階層の部から トップへの昇格

部の名称変更

課の名称変更

課から部への昇格

部または課からセンターへの昇格

準備室から部 ・課への昇格

階層の変らない直属部門の変更

6

37

18

47

42

4

29

14

件
(3)

(19)

(9)

(24)

(21)

(2)

(15)

(7)

%

合計 197 (100)

出所:表26と 同 じ。

とくに大企 業(レ ンタル料1,000万 円以上 のグル ープ)で この傾向が強 く,'

MISを 確立す るために組織変更 したものが15%も ある。

なお,コ ンピュータ部門の規模の拡大に伴 って,課 か ら部 に昇格 したもの も

21%と かな りの比重 を占めてい る。

この ように,コ ンピュータ部 門は他の部 門に くらべて組織の変更の度合いが

激 しいが,66年 は65年 よ りもさらにこ うした傾向が顕著 で,前 年 の35件 が

,66年(1～8月)に は40件 とさらに増加 してい る。

そ して,組 織変更の内容 に課か ら部への昇格 とか直属階層の レベル ・ア ップ

とい ったものが多いこ とは コンピュータ部門の企業活動に果 す役割が年 々高 ま

り,そ の地位が向上 してきているこ とを物語 っている。
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Bわ が 国 の企 業 の コ ンビ=L-一 タ部 門 の特 徴

コン ピュータ部門 をいかに編成 し,ど こに所属 させ るかは,各 企業の業種,

規模,適 用業務,管 理者 の職歴 な どによって決 め られ るので,各 社,各 様であ

り,一 定 したパターンはない。 しか し,ア メ リカ と日本 とを比較 した場合に両

者に大 きな相違がみ られ るので,こ れを比較検討 してみたい。

若干,調 査方法 や対象 もちがっているが,い まアメ リカ経営者協会の調査結

果 を当協会の調査 に合 うよ うに組 み直 して比較 してみ ると,つ ぎの よ うな特徴

的傾向が うかがわれ る。

第一には,ア メ リカの企業では経理財務部門に所属す るものが圧倒的に多い

のに,わ が国 ではその比重がか な り低 いとい うことである。

すなわ ちアメ リカの方 は全体の約80%が 経理財務部 門に属 しているのに.

日本 はわずか18%に しかすぎない。

表28コ ンピュータ所属部門の日米比較

日本 ア メ リカ

総務部

企画部(社 長室 ・調査部を含む)

管理部

事務管理部(業 務部を含む)

会計部(経理部 ・財務部 ・内部監査部を含む)

生産 ・技術 ・販売 ・人事

その他

38

31

16

28

10

6

件 %
(18)

(24)

(20)

(10)

(18)

(6)

(4)

}16
25

200

9

4

件 %

(6)

(10)

(78)

(4)

(2)

計 ・57(…)[254(…)

注:ア メリカの場合は報告書提出先である。

出所:1.ア メリカはアメリカ経営者協会資料による。

2.日 本は日本電子計算開発協会調査による。

これ は,ア メ リカの場 合,コ ン ピュ ー タが 導入 され る以前 か ら,す で にパ ン

チ カー ド ・シ ス テ ムに よっ て経 理 の機 械化 が行 な われ てい た。 した が って,コ ・



149

ン ピュータの利用 も経理の機械化 か らは じま り,財 務諸表 の作成,予 算統制,

原価管理 とい った財務会計 や管理会計 に順次利用 されて行 った。 このよ うな経

緯か らアメ リカでは コンピュータが経理財務部 門に所属 している例が多 いので

ある。 しか も,そ の6割 以上が コン トロー ラー所属 である。

ところが 日本の場合は,パ ンチカー ド・システムの歴史 は浅 く,し か もそれ

が主 として統計調査や一部 の会計処理 に使用 され ていたに過 ぎなかった。そ こ

でわが国に コンピュータ導入 の研 究,提 案が経 理財務部 門以外の部門で行 なわ

れ ることが多か った こともあって,も っぱ ら大量事務処理や技術計算 に使用 さ

れたのである。そ こで 日本 では,総 務,管 理,企 画,事 務管理部 といった部門

に まず所属 するケースが多 くみ られ た といえ よ う。

第二には アメ リカの場合,企 画部 門や管理部 門に属す るもの もある程 度み う

け られ るが,日 本 ほ どには高い比率 を占めてい ない ことである。

アメ リカで企画 部門を持 つ ように なったのは比較 的新 しい現象 であるが,日

本 では総務部 とか企画部が新 しい仕事 を開発 して行 く慣行が ある。 この点がむ

しろ日本的特色であ って,一 部 の企 業で当初 か らOR的 手法 を使 った経営 の意

思決定や生産計画,在 庫管理な どにコンピュータが利用 された。 ところが アメ

リカの場合 は,も ちろんORそ の他経営科学的な利用 は 日本 以上 に行 なわれて

いるが,い まのべたよ うに経理 の機械化か ら始 ま り,発 展 コースが違 っている

ために,そ の相対 的比重が低 いのであ る。

第三 には,ア メ リカでは コン トロー ラー部 にシステム課が あるとか,別 個に

IE部 門があって,コ ンピュータ利用 を容 易に している とい う歴史的事 由があ

るが,日 本 ではこの ような部門が比較的お くれていたので,コ ンピュータ部門

内でこれを開発 して行かなければな らなか った。 しか しまたそ こに,コ ンピュ

ータ使用 のためのシステム化 を容易 にする とい う便宜 もあったわけである。

なお前述の とお り,ア メ リカでは コンピュータが経理財務部 門に所属 してい

る企業 が圧倒的に多 いが,コ ンピュータの広範囲の利用 に ともない,こ れ を ど
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こに所属すべきか とい うことが段々 と問題に なってきている。 どこが一番 よい

か とい う解答 はまだ出ていないが,他 の部門か ら独立す る傾 向が出は じめてい

る。 この点組織構造に関す る限 り,日 本 はアメ リカよ り先行 してい るともいえ

るわけで,今 後 の発展に期待 したい。

第 四にはアメ リカの場合,コ ンピュータ部 門が圧倒的に トップまたはアッパ

ー ・マネ ジメン トに直属 しているのに,日 本 では ミ ドル ・マネ ジメ ン トの方の

比重 が高い ことである。次頁 に掲げた図21で も解 るよ うに,ア メ リカでは全

体 の91%が トップに直属 しているのに対 し,日 本では42%程 度にその比重が

下 っている。

これ は 日本 ではまだ課単位 の コンピュータ部門がかな り高いか らで あるが,

さらに 日本 の場合 には,ト ップに直属 している とい っても形式的 なものが多 い

点 をも考慮に入れ たな らば,も っとその比率 が下 ることに なる。そ してこの こ

とは 日本 では まだ コン ピュータ部 門の地位 がアメ リカに くらべて低い こ とを物

語 っている といえよ う。

図20コ ンピュータ部門の報告対象階層の日米比較

一 二霧 。,[=コ ミ㌫ 。,圏 現場部・・

日本 9%、

(39件)
36%(151イ 牛) 55%(228儀}双'

や じ

●

アメリカ

出所:表28と 同 じ

第五には コンピュータ部 門の情報 サービスの重点が トップ階層 に向け られ て

い るのに対 し,日 本 では現場係員向 けが過半数 を占めている とい うことである。

これ については前述 の直属階層 との関連 もあるが,日 本 の方が コンピュータ

の利用水準がまだアメ リカに くらべてかな り遅れていることを裏書 きしている
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が,こ のほかアメ リカの場合,コ ン トローラーに対 する報告提 出が圧倒 的に多

い こ とも有力 な要因のひ とつにな っている。

図21コ ンピュータ部門直属階層の 日米比較

トップ直属 ミドル直属

日本

アメリカ

出所:表28と 同 じ

C中 間管理層の問題

コンピュータの利用水準の向上 に伴 って,経 営 情 報 が 集 中化 ない し統合 さ

れ,そ の結果 中間管理層が減少 するだろ うとい うのが一般的 な見方 になって い

る。 ところが,最 近にな って,こ うした見方 に反対 す る意見が現 われ てきてい

る。 そのいずれが正 しいかは今後 の課題 となろ う。

すなわ ち,当 協会の調査 による と,コ ンピュータ導入以降,現 在 までに中間

管理層が統合 され た り減少 した企 業が65年 の11%か ら66年 には18%と

増加 してい る。 これは コンピュータ利用 による直接 の影響 とい うよりも,日 本

的 な過剰組織 に対す る強い反省に よる是正 によるもの と思われ るが,そ の是正

をコンピュータが支えた とみるべ きであ ろう。

しか し,将 来 に対 する見通 しとしては,「近い将来 に 中 間管理層が減 る」と予

想 してい る企業が前年 の74%か ら66年 は51%に 減少 し,し かも大企業 グル ープ

での比率が^67%か ら35%へ と約 半分 に激減 してい る。そ して逆に「将来 も起 こ

らない」 とV・うのが前年 の15%か ら66年 は31%に 倍増 してい るのである。

どうして この よ うに減少 か ら増加 への傾向が今年 になって現 われ てきたのか
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不 明であるが,少 な くともここで言えることは,従 来の職能別 中間管理部門の

組織 は質,量 ともに変 って行 くとい うことであ る。

(注)ピ ーター ・F・ ドラッカーは 「私は個人的には中間管理層の仕事の大半がなく

なるだろうとは考えていない。コンピュータがもたらすものは,中 間管理層の再編

成であって,ロ ジカルな範囲の仕事を組み立てなおし,中 間管理層を解放 して真に

重要な仕事につかせることなのである。」といっている。(日本事務能率協会刊r経

営の適格化』p.106)

それ は ともか くとして,現 実には コン ピュー タの利用7k準 の向上 に伴 って中

間管理 層に新 しい変化が生 じてきてお り,た とえば,C社(建 設),H社(電

機),N銀 行な どはコンピュータの導 入を機会 に新 しい組織改正 を行 ない,L部

課長制度の廃止 も実施 した。またY社(食 品)も 業務部 の課 を統合 してい る。

S社(金 属製品)で は事務部門 とセールス部門 を完全 にわけ,こ れまでの倍 ち

かい人間が セールス部 門にまわった。同社 では,生 産管理の統合化 と生産性の

向上 と販売活動の積極花 を目的 にコンピュータを導入 したわけだが,こ れ を機

会に事業部制確立のステップ として組織 の統合 および改組を行 ない重役 陣の大

幅入 れ替 えも行 ない,取 締役12人 の うち5人 が退任 し,中 間管理層に責任 と

権限 をもたせた。 トップ層にまでコンピュータの影響 は伸びてきた事例 はめず

らしいが,R社(機 械)で は3年 以内 に社 内機構が営業,管 理,製 造 の3部 に

統一 される といわれている。

労働組合 がコンピュータを"首 切 り機械"と みてその導入 を阻止 した時代 は

過 ぎ,経 営者 もコンピュータに即応 した新 しい経営 を進 めてきている今 日,コ

ン ピュータの中間管理層 に与える影響 は強め られ てきているよ うにみえ る。

2コ ン ピュー タ専 門 技 術 者 の人 事 管 理

Aコ ンビ=一 タ専門技術 者の採用方針 と処遇
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企業におけるコンピュータ要員 の採用方針に66年 に入 ってやや新 しい変化

が あ らわれ てきた。

それは中途採用者が増加 し,と くに有能 なコン ピュータ専門家 の引き抜 きが

表面化 してきた ことである。

これ は,① コン ピュータ導入企業 の増加や,② 既導入企業 での コンピュータ

利 用分野や規模 の拡大,③ コンピュータ ・メーカーの事業拡張 な どで,こ の方

面の専門技術者に対 する需要が旺盛 であった ことに基因す る。

そこで各企業 ともコン ピュータ要員の養成や確 保に真剣な努力 を してお り,

新 規学校卒 の採 用 に当っても漸次明確 な採用方針 を打 ち出 しは じめている。

日本電子 計算 開発協会の調査結果 では 「文科系 と理科 系の両方 を同 じよ うな

比重 で考え る」 とい う人事方針 の企業がか な り増 えて きた。前年 の調査 では

「両者 を区別 しない」企業が76%と 圧倒的な割合 いを占め て いたのが,本 年

は48%に 減 り,こ れに代わ って 「両者 を同 じよ うに考え る」企業が34%現

われている。

(注)こ の調査項 目は新しく設けたので前年 とは比較できない。

これは従来 の事務計算 や技術計算か ら経営管理 面に コンピュータが利用 され

は じめた結果,事 務系,技 術系各分 野のチームワー クを必要 とするので,従 来

の ように事務,技 術 を明確 に固定的に区分 する考 えは少 な くともコン ピュータ

に関 しては通用 しな くなった といえよ う。

なお66年 は前年 に くらべ文科系 に重点をお く企業の比率が減 り逆に理科系

の比率が増 えて,両 者が ほ とん ど同 じよ うな比率 になってきたが,こ れは技術

計算のみな らず,経 営面 で も経 営科学の利用が盛 んになってきたこ とか ら,理

科 系出身者を必要 とす る事態 になって きた と推測 される。

この よ うに,企 業 におけ るコンピュータの利 用水準や技術の向上 に伴 って,

採用方針の一般 的傾 向 としては理科系の比重が だん だん高 まって きているが,

こ うした情勢 を反映 して,コ ンピュータ部門の専門技術者の育成政策や処遇に
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ついて も,将 来は専門技術者 として育成する とい うハ ッキ リした人事方針 を持

つ企業 が増えてきた。 しか し,こ れ を一歩進 めて専 門職や資格制度 を設 けてい

る企業 はまだひ じょうに少ない。わが国では管理職位以外 には,ジ ョブ ・タイ

トルが まだ十分 開発 されていないが,コ ンピューダ部門か らまず手 をつけなけ

ればな らない事態 に直面 してい るといえ るだろ う。

B各 社rcteけ る人事管理 の実情

aN社(証 券)の 事例

N社 の コン ピュータの採用は古 く,1955年(昭 和30年)か らで,本 格的 な

EDP化 は60年 か ら始 まった。

コンピュータによる業務は証券会社 とい う仕事柄,株 式,債 券,投 信 の売買

によって発生す る報告書,伝 票作成 な どの事務処理や社内の経理業務が中心 と

なっている。

さらに高度化 した もの には 自社 の経営に必要 な管理業務の作成や各種 データ

の分析,加 工 にまでおよんでい る。

同社 の コン ピュータ部 門は業務部業務課 に所属 してお り,こ こで働 いている

人は約50名 ですべてコン ピュータ要員である。

その内訳はオペ レーター とプ ログラマー合わせて40名,プ ランナーあるいは

システ ム ・アナ リス トが10名 となっている。

コンヒ.ユ一夕要員50名 の うち技術系出身者は約15名 で,あ とは事務系出

身者であ る。大部分が大学卒業者であ り,3名 の女子 プ ログラマー もいる。

年々,事 務処理量 が増大 しているため,こ こ数年,毎 年大学卒の新入社員3

名 てい どが入 ってきている とい う。

月の稼動時間は平均300時 間で,原 則的には一般社員 と同 じ勤務体制 をとっ

そいる。交代制は とらず,忙 しい時期 でも残業 によって間 に合わせている。
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コンピュータの採用が古いだけに必要な要員 はすべ て社 内養成の方針 で,外

部か ら特別迎え入れた りす るケースはない。

コンピュータ部門に入 って くる新入社員は実 務 をかねてコン ピュータ要員 と

して養成 してい る。同社の場合は一人前の プ ログ ラマーになるの に3年,プ ラ

ンナーの場合は,7,8年 ぐらいかかる といわれ る。

現 在は特別 これ とい った コンピュータ要員 としての専門職制度はな く,プ ロ

グラマー,オ ペ レーター,プ ランナーとセ クシ ョンを固定 させず,幅 広 くコン

ピュータの専門技術者 としての養成 につ とめている。

7,8年 もコン ピュー タに配置 され てい る もの についても,専 門職 の資格は

あたえず,一 般社員 と同 じ制度 を とって い る。 「アメ リカのよ うに コンピュー

タ要員の資格制度 も当然必要 となって くるだろ うが,今 の ところは考えていな

い。 また専門職制度 もとっていないか ら,特 別 な待遇措置 も とらず,す べて一

般社員 と同 じである。」 とい うの が同社 関係者の考え方 である。 大学卒業者 が

多 いためか,管 理職への 希 望 も あ り,ま たコン ピュータ技術の進歩 によって

・`プロ"を 必要 としなくな る時期 を予想 しての こ との よ うだ。幅 の狭 い専門職

よ りは幅の広 い経験者 を会社 はのぞんでいるた め とみ られ る6

bM社(保 険)の 事例

M社 はOCR(光 学的文字読取 り装置)を い ち早 く採 用するな ど,EDP化

にはずい分意欲的である。PCSの 導入 は1932年 とい うか ら事務機械化 ではわ

が国 でも"草 分け"的 な存在の方 である。62年 には中型機(現 在 は3台),65

年 には同 じく<7044大 型機 〉 を導入 している。OCRの 導入 は63年 で2台 を

使 って月掛 け保険業務 の機械化 をはか っている。

同社の電子計算機課 は事務管理部 に属 してい る。 この電子計算機課 には新設

されたせん孔課 とOCR課 が入 っていた。

電子計算機課の組織 は課長 の下に副長1人 がお り,一 般庶務 ・管理関係(係
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長2名),月 掛進 行関係,EDPセ ッ トア ップ関係,EDPオ ペ レーシ ョン関係

(係長1名),シ ステム設計お よびプ ログラミング数理 ・経理 ・職場月掛料金関

係,シ ステム設計 およびプ ログラミング内勤給与 ・企業保険関係(係 長1名),

システム設計お よびプ ログラミング月掛料金関係,シ ステム設計 およびプ ログ

ラミング新契約 ・外野支給関係(係 長2人),シ ステム設計お よ び プ ログラ ミ

ング年 間料金 関係(係 長1人)。

一方 ,せ ん孔課は課 長 の 下に副長1人 で,管 理関係(係 長1人),カ ー ド作

成 ・受付 関係(係 長1人)と な る。

電子計算機課の人員 は合計88名 で,男 子51名,女 子37名 。またせ ん孔

課 は63人(女 子55名,男 子8名)。

この うちプ ログラマーは電子計算機課 内で各種 プ ログラ ミング関係にたず さ

わ る35名,こ の うち女性 プ ログラマーは9名 を数え る。オペ レーターはEDP

オペ レーシ ョン関係 に属 する13名,EDPセ ッ トアップ関係 に は ス ケ ジ ュー

ルの作成や テープ管理者9名(女 子1名)が い る。OCR処 理係 は月 掛進行関

係 に属 し18名(う ち女子12名)の 構成 である。

64年1月 か らオペ レーターの2交 代制 を実施,66年6月 か らは外部か ら臨

時オペ レーターを迎えて3交 代 制に入 ってい る。

これは計算業務の増大お よび コンピュータをフル に稼 動 させ ることによ り有

効的 な利用 を目的 としてい るものであ る。

パンチャは2交 代制 を実施中である。

コン ピュータ要員 としての新入社員 は毎年大学卒10名 を入 れてい る。

新入社員は3カ 月 間の養成期 間を経 て各 セクシ ョンにまわされるが,各 セク

シ ョンとも全員の半分が3カ 月 で他の セクシ ョンに代わ り残 り半分が6カ 月 で

交代す るのが大 きな特徴 といえる。

コンピュー タ要員 の資格制度は特別 ないが,最 近 はシス テム ・プランナーの

専門職 を もうけた。いまの ところ空席 だが,こ れは課長 クラス と同格 とい う。
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資格制度 をも う け な い理 由は 「全社 的に2な い しは4年 で職種 を変 えてい

るので,ロ ー テーシ ョンが きか な くな る」 としている。

ただ,待 遇 としては,プ ログラマー とオペ レーターに対 して特別 の手 当を出

している。

た とえば大学卒者の場 合,1年 目は アシ ス タ ン ト手 当 として月1,000円,

2年 目か らは2,000円 が支 給 される。

3管 理 者 教 育 とオ ー プ ン ・プ ログ ラ マーの養 成

A企 業 内EDPS教 育の現状

最近各企業 におけるEDPS教 育(コ ンピュータに関 す る教育)が とみに盛

んになってきた。

そして,こ れは従来 の ような コン ピュータ要員養成のための教育 ・訓練 に止

ま らず,ト ップ ・マネジメン トか らミ ドル ・マネジメン トにいた る各階層 にわ

た っている。

この よ うに企業内のEDPS教 育 がひ じょうに盛 ん になってきた理 由は,第

一 にコンピュータの利用段階が ミ ドル ・マネジメン トの定型的判断業務や トッ

プの意思決定へ とレベル ・アップ してきたか らである。

とくに,こ の1年 来MIS(経 営情報 システム)を 指 向 す る企業 が増 え,こ

れ らの企業 では経営幹部の コン ピュータに対 する理解 や知識 を深めて,ラ イ ン

の各部門で積極 的にコンピュータを利用す る体制 を確立 しよ うとする意欲が高

まって きた。

いま,各 企業におけるEDPS教 育 の全般的傾 向 をの べればつ ぎの よ うである。

a管 理者に対するEDPS教 育
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現在 の ところ,ト ップに対 するEDPS教 育 としてアメ リカの よ うな専 門コ

ースによる徹底 した教育 を行 なってい る企業はあま り多 くない
。

生産性本 部の海外視察 団や外部機 関の トップ ・コースに参加 させ るとい った

や り方 をとっているのは,ま だ一部 の企業 で大部分は講演会 な どに よる啓蒙活

動が中心 になっている。 、

しか し,資 本の 自由化 で,コ ンピュータで武装 された外国企業 の 日本進出が

現実 の問題 になってきているか ら,こ んご急速に トップ ・マネ ジメ ン トのED

PS教 育 が 日本で も本格化す る可能性 が ある。

bミ ドル ・マネジメン トに対するEDPS教 育

ミ ドル以下の階層に対 するEDPS教 育は トップ。教育に くらべる と,各 社 と

もは るかに積極的 である。

その教育方法 と してオ ープ ン ・プ ログラマー方式 をとる企業が増 えてきた。

オープン ・プ ログラマーとは,コ ンピュータ部門以外 に配属 され てい るプ ロ

グラマーを指 し,こ れ らのプ ログラマーを養成す ることによって社内の コン ピ

ュータ人 口の層を厚 くす るとともに,コ ン ピュータの全社 的利用体制 を作 り上

げ ようとす るものである。

従来 か らも,す でに,技 術部門にオープン ・プ ログラマーを置いている企業

はあ ったが,最 近事務 部門にもこれを置 こ うとする企業が現われてきたのが新

しい傾向である。

日本電子計算開発協会の調査によれば,全 体 の30%に オープン ・プ ログラ

マー制度 が実施 され,と くに大企業 では50%が 行 なってい る。

そ して,将 来 オープン ・プ ログラマーを置 く意向を持 っている企業 が48%

もあ るか ら,こ こ数年 の間に,オ ープン ・プ ログラマー制度 はわが国企業に広

く普 及するもの とみ られ る。
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Bオ ー一・プ ン ・プ ロ グ ラ マ ー教 育 の 事 例

aT社(化 学)の 事例

T社(化 学)で は3年 前 か らオ ープ ン ・プ ログラマー制度の採 用 にふみ切 っ

てい る。

大学卒の社員 を対象 に"強 制的"に 実施 してい るのが大 きな特 徴である。

他の多 くの会社が社員か ら希望者 をつのってや っているの に会社 の正規 な制

度 として実施 してい る点が徹底 している。

大学卒者 は事務,技 術 系を とわず,ま た新 入社員,正 社員すべてが対象 とさ

れ てい る。

現在までに360名 がオ ープン ・プ ログラマーの講習 を受 け,一 応,プ ログラ

マ ーの資格者 である。

新入社員は入社 と同時 に東京 の本社 に設置 され ている大型 コン ピュータを使

って6日 間,36時 間(1日6時 間)の 講習 を受 ける。

一方 ,各 支店,工 場 で働 いてい る正社員 も1グ ル ープ10名 ず つ本社 に集 め

られ,6日 間 にわたってカン詰教育 をみ っち り受 ける。最初 は 「コンピュータ

とは どんなものか」 といった一般的 な概念 か らは じま り,コ ンピュータを実際

に使 って 自分で作 ったプ ログラムを通す とい うところまでや る。

講獅 はすべて同社 のコンピュータにたず さわってい る専 門家が担当 してい る。

そして6日 間の講習会の最後 では,参 加者 に対 して練習問題 が出 され,こ れ

を コンピュータにか けられ るようにプ ログラムに作成 することが要求 され る。

同社のオープン ・プ ログラマー制度 の目的は,① 各職場に所属 している社員

がプ ログラムの技術 を得 る ことに よって,仕 事上必要が生 じた計算業務 をすば

や く,か つ効果的に コン ピュータにか け処理 できるよ うにす ること。② これ ら

を通 じて全社的 なコン ピュータ ・システムを確立 する ことであ る。
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そ して将来,コ ン ピュータの技術 がさらに進歩 して もそれ に対処 できるよ うに

す るのが同社の究極 の 目標 とされている。

なおオ ープン ・プ ログラマー制度 によって社員か らコンピュータ部 門に持 ち

込 まれる計算業務 は全業務の約20%に なっている。

bK社(鉄 道)の 事例

K社 では,技 術計算については技術研究所 のコンピュータ ・センターにおい

て,す でにFORTRANに よ るオープン ・シ ョップ的なコン ピュー タの 運用

を行 ない,か な りの成果 を上げてきてい る。

これ に対 して,事 務計算 を中心 とするCOBOLに よるオープン ・シ ョップ体

制 も66年5月 か ら部分的ではあるが,本 社 コンピュータによって試行 をは じ

めた。

すなわち,主 要列車乗車効率の統計的処理,年 度別営業成績報告 などは,審

議室や営業管理室において作成 したCOBOL・ プ ログラムによるコンピュータ

の活用であ り,さ らに技術管理担当部門 の作業 のひ とつである。K社 内標準規

格 ドキ ュメン ト配布系列検索作業等,オ ープン ・サービス体制 か ら出発 して月

2回 の定例作業 とな ったものもあ る。

K社 では,67年3月 までに25ヵ 所 に コンピュータが設置 されたが,EDPS

教育 も全 社的に行 な うことになって きている。す なわ ち66年 か ら中央 の教育

機 関に高等課程特設事務管理科(事 務 システム ・コースとプ ログラ ミング ・コ

ース とが あ る。)お よび,普 通課程特設電子計算機科 を設置 する とともに,67

年 か らは専任講師 をおいて,事 務近代化推進のための教育 を効果的に進 めてい

る。

大学卒 の新入社員 もCOBOLま たはFORTRANを 約24時 間,事 務管理

(シ ステム関係 を含む)2 .約8時 間指導 している。

い っぽ う,一 般社員 には,職 場内訓練の一環 として64年 か らコン ピュ一夕シ
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ステム講習会 を開催 し,30名 ずつを1単 位 として約1週 間,EDPSの 教育 を

本社 に集 めて行 なって い る が,67年 度か ら支社単位で この教育 を進 めてい く

予定。また,全 従業員の うち部課長 クラスについては,研 修会議 において4時

間のEDPS教 育 を行 なってい るが,ト ップには講i習会,講 演会 を定期的 に開

催 してい る。 さ らに66年 度 か ら67年 度 にか けて小型 コン ピュータ講習会 を

設 け,200人 の事務職員に教育 を行な う。

K社 の係長 クラスの教育機 関である経営技術研修会議 も,61年 度 か ら66年

度 までに約360名 に対 し電算 システム教育 を約1週 間行 なってい る。 この よう

にK社 のEDPS教 育 は全社的な ものだが,こ れが本格化 した数年後の成果 は

きわ めて大 きい とみ られている。
∫

4大 学 に お け る コ ン ピュー タ教 育

コンピュータが これか らの経済発展 に欠 くこ との で き な い役割 を担 ってお

り,か つその利用者 の中核が企業 におけ る中堅幹部である とい う観点 か らすれ

ば,大 学 におけ るコン ピュータ教育の重要性 はい まさら指摘す る必要 もない。

アメ リカでは大学 にコンピュータをお くこ とはすでに常識にな っているが,

日本の大部分の大学 では,一 部の学部を除 いてコンピュータに関連 する科 目を

おいている ところはまだ少 ない。

また企業の例 で も具体的 に どの よ うな科 目の教育 が必要 であるかを十分 に検

討 していきたい とい うのが実情 である。

そこで,今 回 日本電子計算 開発協会が実施 した調査か ら,大 学 のコンピュー

タ教育に対す る企業 の側の要求が どの よ うな方向 を示 してい るか を明 らかに し

ておこ う。
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A大 学にお ける コンピュー タ教育の必要性

全企業の84%が 大学 におけ るコンピュータ教育 の必要性 を強調 している。

そ して注 目され るのは,入 社後 コンピュータ業務 にたず さわ るものばか りでな

く,一 般業務 にたず さわ るものまで含 め,す べての学卒者 にこれ を要求 してい

る ことであ る。 すなわ ち,最 高 のコンピュータ業務 にたず さわ る技術系学卒者

の91%か ら,最 低 の コンピュータ業務 にたず さわ らない事務系学卒者の76%

1にいたるまで,そ の比率はかな り高率である。

B関 連基礎学科の必要度

関連 基礎学科 として,す べ て の 大 学卒 に重要 とみな されてい る科 目はOR

と統計学 であ り,コ ン ピュータ業務にたず さわ る学卒者だけに重要 とされ てい

る科 目は この ほかに数値計算および解析,シ ステム工学がある。

また事務系学卒者 に共通 して重要 とされ てい る科 目に計量経済学 と経営学の

二つがあ る。 そ して,全 部 に共通 して比較的 に必 要度の低い もの としては,人

間工学,電 子 回路,自 動制御,通 信工学な どがあるが,こ の うち人間工学 ・通

信工業についてはもっと高 い評点がなされて しか るべ きだ とも考え られ る。

C情 報処理関係学科の必要度

情報処理関係学科 はかな り傾向がハ ッキ リしてお り,情 報理論,経 営機械化

論,シ ステム設 計,情 報理論のすべてについて,コ ンピュータ業務 にたず さわ

る学卒者 には重要であ り,一 般の技術系,事 務 系学卒者には選択程度 でよい と

い う結果が示 されている。
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図22関 連基礎学科の必要度
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Dコ ン ピ ュー タ関係 学科 の必 要度

この学科 ではコンピュータ概論はすべ て学卒者 に修得 され る必要あ りとして

お り,そ の他 のプ ログラ ミング,ア プ リケ ーシ ョン ・プ ログラム実習について

は コン ピュータ業務 にたず さわる学卒者 には重 要であるが,一 般業務 の学卒者

には,プ ログラミングは選択 でよ く,実 習 は不必要 とい う結果が出 ている。
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'図23情 報処理関係学科
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Eプ ログ ラム言語 関係学科 の必要度

プ ログラム言語関係 の学科 については,機 械語 は全部 にそれほ ど必要ではな

く,そ の他 については コンピュータ業務 にたず さわ る技術系学卒者にはすべて'

が重要である。そ して コンピュータ業務 にたず さわ る事務系学卒者にはアセン

ブラー とCOBOL,一 般技術系学卒者にはFORTRANが 重要 とみな されてい
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る。そ して,一 般事務 系学卒者 にはCOBOLが 選択 になっている。

図25プ ログラム言語関係学科の必要度
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Fコ ン ピュ ー タ施設 の必 要 性

これ らの学科 を修得 するには コン ピュー タが大学 に設置 されてい ることが望

ま しいが,企 業側 でも圧倒的多i数が研究用でない,教 育用 コンピュータお よび

周辺装置 の設置 を要望 している。その型 としては中型 でもよく,ま た 旧型 でも

差支 えない とい う意見が多 くみ られた。そ して,少 な くとも工学部や経済学部

にはコンピュータを設置 して学生 に実習 さ也 るべ きだ とい う積極論が多か った

が,実 習は企業 に入 ってか らすれば よい とい う消極論 もあった。

また産学協同に よるコンピュータ教育 の実習 については,企 業の機密保持 も

あ るが,夏 季休暇 な どの機会に積極的 に受 け入れ る べ き で あるとい う主張が

2,3み うけ られた。
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以上 が大学 におけるコンピュータ教育 に関す る要望の あらま しであ るが,大

学 の現状は これにほ ど遠い ものがあ り,大 学側 当局においても,こ うした企業

側の要望 を十 分考慮 してコンピュータ教育の具体策 について検討すべ き時期に

きている といえ よ う。

5コ ンピュータ要員の交替勤務制をめぐる諸 問題

A交 替勤務制の背景

最近,企 業 での交替勤務制 によるコンピュータ利用 に対する関心が急速 に高

まってきてい る。1965年 の調査で も約20%が 何 らかの形の交替制 を採 ってお

り,70%以 上が将来 実施 の意 向をもってい ると答 えていた。

この よ うに,コ ンピュータ利用に交替勤務制 を採 る企業が年 々増加 している

理 由 としては,第 一 に企業 の コス ト意識が全般的に高ま り,交 替制 の採用によ

って,コ ンピュータの使 用 コス トの切 り下げ を狙 っているこ と。

大多数の企業 はコンピュータの賃借使用 を行 なっている。 この借用料 は大体

一般勤務 に見合 った時間 を基準 として定 め られ,し か も基準 を超過 した使用分

にたい しては大幅に借用料 引下げが行 なわれ るので,長 時間操業 を行 な うこと

によるコス ト切 り下げの効果は大 きい。

また買取 りの場合 は,こ のほかにコンピュータの減価償却が それだけ早 くな

リ,新 機種の出現 に よる陳腐化を防 ぐことができる。

第二には交替勤務制施行 によ り,機 械操作 の時間帯が拡がる結果,作 業 スケ

ジュールに無理がな く,タ イ ミングの よい作業が行 なわれ ることである。

交替制 によって機械操作の時間帯が広がる結果,作 業のスケジュールに無理

が な くタイ ミングの よい作業が行 なわれ効率 が向上 する。また超過勤務による

要員の健康上の不安,疲 労 による過誤の多発および非能率,超 勤料増加に よる
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企業の出費増,個 人間の収入の不均衡等,超 過勤務による諸弊害を除去するこ

とができる。

B交 替勤務制の実態

つ ぎに,交 替制 によるコン ピュータ利用の実態 をみ る と,作 業量の増大によ

って要員の超過勤務が限界 に達 し,そ の対策 として交替制 を導入 してい る企業

が大部分で,当 協会の調査 でも交替制実施企業の72%が これに該 当 してい る。

したが って,わ が国ではまだコス ト意識 の面か ら交替制 に踏 み切 ってい る企

業 が少ない。

具 体的 には,日 本 の企業の場合,コ ンピュータの対象業務が1カ 月締切 り,

6カ 月ご との決算 が多いが,こ の後 に作業 ピークが形成 され る。当初 これ につ

いては作業段取 りな どの調整 策が講ぜ られたが,業 務量増大 とか らんで24時

間 フル操業が多 くな り,超 勤 消化の限界 を超 えてきて,止 む を得ず交替制 にふ

み切 った とい う例 がかな りみ うけ られ る。

このほか鉄鋼業やセメン ト業のよ うに生産設備の昼夜 フル運転 をやっている

企業では,こ れに関連 して交替制 を施行 している例 もあ る。

す なわちプ ロセ ス専用 または汎用 コン ピュータを製造担当部署 に設置 して生

産計画,材 料計画,工 程進捗管理,製 造実績把握 等の業務 を行 な う場合 は,導

入最初 か ら交替勤務制が とられ てい る。

C交 替勤務制の諸類型

現 在各社が とっている交替制 には,そ れぞれの企業が属 する産業,そ の企業

の特殊事情な どでい ろいろな形態 の ものが採用 されてい るが,大 別 する とつ ぎ

の三つになる。
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a変 則交替制

これは事務のEDP化 をやってい る企業 にみ うけ られ,交 替制 としては初期

の過渡的形態であ るともいえる。

月間の事務処理 の繁忙期の一定 期間に限 り交替制が とられるもので,こ のた

めに翌月の作業量 をあ らか じめ予測 した うえで,計 画的に交替制 をとる 日数 や

月 日をきめてい る企業が多い。

b2交 替 制

変則交替制 に限界が きた企業,あ るいは業務量増大に対応 して本格的交替制

にふみ切 った企業に この2交 替制 がみ うけられるが,そ の大部 分が,勤 務 時間

を相互に ダブ らす とい う形態 をとっている。

た とえば第1直 は午前8時 ～午後5時,第2直 は 午 後4時 ～10時 とい った

や り方である。

これは深夜業 にわたることを避 ける とい った意図 と,将 来の稼働時間の延長

に備えて余力 を持 たせる とい う意味 もふ くまれてい ると解 される。

また,生 産関係 をEDP化 している工場で,そ の生産設備が随時停止可能 な

場合に,第1直 の出勤時間 を午前7時 ない し8時,第2直 の出勤時間 を午後8

時 ない し10時 として,作 業量がふえた場合 に,両 直間 を超過勤務 で処理 する

とい った方法 を採 ってい るケースも若干み うけ られ る。

c3交 替制

これは鉄鋼その他 の業種 にみ られ るが,要 員の交通 ・住宅事情 による制約が

あるため3交 替一律8時 間勤務 とす るわけにいかない。そ こで第1直 の出勤時

間帯 を午前7時 か ら9時 に置 き,7時 間,7時 間,10時 間 とか8時 間,7時 間,

9時 間 とし,週 休 の関係 も考慮 して7日 間をもって交替勤務 を転換 させている

企業が多い。なお交替の方法 としては機械 の操業が停止で きる ものは週休 日を
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一斉 にしているが ,操 業が停止できない ものは各直 ご とに休 日をず らせて交替

させ ている企業 もある。

D交 代勤務制採用による効果と問題点

交替勤務制を採用 した企業 がその効果 として共通に指摘 してい るのは,① 処

理 作業量の増大,② 作業 ピークの緩和,③ 作業の計画化,④ 処理 要員の合理化

な どである。

この うち,④ の処理要員 の合理 化については,2直,3直 の場合,処 理 要員

としてはオペ レーターのみに限定 し,こ れ に24時 間操業の場合 は男子のパン

チ ャーを残す とい った方法が とられ,極 力人員の削減 を計 っている。 したが っ

て交替制 に よる処理 コス トの低減 には レンタル料 の減少のみな らず,こ うした

要員削減 に よるメ リッ トも含 まれている。

しかしこ うしたメ リッ トの反面 い くつかの問題 も発生 してきてい る。

その第一 は対労組関係の紛争 であ り,労 働組合が交替制 の導入 に反対 したた

め,交 替制の実施 をみ あわせた企業 もかな りある。

また,大 半の企業が労組 に対 し交替制 に関す る理解 を深 めさせ るためのPR

の 重要性 を認めてい る。

第二 には勤務上の不均衡 と要員の健康 問題 である。

交替制に よって超過勤務 に ともな う不均衡 は是正 され るが,反 対 に交替制 に

ともな う勤務上の不均衡が起 こる。 さきにふれた よ うに交替要員がオペ レータ

ーに限定 されるために ,同 じ部署内で少数の人間だけが夜間勤務 に服 さなけれ

ば な らず,こ こか ら微妙な不満 を生 じ要員 管理上 の問題に発展 する。 日本電子

計算開発協会調査 で も,こ の点を指摘 した ものが15件 あ った。

また夜間作業の苦痛 に加えて昼間就寝に よる睡眠不足等か ら要員の疲労 を訴

え る度合が強 くなる例 も多い。 これは交通,住 宅関係に よる通勤の困難,食 事
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の不 自由等 によって一層助長 され,健 康管理 上大きな問題 となってい る。

第三 には夜 勤への反棲感情 と減収 の問題 である。

コンピュータ要員 にはある程度先駆者的気持が あるが,同 時に一般事務系職

員 の間にはスペシャ リス ト視す る傾向 も意外 に強 い。 こ うした ことか ら夜勤に

よって,事 務 系の人間が機械に従属 させ られ,さ らに工員 に近 づけられた とい

うよ うな感情 的動揺 を誘発す るこ とがあ り,ま た超勤制 から交替制に切 り替 え

られ ることに よって,そ れ まで収入のかな りの部分 を占めていた超勤手 当を失

ない減収 にた えられない とい う例 も少な くない。

E交 替勤務制に対する改善策

以上の よ うな問題 に対 してこれを解消ない し緩和する措置がいろいろとられ

ているが,そ の第一 は交替服務員に対す る処遇 の改善,手 当の支給 である。た

とえば1カ 月1,000円 ない し1,500円 の 手 当の外,夜 勤 には1時 間当た り

150円 ない し200円,1日 当た りの場合 は400円 程度,ま た深夜は普通給の

40%増 とい う報告 もみ られ る。なか には1週 間の勤務時間 を4時 間短縮 し,

夜勤の 日にかぎ り夕食代300円 を支給 している ところもある。

第二には昇進経路の明示 であ り,コ ンピュータ要員の将来 に対す る不安に対

しては高卒の場合,初 級オペ レーター,中 級オペ レーター,上 級オペ レーター

ない し初級 プ ログラマーの順 で進み,大 学卒の場合 は初級 プ ログラマー,中 級

プ ログラマー,初 級 システム ・プランナーの順 で進み,中 級 プ ログラマー以上

を部外配転対象 とする等,昇 進,配 転の経 路 を明確 に規定 してい る企業がわず

かなが らある。

第三が労使協議制の推進 である。 このた めに,交 替制 に伴 な う諸 問題の円満

な解決 を計 るために,労 使の間で協議 し,話 し合いがついた ものは労働協約や

就業規則に織 り込 む といった きめの細かい労組対策 をや っている企業 もある。
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.補論A:企 業 内におけるEDPS教 育

コンピュータが企業の経営事務,技 術のあらゆる分野に活用 され うる時代において,

企業の最 も本質的な部分にその力を最高度に発揮することが要求され,と くに経営面に

直結 した部分への組織的な活用体制(経 営情報システム)の 推進が望まれて来 ている。

そしてこのような体制の確立のために,コ ンピュータ専門家のみを育て,部 分的な事

務の機械化によって効果を上げるという進め方か ら,経 営管理者自体のEDPS活 用に

関する深い理解の下に企業の最 も本質的な部分に対する重点的,積 極的なEDPS活 用

をはかる時代に移行 しつつある。

そしてこの方向を裏づけるものとして,経 営管理者以下の層の厚い推進体制の必要性

からEDPS社 内教育が組織的に進められる傾向にある。

このようなときに企業における各階層でのEDPS教 育のあ り方についてひとつの方

向を示せば,以 下のようになろう。

1.ト ップ ・マネジメン トのEDPSに 対 す るよ り積極的な理解 と主体的活動

企業経営 に対 して どうい う手段 と してEDPSを 用V・るベ ミか,効 果的に企業活動を

バ ックア ップするシステムは何等かの基本方針 を トップ ・マネ ジメン ト自らが 自主的に

判 断,推 進 して行 く体制を支 えるもの と して トップ・マネジメン トの 自己研修 にEDPS

に 関 するテーマの比重が増加 して来 ている。 その結果,

(1)ト ップ ・マネジメン トを補佐 する部門お よび情報処理部門を含 めて企業 の新 しい

経営情報システムのあ り方 を検討 し,さ らに関連 して管理組織人事運用の体系等 の

問題の総合的検討 が トップ ・マネジメン トを中心 に行なわれ,

(2)そ してさ らに企業 におけるEDPS教 育 自体 のあ り方 も トップ ・マネジメン トの

企業におけるEDPS活 用 の方針にそ って具体化 され る,

とい う傾向が見 られる。

2.ミ ドル ・マネ ジメン ト以下 のEDPS体 制 の強化

(1)社 内 におけ る全般的 なプ ログラマーの需要 に対 して企業 における広範囲の積極的

なEDPS活 用 の時代におV・ては従来 のよ うに コンピュー タ部 門専属のシステム ・

アナ リス トやプ ログラマーをかかえているだけでは数 の上か らもまたシステム設計の

能率 の上か らもまかなえない状 態になって来 ている。

そこでこのよ うな傾向 を解決するために,企 業 の各部門,各 層にシステム ・アナ リ

ス ト,プ ログラマー等 を養成 し,部 門毎の需要に対処 し,あ わせて企業 におけるEDPS

に 関 わる統合計画に も寄与 させる とい う考え方が とられる方向 にある。 この ような教
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育養成計画の一般的傾向としては次の事項が上げられよう。

(a)教 科としては,

システム ・デザイン

共通プログラミング言語(COBOLま たはFORTRAN)

が組み込まれる必要があろう。(た だし経営関係の業務 処理に関して,シ ステム

がいくつかの部門にまたがっていることが多くシステム ・デザインを始めとして

作業の標準化が能率の向上のために大切でありプログラミング言語 もCOBOL,

FORTRAN等 の共通語が望ましい。

(b)養 成の手順 としては,

EDPS活 用対象部門の職員のうち システ ム ・デザイナー プログラマーとして

の適性をもつものの実習を含めての教育を行ないその中で業務のエキスパー トで

かつチーフリーダー的性格をもつ ものを中核 とし,対 象EDPS処 理業務の実務

を通して養成を進めるのが効果的であろう。

(但 しこれらの教育過程においてはEDPS部 門の専門家の積極 的技術指導が大

切であろう。)

(2)中 間管理層に対するEDPS教 育

企業の各段階で,管 理上の定形的作業や判断に対 し,組 織的にまた臨機にEDPSの

活用を指示する能力を もつ こ とが将来の中間管理層に対する望ましい条件 といえよ

う。さらにまたシステム ・アナリス ト,プ ログラマーを指導してその部門に関連 した

新 しV・管理システムの設計に寄与するためのEDPSに 関する実力をそなえかつ業務

にも明るいスタッフも中堅管理者の中か らも見出して教育して行 く必要も生ずる。そ

こで一般的なプログラマーの層を厚 くする養成計画の他に,

(a)中 堅管理層に対する管理技術教育 と関連させたEDPS関 係の再教育(経 営情

報システム)

(c)幹 部候補の新入社員に対す る将来への布石 としてのCOBOLま たはFOR・

TRANの 教育,(経 営の手段 としてのコンピュータを身近 か なもの とし・ また

EDPSに 関係する機会に対して)等 が重視されるべきであろう。

3.企 画室等 トップ ・マネジメン トを補佐する部門のEI)PS体 質の強化

企業におけるEDPSの 活用は トップ ・マネジメン トの段階での総合的意思決定に結

びつくときに最も大きな効果を発揮するといえる。

これは トップ ・マネジメントの定形的判断業務だけでなく非定形的な意思決定にも情

報処理を機動的に行なってタイムリーに資料を提供出来る体制をスタッフがもつことに

よって達せ られよう。

そのため企画スタッフ部門としては高度な意思決定に必要な,

(1)情 報の組織的収集
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(2)シ ミュ レーシ ョン的分析 によるくりか えしての試算

(3)ア プ リケーシ ョン ・プ ログラムの準備活用

等の基本的事項 を機動的に行 なえる体制 の組織化,整 備 を進めて行 くことが大切 であろ

う。 そのた め,一 般的傾向 として,ス タ ッフ部門 としてもフォー トラン等のプ ログラミ

ングを基礎に上記の技術 を身 につけ た要 員 の 養成 を進 めるか,EDPS部 門 にその体制

を強化す る等 の考慮がは らわれ て来 ている。

さらにコンピュー タの活用体制 としても,

(1)企 画室等 スタ ッフ自体の コンピュー タの運営

(2)EDPS部 門 のオープ ンシ ョップ体制併用

(3)タ イ ムシェア リング的 コンピュー タの運用

等 の考 え方 が検討 され,具 体化 されっっ ある。

4.オ ー プ ンシ ョップ体制 の推 進に関 して

(1)ス タ ッフ部 門のみにかぎ らず企業内各部門各 層 に対するEDPSの 活 用 をはかる

場 合,処 理 の経済性か らもまた各部門の層 を厚 くす る た め の教育養成のためか ら

も,一 応オープ ンシ ョップ体制 は有利な手段 といえ よう。

即 ち比較的少数 のコンピュータ要員 で運営が可能であ り,各 部 門の プログラマー

はオペ レーシ ョンにわず らわされるこ となくシステム ・デザインや プ ログ ラミング

に専念するこ とが出来 る。

(2)た だ し活用 に関す る能率 を高 めるためには

(a)オ ー プンシ ョップ利用 システムの標準化(受 付,サ ー ビスサイ クル等)

(b)プ ログラム言語,さ らにシステム ・デザインの方式(デ ータフォーマ ッ ト等)

の統一標準化

が大切 であ り,企 業内のオープンシ ョップ活用を前提 としてのプ ログラマーの養成の と

き もその教育過程 で上記標準化 の徹底をはか る必要がある。

(3)さ らにオープンシ ョップ体制に よる特徴 としてプ ログラム開発利用の経済性が上

げ られる。す なわ ち経営科学計算等 のアプ リケーシ ョン ・プ ログラムの提供サー ビ

ス,共 同利用 である。従 ってコンピュータセンターにお いてはつねにアプ リケーシ

ョン ・プ ログラム等の内容 を充実 させ,利 用法 を関係 各方面に公開す る必要がある。

また企業 内のEDPS教 育 においてもこの共通利用の経済性 を強調 し活用に対す

る協力 を指示 してお くべきであ ろう。

、ン

注 しか しオー プンシ ョップ制 の限界はやは りコンピュータセ ンター側のスケージュルによ りサー ビスが提供

され ることにあろう。

従 って意思決定や技術計算で,タ イムリーな試 算または結果 をみての くりかえしの試算が活用上望 まれ る

ものに対 しては さらにコンピュータのタイ ムシェア リング的活用 に進 む傾向 にあ るといえよう。
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補論B:コ ンピュー タ専門職処遇体系に関す る1試 案

コンピュータ要員の特別管理体系は基本的には昇進ルー トの狭隆化による昇進頭打ち

に対する措置と職務の価値に対応する賃金体系の設定の二つから構成される。

コンピュータ要員は客観的に測定可能な知識 と技能を有し,職 務の全部もしくは大部

分が,そ れらの知識技能から構成されている専門職である。

給与体制

祈専門職は下記の場合を除いて,原 則 として特別の目的なしに人事異動を行なわず,長

期間専門的業務に従事することとする。

(a)専 門職養成の 目的をもって他の部門に見習わせる。

(b)他 の部門の要員にコンピュータの知識を習得させる。

普専門職 としての知識技能を基準に基づきランク付けを行なう。

祈ランク付けされた知識 ・技能について対応する給与を定める。

祈専門職の資格認定を行ないランクに対応 した資格を設定する。資格設定は客観的基準

に基づく試験および考課によって行なう

祈資格に対応する給与は年功によっては変動しない。

・専門職の昇給は原則 として上位のラン ク へ のステップアップによって行なわれる。

(上位 ランクへのステップアップは昇格試験を原則 とし年功によらないものとする)

*一 定期間毎に定期的な資格認定を行なうと共に管理職の考課(主 として企業に提供さ

れた知識と技能の現実の貢献度測定)に よって資格の変更を行なう(ス テップダウン

もある)。以上の内容を各企業の基本給部分(主 として生活給,年 功給的性格を帯び

ていると思われる)に 付加併給する。

昇進体系

祈昇 進は資格 の上位 ランクへの移行 とし,事 務職における課長 ・部長 とい う職分制度 は

採用 しない。

・資格に対応するジ ョブタイ トル を設定 し,社 内的 な権 限 ・責任 を定めると共にステイ

タス シンボル とする。

・昇進 と昇給 は完全に リンクす る。

事務職との対応関係

専門職の資格体系は事務職の資格および職分体系と別体系となる。従って職分手当(部
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長 ・課長手当など)は 支給 しない。このことは事務職における職分の権限 ・責任を享受

しないことを意味し,事 務職における一般的管理機能を保有 しない。専門職を包含する

組織の管理責任は事務職としての管理職者が負い,課 長以上の管理職者は事務職が担当

するものとする。'

専門職から事務職への資格変更は本人の申し出で,も しくは資格認定(専 門職 として

の資格喪失)に よって行なわれる。一方事務職から専門職への資格変更は資格試験もし

くは考課によって行なう。

以上の考え方を例示すれば下図のようになる。
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第6章

コ ン ピュー タ会計 に伴 う監 査 ・税 務 の諸 問題

1コ ン ピュー タ会 計 の 現 状 と コ ン ピュー タ技 術

わが国企業 におけ るコン ピュータによる会計,財 務 の処理水準 はアメ リカに

くらべてかな り遅れている。

1966年8月 の調査 に よれば,ア メ リカのコン ピュータ利用は,経 理 と事務

処理 に主力が注がれ,と くに計画統制 と意思決定の面におけるシステムの改善

と拡大 が積極的 にはか られ てお り,そ れに対応 した財務会計 システムの改善,

開発が進 んでいる点を指摘 している。またコン ピュータ部 門は,経 理部門の幹

部か特殊 な技術者が運営 し,支 配 し,報 告 も経理 も管理部 に行 なってお り,全

体の62%が 財務部,22%が 管理部,16%を 個別のスタ ッフが責任 を分担 し

てい る。 そ して今後 は会計 とシステムに精通 した人達 が,電 算部 門の最高首脳

の地位 を占めるこ とになろ うと一般 に考 え られ てい る,と 報告 している。

そ こでわが国の コンピュータ利 用の現状 および適用分野 におけ る財務会計の 『

位置づけは どうか とい うと,1960年(昭 和35年)に は利用分野 の全体 を100%

とす ると,営 業35.9%,経 理20.6%,生 産現場管理11.2%,総 務10.0%,

資材9.0%,企 画調査6.1%,研 究開発4.4%,そ の他2.8%と い う割合 で.

財務会計は第2位 であ った。

現在 はこの比率はかな り高 まってきている とみ られ るが,そ の正確 な実態は

つか まれていない。

そ して,わ が国企業 で完全 に100%会 計をコンピュータにのせている ところ

はおそらく1社 もないのではないか。大部分の企業では販 売伝票 とか買掛金 あ

るいは給与計算 といった よ うな もの を部分的に コンピュータで処理 していると
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い うのが一般的傾向である。

したが って,財 務諸表 をコンピュータで 自動的 に作成 す るとい う段階 にいた

るにはまだ遠 い。

'なぜ
,こ のよ うにわが 国でコンドユータに よる会計,財 務の処理がアメ リカ

に くらべて遅 れてい るのか。

それにはい くつかの理 由が ある。その第一はわが国ではパ ンチカー ド・シス

テムの時代がほ とん どないままにコンピュータが導入 された ことであ る。 そこ

で,事 務の流 れを機械化 に対応 した形 に変え るとい う仕事 か ら出発 しなければ

な らなかった。

第二にはまず管理資料 の作成 にコンピュータを利用す る方向を とった ことで

ある。保険会社 その他では大量事務処理 にコンピュータを使用 したが,そ の他

の企業では販 売管理 とか原価管理 な どの業務面にま ず コ ン ピュータを利用 し

た。そ してこれに付随 して当該部 門の会計処理 を漸次コンピュータで行 な う方

向 に移行 させ て行 った。そ こで,コ ンピュータに よる会計処理 はそれぞれの企

業 の特殊性 に応 じて,異 な った分野 に部分的,段 階的に行 なわれる とい う形 を

とった。

第三は経理担 当部 門の保守性 であ り,経 理部 門が会計 をコンピュータで処理

す ることに消極的態度 を とった ことである。 これ には コン ピュータによる会計

処理 に対 する不信感 とか経理業務 がコンピュータに とって替え られるのではな

いか とい った不安感 が原因 してい るとみ られ る。

これに対 し,ア メ リカの企業の場合 には,す でにパ ンチカー ド・システムが

古 くか ら使用 され,事 務 の機械 化が進 んでいたか ら,そ うした基盤 の上 にた っ

て コンピュータ会計 を比較的容易に進 めることができた。

したがって,ま た,ア メ リカでは 日常的 な会計 データの処理 を基盤 に し,そ

の上 に立 って,販 売管理や原価管理のための資料 が作成 される とい った方向 を

辿 っているのが普通 である。

`
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このよ うにアメ リカでは従来か ら会計処理 が機械化 され,経 理 部門はもっと

高度な管理会計的分野の仕事 にたず さわ ってい るので,コ ンピュータ部 門 との

対立関係 はそれほ ど起 っていない。

そ してむ しろ,最 近ではコン トローラー部 門か ら コ ン ピュータ部門が離れ

て,長 期計画 などを担 当する企画部 門に移 る傾向があ り,こ れ をめ ぐって紛争

.が起 るケースが出てきている とさえいわれている。

この よ うにわが国の コンピュータ会計はかな リアメ リカに遅れている現状 で

あ るが,年 々会計にのせ る範 囲は徐 々に広げ られては きている。

そ こで,こ こ1年 来,よ うや くコンピュータ会計 をめ ぐってい くつかの解決

を要す る問題 が発生 してきた。

それは大 き く分けて三 つある。第一は会計監査 に関す る問題 であ り,第 二が

税 務調査に関する問題 であ り,第 三が会計のORに 関連す る問題である。

そ して最初 の二つは問題の性 質が同 じ範疇 に属 し,会 計処理 が従来 の手計算

に よる帳簿組織 か らコンピュータによるデータ処理システムに替 った ことか ら

生 じてきた技 術的問題である。 これ に対 し第三の問題 は コンピュータの利用水

準の向上 に伴 なって起 こってきた会計学の根幹 にふれ る問題 である。

A会 計監査,税 務調査に関する技術問題

いま,手 計算 からコンピュータ ・システムに替 るこ とによって発生 してきて

い る第一 の会計監査や第二 の税務調査 に関する技術問題のポイ ン トを列挙 する

とつ ぎのよ うに なる。

aイ ンプ ッ トの問題

(1)コ ンピュータで会計処理 をす る場合,デ ータ を コン ピュータの なかにパ

ンチ カー ドや紙テープに してイ ンプッ トしなければな らない。場合 によって
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はカー ドや紙 テープその ものを原始伝票 として利用するこ ともある。

(2)ま た それがオ ンライ ン ・リアル タイム方式 では,原 始伝票 とい うは っき り

した帳票 は作成 されず に,テ レタイプか らデ ータが直接イ ンプ ッ トされる。

したが って原始資料のかな りの部分が帳票の形で保存 され ることは不 可能 に

な る。

(3)さ らに従来の手作業 では,原 始伝票が発生 し た現 場 に控 として,ま たは

その証 葱 として保存 されるのが通例 であった。 それがEDP方 式 になる と,

集 中処理 を建前 とす る傾向が強 いので,原 始資料 を1ヵ 所 に集 中 して処理 す

るケースが多い。その場合には原始証 葱は現場の事務所 に保存 され ない場合

が多 くな り,現 場 にはたんに結果 だけが送 り返 され ることにな る。

(技術的問題)こ の よ うなコンピュータ に よ る事務処理 の経過か らみて,

イ ンプ ッ ト・データの正確性 を保持 することが問題 になる。す なわち取 引デ

ータその ものの完全 なこと,つ ま り脱落や架空取 引の存在 しない ことが保証

され なければな らない。 と同時に,証 懸お よび伝票 を穿孔 カー ドあるいは穿

孔 テープの形 に変換 する際,誤 りが ない ことが確認 され なければな らないの

である。

b計 算過程 とファイルの問題

1(1)コ ン ピュータ に イ ンプ ッ トされたデータは
,従 来の手作業 とまった くち

が った形 で処理 され る。すなわ ち外 部か らは見 ることの できない機械 的処理

が行 なわれ るわけであるか ら,そ の過程 で作成 される台帳類 は,機 械 内部の

記憶装置,ま たは磁気 テープ,ド ラム,デ ィス クな どの記憶媒体の なかに記

録 され,保 管 され ることになる。

(2)こ の よ うなコン ピュータによるデータ処理方式(EDPS)に よって,企 業

の情報組織がつ くりあげ られ ると,情 報処理 の姿 はたんにデータのイ ンプ ッ

トと処理結果 としての表のアウ トプ ッ トだ けがあ って,デ ータ処理の途 中経



180

過の部分 は次第にな くな り,従 来の台帳類に相 当す るもの は,す べて機械 の

なかにある とい うこ とに なる。 とくに最近では,デ ィスクや ドラムのよ うな

大容量 の記憶装置 が発達 しているので,台 帳代 りにそのなかか ら引き出して

使用す るとい う傾 向が一層強 くなる。

(3)ま た機械 によっておきかえ られ た 台帳類 は,機 械 のなかでは従来の よ う

な勘定科 目に仕訳 け され ないで,一 般 に発生のままのデータが集中的に記録

されてい るにすぎない状態 となっている。

(技術的問題)そ こで問題 となるのは最終的な報告書(ア ウ トプ ッ ト)と イ

ンプ ッ トされた原始 取引証懸 とが一致す るか どうか,そ の関連性 を明 らかに

し,処 理 の正確性 を確保 するための内部牽制制度 を どうするかが問題 となっ

て くる。

cア ウ トプ ッ トの問題

(1)EDP方 式に よるコンピュータか らのアウ トプ ッ トは,前 述の よ うに最終

結果の表 だけ となる。 したが ってそれ以外の補助簿 に相 当する部分のデータ

は,必 要に応 じて,カ ー ド,紙 テープ,磁 気テープ,磁 気 ドラム,デ ィスク

の ような記 憶媒体 に記録 され るのが普通である。

(技術的問題)し たがって,財 務諸表,総 勘 定 元 帳,試 算表,補 助簿 な ど

が必要な場合は,直 ちに作表 できるよ うな状態 におかなければな らないが,

そ うした情報処理結果 を見読可能な記録 として取 り出すことは,著 しく能率

を阻害 し,費 用 もまたかか るとい う問題がある。

BOR会 計の技術的基礎

第三のOR会 計 に関連 す る問題は単 に技 術 的 な問題ではな く,も っと会計

学 その もの にかかわ る問題 である。 ここでい うOR会 計 とは,<ORに 奉仕す
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図26EDP方 式における情報処理関連図

① 記憶媒体 ②'内部処理

讐 螺
._± 璽 ニー_一 一一__三=zu

出所:'日 本電子計算開発協会資料 による。

る会計 〉 とい う意味 であ り,会 計情報 を単 なる統 一的な業績 の把握や税金決定

の 目的に使用す るのでは な く,ト ップの意思決定 に活用 しよ うとい うのであ る。

こ うしたORに 奉仕す る会計を可能 ならしめた技術的基礎 は次の点にある。

(1)コ ン ピュータの記憶容量は豊 富で あ るか ら,原 始伝 票をそのまま コン ピ

ュータの中にイ ンプ ッ トし,必 要に応 じいろい ろの 目的 に加工 して使用する

ことがで きる。 また,会 計に関するデータのみな らず,経 営 に関するデ ータ

も同時 にイ ンプ ッ トす ることもで きる。

(2)従 来 の会計 システ ムは企業の内部 だけに求 める封鎖的 システムであ るが,

コンピュータ会計では経営に必要 な外 部情報 を も自由に入れたオープン ・シ

ステムをとることができる。

(3)従 来の会計 システムは静的な経営管理資料 として利用 されたのであ るが,

コン ピュータ会計ではORや シ ミュレーシ ョンな ど経営科学の手法 を駆使 し

て動的 な情報会計を提供 することができる。
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このよ うな技術的基礎 の上 に立 って,コ ンピュータ会計では従来の会計 シス

テムに くらべてはるか に高度 の会計 システムにまで高 めることができる。そ し

て,単 なる複式 簿記的 な財務会計は もちろん,予 算統制や原価管理や限界分析

な どの管理会計か ら,さ らに長期計画や利益計画その他 トップの意思決定 のた

めの経営会計の段階 にまで到達 するこ とができるよ うになったのである。

したがって,こ のよ うに会計 システムの内容 が高度化 してきた場合に,従 来

の投資家のた めの会計基準や伝統的 な原価主義 を中心 に した会計理論で よいか

とい う問題が発生 して くる。 これは会計の本質 にまで関連 して くるが,同 時 に

会計の技術的側面にも変革 をもた らさずにはおかない。

2会 計監査をめ ぐる諸問題

コンピュータを利用す る企業 に対 す る会計監査のあ り方 や手法 について,昨

年(1966年)秋 か ら公認会計士協会は電算会計委員会 を設 置 し,公 認会計士

の立 場か らこの問題に本格的 に とり組み,コ ンピュータを使用 した会計組織 に

対 す る内部統制 について,公 認会計士 としての対処の仕方 を検討 している。

その場合,問 題 は,① 組織 に関す るもの,② 処理手順 に関するものの二つ に

大別 するこ とができ,前 者 については,① 組織 の独立性,② 責任 ・権限 の明確

化,③ 事務処理 手続 きの確立,④ 操作記録 の保持 など,ま た後者 については,

(1)入 力に関する内部統制 として,① 原始資料の保存,② 原始資料 の照合,③

原始資料の追跡,④ 入 力に対す るチ ェック,(2)処 理過程 に関す る内部統制 と

して,① プmグ ラミングに関 する内部統制,② 操作 に関する内部統制,(3)出

力に関する内部統制 として,① 記録 の保存,② 出力の結果 に対す る内部統制,

な どが考え られ よ う。

また公認会計士協会では,公 認会計士 がコンピュータに関す る基礎知識 を持

つよ うにす るため全員 を対象 とす る研修 を実施 してい る。
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この ように会計監査 の分野については公認会計士協会 が主導性 を とって積極

`
的 にこれに とり組 んでいるが,企 業側の体制 はまだ十分 に整 っていない。

そこで,企 業において とくに経理担 当者 の コン ピュータ会計に対 する理解 と

その前向 きな体制作 りが当面の課題 とされている。

3税 務調査に関する諸問題

コンピュータを利用す る企 業に対す る徴税関係手続 きについては,ア メ リカ

では内国歳入庁 とユーザー企 業側 との間の話 し合いに よって,法 的 な措置が と

りきめ られす でに実施 され てい る。

い っぽ う,日 本 では1965年 春,国 税庁 当局が アメ リカに関係官 を派遣 して

実態調査 を行 ない,ま たコンピュータに関する知識 を持 った調査官 の教育訓練

を実施 するな ど,こ れに対応 す る準備体制 を進 めてきていた。そ してアメ リカ

の内国歳入庁にな らった徴税手続 きに関す る何 らかの措置 を講ずる意向が現 わ

れ てきた。

この よ うな情勢 に鑑 み,日 本電子計算開発協会 では徴税手続 きをめ ぐる国税

庁 と民 間企業 との間の混乱 をさけ,そ の円滑 な実施 を図るた めに同年12月 に

行政対策委員会(委 員長 ・稲葉秀三 サ ソ ケ イ 社長)の 中に専門委員会(委 員

長 ・辻真公認会計士協会会長)を 設 け,公 正 な立場か ら本問題 に関する合理 的

措置について検討 を重 ね,66年5月,「 電子計算機利用度の向上に伴 な う税務

調査関係証懸取扱 いに関す る要望」(案)を 作成,発 表 した。

いま,そ の要望書 の内容 を掲 げる とつぎのよ うなものである。

1.計 算過程 ならびに計算結果 について,そ の内容が規定 され る見読可能な様

式 をもって呈示 される ときは,正 規の計算経路 に基 づいてその過程 とその結

果 を記録 した媒体 の内容 を,正 規 に保有 されてい る明細資料 として承 認 され

ること。
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2.原 始証 懸か ら転記 されたカー ド,紙 テープ,磁 気 テープ,デ ィスク・ ドラ

ム等の ほか,内 部記録媒体 に記録 された内容 を,原 始証 葱に準ず るもの とし

て承認 され ること。

3.計 算過程 ならびに計算結果 に関す る操作経 路手続 き(プ ログラムな らびに

フ ローチャー ト)は あ らか じめ当局に届 け出 ることとし,届 け出が行 なわれ

た ものについては,正 規の もの として扱 われ るべ きこと。

この要望書 はその後経 団連 その他 の経済諸 団体で組織 され てい る行政機械化

懇談会 を通 じて,国 税庁,層公認会計士協会,外 国機お よび国産機 のユーザー団

体な どに送付,こ れに関す る意見が求 め られたが,ユ ーザー諸団体か ら寄せ ら

れた意 見を集約 す ると大体つ ぎのご とくである。

① コンピュータ による会計 システムにたいす る諸法制 な らびに公認会計士の

監査,手 続 き等 にたい しては,従 来の複式簿記組織 の概念 を大き く変 えてい

く必要がある。

② 取 引証 葱な らびに投入情報 と投 出 された報告書類 の交互照合のため,そ の

処理過程の各段階 における結果 を見読可能な形 で記録 し,保 存すべ きことと

い う規定 は,EDP組 織の能 率を阻害 し,ま た保管,管 理 の 手 数負担 も大 き

いのでEDP本 来の能率化,簡 素化の効果 を減殺するおそれがある。

③ 情報処理過程 を明確 に提示するため,ブ ロックダイヤグラム,フ ローチャ

ー ト,プ ログラム等 を整備 し,あ ら か じ め 当局に届け出承認 を求 めること

は,大 部分の企業 ではプログラム変更が多いので,現 実問題 としては不可能

であ る。

④ 日報,報 告書等に よってす べ て の 操作記録 を整備 して検索に備え ること

は,処 理過程の各段階 の結果 を保存 できないか ぎ り無意味な もの とな り,か

つ操作記録 を長期保存す ることはできない。

⑤ 調査 プ ログラム,調 査資料 の作成 な どは,EDP処 理(作 業)に おい ては

まった く不 要な ものであ り,ま た計算過程 と対応 し て こ れ を作成すること
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は,EDP処 理 をよ り複雑 なもの にす る ばか りでな く,実 際問題 として不 可

能に近い。

⑥ 経営者に提示す る月次経営報告書類 な どは,本 来企業経営のための もので

あ って,機 密保持の必要 か ら税務調査の際の閲覧 に供 す ることはで きない場

合が多い。また閲覧 させる として も,補 助簿 としての機能 を備えていないか

ら無意味である。

⑦ 一定形式 で情報処理 を要請 され る場合,現 行 システムを大幅 に変更 する必

要にせ ま られるこ ともあ りうる。機械化の進度,業 種,企 業規模等にたいす

る十分 な配慮 をすべ きである。

⑧ バ ッチ ・システムの立場 か らでな く,今 後 オンライ ン ・システムが普及す

ることを十分考慮 して検討 する必要がある。`

大体以上の8項 目に集約 できるが,国 税庁や公認会計士 などの調査あ るいは

監査する側 と,そ の受入れ側 とでは,問 題点 も,意 識 もちが うこ とは当然 であ

る。

そ して,こ の要望書が きっか けと な り,IBMユ ーザー協会,ユ ニパ ック研

究会合同の税務会計合同研 究会が66年8月 に発足 し,ユ ーザー側 としての見

解 を とりま とめ ることになった。

また経 団連が中心 となって民間側の意見調整 を図 り,国 税庁 当局に折衝 する

運び となった。おそ らくこの徴税手続 きに関す る問題 は67年 中に官民 の間 で

円満 な結論がみ ちびき出され るもの と期待 され る。

40R会 計の現状 と問題点

会計システムを トップの意思決定 に活用す るため,ORそ の他 の経営科学 を

コンピュータ会計 に結びつけて行 こ うとす るいわゆるOR会 計への動 きは,日

本ではまだよ うや く少数の限 られた企業 で問題意識 として と りあげられは じめ
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た段階 である。

しか し,こ のよ うな傾 向はコンピュータ会計が企業の中で推進 されて行 く過

程 で近 い将来必ず強 められて くるだろ う。

そこでつ ぎに会計 を企 業の意思決定 に活用 しようとしている数少 ない事例か

ら二つ紹介 しておこ う。

AD社 にお ける会計情報 システム

D社 では毎 日全 国38カ 所 の支社,支 局 で 発 生 す る5,000枚 か ら1万 枚の

伝票 を列車の原稿便 で全部東京 の本 社に送付 させ,翌 日の夕方 までにパ ンチ集

計 して全営業所別 の 日計表を作成 している。そ して,こ れをも とに して毎月貸

借対照表 か ら損益計算書 まで全部 コンピュータに よって作表 してい る。

したがって,同 社 では財務会計の コンピュータによる処理 がほぼ完全 に行 な

われている とい って よい。

ところで,同 社 は さらにこれ らの会計 データを活用 して,経 営情報を作成 し

てい る。そのポイ ン トはつ ぎの点 にある。

① 原始伝票 を作成 する際に会計 に必要 な項 目ばか りでな く,管 理 資料の作成

に役立 つ項 目も同時 に記入 させる。

② 原始伝票 か らパ ンチ した カー ドによって,原 始 データをそのままの形 で磁

気 テープに記憶 させてお く。

③ 財務会計的処理 以外 に必要に応 じ,こ れ らの原始 データを加工 し,随 時経

営情報 を作成す る。

具体的事例 をあげ ると,郵 便料 で も そ の使途 によって,社 内用 ならば通信

費,社 外向けPR用 であれば宣伝費,招 待状 の発送 な らば交際費 とい うふ うに

目的別 に仕訳 け され るように してある。そ して,あ るひ とつのプ ロジェク トに

ついての収支 明細表 を作 ろ うとすれば,そ のよ うな形 の ものを直ちに作表 でき
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る仕組みになってい る。'

このために,同 社 には独特の項 目別仕訳 け一覧表が作 成 され ていて,目 的別

の仕訳けが 自動的にできるよ うに工夫 されてい る。

このよ うに,同 社 のコンピュータ会計は経営分析や予算統制 な ど管理会計の

段階 に進 んできているが,さ らにこれ にORそ の他の手 法 を とり入 れて経営

情報 システムにまで もって行 くことを考えてい る。

そして,そ のためにはさらに どのよ うな項 目を増やす必 要があるか。また ど

の ように して企業 の内部情報ばか りでな く外部情報 をも組み入 れた シミュレー

シ ョン ・モデルを設計す るか とい った点 を目下研究 中であ る。

D社 は広告代理業 で,会 計データが営業関係 に限 られ比較 的簡単で あるこ と

が このよ うなコンピュータ会計 の導入,発 展 を可能 にした ともいえ るが,本 格

的 な経営会計への方 向を指向 している企業 として注 目され る。

BK銀 行 の経 営分析 シ ステム

K銀 行 の経営分析 は従来の静態的 な古典的なや り方ではな く,動 態分析 を目

指 した新 しい手法を開発 してい る。

その具体的 内容はつぎのよ うな ものである。

① 資料 には有価証券報告書か ら1956年 上期 か ら64年 下期 にいた る18期

の継続 して資料 の採取 できる233社 を選 ぶ。

② これ らの企業について ア=売 上高,イ=付 加価値 生産性,ウ=使 用総資

本,エ=経 常損益 率,オ=負 債比率,カ=固 定長期適合率,キ=金 利負担率

を算出す る。

③ 従来の経営統計の比率 は加 重平均 であるが,こ の方式では各社別 の個有の

算術平均になってい る。 これで ウェイ トの大 きい 「数」に偏 よる欠 点が是正

され る。 しかも個々の会社の位置 がつかみやす くなる。
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④ 各社別個有の算 術平均 をとったので,個 々の比率 について各会社の分布に

お ける位置がわか る。こめ分布を調べ ると大体に お い て 対数 または通常の

「正規 分布」 を しているこ とがわか った ことは大 きな前進 であ り意義がある。

⑤ 絶対評価方式 でな く,プ ロバ ビ リティ ・カーブによる相対評価方式 である。

高校生 などの学業成績 の評価は,従 来の100点 満点評価 が最近では,A.B.C.

D.E.の5群 に分 けて相対評価 を行 なってい るめ と同 じである。

⑥ 上述の通 り 「正規分布」 を していることがわかったので,評 価 点を合理的

に配分す ることが できる。 ここではそれ を0～5点 に決 めてある。 これで個

個の会社 について,そ れぞれの比率 につい ての相対的評価 が可能 になる。
'
この基準 に基づいて,各 社各期の指数 をスコア リシグ してあるわけである。

なお,こ のスコア リングの第一の 目標は各指標 ごと,'各 社の指標が他社に くら

べ て どの程度良いのか悪いのか,`そ の程度 を量的に示 すこ とであ るが,同 時 に

金利負担率 を除 く6指 標のス コアの合計点 を算出 してある。(し たがって合計

点 は各期 ご とに30満 点で表示 されてい る。)合 計点 を算 出するのは,企 業の収

益力,財 務構成 の安定性 の,他 社 に くらべての総合的 な良 さ,悪 さが これに よ

表29産 業における各企業業績比較

1蝿1・ 社 ・社1・ 社 団 社1合 計1平 均

事業規模

収益性

付加価値生産性

使用総資本利益率

経常損益率

安全性

負債比率

固定長期適合率

小計

金利負担率

合計

平均

72

93

32

34

27

73

32

41

238

37

275

39.3

72

115

37

38

40

116

61

55

303

46

349

49.9

72

104

25

37

42

126

66

60

302

57

359

51.3

59

103

34

41

28

103

48

55

265

31

296

42.3

69

113

29

38

46

84

43

41

266

60

276

39.4

344

528

157

188

183

502

250

252

1374

181

1555

44.4

68.8

105.6

31.4

37.6

36.6

100.4

50.0

50.4

274.8

36.2

44.4

出所:K銀 行経営分析資料による。
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って どの程度表現 しうるかをみ るためである。

Cア メ リカ会計学会 の新 しい会計理論の提唱

日本 では まだコンピュータ会計 その ものが本格的段階 にほ ど遠 いのに,ア メ

リカではすでに会計革命への扉が開かれ よ うとしてい る。 これ を端的 に示す も

のが昨年(1966年)8月 の アメ リカ会計学会 で発表 された 「会計基礎理論に関

す る報告」である。

これは コンピュータの導入 と経 営数学の利用 に よって変革を とげつつある会

計 システムに対応 する新 しい会計理論 を打 ち出 した点で注 目に価す る。

この報告書の要旨はつ ぎの よ うな ものである。

① 会計 とは経済情報 をその利用者が聡 明な判断 および意思決定 の下せ るよ う

に補足 し,測 定 し,伝 達 するプ ロセスである。'

② 将来の会計情報システムは従来 の財務会計的分類 に適合する情報のみな ら

ず,過 去の資料 たる と計画 された資料た るとを問わず,企 業内部資料 たる と

外部の資料た る とを問わず,す べて事業活動に役立つ資料 は収集 し,保 存す

べきである。

③ 会計情報は,ア=目 的適合性,イ=検 証可能性,ウ=独 立公平性,エ=測

定可能性の四つの情報作成基準 に適合 しているものでなければな らない。

④ また会計情報は,ア=利 用 目的 との合致 イ=デ ータ間の相互関係の明確

化,ウ=環 境情報の網羅性,エ=会 計処理の期 間的継続性 の四つの情報伝達

基準 に適合 してい るものでなければな らない。

⑤ 従来の会計手法 のほか に行 動科学,数 学,お よび情報理論,コ ンピュー タ

概論の よ うな比較的十分 な概念決定の行なわれ ていない領域の理論 をも基礎

として使用すべきである。

⑥ 会計 コンセプ トはつ ぎの三 つの性 質を持つべ きである。
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(a)誘 導 コンセプ ト=個 人の欲求や組織体の 目標 に結 びついた社会 ・経済

活動の動機原 因。

(b)測 定 コンセプ ト=測 定 を容易 な らしめ る た めの諸仮定。た とえば会計

単位,測 定対象 とな る活動の決定,適 切 な測定単位の選択。

(c)伝 達 コンセプ ト=測 定用語 の選択,有 効 な報告方 法 の決定,最 善の用

途 への情報の仕 向けな どの問題 について情報伝達 を可能 に す る た めの仮

定。

⑦ 会計原理 の成分はつ ぎの ような もの である。

(a)会 計手法=計 算機,統 計的分析,そ の他 の測定方法 を含む。

(b)会 計単位=ど の ような組織 でも差 し つ かえ ない。た とえば企業,政 府

機関,国,地 域社会,個 人。

(c)会 計行為=社 会 ・経 済活動の流れ にお け る各点 を意味 し,従 来 の取 引

のみでな くもっと広 い意味をもっている。

これで解 るよ うに,ア メ リカ会計学会の新 しい会計理論 は,新 しい コンピュ

ータ会計時代 にふ さわ しい内容 のもので ,従 来の会計概念 をはるか にの りこえ

た動態的 で多元化 した方向を指向 している。

日本で もこの ような新 しい会計理論の上にたって企業会計の現状 を根本的 に

み なおすべ き時期 にきている といえよ う。
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補講 会計革命と今後の課題

(1)底 流 と背景=従 来,簿 記 と会計 は ほ とんど同一視され,簿 記的方法が 「会計」

の特徴的記録計算の方法であると考えられていた。そしてその簿記的方法を支えるもの

は,会 計公準,会 計原則基準など,い わゆる 「企業会計原則」である。これによって,

いろいろな社会の活動を,価 値の流れすなわち複式簿記でいう 「取引」 とい う形でとら

えて,こ れを 「勘定」の動 きとして記録していた。

ところが,最 近の技術の進歩 と経済の変化から,そ ういう財務会計システムを支える

会計原則は,き びしい挑戦を受け始めた。それがなぜ挑戦であるか というと,「会計が

経営者の意思決定に対 して十分に役立っていない」ということが認識されてきたからで

.ある。

このような状況のもとに,本 論に紹介 したア メ リカ会計学会(AAA)の 「会計基礎

理論の表明」が出されたのである。

この報告の特徴を東大経済学部の津曲助教授に従って要約すると,第 一は,伝 統的な

会計士会計学ないし,会 計原則論が常にそれ との直接的な照合を念頭においてきた現実

・の会計事務とのきつなを,さ し当り断ち切ることによって,こ の報告はむしろ,分 析的

研 究にもとついて構築される概念体系の仮説的枠組みを,会 計理論 として提示すべく企

図 している。第二は,財 務会計 と管理会計 との差異を意識的ないしは無意識的に認めて

きた従来の理論 と関係なく,会 計を基本的に情報システムとして認識 して,む しろ経営

者の 「意思決定」に役立つ情報提供にウェイ トをおいて,会 計理論を一種の情報科学と

して再編成することを意図している。

したがって,こ こでは,企 業(非 営利的のものもふくむ)の 外部および内部情報利用

者に対 して,各 種の 「意思決定」のための有効な会計情報(ア カウンティング・インフ

ォメーション)を,ど のような統一的かつ理論的な基準によって確認,測 定,伝 達する

かが論及されることになる。そして,こ のような構想が,そ の背後にコンピュータの利

用 を前提 としていることが注目さるべきことなのである。そして,近 年,相 互に補充し

ながら急速に発展をみせている決定理論,情 報理論,伝 達理論などにおける成果や,あ
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るい は各種 の計量的分析技法(た とえば,オ ペ レーシ ョンズ.・リサーチな ど)を 導入す

る ことによって,一 種 の情報科学 としての会計理論 の精緻化 を展望 している。

(2)会 計 とは 何 か=し か しこうい うものを 「会計」 とい う言葉で表現 するのは正 し

いであろ うか。上記AAAの 報 告 では 「会計 は本質的にひとつ の情報 シ ステ ムである。

より正確には,そ れは情報の一般理論を効果 的に経済問題 に適用する とい うことを意味

している。 会計 は,ま た,計 量的に表現 された情報 を意思決定 のために提供する総合的

な情報 システムの主要部分を構成する」 とい う。 こうなるともはや,ア カウンテ ィング

(Accounting)を 「会計」 と訳すべきでな く東大江村教授が指摘 す る よ うに,「 アカウ

ンティング」そのままを用 い,企 業 会計や株 式会社会計を意 味す る 「会計」 とは区別せ

ねばな らないであろ う。 こうして初 めて,こ れか らの新 しいアカウンティングが 「アカ

ウンティングとは経済的情報を使用する者 によって,十 分に事情 に通暁 した上で判断や

意思決定 を行な うことがで きるよ うに,そ の情報をひ とつ ひとつ明 らかに し(identify)

測定 し(measure)伝 達 する(communicate)一 連 のプ ロセスである」 とい われ るにふ

さわ しくなる。 こうい う底流や背景が生れた理由は,コ ンピュータの進歩 とそのいち じ

るしい普及 による管理技法の高度化か ら,一 部の学者や実務 家が,み ずか らの手で必要

に応 じて,会 計情報 を意思決定 の合理化 のた めに 開発 しつつあったのに対 し,AAAが

こ の問題 の位置 を学 問的 に正 しく評価 した と考 えることがで きる。

(3)ア カ ウンテ ィ ング と フ ィナ ン シ ャル ・マネ ジメ ン トのORと の 結 び つ き

=矢 矧 晴一 郎氏 によればOR発 展 の歴史はつぎ の よ うに図式化 できるが,こ の図にお

ける 「カネのOR」 こそ,新 しい意味の 「アカウンテ ィング」の重要 な テ ー マなので

ある。 、

ここにい う 「カネのORと は フィナンシ ャル ・マネジメン トなv・しは財務管理のOR

の こ とで あ り,そ の領域は資金調達 ばか りでな く,運 用に も拡大 しつつある。経営活動

を人 ・物 ・カネの3面 で とらえるな らば,そ のカネの側面を取扱 うものである。

そ して新 しいアカウンテ ィン グ は このフィナンシャル ・マネジメン トのORと 結 び

つ き,各 種 の数学的手法を駆使 してアカウンティング ・イ ンフォメーシ ョンを処理する

ことによって,急 速 に領域を拡 げつつある。

図Bの 中にある分野 は,従 来,わ が国ではソロバンによって,加 減乗除,分 類,集 計

が,ご く一部のテーマについて幼稚に行 なわれていたにす ぎなかったが,新 しい数学的
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図AOR発 展の歴史

時 間 ORの 区分
巨 理の区分 已 理の対象 ∈ 体 国

過 去

現在 →

↓
未 来

ミ リタ リー ・OR

(軍 のOR)

イ ン ダス トリー ・OR

I(企業
のOR)

　

コ ミュニ テ ィ ・OR

(社 会 のOR)

兵器の配置

生 産管 理
↓

在庫 管理
↓

設 備管 理
↓

販 売管 理↓

財務 管 理↓

情報 管理
↓

人事 管理

交 通

衛 生

社 会保 障

社会経済の
開 発

モノのOR

鰯
モノ ・カネ
ヒト・情報
の

総合的管理

軍
↓
軍需産業

メーカー
↓

販売会社
↓
金 融 業

!
全 会 社
1

↓
政 府 ・
公共機関

英
↓
米↓

連合軍
1

↓
欧 州
日 本

後進国

↓

出所:日 本科学技術連盟第9回 数学計画シンポジウム,富 士銀行矢矧晴一郎民報告 「財務管理」より。

図Bフ ィナンシャル ・マネ ジメ ン トの適用分野 と数学計画の手法

狭義のフィナ
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百
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ー ミン グ

③

コン ヒ。

ユー タ

利 用

●

④

⑧
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処理

百

計量
経済学

下
下
●
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@
㊨

計量 マル
心理 コフ
学 過程

サン
プリ
ング

百

里
旦

自動

制御

⑳

出所:図Aと 同 じ。
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手 法を採入れ,コ ン ピュータの力 をフルに利用 し,よ り広 く,よ り深 く掘下 げることが

で きるよ うに なった。

図Cフ ィナ ンシ ャ ル ・マ ネ ジ メ ン ト ・シ ステ ム の構 成

ヒトの管理
人事管理
労務管理

財 務管理 のデータ

国際 情報
マクロ情報

セ ミ ・マクロ情報

ミクロ情報

超 ミク ロ情報

モ

国際モデル 生産モデル

経済モデル 在庫モデル

金融モデル 販売モデル
財政モデル マーケティング

産業モデル ・モデル

地域モデル 設備モデル
企業'モデル 会計モデル

経営計画 人事モデル
モデル 情報モデル

ル

コンパイラーによるモデル

シ ミュ レー ション・ランゲ
ー ジに よるモ デル

計量 経済 モデル

数理 計画 モデル

ネ ッ トワー ク ・モ デル

キ ュー イン グ ・モ デル

ゲー ミング ・モデル

経営上の要求

国際的 レベ ル

国家的 レベ ル
産業の レベル

企業'のレベル

企業内 レベル

財務管理

会計管理
資金管理
原価管理
利益管理

電子計算機および周辺機器

オンライン

タイム ・シェアリング

グラ7ィ ック・ディスプ レイ

計画数学 情報数学 計算数学
計量数学 制御数学

モノの管理

生産管理
在庫管理
設備管理
販売管理

施策
戦略的
戦術的

出所:月 刊誌 「オペ レー ションズ ・リサー チ」VOL12.NO.1.矢 矧 晴一郎 「財務管理の新 次元」

(4)将 来 の 方 向=図Cは 新 しいフィナ ンシ ャル ・マネジメ ン ト・シス テ ム のあ り方

を図式化 した ものである。

この中で,と くに今後,問 題 となる と考 えられるのはシミュレーシ ョンと情報の視覚

伝達(ビ ジュアル ・コミュニケー シ ョン)の 問題 である。企業 の経営は 「不確実な未来

に,不 完全情報 の下で,自 社 の持つ設備,原 料,資 材,労 働,材 料,エ ネノレギー,資 金な

どの有形,無 形 の資源を投入 して,外 界 の自然条件 や,関 係先の思惑や,顧 客 の気 ままな

行動 な どを相手 に争 う長期 のゲー ムである」 と考え られ ている。 したがって,前 向 きに

は,確 率論的模型 によって,い ろいろな計画 の検討 をせねばな らない。 このためシミュ

レーシ ョ・ンは有力な武器 になる。中で もDYNAMO(dynamicmodels)は 有効 である。

これはべネ ット(R.K.Bennett)に よって書かれたSIMPLE(SimulationofIndustria1
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ManagementProblemswithLotsofEquations)の 不 備 な点を改良 し,1959年 に完成

した ものである。世 の中の動 きを連続的な ものと して とらえ,自 働制御 におけるフ ィー

ドバ ックの理論を基礎 として,主 に経 済構造や企業組織体内での各要素の絡み合 いをと

きほ ぐそ うとする思想 の下 でつ くられ た/Sミ ュ レーターのひとつである。DYNAMO

は 自働的にエ ラーをチ ェック し,コ ン ピュータのインス トラクシ ョンどお りに計算 し,

そ の計算結果 を表や グラフに印刷 する。 ある想定 された条 件 下 で,10年 や,数10年

の未来 の財政状態 を数分間で示す ことができる。

っ ぎの問題点は視覚伝達 の問題 である。現在す でにコンピュー タのア ウ トプ ッ トの能

力 の飛躍的向上の結果,そ れを咀噛 ・活用する入間の側の 限 界 が 問題 になって きてい

る。 グラフィック ・ディスプ レイはそのひ とつの解 決法 であ り,こ の装置に よって企業

の トップ ・マネジメン トが,み ずか らライ ト・ペ ンを持 って,必 要 な資料 を要求 し,デ

ザイ ンす るようになることも夢ではない。

`
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第7章

普及段階 に入った中小企業の コンピュー タ利用

1中 小企業におけ るコン ピュータの普及状況

A発 展経過

1957年(昭 和32年)に わが国 には じめてコンピュータが導入 されて以来,

その普及速度はま ことにいち じる しい ものがあったが,そ れは主 として大企業

を中心 とす るものであって,中 堅企 業をふ くむ中小企業の領域におけるコンピ

ュータの普及は,き わめて最近 になってか らの ことである。す なわち資本金1

億 円～10億 円のやや小規模 な企業 での コンピュータの導入 は1962年(昭 和37

年)に なるまで皆無であ った。

1962年 当時,貿 易の 自由化,高 度成長経済政策の 影 響 を直接,間 接 に受け

た中小企業は,労 働力 の不足,人 件費の高騰になやみ,ま た事務量 の増大,経

営の近代化の要請 な どの要因 によって,事 務機械化を急速 に促 進すべき環境が

成熟 してきてはいた。 しか し中堅企業 をふ くむ中小企業 の分野においては,コ

ンピュータによる事務機械化 は未知数 であった。 その主 な理由は,

① 中小企業の経営者 の関心が直接的 な設備投資 にあ り,事 務 管理 を第二義 的

に考 えていた こ と。

② コンピュータの もた らした経済的効果 と,管 理水準 向上の事例が きわめて

少 な く,中 小企業の経営者の コンピュータに対す る認識が低 か った こ と。

③ 価格性能 の点 で中小企業 に向いたコンピュータがあま りなかった こともあ

って,コ ンピュータ ・メーカーが本格的に中小企 業の事務機械 化 と 取 り組

まず,PRが 不足 していたこと。

④ 政府その他 の機関による指導 が,も っぱ ら大企 業を中心 としてお り,中 小
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企 業に対 して行 なわれていなか ったこ と。

な どを挙 げる ことができる。

1963年(昭 和38年)5月 に公表 された 「中小企業の事務機械化 に関す る調

査 報告書」(機 械工 業連合会 ・日本電子計算機(株))は,高 度成長経済の中に

あ って,労 働力の不足 か ら事務 の合理化 を迫 られている中小企業 の領域に,コ

ンピュータの潜在需要が将来無視 できない と結 論 している。 また同報告書は,

中小企 業ヘ コンピュータを普及 させ る対策 として,官 庁 および コンピュータ ・

メーカーに対 してつ ぎの よ うに要望 した。

官庁 に対 しては,① 主 要都市 に計算 センターを設置する こと,② 従来生産設

備重点主義であ った中小企業設備近代化合理化資金 な どの融資範囲を広げ,事

務機器 とくに コンピュータな どもその対象 とすべ きこと,③ コンピュータをふ

くむ事務機器 に,特 別償却制度 を適用 す る こ と,④ 公共機関,団 地,協 同組

合,商 店街 な どを中心 に,コ ンピュー タによる経 営のモデル ・セ ンターを設置

するこ と。⑤ コン ピュータ とそれ を中心 とす る経営組織 について講習会 を開催

す ること。

コンピュータ ・メーカーに対 しては,① 主 要都市 におけ るコンピュータ ・シ

ョーの開催,② コン ピュー タに関す る資料の作成,配 布,③ 共同事業 として講

習会 の開催,計 算 セ ンターの設置,④ 中小企業 が要求 してい る多種少量 の基本

事務 を処理 できる低 廉なるコンピュータの開発 。

な どであった。

この報告書 と前後 して,63年 に,中 堅企 業向けに賃貸料 の 手 頃 な小型 コン

ピュータや超小型 コンヒ.ユータが,各 メーカーによって 商 品 化 され た。た と

えば,小 型機 として,FACOM212お よび231,HITAC103,お よび201,

NEAC2205,0KITAC5090A,TOSBAC3300な どがあ り,超 小 型機 とし

て,NEAC1201A,TOSBAC1100な どが 発 表 された。同年 中に,資 本金

5,000万 円か ら1億 円未満 の中堅企業 へ と普 及 しは じめ,64年 には,各 種 の



198

コンピュータ ・シ ョー,事 務機器 シ ョーが開催 され,65年 に か け て,資 本金

100万 円か ら5,000万 円未満の規模の企業 に も次第に設置 され るよ うにな った。

66年 に入 ると,コ ンピュータは企業防衛 の立場か ら導入 される こ とが認識

されは じめた。 日進月歩の進歩 を続 けるコンヒ.ユ一夕技術は,よ り低廉 で より

高性能 の機種 が開発 され,中 小企業においても,経 営の合理化のた めの必需品

としての認識が高 ま り,66年9月 現在,資 本金10億 円以 下 の企 業におよそ

600セ ッ ト以上の コンピュータが設 置 され てい ると推定 され ている。 こ うい う

現象 を作 り出 している理 由は,こ の よ うに大量の小型機お よび超小型機 が中堅

企業 および中小企業に普及 しは じめた ことによるのである。 この よ うに して,

わが 国では,中 堅企業 をふ くむ 中小企業 における コンピュータの動向は,た だ

コンピュータ ・メーカーの関心 であるばか りでな く,将 来の労働 問題,産 業構

造 の変革 と合 わせ て重 要な意味 をもっている。

B最 近の傾向

当 日本電子計算開発協会が1966年(昭 和41年)8月 に行 なった実態調査

(巻末資料参照)に よれば,中 小企 業分野 におけ る コ ンピュータ導入 の最近の

傾 向 として,つ ぎの よ うな点が明 らかに されている。

a機 種 についての傾 向

(1)全 般的にみて,小 型 ・超小 型が 中心(75%)を 占め,中 型は24.2%

表30企 業規模と機種との関係(%)

1大
型1中 型1小 型1超 小 ⇒ 計

1-500人

501-1000人

1001-3000人

0

2.2

0

15.5

17.8

44.1

26.7

48.9

32.4

57.8

31.1

23.5

100.0

100.0

100.0

出所:日 本電子計算開発協会調査 による。
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であ り,小 型,超 小型が年ご とに急速に普及 しつつあ る。

(2)機 種 の大小関係が,企 業規模 の大小 と正比例 している の も 中以下の特

徴であ る。

b導 入時期

(1)こ の調査 に現 われた限 りでは中小企業にお け る コンピュータの導入 は

61年 から始 まってい るが,各 業界 に普及 しは じめたのは63年 か らで,こ と

に機械工業は出足 がおそか ったが,64年 か ら急速 に導入企業が増加 した。

(2)企 業規模 と導入時期 との間には特徴的関係 はみ られないが,1～500人

規模では早 くか ら着実 にふ えて きてい ることが示 されている。 そ して設置

台数だけを比べ るな らば,1,001～3,000人 規模 よ りも,そ れ以下の規模 の

企業の方が多 く保有 する結果 となってい る。 これ は,小 回 りの き く小企業

で,経 営者が積極的 な意欲 を もつ場合 に,導 入が スムーズに行 なわれ る一

般的傾 向を反映する もの とも考 え られ る。

(3)機 種 と導入時期 との関係 では,小 型 ・超小型機が中型 よ りお くれて普

及 してきた ことが明 らかになっているが,こ れはコス ト・パ ーフォーアン

スあるいはレンタル料の点で中小企業 にとって手 ごろな小型 ・超小 型が,

62年 ごろか ら生産 され るよ うになった ことを背景 としている。

c導 入方式

(1)レ ンタル方式が増加す る傾 向にあ り(78%),そ れは 「償却」上有利 だ

とい うことが最大の理 由になってい るが,と くに超小型 を入れ てい る企業

では 「導入準備」 とい う項 目が 目立 って多い(超 小型 レ ン タ ル の理 由の

43%を 占める)。 これは将来 コンピュータ化 の準備 として,ま ず超小型 を

レンタルで使 ってみる とい う考 え方か らくるもの と思われる。

(2)導 入前後 に外部 の計算セ ン タ ーを利用 した経験 をもつ企業は約16%
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で,残 りは単独導入 である。

(3)導 入前 に計算 センターを利用 した企業の多 くが 設置後 も引続 き利用 し

ている。 これは 自社の機械能力が小 さい(超 小型)た め,日 常の仕事は 自

社 のコン ピュータで処理 し,大 量計算事務 を一括 して外注す る とい うや り

方を とってい るか らである。

C産 業別 ・規模別 にみた特徴

a産 業別の特徴

産業別 にみ た場合,最 近の中小企業の コンピュータ導入 には,つ ぎの よ う

な傾向がみ られ る。

(1)製 造業 ・非製造業 に分 けると,回 答企 業の うち,製 造業は55.6%(69

台),非 製造業は44.4%(55台)と な り,や や製造業 に設置 台数が多い傾

向がみ られ る。

(2)中 心機種 にはつぎの特徴がみ られ る。

化学系=超 小型が50.0%

機械系=小 型が51.6%

金融 ・サービス系=中 型 が42.3%

三の▲ 造‡}一蹴 ・鯉 ・中型が各 ・3・・%

(3)商 業では比較的共同利用が多い。 また自社 に 設 置後,外 部の計算セ ン

ターの利用 を始 めるケースがみ られ る。

(4)商 業系 および金融 ・サー ビス系の両者でEDPSを 経営意志決定 に利用

す るきざしがみえている。

b企 業規模別の特徴
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(1)規 模別のEDP化 率は,大 規模階層 に近 づ くほ ど大 とな るが・設置 台

数は小規模 階層 でも変わ らない。

(2)逐 次,設 置機械 の置換 え,ま た は拡張 によって,大 型化 への方 向をた

どっている。

(3)導 入動機 として,賃 金上昇 の圧力は,資 本金の 小 さい企 業(1億 円以

下)ほ ど強 く働 き(15.9%),機 械 化推進 の動因 と な りつつ ある。1億 円

以上 の企業では約半減 して7.3%と なっている。

(4)前 述(B-a項)の よ うに,企 業規模 の大小 と機械構成の大小 は,正 比

例 している。

(5)要 員数は,つ ぎのよ うに機械構成の大小 と正比例 してい る。

500人 以下:5人 以下53.3%

1,000人 以下:10人 以下57.7%

2,999人 以下:21人 以上32.4%

パ ンチ ャーは規模 と関係 な く,5人 以下が90%を 占めてい る。

(6)買 取 りとレンタル との比率は,企 業規模 と関係 な く レンタルが多 く,

77%を 占めている。

D導 入動機

中小企 業におけるコンピュータの導入動機 をみる と,事 務量の増加 あ るいは

企 業競争の激化等 に端を発 し,主 として経営管理面 の強化,販 売促進,計 数管

理 に もとつ く信頼度の向上 といったいわゆる企業 の成長過程 における合理化の

必 要性が強 く作用 してお り,賃 金 上昇 の圧力,な い し労働力不足 とい った要因

よ りも大 きい比率 を占めている。

また超小型の廉価な ことが大 きな魅力 になっているこ と,一 般 に経営意思決

定への資料 の作成 に利用 しよ うとい う考 え方が多 くなってきたことが注 目され
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る 。

E中 小企業に普及してきた背景

中小企業においては,導 入の大半が経営意識の高い経営者の発案により行な

われている。また導入の刺激 となった要素をあげれば,① 市場競争における経

営戦略,② 基本事務の合理化,③ 導入技術の進歩,等 に大別 して考 え られる

が,中 小企業の経営者は,① ②の理由を同時に考えている場合が多い。

a経 営戦略上の要因

①講習会,専 門誌等々による経営意識の高揚,② 労働力不足,人 件費の上昇,

③企業の体質改善 と管理体制の整備,④ 利益管理,た とえば過剰在庫を少なく

するため,商 品別,事 業所別売上統計,仕 入統計,商 品台帳等を速かに作成す

るとか,各 部門別の見積原価による差益の算出を短時 日に出さねばならないな

ど。

b基 本事務の合理化の要因

卸売,小 売業などの商業部門にみられるように,近 年売上増加にともなって

伝票発行枚数が急増 してお り,手 作業ではこれらの処理が停滞 し経営活動の障

害となっているなどがあげられる。

c導 入技術の進歩

① ユーザー として帳簿の統一,製 品の コー ド化,プ ログラ ミングの問題等の

導入 までの準備が慎重に検討 され,社 内調整 を十分 に行 な うよ うになった。②

導入機種 の選定 にあた っては,企 業負担の限界,適 用業務内容 を明確 に して,

各 メーカーの機種の性能比較,ソ フ トウェア等の比較検討 を行 な うよ うになっ
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た。③超小型機が製 品化 されてか ら,プ ログラ ミングが比較的容易 とな り,設

置場所 および取扱 いが簡便 にな り,経 費 も安 くなった。④設備費の低下=超 小

型機 では事務所 の一隅を利用 する程度で工事費はほ とん どかか らない。小型機

以上 では,現 在工 事 費50～]DO万 円程度 かか るが,機 器 が年々小型化の方 向

に進 んでいるので,設 備費 もますます少 な くなる傾向 にある。⑤運用費の低下

(中小企業電子計算機利用効果調査委員会編 「中小企業 に お け る電子計算機利

用効果お よび機械化計画調査報告書」1966年10月)=月 間運用費 をみる と28社

の1社 平均は60万5,000円 であ り,こ の うち機械直接費 は34万9,000円(総

額の57.7%),機 械 関係消耗 品費5万9,400円(9・8%),機 械室人件費17

万6,000円(29%)と なっ'てい る。超小型機の場合の月間運用費をみ る とス ト

アー ド・プ ログラム方式の超小型 では1社 当 り月間30万 円前後,ス トアー ド・

プ ログラム方式で ない超小型 では15万 円前後 であるが,年 々低下の傾向にあ

る。なお年間売上高に対す る運用年間総費用率 および レンタル料比率は,次 表

の とお り,製 造業の場合は,平 均的に み て売上高の0.5%,非 製造業の場合

は0.31%と なってい る。また 売 上 高 に対 する平均 レンタル料率は製造業で

約0.28%,非 製造業では約0.19%と なってい る。 この比率 は数年前 とほと

ん ど変 ってお らず,機 械 の進歩か らみれば,実 質的に性能の向上 した計算機 を

使用 している と思 われ る。

表31製 造業 ・非製造業別の運用費比率一
運用総費用/売上高

機械 レンタル料または

購入機械償却費/売 上高

上限

下限

平均

上限

下限

平均

1.41%

0.12%

0.50%

0.79%

0.06%

0.28%

1.68%

0.03%

0.31%

1.09%

0.03%

0.19%

出所:中 小企業電子計算機利用効果調査委員会編 「中小企業における電子計算機利用効果および

機械化計画調査報告書」(1966年10月)よ り。
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F将 来の動向

わが国でコン ピュータが 中小企業 に本格的 に普及 し始 めてか ら5カ 年 を経過

した今 日,ア ンケー トの結果 に見 られ るよ うに,そ の利用水準は,第 一段階 の

「基本事務処理 」 と第二段階の 「管理 水 準 の向上」 とが動機の約6割 を占めて

お り,さ らに第 三段階の 「経営の意思決定資料 の作成」に入 っているのが約1

割 を占め,今 後年 ご とに第三段階 を指 向する企 業が増加 してゆ くもの と予想 さ

れる。

産業別 に今後の動向 をみれば 「過剰在庫 を少 な くす る」「無駄 な人員配置 を

少な くす る」「製品や商品の納期 を短縮 する」等の効果が計数 管 理 面 において

最 も期待 され る機械工業が中心 とな り,金 融 ・サー ビス ・運輸業 ・化学 ・石油 ・

ゴム工業,商 業,そ の他製造業等 に普 及 してい くもの と思 われる。

機種別 に今後の動 向をみれば 「使用料 が安い」「取扱いが簡便」「プ ログラム

が簡単で特別の要員 をあま り必要 としない」等の要求 をみたすもの として,利

用 目的は異なっていて も産業別,企 業規模,従 業員数,業 務量 の多少等に応 じ

て,小 型 ・超小型機 が数量の点で圧倒的 に幅広 く活用 され るであろ うし,一 方

中型機,大 型機 については共同利用 の方 法が今後の重要な研究テーマになって

くるであろ う。

2中 小企業におけ るコンピュー タ利用の現状 と問題点

A中 小企業 にお・け る一般的傾 向

わが国の中堅,中 小企業では,企 業規模の大小 に か か わ らず,EDPS化 の

影響 を徐 々に受 け,と くに成長過程 にある独 立企業 では,単 独 にEDPS化 を

実施 す る企業が次第に多 くなってきてV・る。また,全 般 的に見て,EDPS利 用
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の程度は,そ の第一段階(単 純大量事務 の事後処理)に あ り,第 二段階(総 合

的管理業務)を 指 向 しつつ も,そ の段階に到達 した企業 は少 ない。外部計算 セ

ンターの共同利 用はきわめて少 ないが,自 社計算機 と計算 センター とを二元的

に利用する芽 を うかが うことができる。

a適 用業務 についての傾向

(1)在 庫 管理,得 意先管理,販 売統計,お よび給与計算 が多い。

製造業では,こ れ に資材管理,技 術計算が加 わ り,商 業では資金管理が,

また金融業 では配 当金 計算が加わ る。

(2)レ ポー トの作成頻度別 に み ると,月 報,日 報,随 時報,週 報の順 であ

る。月報の おも な も の は,給 与,販 売統計,得 意先 管理,在 庫 管理 であ

り,お もな 日報類 は販売統計,在 庫管理 であ り,随 時報 のお もな ものは技

術計算,販 売統計についての報告書 である。化 学,機 械,商 業 では,随 時

に報告書 を作成 す ることが多い。

b専 門要員の業務 に見 られ る傾向

(1)シ ステム設計,フ ォームデザイ ンな どはほと ん ど専門要員 によって行

なわれてい る。 レポー トを利用す る立場 の経営者管理者が 自ら乗 り出すこ

とは少 ない。

(2)オ ープ ン ・プ ログラマー制の きざしは まだみ られ ない。

Bコ ン ピュー タ利 用 をめ ぐる問題 点

コンピュータの利 用については,中 小企業においても大企業の場合 と同 じよ

うに社内組織 か ら起 こる問題,レ ポー トの活 用の問題,管 理水 準および費用 と

効果 に関する問題 があろ う。
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aト ップの支持

トップ ・マネジメン トが機械化 の主唱者 で,か つ熱心 な実施指導者の場合

は,末 端 まで機械化の趣 旨が徹底 し効果 をあげてい る例 が多 い。機械化委員

会制 を とるこ とに よって,各 部 門の陸路,改 善事項が浮彫 りにされ,ま た機

種選定 な どは公正になる。 だが この よ うな委員会制 においては,余 程 トップ

が実質的な指導者 にならぬ限 り,社 内に無関心 グループが生 まれた り,ま た

委員会内部の争 いによって機械化 が挫折 する恐 れがある。

b社 内の理解協力体制

現在 中小企業で設置 してい るように,主 として コス ト・パーフォーマンス

の点か らコン ピュータの機種が小型 ・超小型では適用業務 の範 囲が限 られ る

の もや むを得 ないであろ う。 したがって適用範囲内の人 は 協 力 的 であって

も,仕 事の流 れが手作業か ら機械 に移 される接点で問題が起 こ りやすい。非

機械化部 門の人へ もEDP意 識 を普及す る必 要 があ り,EDPSへ の協力体

制 をつ くらなければ ならない。

c機 械担 当部門の位 置づけ

EDPSの 専 門部署 は,計 算業務 の代行機関 としては ライン的性格 を もち,

管理情報 の提供者 としてはスタ ッフ的性格 をもつ。適用水 準 が 上 がるにつ

れ,こ の二元性 か ら職務権限の範 囲,内 容 に問題が起 きることが往 々 として

ある。 またEDPS部 門では,適 格 要員 の採 用,配 転難・定員判定の困難 な

どがあ り,昇 進 のル ー ト,給 与体 系な ど,人 事 に関す る前例が利用企 業のみ

ならず産業界に も少 ないので,適 切な人事政 策が樹 てに くい場合がある。

dレ ポー トを企業行動へ活かす ことt

経営管理者は 「管理点 とそのタイ ミング」を要員 に明示 しなければ,適 切
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な レポー トは作成出来ず,ア クシ ョンに結 び付 け られない。 また担 当業務 に

レポー トが生 かされない と,イ ンプ ッ ト・データの送付期限の厳守,正 確 な

内容,仕 様通 りの記入法 も守 られに くい。

e管 理水準

近代的管理 の在 り方は,仕 事に即 した 「目標 に よ る管理」「測定 に よる管

理」 であ る。 そのためには業務活動が出来 るだけ標準化 されてい ることが必

要である。仕事の進行状況や結果 を標準に照 らして差異 を明 らかに し,要 因

分析 を行なって具体 的な改善策 を樹 ててゆ くべ きである。

中小企業 では一般 に,利 益計画 を確立す るための経営計算制度が望 まれな

が ら,機 械化以前の問題 が多 く,こ れをまず克服 する必要がある。

ま 費
用 と効果

現在のEDPSの 利用状況 をみ ると,中 小企 業に お いては,単 独設置利用

の例が過半数 を占め,共 同利用,あ るいは計算セ ンター利用がきわめて少 な

い。だが,投 下費用 と効果 を秤量す ると,設 置初期の段 階では,共 同利用の

利 点を生か し,少 ない固定 費で(単 独利用す る場合 の希 望す る機械規模 を一

二 段小 さ くして,十 分経済 的な採算を考 え)将 来 の拡張を予定 しなが ら計算

セ ンターなども利用す るとい う二元的な利用形式 を真剣 に再検討 してもよい

のではないだろ うか。 もちろん機械規模 を小 さくす ることは,そ れだけ機械

能 力が小 さくな り,あ ま り効果的でないこともあるであろ う。 したが って,

機械規模は企業の経 営規模 の成長 と見合 って,将 来 を展望 した上で拡張可能

な システムか ら築 き上げてゆ く必要がある。

何 をもって効果的か とい う判定 は非常にむ ず か しい。 とくにEDPS化 に

よる経済効果,あ るいは管理水準の向上 などは,全 経営組織の質的な効果 を

含 んでい るために,量 的 に測定す ることが困難 な場合が多い。もし,こ の よ
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うな経済効果 を測定 する判定規 準 が あ れ ば,と くに中小企業 では,自 社の

EDPSの 利用状況の優劣 を知 る こ とが でき,EDPSに たず さわ る専門要員

の士気,関 係他部 門の協力態度 にも大 きな影響 を与え ることができるであろ

う。 したが って,こ の よ うな とくにEDPSの 採算性,経 済性 につ いての測

定規準 を,公 的な機関な どで検討 され ることが望 まれ るの であ る。

C効 率的利用事例

コンピュータの効率的 な利用事例 について若干 の例 をあげてみ よ う。その前

に効率的利用の条件 としての一応の 目安 を挙げてお こう。

(1)現 在 までに実施 された事務機械化投資率 に関す るい くつ かの報告書,

あ るいは事例について総合的 にみる と,事 務機械 化 に対 する投 資率は,製 ・

造業 においては総売上高の0.3%前 後,非 製造業 では0.2%前 後である

が,機 械化 による効果 を真 に上 げるには,と もに0.5%あ るいはそれ以上

の投資率を考 えなければな らぬであろ う。

さ らに コンピュータを効率的 に利用 す る条件 として,つ ぎの要因 を考え

なければな らない。

(2)現 在利用 されているEDPSに ついて レンタル ・ベースで使用する場合

の月 間運用費(レ ンタル料 を含 む)は,レ ンタル料の2倍 弱(レ ンタルが

30万 円/月 ならば60万 円弱)で あ る が,周 辺装置がメイ ン ・プ ロセ ッ

サーよ りも大 きくなる傾向がある現在,そ れに付随 して,月 間運用費は,

レンタル料 の2倍 以上になる傾向がある。

(3)事 務員1人 当 りの月額費用は,業 種 によってか な りの幅があるが,1カ

月 およそ5万 円一 本給1.6万 円を含む一 と算定 する。

(4)在 庫費用や売掛金の減少 な ど,計 数的に把握で きる も の は,す べて費

用的価値に換 算計上す る。
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a事 例1

ある電気部品メーカー(年 商5億 円,従 業員220人)は 超小型 レンタル

で,1965年9月 か ら使用 している。その導入 の動機 は 工 数 計算の遅れが,

経営計画の設定 に悪影響 を与 え始 めたので,ト ップの発意 でEDPS化 に踏

み切 ったのである。

当初,工 数集計,給 与計算 を機械化 し,1年 後 に品種別原価計算 ・技術計

算 も加えた。効果 としては,次 の3点 を挙げ ることが できる。

①毎月11目 の役員会 に前月の工数集 計の提 出が可能 となった。事務人員

は増加 していない。② 品種別に換算が可能 とな り,か つ正確 とな った。③そ

の結果,受 注方針,設 備拡張計画 が適切 となった。

b事 例2

ある電気部品の卸問屋(年 商4億 円,従 業員40人)で 超小型 レンタルで

1965年7月 か ら使用 してい る。導入の動機 は販 売事務計算が大量 で繁雑 で

あ り,計 算 の誤 り,遅 れが 目立 つので,ト ップの主 張で機械化 したのであっ

た。

機械 システムは,自 社の超小型機お よび外部計算 センターの中型機 とを,

補完 的に利用す る形式 を とっている。

当初売上伝票 の発行,得 意先元帳,日 報(得 意先別 ・売上,値 引,返 品,.

入金)を 作成 した。

1年 後 には,計 算 センターに 日報作成時 に同時穿孔 さ れ た 紙 テープを送

り,大 量 データ処理 を し,月 次の売上諸統計 を作成 してい る。

①商品部 門別業態管理表=荒 利,貢 献度,回 収

②得意先管理表=売 上,返 品,党 利,現 金手形,売 掛,債 権残

③商品管理表=商 品別在庫 回転率,発 注点,荒 利,仕 入返品,売 返 品

効果 として,



210

①人件 費節約 は年間112万 円,② セールスマンの セ ー ル ス 正味時間の増

加,③ 在庫費用 の減少は年 間200万 円,④ 残品の処分促進,不 足品の適量適

,時発注,回 転率 の悪い商品の一掃,利 益管理 が可能 となった。

3中 小 企 業 に お け る コ ン ピ ュー タ リゼー シ ョンを制約 す

る諸 条件

前節 までに説 明 した よ うに,中 堅企業 をふ くむ中小企業のEDPSを 中心 と

す る事務機械化 の将来 については,1962年 に実 施 された 「中小企業 の事務機

械化 に関す る調査」(機 械工業連合会 ・日本電子計算機株式会社)当 時 よ りも,

非常 に明るい ものを感 じさせる。すなわち当時は中小企業 は高度成 長経済政策

の余波を受 けて,労 働力の不足,人 件費の高騰,事 務量の増大,複 雑化 な どの

急 激 な産業構造の変化 によって もた らされ た労働事情の圧迫 要因 に苦 しみ,し

か も中小企業の経 営者層 のコンピュータに対す る認識の不足,事 例の欠除 があ

り,ま た低廉 ・高性能 のコンピュータが僅少 であ り,加 えて,官 公庁 ならびに

メーカーの諸施策の欠除 な どに よって,EDPSに よる事務の機械化 は未開拓 の

状 態であった。

今 日もなお,経 済の一般 的環境 として,中 小企業 における労働力の不足,人

件費の高騰,事 務量 の増加は1962年 当時 とあま り変 っていないが,現 在 では

つ ぎの諸 点が大 き く変化 した。eg-一に大企業へEDPが 普及 し,好 む と好 まざ

るとにかかわ らず 中小企業がEDPSの 効果 を見聞す るよ うに なった。第二 に

中小企業電子計算機利用効果調査委員会が実施 した1966年 の 「中小企業にお

け る電子計算機利用効果 お よび機械化計画調査報告書」で も明 らかなよ うに,

中小企業 の経営者層 は,コ ンピュータをたんなる人員節減の機械 とは考えず,

コン ピュータ利用 によって,事 務管理水準を向上 させ,安 定的 な生産計画,販

売計画,在 庫管理,売 掛管理 な どを実行 できるとい う積極的 な考え方に変 って
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いるのである。

この よ うな中小企業 の経営者層の コンピュータに対す る認識 の向上 と前 向き

の姿勢 に加 えて,コ ンピュータを中小企業に急速 に普及 させ る第三の要因は,

各 コン ピュータ ・メ ーカーが,中 小企業 向けの低廉 な機種 を開発 した ことであ

る。 さらに,第 四 として,通 産省,中 小企業庁 その他政府機関の指導,日 本電

子計算機株式会社 によるレンタル制度の普及,各 種 コンピュータ ・シ ョーの開

催,メ ーカーの販売努力,事 例の整備,日 本電子計算 開発協会,各 電子計算セ

ンターな どの啓蒙,指 導 な どをあげなければな らないであろ う。 この ようにし

て,わ が国の中小企業がEDPS化 され る客観状勢 は徐々に整 いつ つ あ り,中

小企 業の経営の合理化 は,コ ンピュータを中心 に質的に変容 しつつ あるのであ

る。 だが中小企 業へ広 くコンピュータの利用 を滲透 させ るには,つ ぎの よ うな

い くつかの要因 をさ らに考 えなければな らない。

第一にあげなければな らないのは,コ ンピュータの能力に対 する客観 的な認

識 と,コ ンピュータの利用 を最大限に活用す るための受入れ体制 である。低廉

な コン ピュータの出現に よって,中 小企業 でも,コ ン ピュータを中心に した経

営 を実施で きるようにな りつつあるこ とは事実 であるが,中 小企業が コン ピュ

ータを設置 した り,あ るいは利用 したか らとい って,た だちにすべての問題が

解決 す ると考え るのは早計に過 ぎる。 コン ピュータは,し ょせん,経 営者の意

思決定 に資す るあらゆる情報 を正確迅速に と り入れ,伝 達,記 録,分 析す るた

めの道具,す なわ ち,情 報管理の道具 であ る。 この ことは,コ ンヒ.ユ一夕が孤

立 してはあ り得ず,販 売,生 産,在 庫,経 理,労 務 な どの経営組織,調 査活動,

その他の情報源 と,そ の管理 とに密接 に関連 していなければ真の効果 を期待で

きない ことを意味す る。 コンピュータの能力 を最大限に活用 するには,は じめ

に何の 目的 に使用す るか とい う経営 目的 を明確 に し,経 営組織 を整 備 し,人 的

能 力 を用意 しなければな らないのである。 この ような観 点か らす ると現状 では

中小企業の経営組織 は不完全 であ り,さ らに,人 的能力は非常に不足 しゾかな
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らず しもコンピュータが即座 に利用できるよ うな状態 ではない。 したがって,

中小企業ヘ コンピュータの利用 を普及 させ るためには,経 営組織の改善指導 と

人的能力の向上のために,広 く再教育 しなければな らない であろ う。

第二の点 は,中 小企業の事務作業の性格 とコン ピュータ利用 め負担能力 であ

る。 さきに説明 した よ うに,中 小企業の置かれた客観条件 として,労 働の供給

条件が将来 とも厳 しい ことが予想 され,さ らに経済成長が続 くかぎ り,事 務作

業の増大化傾向が続 くであろ うか ら,コ ンピュータの利用が,主 として この面

を補 うことにあるであ ろう。だが,い かに,超 小型 コン ピュータの価格 が低下

しても,価 格 引き下げのために性能 を犠牲 にす ることには,限 度 があるか ら,

技術的に価格 引き下げに も下限がある。また,す べての事務作業 を超小型コン

ピュータに委ね ることが困難 な場 合も生 ずるであろ う。 とい うのは,中 小企業

の事務作業 の性格 か らして,ひ とつひ とつの作業量 は少量 ではあ っても,作 業

の種類が大企業 とあま り変 わ らない場合が多 く,超 小型 コン ピュータが このよ

うな多種少量 の事務作業 を消化できるか ど うか疑問 であるか らである。すなわ

ち,中 小企業 にはいわゆ る受注,生 産,在 庫,売 掛,経 理,労 務 な どの間 口が

広 く奥行の浅 い基本的事務作業が多 く,超 小型 コンピュータの性能 が限定 され

ると,記 憶容量 が縮少 し,ソ フ トウェアが制約 され,周 辺装置が限定 され,事

務作業 とその管理 を全 面的に消化す るこ とが困難 となるか らである。

第三の要因 としては コンピュータ利用の費用 をあげ なければならない。 コン

ピュータの利用方法には,単 独 で購入す るか,賃 借す るかの単独 利用 と,あ る

いは,い くつかの企業が協同 して購入設置す るか,既 設の コン ピュータ ・セン

ターを利用す る共同利用 とがある。経営規模の大 きな企業 であれば,単 独利用

に よって,企 業の独 自のEDPSを 作 ることが で きるであろ う。た とえば,現 在

コンピュータを利用 してい る中堅企業をふ くむ中小企業は,単 独利用が主 であ

り,経 営規模の上 か らみ て製造工業 などでは月商1億 円内外以上 であって,必

ず しも小企業ではない。 コンピュータ既設の製造工業では,平 均月商のおよそ
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0.2～0.4%を レンタル料 として支払 ってv・ るが,超 小型 コン ヒ.ユータが開発

された とはい え,そ の価格は現在,最 低800万 円前後で あって,こ れを40～45

カ月の賃貸 とす ると,月 間18～20万 円程度の レンタル料 を支払わなければ な

らない。 したがって,超 小型 コンピュータの価格水準が現在 のままであれ ば,

単独利用 の場合 は,月 商5,000万 円以上が必要であろ う。 このよ うに コン ピュ

ー タの単独利用 には,経 営規模 の制約 があるのであ る。 中小企業 において単独

利 用を さらに飛躍的 に増加 させ るためには,コ ンピュータに対 す る月間投 資率

を売上げの0.4%の 水準か らさらに高 めるか,あ るいは よ り低廉 なコン ピュー

タが出現 しなければな らないであろ う。 この二 つの条件 が ととの って来 ても,

中小企業では依然 として経営規模 の制約 を免 れ るこ とはで きない。

A共 同利用の可能性

上述 のよ うに,中 小企業 のコンピュータ リゼ ーシ ョンを制約 する条件 はい く

つか あるが,と くに,単 独利用 に対 して資金的余裕 のない中小企業に まで コン

ピュニタの利用 を普及 させ るには,ど うした らよいであろ うか。

すなわ ち,中 小企 業が多種少量 の事務 を十分消化す るためには,超 小型 コン

ピュータ以上の能力を もつコンピュータが必要になる場合が多いが,中 型,あ

るいは小型 コンピュー タさえ も単独導入 は資金 的に困難 である。 またた とえ中

型,小 型 コンピュータを導入 した として,多 種少量 とい う事務 の性格 か ら,こ

れを常時完全稼 動 させ ることも困難であ る。 この二つの欠点は,単 独企業 の場

合は大 きな欠点 になるが,複 数 の企業が共同す る場合 は,む しろ長所 となるこ

とが考え られる。すなわち,共 同利用 ならば,中 型以上 のコンピュータの利用

も可能 であ り,し たが って融通性 の高 いソフ トウェアを利用 し,し かもコンピ

ュー タの遊休時間を減少 させ ることもできるで あろ う。

現在 では,中 小企業に よるコンピュータの共 同利用は まだ一部にみ られ る程
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度であ るが,小 さな資金 を集 めて,大 きく働 かせ るとい う意味で,指 導 さえ よ

ければ,将 来 中小企業が コン ピュー タを共同利用 する可能性は非 常に大 きい と

考え られ るのである。

B共 同 利 用 の コ ス ト ・パ フ ォ ー マ ン ス

中小企業 がコンピュータ共同利用 センターを開設,運 営,利 用す るには,セ

ンター 自身 のコス ト・パーフォーマンス と,各 企業 がコンピュー タを単独利 用

す る場合 のメ リッ トお よびデメ リッ トをコス ト・パ ーフォーマンスの点 か ら考

えなければ ならないでなろ う。

一例 をあげて ,中 型 コンピュータを共同利用 する場合 を考察 してみ よ う。 も

ちろん・中型 コン ピュータとはいえ,金 額 に して3,000万 円か ら2億5,000万

程度 まであ り,ま たその機種構成 は多様であって,一 概に標準的 な機種構成 を

想定す ることはできない。 とくに コンピュータの機種構成は,計 算 の質 と量 と

によって決 めるべ きものであるが,こ の例 では,機 械費用の面 か ら考えて,お

よそ1億 円程度 の機種 を選 んだ場合 としよ う。 この コンピュータの レンタル期

間 を45カ 月 とすれば,力 間 レンタルは220万 円強 である。共同利用 センタ_

を設置 するには,土 地,建 物,当 初 の設備量が必要 であって,こ れ らの費用 も

もちろん回収 しなければな らない。だが どこに どの程度 の建物を建 てるか とい

うことはケース ・バイ ・ケースであるか ら,こ こでは一応与え られた もの とす

る。 さらに共 同利用 センターを運営維持す るには,人 件費,電 力,光 熱量,カ

ー ド ・テープ代 ,保 守費,そ の他 の雑費 などの費用 を考 えなければな らない。

この運営 ・維持費は,過 去 のい くつかの調査 によると,ほ ぼ月 間 レンタル料 と

同程度で あるか ら,土 地,建 物,当 初 の設備費 などを除 けば,ほ ぼ450万 円程

度 で共同利用 センターを開設する ことができる。 このことは,加 入企業が25

社 あれば,月 間1企 業 当 りの負担 は18万 円に過 ぎない。この額は,超 小 型 コ
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ンピュータの レンタル料 とほぼ同額 であるが,性 能の点 か ら考 えると,超 小型

をはるかに超 える能力を もってい る。1企 業当 りの負担額は,さ らに多 くの企

業 がこの共 同利用 センターに加入す る こ とに よ って,さ らに低 くなるのであ

る。1企 業 の立場か らみ て,現 在,事 務人員1人 当 りの費用 は,月 間およそ5

万円程度 といわれ ているか ら,上 の例では,一 応事務 人員5名 以上 の作業 を消

化 すれば十分 引き合 うことにもなろ う。今 日,中 型以上 のコンピュータは,タ

イムシェア リングによって,取 引の発生 と同時に即座 に事務作業 を実行す るか

ら,デ ータ伝送装置によって,共 同利用 センター と直結すれば,そ れ だけ事務

の能率 は向上 する。

C共 同センター利用企業 の同質性

共同利用 センターの能力 を十分発揮 させ るためには,利 用企業 の同質性 の条

件 を考慮せねば な らない。,・

コンピュータは生産機械 とは異 な り,異 種 の計算 も十分消化 できるか,ソ フ

トウェアの開発・プ ログラムの交換 な どに要 す る時間的,経 済的負担を考 える

と,注 文書,売 上伝票,仕 様書,各 種報告書な どの様式 とコー ドを標準化 し,'

プ ログラムを統一 し,経 営組織 を整備 してお くことが望ま しい。そ して,そ の

ためには共 同利用企業が,な るべ く同種,同 業,同 地域であれば便利 である。'

このよ うに考 えると?産 地集 団,企 業集 団,生 産集団,卸 売 ・小売業者集団,

ボランタ リー ・チ ェーン,金 融機 関な どが共 同センターを開設す るに適 してい

るであろ う。

また必ず しも同地域 にな くても,親 企業 をコンピュータ ・センターとし,全

国各地に散在す るデ ィーラー,特 約店 をデータ伝送装置で直結す る全国情報管.

理 システムを作 りつつある業種が最近増加 しつつあることも注 目される。
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D共 同利用に対する政府の施策

1966年(昭 和41年)9月,中 小企業庁 は,中 小企業 の大企業 に対 する生産

性 の格差が必ず しも縮少 していないに もか かわ らず,賃 金格差が1959～60年

ごろか ら急速に縮少 し,従 来豊富な労働力 に依存 してきた中小企業が大転換 を

迫 られ ているとい う考 え方の下 に,中 小企業基本法に定 める基本的政策の方向

に即 して,構 造改善 を実行 するための施策 を提 出 した。その中に,各 業種 ご ど

に協業化事 業 と共同 して行 な う業種別の構造的改善事 業に対す る資金お よび指

導 をふ くめた総合的な施策 の実施主体 として,中 小企 業振興事業団を創設 する

ことを提案 した。 この中小企業振 興 事 業 団 は,そ の重要 な施策 のひとつ とし

て,事 務能率 の増進を図るため,中 小商業者に よる共 同計算セ ンターを助成対

象 として とり上げているのであ る。

この共同計算 センターは,中 小商業者 の帳簿整理,在 庫管理,会 計処理等の

基本事務 を引き受け,商 業の附随的業務 である金融関係資料,納 税資料等の作

成事務 を代行 し,商 店経営 の合理化,経 営 コス トの低減 をはか り,物 価 の引き

下げに寄与するこ とを 目標 としている。

共同セ ンター設置の対象 は とくに,事 業協同組合,事 業協同小組合,ボ ラン

タ リー ・チェーン卸商業団地,卸 総合セ ンター,商 店街振興組合等 であ り,初

年度 には全国15カ 所 の計算 セ ン タ ー を助成対象 と して,1件 当 り所要資金

59,886千 円×15件=898,290千 円の60%す なわ ち538,974千 円を同事業 団

か ら融資 する とい う構想 を発表 している。

この構想は きわめて現実 的な構想 であ り,実 現 されれば,中 小企業 のコンピ

ュータ共 同利用 の普及 に大 きな貢献をす るであ ろう。
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E計 算 セ ン ター

日本電子計算開発協会の調査によれば,中 小企業による計算センターの利用

度 は現在 までわずかである。 だがすでに全国 に150以 上の計算セ ンターが設置

され,官 公庁 は もちろん大企業が これ らの計算 センターを現在広 く利用 してお

り,中 小企業 も計算 セ ンターのメ リッ トを考 えるべ き段階 に来 ているのでは な

かろ うか。

計算 センターを分類 すれば,① 純粋 に受託計算 を行 な う計算 センター,② 利

用者の共 同出資に よる共同利用 センター(① と② で62ヵ 所),③ 企業内計算 セ

ンター(28カFE),④ 各 コンピュータ ・メー カーの計算 センター(64カ 所)な どに

分類 するこ とができるであろ う。共同出資 によ る共同利用 セ ンターは先 に述べ

たが,必 要な計算 を委託 して,そ の計算 に要す る費用 だけを支払 えば よい とい

う意味では,こ れ らの計算 センターを大 いに活用す る こ と が 望ま しいのであ

る。現在 まで中小企業 がこれ らの計算 センター を利用 し て い な い最大 の理 由

は,コ ンピュータの技術的 な面の知識 を欠 き,何 をどのよ うに整理 し,計 算依

頼 すべきか とい うことを理解 していないか らである。帳票 か ら始 まって経営組

織 が未整理 のままでは,コ ンピュータにのせ ることが できないが,こ の よ うな

整理 をすれば,何 をコンピュータにのせ ることができ,ど の よ うな結果 を得 るこ

とができるか,と い うコンピュータを中心 とす る経 営の手 ほ どきな り教育が望

まれ るのであ る。このことは中小企業 が コン ピュータの利用 について,単 独導

入 した り,共 同利用 センターに加入 した り,あ るいは依頼計算 を行 な ういずれ

の場合に も必 要である。真 にコンピュータの もってい る潜在能力を引き出 し,

その能力を中小企業 に活用 させ る基礎 は,根 本的には教育 であろ う。 この よ う

な教育 を実施す るには各 コンピュータ ・メー カー,計 算 センターはもちろん ,

日本電子計算 開発協会,中 小企 業診断協会,生 産性本部,商 工会議所 などの団
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体,大 学,高 等学校 な どの教育機 関が,将 来 のコンピュータを中心 に した経営

にっいて広 くかつ積極 的に教育活動 を実施 しなければ ならないであ ろ う。



付属資料
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コ ン ピュー タ と経 営 ・組 織 に 関 す るア ン ケー ト調

査結果

調査 目的および方法

本調査はわが国企業 における コンピュータの利用状況 ならびに組織 ・人事 に関連 した

諸 問題 についてその実態 を明らかにすることを目的 として,人 事労務専門委員会(委 員

長 ・吉野衡旭硝子人事部長)が 実施 した。

調査時期は,1966年(昭 和41年)8月 で あ り,調 査対象には東京証券取引所第1部,

第2部 上場会社 の中か らコンピュータを利用 してV・る企業を中心に600社 を選んだ。回

答数は318通(回 収率53%),そ の うち,未 導入の ものを除V・た266通(回 答数 に対 し

83%)に っ いて集計 した。

その産業別,レ ンタル料別 の企業数内訳けは表Aの とお りである。

調査結果 と分析

1単 純集計による結果の分析

A導 入状況

(1)大 企 業では導 入後5年 以上が70%に 達 している(表B)

まず コンピュータの導入経過年数の全体的な構成 をみれば,3年 未 満が過半数 を占め

てV・るが,前 年 と比較 した場合,5年 以 上の比率が12%か ら22%へ と約2倍 になっ

たのに対 し,3年 未 満が逆に61%か ら53%に 低 下 している。

これ は年 々,導 入経過年数の高い企業 の比重が着実に高 まっているこ とを裏書 き して

V・る。 そ して,と くにA,Bグ ル ープ(レ ンタル料1,000万 円 以上お よび500～999

万 円)で は5年 以上経過 している ものが55%あ り,こ れに3～5年 を含 める と,87%

に達 している。

その反 面,C,Dグ ル ー プ(レ ンタル料100～499万 円,お よび100万 円以下)で

は3年 未満が76%と 圧 倒的に高 く,5年 以 上はわずか4%に す ぎなV・。 このことは,

大企業 ではすでにほ とん どの企業でコンピュータの導入が終わ ってお り,こ の2,3年

に新たに導入 してい るのがもっぱ ら中堅企業 であるこ とを示 している。



表A産 業別規模別の調査企業数

産 業 別

レンタル別

総 計
Aグ ル ープ

1000万 円
以上

Bグ ル ー プ

500万 円以上
1000万円未満

鉱業

建設倉庫

機械

化学

金属

食品

繊維

商業

金融

動力

計

7

4

55

69

16

11

11

20

51

22

266

0

0

7

13

3

0

2

2

6

1

34

2

1

29

35

4

0

2

11

19

8

111

Cグ ル ー プ

100万 円以上
500万 円未満

5

2

9

14

7

10

6

4

10

5

72

221

Dグ ル ー プ

100万 円未 満

0

1

10

7

2

1

1

3

16

8

49

表Bコ ンピュータを導入 して何年になるか

レンタル料 グループ別
已 ⇒ ・年⇒ ・一・年1・ 年以上

46(100)

51(100)

135(100)

34(100)

266(100)

204(100)

3(6)

10(20)

99(73)

29(85)

141(53)

125(61)

11(24)

20(39)

30(22)

5(15)

66(25)

55(27)

32(70)

21(41)

6(5)

0(0)

59(22)

24(12)

Aグ ルー プ1000万 円以上

Bグ ル ープ500万 円以上～1000万 円未満… …

Cグ ル ープ100万 円以上～500万 円未満 … …

Dグ ルー プ100万 円未満

計
1965年調査計

注:数字は企業数,カ ッコ内は%

表Cグ ループ別 にみ た直属階層 はどうな ってい るか

1総 ⇒ ・・プ直司 ・・噛 属'

Aグ ループ 46(100)

51(100)

135(100)

34(100)

266(100)

38(82)

19(39)

47(35)

6(17)

110(42)

8

32

88

28

156

(18)

(63)

(65)

(83)

(58)

Bグ ループ

Cグ ループ

Dグ ループ

計

注:数 字は企業数,カ ッコ内は%

、～



注1.こ の分析では,麺 を飾 化す るため}・レンタル料1…0万 円以上をAグ ・レープ・500～1・OOO万 円未

満をBグ ループ,100～500万 円未満をCグ ループ,100万 円未満を1)グ ル ープと呼ぶこ とにす る。

2.A,Bグ ループを大企業,C,Dグ ループを中堅企業 とい うふ うに認定す るこどは厳密には問題があ

るが,大 体の傾向をつ かむ方法 としてこの ような区分 で分析す るこ とにした。

(2)コ ンピ ュータ部 門の過半数が ミ'ドル ・マネジメン ト直属で ある(表C)

コン ピュータ部門が企業組織 の中で どのよ うな地位 を占めてい るか。

これを階層的 にみ ると,ト ップ ・マネジメン トに直属 しているのが42%,ミ ドル階

層 に直属するのが58%と そ の地位は全般的にそれほ ど高 くない。 これは,日 本ではま

だ課単位の コン ピュー タ部 門が多いことによるものである。

しか し,こ れを規模別 にみた場合 には,大 企業 グループ(A・Bグ ルー プ)で は導入

5年 以上 の ものが多 く,か つ レンタル料 も年 間1億 円前後 に達す るとい った関係 もあ り

副社長 や常務 な どトップに直属する ものの比率が59%と ぐ っと多 くな ってい る。 これ

に対 し中堅企業 グルー プ(C,Dグ ル:プ)は33%に 止 ま っている。

(3)所 属部門は企画,管 理部門が多い(表D)・

コンピュータ部門で トップ階層以外のミドル階層に直属する場合に,ど の部門に所属

しているか。アメリカの場合には経理 ・財務部門に所属するケースがひじょうに多いの

に日本の企業では企画部や管理部などの,計 画や管理を担当する部門に所属 しているも

のの比重が高い。

これはわが国の特徴のひとつとみられ,コ ンピュータの導入が管理データの作成や計

画の立案を当初から目指 している企業が多いことを裏書きしている。

経理や財務を機械化するよりも,労 賃の安い人力によった方が経済的であるという事

情がこうした傾向をもたらしたと考えられるが,経 理部の保守性 もこれを助長 している

といえよう。なおアメリカのいわゆるコントローラー制度は会計部の中で発展 し,日 本

では他部門に移行して発展 しているところに本質的な原因があるといえるだろっ。

(4)ト ップ階層への所属昇格が 目立っ(表E;F,H)

コン ピュー タ部 門は業務 の拡大や利用水準の向上 な どに伴 ない,た えずダイナ ミンク

な変化 を とげてい るので,毎 年組織 変更の行 なわれている企業が相当数 に上 る。

本調査 に よれば コンピュータ導入以来,組 織変更 をしている企業が全体 の62%を 占

め,し か もこの1年 間 に(1～8月)40件 と,前 年の35件 よ りも多 くなっている。

それ では コンピュータ部門の組織変更は どんな形 を とっているか。 その主 たる特徴 は

コンヒ.ユー タ部門の所属 の変更 とコンピュータ部門の中での改組 にある。今回の調査 で

はこの二つ で全体の61%を 占 め最近行 なわれ ている コンピュー タ部 門組織の変更が実

質的 な内容 の もので あることがわかる。
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表D直 属部門はどうなっているか

1966年8月

現 在

組織変更前

増 減 数

総計

266
(100)

266
(100)

0

トップ

110
(4L4)

79
(29.8)

31

総務

28
(10.5)

37
(13.9)

-9

企画

38
(14.2)

57
(21.4)

-19

管理

31
(11.5)

30
(11.2)

1

事務管
理

14
(5.2)

7
(2.6)

7

経理

28
(10.5)

39
(14.6)

-11

生産 ・技
術 ・販売
人 事

10
(3.9)

7
(2.6)

3

業務

2
(0.8)

6
(2.3)

-4

注=数 字は企業数,カ ッコ内は%

準備室

(委員)
セ ン

タ ー

3
(1.2)

3
(1.2)

0

1
(O.4)

0
(0)

1

不明

1
(0.4)

1
(0.4)

0

表E毎 年どの位組織変更かあるか

件 数

i35年 以前36年37年38年39年 ・・年{}竺 、月)1計 曄 変更な、

6 82517333540 164
(62)

102
(38)

注:数 字 は企業数,カ ッコ内は%

合 計

266
(100)

表Fコ ンピュータ部門組織変更の内容はどんなものか

Aグ ル ー プ1000万 円以上

Bグ ル ー プ
500万 円以上1000万 円未満

Cグ ル ープ
100万 円以上500万 円未満

Dグ ル ー プ100万 円未満

計

総 計

45(100)

51(100)

125(100)

23(100)

244(100)

単なる名
称の変更

2(4)

10(20)

20(16)

3(13)

35(4)

所属部門
の 変 更

20(44)

18(35)

36(29)

3(13)

77(32)

部 門 内
の 改 組

10(22)

11(22)

39(31)

11(48)

71(29)

他部門より
の一部吸収

8(18)

10(20)

18(14)

5(22)

41(17)

他の部門へ
の一部分離

5(12)

2(3)

12(10)

1(4)

20(8)

注=数 字は企 業数,カ ッコ内は%

・表Gコ ンピュー タ部門組織変更 の理由は何か一
ム グ ル ープ
1000万 円以上

Bグ ル ー プ
500万 円以上
1000万 円未満

℃ グル ー プ
100万 円以上
500万 円未満-Dグ ル ー プ

100万 円未満

計

総 計

71(100)

79(100)

適用分野
の 拡 大

22(31)

28(35)

145(100)32(22)

25(100)5(20)

320(100)87(27)

利用水準
の 向

MIS確
上 立のため

15(21)

14(18)

15(10)

3(12)

47(15)

11(15)

3(4)

13(9)

2(8)

29(9)

新しい機
種の導入

8(11)

15(19)

37(26)

8(32)

68(21)

全社的なlEDP部 門が
組織の変更曄 にのる 惨鰯
8(11)

11(14)

30(21)

3(12)

52(16)

6

7

(9)1(2)

(9)1'(1)

15(10)

3(12)

31(10)

注:数 字 は企業数,カ ッコ内は%

3(2)

1(4)

6(2)



そ して とくに注 目され るのが,所 属部 門の変更 であ り,こ れは大体つ ぎの三つの型に

分け られ る。

①直接 の上部組織が従来 の部か ら社長や常務取締役 な どの トップ ・マネジメン ト・レ

ベルに レベル ・ア ップした もの

②上部組織 の階層 は変わ らないが,経 理 ・財務部門か ら企画部 とい った他 の部門に変

更になった もの

③計算セ ンター として独立 した組織 になった もの

この三つの型の組織変更 の中で数 として一番 多いのは①であ り,こ れ まで企画部,総

務部,経 理部 な どに課単位 で所属 してV・たコンピュータ部門が部に昇格 して社長や常務

取締役 に直属する ようになった事例が37件 もみ うけ られる。 このこ とはV・わゆるMIS

(マ ネ ジメン ト・イ ンフォメーシ ョン ・システム)を 指向 す る企業がふ え,コ ンピュー

タ部門が経営 の意思決定や各部門への管理情報 の提供 な どの業務 を行 な うよ うになって

きたことに帰 因す るとみ られる。

また,② の中味をみても管理部や企画部 とい ったいわゆるゼネラル ・スタ ッフ部門に

属 するように変更 された例が多 くこれ も前述の ようなコンピュータ部 の企業全体に対す

る総合サー ビス的機能 を拡大強化 しようとした狙 いに符合す るといえよう。③の型は数

としてはわずかであるが,大 量の計算業務 を行 なう一部の金融業や運輸業な どに散見 さ

れ る。

っ ぎに多い 「部 門内の改組」については,業 務量 の増加に ともない,部 の組織を計算

課 とシステム課のよ うに,計 算業務 と他の業務 を切 りはなす とい ったケースが多 くみ う

け られる。

なおこれをグループ別 の傾向でみ ると,所 属部門の変更 は大企業(A,Bグ ル ープ)

に 多 く,部 門内の改組 は中堅企業(C,Dグ ル ープ)に 多 くみ うけ られる。

(5)利 用 分野 の拡大や利用水準 の向 上による組 織変更が 多い(表G)

また組織変更 の理 由についてみる と,「 適用分野 の拡 大」(27%)や 「利用水準の向上」

(15%)な ど コンピュータの利用向上 による ものが多 く,と くに大企業(A,Bグ ル ープ)

で はこの両者 を合せ ると52%と 過 半数 を占めている。

これに続いては 「新 しい機種 の導入」(21%)に と もな う組織変更であるが,こ の方

は中堅企業(C,Dグ ル ープ)に 多 く21%と 主 位 にな ってv'る 。

なお,Aグ ル ープでrMIS確 立 のため」 と答 えてV・ る ものが15%も あること・お よ

び各 グループを通 じて,「経費節減のため」がわずか2%に 過 ぎない ことが注 目される。

(6)中 間管理層減少 の見通 しに対 して大企業では否定的傾向が現われ る(表1)

経 営管理 データの処理 がコンピュータによって行なわれ ることは組織 の階層,と くに

中間管理層 に各種 の影響を与 える とみ られる。 この点に つ い ては,「 コン ピュータが導



表H直 属部門変更の中味はどうなっているか

変更後

変更前

計 … … …

トップ所属

企画部11

経理部9

総務部6

管理部6

業務部2

筆正論 ・

霧理藷 ・

37

総 務 部

企画部3

トップ1

経理部1

5

企 画 部

総務部2

経理部2

管理部2

書 論 ・

7

管 理 部

企画部4

トップ1

総務部1

曇理藷 ・

経理部1

書論 ・

9

事務管理部

トップ2

企画部2

経理部2

業務部1

7

業 務 部

企画部2

2

経 理 部

企画部4

総務部1

管理部1

6

生産 ・人事 ・技術

業務部2

経理部2

トップ1

5

セ ン ター

繍 ・

2

準 備室 ・研究室

トップ1

1

§
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入 された結果,他 の部門の管理職が統合 された り,中 間管理層が減 った」 と答 えた企業

が18%あ り,こ れは前年の11%に くらべる とやや増加 した。

しか し,「 現在は しないが将来 は起 こる」 とす るもの の 比率が前年の74%か ら本年

は51%に 逆 に減 ってお り,こ れはAグ ル ープにおいて,67%か ら35%へ と大幅に低

下 している ことに よる。そ して,「 将来は起 こる」の比率が前年 は わず か9%と 他 のグ

ル_プ よ りきわだって低 かったDグ ループが逆に61%と 著 しい増加 を示 している。

これ らを通 じて,と くに注 目され るのはAグ ループでの中間管理層 の整理 ・統合への

見通 しに変化が起 こって きていることで,Aグ ル ープが導入後5年 以上 の大企業グルー

プであるだけに こうした傾 向は注 目に価 するが,そ の事 由と今後の方向は重要 な研究課

題 である。

(7)事 業 部 や工場への分散型が増加 した(表J)

コ ン ピュータのシステムが本社 に集中 しているか,事 業部 に分散 してい るかについて

は,依 然 として 「本社に集中 しているもの」が全体の69%と 圧倒 的比重 を占めるが,

前 年 の75%に くらべる と若干低下 してきている。

これ に対 し,事 業部や工場に分散 してい るものがB,Cグ ル ープで大幅に増加 したた

め前年 の6%か ら16%へ とかな り比重 を高めている。

もっともこれは事業部 や工場におけるコンピュータの適用業務 の拡大,利 用水準の向

上 に基 づ くもので,将 来 もず っと分散化を指向する ものではな く,将 来はネ ッ トワーク

.シ ステムによって本社 に総 合化 され る方向に向か うもの と推測 される。

なおグル_プ 別では このほかにAグ ルー プで本社にセンター・事業部 や工場 にサブセ

ンタ_の ある ものが41%と きわだ って多 く,逆 にDグ ループで・本社集 中が91%に

な っていることな どが指摘 されるが,こ れ は企業 の規模か らくるシステ ムのあ り方 とし

て当然の ことである。

B利 用状況

(1)採 算 にの っている企業数が着実に増加 している(表K)

コン ヒ.ユータの採算性 が どうなってい る か は 各企業 にとって最大関心事 であるが,

「採算にの ってV・る」企業が前年 の41%か ら52%へ と増加 してV・ る。 そ して これ を

グル_プ 別 にみる と,Aグ ル ープでは83%が 採 算 にの って＼・るのに対 し・Dグ ルー'プ

ではその比率が36%と そ の半 分以下になっている。 これは レンタル料 の少ない グルー

プになるほ ど導入年限3年 未満の比重が高 いた めの当然 の結果 と目され る。

なお 「直接経営採算にのせ ることを考 えていない」企業が全体 の7%あ り,Cグ ル ー

プが9%と 一 番高 いことが注 目され る。
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表1管 理職が統合されたり減ったりしたか

Aグ ル ー プ

Bグ ル ー プ

Cグ ル ー プ

Dグ ル ー プ

計

1000万 円以上

500万 円以上～1000万 円未満

100万 円以上～500万 円未満

100万 円未満

1965年 調査計

総 計

46(100)

50(100)

131(!00)

33(100)

260(100)

(100)

して い る

11(24)

15(20)

19(15)

2(6)

47(18)

(11,2)

しないし将来も
起らないだろう

19(41)

15(20)

35(27)

11(33)

80(31)

(14.9)

しないが近い将
来は起るだろう

15(35)

20(60)

77(58)

20(61)

133(51)

(73.9)

注:数 字 は企業数,カ ッコ内は%

表Jコ ンピュータの配置 はどうな っているか

Aグ ル ー プ

Bグ ル ー プ

Cグ ル ー プ

Dグ ル ー プ

計

1000万 円以上

500万 円以上～1000万 円未満…

100万 円以上～500万 円未満 …

100万 円未満

1965年 調査計

総 計

46(100)

80(100)

134(100)

33(100)

293(100)

214(100)

本社に集中

23(50)

45(56)

103(77)

30(91)

201(69)

161(75.2)

事業部 ・工
場分散

4(9)

25(3!)

15(11)

3(9)

47(16)

13(6.1)

本社センター事
業部 ・工場にサ
ブセンター

10(41)

10(13)

16(12)

0(0)

45(15)

40(18.7)

注:数 字は企業数,カ ッコ内は%

表Kコ ンピュータは経営採算にの って いるか

Aグ ループ

Bグ ループ

Cグ ループ

Dグ ループ

計

1000万 円以上

500万 円以上～1000万 円未満…

100万 円以上～500万 円未満 …

100万 円未満

1965年 調査計

総 計

46(100)

52(100)

134(100)

33(100)

265(100)

(100)

の って い る

38(83)

34(65)

55(41)

12(36)

139(52)

(41.1)

まだそこまで
いっていない

7(15)

15(29)

67(50)

19(58)

108(41)

(50。2)

現在直接経営採
算にのせること
は考えていない

(2)

(6)

(9)

(6)

(7)

'

1

3

12

2

18

採算にのせるの
は無理(8.3)

注:数 字 は企業数,カ ッコ内は%
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(2)利 用段階の方向として標準型が圧倒的に多い(表L,M)

コ ン ピュータの利用段階 の方向が どのよ うな 型 を とっているか。a→b→c→d型 に属

する ものが235社(90.7%)と 圧倒 的に多 くこれ は標準的な型(段 階的発展型)と し

て当然で ある。

いま,こ の標準型に属する企業で,現 在 どの段階 にあるかをみ ると,a段 階 に止 まっ

ているもの(45%),b段 階 にあるもの(40%)で,全 体 の85%が ま だ経営管理 デー

タの事後処理段階 に止 まっているものが多 く,中 間管理層や トップの意思決定のための

事前 処理段階にまで到達 している企業はまだ少 なく,c段 階 にあるもの15%,d段 階

にある と答えた ものは1社 しかない。

しか しこれを前年に比較 する と,a段 階 が減 ってb,c段 階 がそ れ ぞ れ増加 し,全 体

としては処理段階 が少 しずつ上が って きていることがわかる。

そ して,と くにAグ ループでは44%が す でに定常的判断業務 の機械化 のc段 階に到

達 している。

(3)現 場 向けの情報サー ビスが過半数で,各 グル ープの間の格差は少 ない(表N)

コ ン ピュー タで作成 された情報や資料 が どの階層 に提出 されるかは,そ の企業の利用

水準 と密接 な関連性が あるが,ト ップに対 するサー ビスを主 とす る企業 は全体の9%,

ミ ドル向けが36%で あ り,事 務や現業 レベル向けが55%と 過 半数を占めてい る。 こ

れ をグループ別に分けると,レ ンタル料 の高 いA,Bグ ル ープほ ど,サ ー ビスす るレベ

ルが少 しずつ高 くなってい る。 しか し,こ うしたグループ間の格差 は全体 としてはそれ

ほ ど大 きくない。

こん この見通 しとしては,将 来MISを 指 向す る企業が増加す るもの とみ られるから,

漸 次,ミ ドル ・トップ向けサー ビスの比重が もっと高め られ る傾向を示す もの と考え ら

れる。

(4)コ ス ト・ダウ ンと経営の質的向上の両 方を重視 してい る(表0)

コ ン ピュータ利用の重点 を直接 の事務処理 コス トの低減 にお くか,経 営の質的向上に

お くかは,企 業 のポリシー として重要 である。

この点 に関 し前年の調査 では経 営の質的 向上を重視す る企業が76%と 圧 倒的 に高か

ったが,本 年は コス ト・ダウン,経 営 の質的向上のいずれか一方に重点 をお くものが大

幅に減 り 「両者を同じように考 える」 と答 えた ものが71%と ほ ぼこれ に代 わる数字 を

示 した。

もっとも,こ の点は質問の仕方が昨年 の調査 と若干変わ ってい るのでその まま比較す

ることは無理 であるが,資 本 自由化を控 えて,国 際競争力の強化が必要視 されている折

柄,コ ス ト・ダウンと経営の質的向上を同時 に実現 しよ うとい う方針が とられ るように

な ったため と判断 される。
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表Lコ ンピュータの利用拡大の方向としてどの型に属 しているか

利 用 段 階 ・型 1
a→1〕 →c→d

a→c→b→d

・く1ニジ・

/a→b→dC
＼d→a→b

型

型

型

型 … … ・… … 一 一 ・・一 ・一 ・・

d→c→a→b型

a・b・c・d同 時 型

計

企 業 数 注:La－ 部分 的業務 の事後処理

235(90.7)

5(1.9)

3(1.2)

12(4.6)

3(1.2)

1(0.4)

259(100)

b－ 総合化による事後処理

c一 定常的判断業務の機械化

d－ 意思決定 の標準化

2.数 字は企業 数,カ ッコ内は%

表Mコ ンピュータの利用拡大の方向として現在どの段階にあるか(標 準型の場合)

|総 計i・ の段階1

Aグ ル ー プ

Bグ ル ー プ

Cグ ル ープ

Dグ ル ープ

計

1000万 円以上

500万 円以上～1000万 円未満…

100万 円以上～500万 円未満 …

100万 円未満

1965年 調査計

44(100)

40(100)

119(100)

32(100)

235(100)

(100)

7(17)

9(22)

65(55)

24(75)

105(45)

(58.6)

bの 段階

17(39)

25(63)

43(36)

8(25)

93(40)

(28.9)

cの 段階

19(44)

6(15)

ll(9)

0(0)

36(15)

(11.3)

1・の段階

1(0)

0(0)

0(0)

0(0)

1(0)

(1.2)

注:数 字は企業数,カ ッコ内は%

表Nど の階層に主たるサービスをしているか

総 事務職員や計
現場作業員

ミ ドル マネ トップ マ ネ

ジ メン ト層 ジ メ ン ト層

75(100)

82(100)

217(100)

44(100)

418(100)

39(52)

46(56)

114(53)

29(66)

228(55)

26(35)

25(30)

87(40)

13(30)

151』(36)

10(13)

11(14)

16(7)

2(4)

39(9)

Aグ ル ープ1000万 円以上

Bグ ル ープ500万 円以上 ～1000万 円未満 … …

Cグ ル ープ100万 円以上～500万 円未満 ……

Dグ ル ープ100万 円未満

計

注:数 字は企業 数,カ ッコ内は%
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(5)大 部 分の企業が将来MISを 指 向 してい る(表P)

将 来 の コン ピュー タ利用 の方向 として何を 目指 しているか。これにっいてはrM正S(マ

ネ ジメ ン ト・イ ンフォメーシ ョン ・システム)を 指向する」 と答 えた ものが67%と 断

然多い。 これ は,① 資本 自由化に対応 して企業 の体質改善を図ろ うとする意図や,② わ

が国での コン ピュー タ利用水準が ようや く経営 の意思決定に活用 し得 る段階に近づいた

ことな どによるものである。

またMISに 続 いては 「リアル タイムによる集 中処理 方式 を目指す もの」が23%と

な ってお り,こ れは金融業や大企業で全 国的 な規模での情報 ネ ットワークが考 えられは

じめて きていることを反映 している とみてよい。

なお 「会計のOR」 が まだ5%と 低位 に止 まっているのは,ア メ リカの場合 はコンピ

ュータの利用が会計の機械化の分野か ら始 め られたのに対 し,日 本では大量事務処理 や

ORの 分野 にまず導入 され てきた関係か らこの方面の機械化 が他 の分野 に立ちお くれて

い るか らであろ う。

C人 事政策

(1)文 科 系重点 の採用方針 の企業が減少 している(表Q)

コ ン ピュータ要員の採用に当 って,文 科系,理 工科系のいずれに重点をお くか。

この点にっいて,前 年 の調査 と比較する と,「 理科系 に重点」が9%で ほ ぼ 同 じ比率

だが,「 文科系に重点」が前年 の15%か ら9%に 低 下 している。そ して 「区別 しない」

については,前 年の76%か ら48%に 減 り,そ の代わ り今 回の調査 で新 しく設 けた 「両

者 を大体 同 じよ うに考 える」が34%に な っている。

これ らの数字か らいえることは,コ ンピュータ要員の採用方針がおぼろげながら徐々

に方向づけ られ てきているとい うことで ある。 そ して理 科系,文 科系の双方を同じよう

に考 える企業が かな り多いことは,コ ンピュータが従来の事務計算や技術計算 から経 営

全般 に利用 され るよ うになって きた結果,従 来 の事務,技 術 といった伝統的,固 定的な

区分の考 え方が コンピュータには通用 しな くなってい ることを示すものと思 われ る。

なお グループ別にみた場合に,Cグ ル ープで文科系,理 科 系のいずれかに重点 をお く

企業 の比率が他 のグループよ りもかな り高いのが注 目される。

(2)専 門技術者育成 の方向が強 まってきた(表R)

コン ピュータ要員に対す る人事方針 をみ ると,専 門技術者 として育成す る方 針を明確

に してV・る企業が17%あ り,前 年 の10%よ り増加 して きてい る。一方他部 門との交

流 を原則 としているのが8%で この方 は前年 の13%か ら若干低下 してきた。

そ して,「 特別 な扱 いをしない」 と 「両者 を同 じように考 えている」が合計 して75%

もあ り,こ れは前年 の 「二本建 てで行 く」 と同率である。
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表0経 営の質的向上と直接のコス トダウンの何れに重点をおいているか

Aグ ループ

Bグ ループ

Cグ ループ

Dグ ループ

計

1000万 円以上

500万 円以 上 ～1000万 円未 満 ・・

100万 円 以上 ～500万 円未 満 ・・

100万 円未満

1965年 調査計

総 計

45(100)

51(100)

132(100)

34(100)

262(100)

230(100)

経営の質的
向上

4(9)

12(24)

33(25)

7(20)

56(21)

174(75.6)

直接のコス
トダウン

4(9)

3(5)

4(3)

10(30)

21(8)

54(23.4)

両者を同 じ程度
に考えている

37(82)

36(71)

95(72)

17(50)

185(71)
何れでもない
2(LO)

注:数 字は企業 数,カ ッコ内は%

表P将 来の利用方向として何を目指 しているか

Aグ ルー プ1000万 円以上

Bグ ル ープ'500万 円以上～1000万 円万未満

Cグ ル ー プ100円 以上～500万 円未満 ……

Dグ ル ー プ100万 円未満

計

総 計

63(100)

65(100)

159(100)

41(100)

328(100)

MIS

33(52)

45(69)

114(72)

27(66)

219(67)

アルタイムに
よる集中処理

20(32)

14(22)

32(20)

9(22)

75(23)

会計 の
OR

4(6)

2(3)

8(5)

2(5)

16(5)

その他

6(10)

4(6)

5(3)

3(7)

18(5)

注:数 字は企業数,カ ッコ内は%

表Qコ ンピュータ要員の採用方針はどうなっているか

総 計徽 重量薫欝 灘9男IJし な

46(100)2(4)2(4)21(46)21(46)

52(100)2(4)6(12)19(36)25(48)

145(100)20(14)14(10)44(30)67(46)

36(100)1(3)1(3)12(33)22(61)

279(100)25(9)23(9)96(34)135(48)

132(100)20(15.2)12(9.1)100(75.7)

Aグ ル ープ1000万 円以上

Bグ ル ープ500万 円以上 ～1000万 円未満…

Cグ ル ープ100万 円以上～500万 円未満 …

Dグ ル ーム100万 円未満

計
1965年 調査計

注:数 字は企業数,カ ッコ内は%
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これでみると,依 然 として人事方針としてはまだ各社 とも暗中模索の段階 とみられる

が,専 門職育成の比重が高くなってきたのは,コ ンピュータの高度利用の方向を示して

いる証左 といえよう。

(3)中 堅企業 ほど専門職や資格制度を設 けている(表S)

コ ン ピュータ要員 に対する専 門職や資格制度につ い て は,前 年に くらべて,「 設けて

いる」が17%か ら5%に 減 ったが,「 将来は設 けたい」が逆に13%か ら30%に 増 加

している。

そ して,興 味 あることは,C,Dグ ル ープの中堅企業 に な るほ ど 「設けている」比率

が高 くなってお り,こ れは中堅企業の場合 は大企業 ほ ど年功的人事管理 の傾向が強 くな

いこ と,ま た優秀 なシステム ・アナ リス トやプ ログラマーの確保が困難 なことを反映 し

ているもの とみ られ る。

なお,将 来は大企業で も漸次 中堅企業 と同 じような措置が必要 と思 われ る。

(4)オ ープ ン ・プ ログラマー制 度は普及する傾向にある(表T)

企 業 におけるコンピュータの利用分野 を拡 大す る た め には,各 ライ ン部門にオープ

ン ・プ ログラマー(注,コ ンピュータ部門以外 の現業部 門などに配属 されるプ ログラマ

ーを指す)を 配置す ることが有効 な方法 であ り,と くにORやQC(品 質 管理)部 門に

これをお くことはか な りの企業ですでに広 く行 なわれている。今回の調査 では全体の30

%に この制度 が実施 され,と くに大企業 では50%が 行 なっている。

そ して,「 将来はオープン ・プ ログラマーをおきたい」 とする もの が48%も あ るか

ら,こ ん ごますますオープン ・プ ログ ラマー制度 が普及するもの とみ られる。

Dデ ータ伝送関係

(1)将 来 データ伝送を希望 する企業が61%も あ る(表U)

最 近,オ ンライ ン ・リアル タイム ・システムの採用に伴 って,デ ータ伝 送を使 う企業

が増加 してきてい る。調査結果 に よれ ば,全 体 の26%が データ伝送 を利用 してお り,

大企業では31%が これ を使 用 している。

そ して,「 将来 は使いたい」 とするものが61%も あ るし,こ れ らを含 めると将来は全

体 の87%(Aグ ル ープのみの場合 は95%)が デー タ伝送を利用 して,本 社 と地方の

支店,工 場 を結ぶネ ッ トワー クに よって情報の集 中処理 が行 なわれ ることになる。

(2)将 来 の伝送 回線には200ボ ー と1,200ボ ーが希望 されている(表V)

現 在使用 されているデータ伝送 が何ボーかをみ ると,50ボ ーが全体の86%と 圧 倒的

に多 く,1,200ボ ー の ものはわずか3%に 過 ぎなV・。
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表Rコ ンピュータ要員へ の人事方針 はど うな っているか

Aグ ル ー プ1000万 円以上

Bグ ルー プ
500万 円以上～1000万 円未満

Cグ ルー プ
100万 円以上～500万 円未満

Dグ ルー プ100万 円未満

計

1965年 調査計

総 計

49(100)

55(100)

139(100)

38(100)

281(100)

132(100)

専門技術者
育成に重点
をおく

12(24)

6(10)

24(17)

7(18)

49(17)

他部門との
人事交流を
原則とする

5(12)

4(9)

13(9)

0(0)

22(8)

13(9.8)'17(12.9)

両者を大体
同じように
考えている

16(32)

20(36)

48(35)

12(32)

96(34)

99(75.0)

特別な扱
いはない

16(32)

25(45)

54(39)

19(50)

114(41)

不 記 入
3(2.3)

注:数 字は企業数,カ ッコ内は%

表S専 門職や資格制度を設けているか

Aグ ループ

Bグ ループ

Cグ ループ

Dグ ループ

計

1000万 円以上

500円 円以上～1000万 円未満…

100万 円以上～500万 円未満 …

100万 円未満

1965年 調査計

総 計

46(100)

50(100)

133(100)

31(100)

260(100)

130(100)

い る

1(2)

3(6)

5(8)

3(10)

12(5)

YES

22(17)

いないし将来も

設けないだろう

33(72)

34(68)

82(62)

21(68)

170(65)

いないが近い将
来は設けたい

12(26)

13(26)

46(30)

7(22)

78(30)

NO

108(83)

将来設ける意志があるか

あ る

14(13)

な い

26(24)

未 定

68(63)

注:数 字 は企業数,カ ッコ内は%

…表TIE,OR,QC部 門 にオープン ・プログラマーがいるか

Aグ ル ープ

Bグ ル ープ

Cグ ル ー プ

Dグ ル ー プ

計

1000万 円以上

500万 円以上～1000万 円来満…

]00万 円以上～500万 円未満 …

100万 円未満

総 計

46(100)

51(100)

139(100)

33(100)

269(100>

い る

23(50)

20(39)'

35(25)

4(12)

82(30).

いないし将来も
おかないだろう

15(33)

8(16)

29(21)

8(24)

.60(22)

いないが近い将
来はおきたい

8(17)

23(45)

75(54)

21(64)

127(48)

注;数 字は企業数,カ ッコ内は%

、



そ して将来 の希望 としては1,200ボ ー(38%)と200ボ ー(33%)の 二 つが多 く・

グループ別では大企業には1,200ボ ー,中 堅企業では200ボ ー希望が多い。

これ は大企業ほ ど大量 のデー タが伝送 されるため,伝 送速度の早 いものが必要 とされ

るからである。

2多 変量解析による数量化

今年 の調査 で も前年 と同様,多 変量解析に よる数量化手法 を用いてわが国の コンピュ

ータ利用の実態 に関 してい くつ かのパ ターン化 を行 なった。

今 回は調査項 目の中か ら三つ のグル ープを設定 し,① 採算性に関する もの,② 組織 ・

人事に関す るもの,③ データ伝送に関するもののそれぞれについ てパ ターン化 した。

数 量化 グラフの見方は,距 離 の近い ものほど,相 関関係が深 く,逆 に離れている事項

ほ ど無関係 または逆相関であることを示 してい る。 そして中心 に寄 っているほどノーマ

ルで,か けはなれているのは異 常であることを現 わ している。

円周で囲ん だものが個々 のパターンを示 し,矢 印は各パターン相互 の展開過程 を示 し

てV・る。(注 図表は本文116頁,120頁 採録してあるから,こ こでは省略した。)

(1)採 算 性か らみたパ ターン(付 表No.1)

ま ず採算性 を中心に したパターンとしては,つ ぎの四つのグループに分 けられる。

第1グ ル_プ=レ ンタル料100万 円 以下,導 入後3年 未満 でa→b→c→d型 の利用:

段 階 をとってお り中間管理層が将来 も減 らないと考 えている型の企業 ではまだ採算

にのっていない。

第2グ ループー レンタル料100～500万 円未満,コ ンピュー タ ・セ ンターが本社 に

集中,ま たは事業部 に分散 してお り,事 務職またはミ ドル層へ情報サー ビスし,中

間管理層 は将来減少す る と考えてい る企業 では採算性にのる方向 に向かっている。

第3グ ループ:-LLレ ンタル料1,000万 円以上,導 入後5年 以上 で本社にセ ンター,事

業部にサブセンターがあ り,d→c→a→b型 の利用 段 階 を とってv・て・ トップへ情

報 サー ビス し,中 間管理層 が減 っている型の企業では採算性 にの っている。

第4グ ループーーー レンタル料500～1,000万 円未満で,導 入後3～5年 未満でc→d→a

→b型 の利用段階 を とっている企業 は採算性 にのせ ることはあま り考 えていない。

そ して,グ ループ展開の方 向は第1グ ルー プ→第2グ ループ→ 第3グ ル ープへ と進み

第4グ ループは例外的 なケースである。

(2)人 事方針からみたパターン(付 表No.2)

人事方針と組織変更理由を組み合せたパターンとしてはつぎの五つのグループに分け

られる。
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表U現 在データ伝送を使 っているか

Aグ ル ー プ1000万 円以上

Bグ ル ー プ500万 円以上～1000万 円未満…

Cグ ル ープ100万 円以上 ～500万 円未満 …

Dグ ル ープ100万 円未満

計

総 計

64(100)

74(100)

143(100)

40(100)

321(100)

い る

20(31)

25(34)

34(24)

6(15)

遍
＼

いないし将来も

使わないだろう

}

3(5)

6(8)

25(17)

8(20)

42(13)

いないが近い将
来は使いたい

41(64)

43(58)

84(59)

26(65)

194(61)

注:数 字は企業数,カ ッコ内は%

)

表Vデ ータ伝送は何ボーで将来は何ボーを希望するか

現 在

Aグ ル ー プ1000万 円以上

Bグ ル ー プ500万 円以上～1000万 円未満…

Cグ ル ー プ100万 円以上～500万 円未満 …

1)グ ルー プ100万 円未満

計

総 計

25(100)

26(100)

34(100)

5(100)

90(100)

50ボ ー

17(68)

24(92)

32(94)

4(80)

77(86)

200ボ ー

5(20)

2(8)

2(6)

1(20)'

10(11)

1200ボ ー

3(12)

0(0)

0(0)

0(0)

3(3)

将来の希望

1総 計1・ ・ ボ ー1… ボ'一'1・2・・ボ ー

Aグ ル ー プ

Bグ ル ー プ

Cグ ルー プ

Dグ ル ー プ

計

1000万 円以上

500万 円以上～1000万 円未満…

100万 円以上～500万 円未満"

100万 円未満

49(100)

55(100)

92(100)

21(100)

217(100)

3(7)

9(16)

7(7)

3(14)

22(10)

12(24)

11(20)

41(45)

7(34)

71(33)

22(45)

23(42)

29(32)

8(38)

82(38)

2400ボ ー

12(24)

12(22)

15(16)

3(14)

42(19)

注:数 字 は企業数,カ ッコ内は%
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第1グ ループ=採 用方針で文科系,理 科系を同じように考え,人 事方針で専門職育

成を考え,他 方他部門との人事交流をも考えてV・る型の企業 ではIEやOR部 門

にオープン ・プログラマーをおかず組織変更理由では軌道にのったと答えている。

第2グ ループ=レ ンタル料100～500万 円未満の企業では,① 組織変更内容が他部

門よりの一部吸収となっているものは変更理由が適用分野の拡大,② 変更内容が部

門内の改組 となっているものは変更理由が経費節減,③ 変更理由が新機種導入とな

っているものはMISの 確立とダブっているといったいくつかの型に分かれている。

第3グ ループ=レ ンタル料500～1,000万 円未満の企業では組織変更内容が他部門

への一部分離で,変 更理由が利用水準の向上であるものが多くみ られる。

第4グ ループ=レ ンタル料1,000万 円以上で採用方針が文科系重点で,専 門職育成

に重点をおいてい る型の企業ではIEやORの オープン・プログラマーがおり,

組織の変更内容では所属部門の変更が多くみうけられる。

第5グ ループ=採 用方針が理工科系に重点をおいて他部門との人事交流を原則とす

る型の企業では組織変更理由が全社的変更となっているものが多い。

そしてグループの展開としては第1グ ループ→第4グ ループ→第5グ ループといった

方向が くみとられる。

(3)デ ー タ伝送にみ られるパ ター ン(付 表No.3)

デ ー タ伝送 とコン ピュータ利用の将来 の方向 とを組み合わせたパ ター ンはつ ぎの五つ

のパターンに分け られ る。

第1グ ループ=レ ンタル料1,000万 円以上,導 入後5年 以上 の型 の企業 ではデータ

を伝送 している ものが多 く大部分が50ボ ー である。

第2グ ル ープ=セ ンターが本社 に集 中 してお り,MISを 指 向 してv・る型 の企業 で

は将来1,200ボ ー を希望 し,将 来 リアル タイム方式 を指向 してい る型の企業では将

来500ボ ー なV・し50ボ ー を希望 している。

第3グ ル ープー 本社 センター,事 業部や工場にサブセンターがある型の企業では現

在200ボ ー を使用 しているが,将 来は2,400ボ ー を希望 するものが多V・。また将

来 のシステ ムとしてはMISや リアル タイ ム方式以外の ものを考 えている。

第4グ ル ープ=一 レンタル料100万 円 以下 および100～500万 円未満の もので導入3

年 未満 の型 の企業 では現在 はデータ伝送 をや っていないが将来 は使用 したい と考 え

ている。

第5グ ル ープー レンタル料500～1,000万 円 未満,導 入後3～5年 の型の企業に会

計のORを 指 向するものがみ うけられる。

そ してグル ープの展 開 としては第1グ ル ープ→第2グ ループ と第1グ ループ→第3グ

ループの二つの方向がみ られ る。 なお第4,第5の 両 グループはそれ ぞれ独立のパター

ンを示す もの と理解 してよいであろ う。



付 表

数量化No.1

QUANT.1

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

F.WEIGHT

2.264665/-1
-8 .577903/-2
-4 .105209/-1

3.208152/-1

1.500031/-1
-2 .087241/-1
-4 .077918/-1

4.472880/-4
-2 .065332/-2
-1 .813187/-1
-2 .227217/-1

5.305347/-3

8.543104/-2

6.124667/-2

1.095132/-1
-3 .232996/-1

2.087854/-1
-7 .307959/-2
_2 .860750/-1
-1 .796193/-1

2.209458/-1

1.232585/-1

3.464424/-15.885936/一 ユ

固有 値 相 関 係 数

3年 以 内

3～5年

5年 以 上

ユ00万以 下

100～500万

500・v1,000万

1,000万 以 上

事 務職 ヘ

ミ ドル

トップ

して い る

将 来 も しなV・

起 るだ ろ う

本 社 集 中

事 業 部 分散

本 社 セ ン ター

A→B→C→D

C→D→A→B

D→C→A→B

の って い る

ま だ

のせることは考えない

}設　

}・一

}一 一

}中間管… 減少

}・一 一 況

}利用一 ーン

}採鍋

QUANT.1

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

]4

15

16

17

18

19

20

21

22

F.WEIGHT

1.892320/-1
--4.159173/-1

3.416854/-2

1.759939/-1

6.587008/-2
-3 .758315/-1

1.045764/-1

3.543575/-3
-5 .701631/-3
-2 .463950/-2
-9 .162819/-2

1.590594/-1
-6 .911070/-2
-2 .651833/-2
-2 .214642/-2

1.258075/-1

1.489010/-1
-2 .086381/-1

1.047195/-1
-5 ,997903/-2

1.387341/-1
-6 .684934/-1

1.687936/-14.108450/-1 田
.N



No.2

QUANT.1

F.WEIGHT

16.857614/-1

2-4.614352/-2

3-9.497583/-2

4-1.606951/-1

5-1.768270/-1

69.316035/-2

72.248885/-2

8-7.115207/-2

9-3.356044/-2

10-8.729702/-2

11-1.151360/-1

123.565930/-2

13-1.491684/-1

149.936368/-3

151.159602/-1

16-1.119088/-1

17-3.045312/-1

187.900047/-2

19-9.335586/-2

20-3.514319/-1

215.367889/-2

223.189139/-1

23-2.039667/-3

24-1.772609/-1

259.187606/-2

2.011944/-14.485470/1

0.465

-0 .119

-0 .045

0.106

0.2!7

-0 .184

-O .158

-O
.049

-0 、135

-0 .068

-0 .206

-0 .208

0.337

-O .011

-0 .159

0.209

0.302

-0 .046

0.179

0.471

-0 .023

-0 .041

0.012

0.082

-0 ,008

鷲:∋-
1,000万

所属部門の変更

〃 改組

他部門よりの一部吸収

〃 分離

適用分野の拡大

利用水準向上

MIS確 立

新機種

全社的変更

軌道にのった

経費節減

専門職重点

他部門人事交流

同じ

文科系

理工科系

同じ

いる

いない

IE,ORい る

いない

}計一 一

1
変更の理由

|

}一 … 人一

}… 採蹴

}専 門緯 ㈱ 度

}IE'・R・ ン

QUANT.1

F.WEIGHT

14.652725/-1

2-1.191400/-1

3-4.522018/-2

41.059752/-1

52.173077/-1

6-1.837376/-1

7-1.576403/-1

8-4.865211/-2

9-1.352779/-1

10-6.802555/-2

11-2.063501/-1

12-2.080880/-1

133.373375/-1

14-1.148809/-2

15-1.587032/-1

162.091970/-1

173.021364/-1

18-4.629121/-2

191.785437/-1

204.709022/-1

21-2.334083/-2

22-4.093809/-2

231.203191/-2

248.172169/-2

25-8.208810/-3

1.500325/-13、873403/-1

N



No.3

QUANT.1

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

3.488554/-1

F.WEIGHT

2.418433/-1

-6 .175689/-2

-3 ,616934/-1

3.426756/-1

1.849881/-1

-2 .111959/-1

-3 .731374/-1

8.921268/-2

9.046464/-2

-2 .833193/-1

-2
.076991/-1

3.329703/-1

8.039135/-2

-2 .123049/-1

-3 ,372976/-1

-4 .334476/-2

-1 .967546/-2

-8 .829276/-2

-1 .678908/-1

4.899911/-2

-6 .988563/-2

-2 .957582/-2

-9 .622769/-2

5.906398/一 .1

0.246

-0 、462

-O .074

0.!78

0.102

-0 .404

-0 .003

-0 ,073

0.334

0.087

-0 .070

-0 .382

0.146

-0 .093

0.155

0.023

0,094

-0 .020

0.157

-0 ,040

0,069

-0 .

0.268

竃}… 数

ii鑑 レ ル料
1,000万 以 上'

本 社集 中

事 業 部 分散

本 社 セ ンタ ー

伝送 して い る

将 来 もし な い

〃 す る

50ボ ー

200ボ ー

50ボ ・・-

200ボ ー

1,200ボ ー

2,400ボ ー

MIS

R.T

272三 会 計 の'OR

そ の 他

}配置状況

/

}二r継

}将 来の方針

QUANT.1

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

1ユ

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

2.186084/-1

F.WEIGHT

2.455746/-1
-4 .620746/-1
-7 .382559/-2

1.778868/-1

1.016919/-1
-4 .037295/-1
-3 .255471/-3
-7 .261282/-2

3.337840/-1

8.729691/-2
-6 .968970/-2
-3 .823199/-1

1.456341/-1
-9 .302071/-2

1.546767/-1

2.311768/-2

9.356167/-2
-1 .956457/-2

1.574976/-1
-4 .023707/-2

6.946680/-2
-2 .715150/-1

2.682899/-1

4.675558/-1
N
ωo
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中小 企業 にお け るコ ン ピュー タ利 用 に関 す るア ン

ケー ト調査結果

調査概要

本調査は,わ が国 の中小企業 におけるコンピュータの導入 ・利用の現状 と,そ の利用

上の制約条件ない し問題点,お よび共同利用 センターの利用状況に関 して,そ の実態 を

明 らかにす るため,当 協 会 の 中小 企業専門委員会(委 員長 ・新沢雄一早大教授)が,

1966年8月 に実施 した ものである。

調査対象には,1966年6月 現在におV・てコンピュータ導入ずみの中堅企業 を含む中小

企業(従 業員3,000人 以下)384社 を選 んで,ア ンケー ト調査用紙を送付,144社 か ら

回答を得た。その うち有効回答(稼 動 中)の あった124社 について集計 を行 なった。

調査結果 と分析

1保 有状況

機械工業への普及が顕著,規 模間格差 は少ない(表A)

調 査 企業(稼 動企業124社)を 産業別 に分類す ると,機 械工業が31セ ッ トで最 も多

く,つ いで化学 ・石 油 ・ゴム工業,金 融 ・サービス ・運輸業,商 業,そ の他 の製造業 と

続 いてお り,建 設 ・鉱業が最 も少ない。

また従業員規模に よる保有状況を み る と,501～1,000人 規 模の企業 と500人 以 下の

企業が ほとん ど同数 で,1,001人 ～3,000人 規 模 の企業数 を大 きく引離 してV・る。

2利 用機種

a75%は 小型 ・超小型機(表B)

設置台数を利用機種別にみると,設 置台数の75%は 小型 ・超小型が占めている。ま

た産業 と機種との間には特別な関係はみられない。

b小 企業ほど小型機を使う(表C)
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表A調 査事業所数(産 業別,規 模別内訳)

産 業 別 計
従 業 員 規 模

・ 一 … 人1…-v・,… 人1・,… 一 ・,… 人

規 模 男・」:"i・24(…%)1 44(35・ ・)1
イ

45(36・3)1 34(27.4)

化 学,石 油,ゴ ム

産 機 械

業1羅 蟹 摸ぷ

分 建 設,鉱 業

類 商 業

金融,サ ービス,運輸

26(100)

31(100)

12(100)

4(100)

25(100)

26(100)

9(34.6)

10(32.3)

3(25.0)

2(50.0)

10(40.0)

10(38.5)

10(38.5)

11(35,5)

3(25.0)

1(26.0)

7(28.!)

13(50,0)

7(26.9)

10(S2.3)

6(50.0)

1(25.1)

7(28.0)

3(11.5)

表B産 業別にみた機種別コンピュータ保有事業所数

産 業 別 計
コ ン ピ ュ ー タ 保 有 状 況

大 ⇒ 中 型 小 型 超 小 型

機 種 別 計1・24(…%)11(…){ 30(24.2) 45(36・ ・)148(38・ ・)

産

業

分

類

化 学,石 油,ゴ ム

機 械

そ の 他 製 造 業
(繊維,金 属,鉄 鋼)

建 設,鉱 業

商 業

金融,サ ービス,運輸

26(100)

31(100)

12(100)

4(100)

25(100)

26(100) 1(3.9)

4(15.4)

2(6.5)

4(33.3)

1(25.0)

8(32.0)

11(42、3)

9(34.6)

16(51.6)

4(33.3)

7(28.0)

9(34.6)

13(50.0)

13(41。9)

4(33.3)

3(75.0)

10(40.0)

5(19.2)

表C企 業規模別にみた機種別コンピュータ保有事業所数

機 種
企業規模別∋

大 ⇒ 中 川 小 ∋ 超小型

機 種 別 ⇒ ・24(…%)1・(…)1・ ・(24・・)145(36・ ・)148(38・ ・)

企
業
規
模

1人 用500人

501人 ～1,000人

1,001人 用3,000人

45(100)

45(100)

34(100)

0(0)

1(2.2)

0(0)

7(15.5)

8(17.8)

15(44.1)

12(26.7)

22(48.9)

11(32.4)

26(57.8)

14(31.1)

8(23.5)
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従業員規模500人 以 下の企業では 超 小 型,501～1,000人 の企業 では小型,1,001～

3,000人 の企業 は中型が最 も多V・とい う傾 向が歴然 としている。

3導 入時期

a機 械工業は出足が遅か った(表D)

産業別にみると61年 度から導入 して い る商業,金 融 ・サービス ・運輸業が最も古

く,63年 度からはその他の産業にも急速に普及してきた。産業別にみ て現在 コンピュ

ータを最 も多 く使用している産業は機械工業 で あ るが,そ の導入時期は比較的遅かっ

た。

b中 堅企業の導入は64年 から急に活発化(表E)

先行企業の導入時期 と企業規模 との間にははっきりした関係はみられないが,500人

以下の小規模企業の導入が6!年 ごろから着実に増加してきたの にくらべて,1,001～

3,000人 規模においては64年 から急に活発化したことが対照的に示されている。

c小 型 ・超 小型機 は中型機 よりお くれて普及(表F)

1961年 ご ろには,小 型 ・超小型機 がまだ市場に現 われ てV・ な か ったた め,も っぱら

中型機 が導入 されたが,62年 ご ろか ら,コ ス ト・パーフォマ ンス が手 ごろで,中 小企

業 にマ ッチする小型 ・超小型機が開発 されたため,64年 ごろか ら急速 に こ れ らの機種

の導入 が進んだ。 とくに超小型機種 は使用料 の絶対額 も低廉 のため,現 在使用中の超小

型機の半数近 くが64年 に一挙 に導入 されている。

4導 入方式(買 取 りか レンタルか)

aレ ンタルがふえる傾向(表G,H,1)

導 入 方式 として,買 取 りか レンタルかが問題 になるが,予 想 に反 して,高 価 な中 ・小

型機 よ りも,超 小型機に レンタル契約 が多 く現 われている。

これは レンタルか買取 りかを決 める理 由が,単 なる価格だけでないことを示す もので

ある。すなわ ち,次 項 に示 されている ような経営上ない し将来の方針に照 して決める場

台 が多いためであるが,も うひ とつ,最 近 一般 にコンピュータの レンタル方式がふえて

いる傾向(表1)を 反 映 して,最 近多 く導入 されてい る超小型の レンタルが多 く数字に

現われた とい うこ とも考え られ る。

bレ ンタルにするのは償却を考えて……(表J)

レン タルに した理 由をみ ると,ど の機種 においても償却上有利 だとい うことが大 きな
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表D産 業別にみた導入時期別事業所数

産 業

別 計

導 入 時 期

61.4～

62.3

62.4～

63.3

63.4～

64.3

64.4～

65.3

6561摺 撤 回騒
・

時 期 別 ⇒124(1・ ・)・(…)・(…)1・5(・2・ ・)135(28・・)1・・(…6)1・ ・(・…)1(…)

産

業

分

類

化 学,石 油,ゴ ム

機 械

そ の 他 製 造 業
(繊維,金 属,鉄 鋼)

建 設,鉱 業

商 業

金融 サービス,運輸

26(100)

31(100)

12(100)

4(100)

25(100)1(4.0)

26(100)1(3.8)

1(3.8)

2(16.7)

3(11.5)

3(11.5)

2(6.4)

2(16.7)

1(25.0)

4(16。0)

3(11.5)

7(26.9)11(42.3)

9(29.0)12(38.8)

4(33.4)1(8、2)

1(25.0)2(50.0)

7(28.0)8(32.0)

7(26.9)4(15.3)

4(!5.5)

8(25.8)

3(25.0)

5(20.0)

7(26.9)

;表E企 業規模別にみた導入時期別事業所数

企 業

別 計

導 入 時 期

61.4～

62.3

62.4～

63.3

63.4～

64.3

64.4～

65.3

6㌃
・難欝

時 期 別 計1・24(…)1・(…)1・(…)15(・2・ ・)1・・(28・・)38(・ …)27(・ …)

企
業
規
模

1～500人

500～1,000人

1,001～3,000人

45(100)

45(100)

34(100)

1(2.2)

1(2.9)

4(8.7)

1(2.2)

1(2.9)

4(8.7)

9(20.0)

2(5.3)

11(24、4)

12(26.8)

12(35.3)

16(35,6)

14(34.2)

9(26.4)

9(20.O)

9(20.0)

9(26.4)

表F機 種別にみた導入時期別事業所数

機 種

別 計

導 入 時 期

61.4～

62.3

62.4～

63.3

63.4～

64.3

64.4～

65.3

6竃 響 眠

時 期 別 計 ・24(…)1・(1・ ・)1・(…)1・5(・2・ ・)135(28・2)38(・ …)27(・ …)1・(…)

機

種

大 型

中 型

小 型

超 小 型

1(0.8)

30(24.2)

45(36.3)

48(38.7)

2(6.6) 3(10.0)

2(4.5)

1(2・1)

2(6.6)

7(15.0)

6(12.4)

8(26.6)

12(26.7)

15(31.3)

4(13.3)

13(28.9)

21(44.0)

・(…)1

11(36。7)

10(22.2)1(3.2)

5(10.3)
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理 由になっているが,超 小 型機 を レンタル に す る理 由としては,「 導 入準備」 とい う項

目が とくに目立 っている。すなわち,将 来,経 営の コン ピュータ化 を進 める手始 めに,

超 小型機 を レンタルで入れ るとい う場合が多い とみ るこ とができよ う。

5要 員

aコ ン ピュータ要員 は5人 未満 が多い(表K)

超 小型機 を使 っている企業 では,コ ンピュータ要員が5人 未満の ところが75%で 最

も多 く,小 型機使用の企業 では6～10人,中 型機使 用の 企 業 では20人 以 上 と,大 型

機 になるほ ど,要 員数 もふ えている。 さらに要員 の うちキーパ ンチャーだけをと りあげ

てみると,超 小型機使 用の企業 の過半数 が専門のパンチャー をおいておらず,小 型機使

用 の企業では1～5人 が過半数,中 型機 では6人 以上が過半数 を占めている。

b小 企業 には要員 の少 ない企業が多い(表L)

500人 以 下の企業で はコンピュー タ要員の数 も少 な く,1～5人 が過半数 を占めてお

り,要 員 を21人 以 上 も抱えてV・る企業 はわずか6.7%に す ぎなV・が,1,001～3,000人

規 模ではコンピュータ要員の数に関 してはっき りした傾 向は認め られ ない。

c要 員は兼務が多 い(表M)

超小 型 では要員数はオペ レー ター,パ ンチ ャー,プ ログ ラマー,管 理者,シ ステム ・

エンジニアの順であるが,キ ーパ ンチ ャーを除 いては兼 務 してい る場 合が多い。

それは数字 に も現 われ てお り,た とえば管理者0.6人,シ ス テム ・エンジニアO.3

人,プ ログ ラマー0.9人 と あるのは,専 門の管理者 がい る 企 業 は6割 以下,専 門のシ

ステム ・エ ンジニアを置いているのは3割 以下,専 門のプ ログ ラマーを置いているのは

9割 以下 とい うこ とを意味 している。

小型 ・中型機 においても兼務 の傾向が強 く,管 理者,キ ーパンチャーを除い ては兼務

が多 くなってい る。

6導 入動機

ar事 務 量の増加」と 「管理水準 向上への意欲」が導入を促進(表N,表O)

産 業 別の傾 向 としては,「 事務量の増加」を理 由とする もの は化学 ・石油 ・ゴム,商

業に多 く,33%が そ れを理 由としている。 また 「管理水準向上 の た め」とい うのは建

設 ・鉱業,機 械に多 く40%なV・ し35%を 占め,金 融 ・サー ビス ・運輸 は22%に 止

まっている。

また労働 力不足の圧 力は小規模企業ほ ど大 きい と考 えられ てい るが,「 労働 力不足」
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表G機 種別にみた買取 り・レンタル別事業所数

機種別計

機

種

別

大 型

中 型

小 型

超 小 型

1

30

45

48

回答度数計 已 取
.∋ レ ン タ ル

1(100%)

32(100)

47(100)

49(100)

8(25.0)

13(27,6)

8(16.3)

1(100)

24(75,0)

34(72,4)

41(83.6)

表H企 業規模別にみた買取 り・レンタル別事業所数

企業規模別

計
回答度数計

買 取 り ・レ ン タ ル 別

買 取 ∋ レンタ∋ 併 用

企 業 規 模 ⇒ …1・29(1・ ・%)1・ ・(・4・・)199(79・ ・)1

企
業
規
模

1～500人

500～1,000人

1,001～3,000人

45

45

34

47(100)

48(100)

34(100)

11(23.4)

11(22.9)

8(23.5)

36(76.6)

37(77.1)

26(76.5)

一5(4 .0)

-2

-3

表1導 入時期別にみた買取り・レンタル別事業所数

1時 期 別 計 回答度数計 買 取 り1レ ン タ ル

合 計1 123(100) 128(・00)1 28(21,9) 100(78.1)

導 、

入

時

期

61.4～62.3

62.4～63.3

63,4～64,3

64.4～65.3

65.4～66.3

66.4以 降 お よ び

導 入 計 画 中

2(1.6)

6(49)

15(12.2)

35(28.5)

38(30,9)

27(21.9)

2(100)

7(!00)

17(100)

35(100)

39(100)

28(100)

2(100)

5(71.4)

9(52.9)

6(17.2)

3(7.7)

3(10.7)

2(28.6)

8(47.1)

29(82.8)

36(92.3)

25(89.3)

表J機 種別にみた レンタル理由別事業所数

大 型機

中 型

種 ㌫;
__」 一

機種別 回 答

計 度 数 計 資金的余裕 償

レ ン タ ル 理 由

∋ 導入準司 その他惨 な・
1 2(100) 1(50.0)

、

1(50,0)

30 35(100) 2(5'7) 17(48.5) 5(14,3) 5(14.3) 6(19.2)

45 55(100) 5(9、1) 21(38,2) 13(23.6) 4(7.3) 12(21.8)

48 65(100) 5(7.7) 23(35,4) 28(43.0) 2(3,2) 7(13.7)
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を導入の動機 としてい るものは,企 業規模 とはほ とんど無関係 で,い ずれ の企業規模 ラ

ンクで も6～8%に す ぎず,む しろ,「 意思決定」に利用 しよ うと い う動機の方 が多い

(7～13%)こ とが注 目される。

b超 小型の廉価 なことが大きな魅 力(表P)

機 種 と導入動機 との関係 には著 しい特色 はみ られ ない。 ただ し超小型 は当然のことな

が ら 「廉価」 な点がひ とつの動機 として あ げ られ(16%),「 意 思決定」 はほ とんど理

由にな ってい ない ことが うかがわれ る。

cr意 思決定」への利用に関心が次第に高まる(表Q)

つぎに導入時期 と動機との関係をみると,初 期のころの導入動機は,も っぱら 「事務

量の増加」であり,「賃金上昇」「労働力不足」あるいは 「意思決定」「廉価」といった

理由はほとんどなかったが,労 働力不足が深刻になった64年 ごろか ら 「労働力不足」

「賃金上昇」が導入 の動機となってきた。また 「意思決定」は63年 から関心を高めて

お り,「廉価」は超小型の開発された63年 ごろから急速に導入を促進する動機となって

いる。

7計 算 セ ンタ ーの利用

a導 入 後 も計算 センターを利用(表R,表S)

本 調 査は コンピュー タを単独 に導入 した企業 を対象 と した ものであるためか,共 同出

資 による共同センター利用企業は1例 も含 まれていないが,そ の他 のメーカーの計算 セ

ンターや一般 の私的計算センター を利用す る企業 はないわけではない。

しか も,導 入前 に利用 したとい う例 は当然 として も,導 入後 も,こ れ ら外部の計算 セ

ンターを利用 している企業 が11社 もあることは注 目すべ きであろう。

b導 入の前段階 と してセ ンターを利用(表T)

計 算 セ ンターを利用する理 由をみると,導 入前 に利用 した理 由として,一 番多 いのは

「テス ト的に利用 し効果 を試 してみたか ったか ら」とい うもの で,46%に も達 している。

っいで 「重要 な管理 点のみ を費用的に安 く機械化で きるか ら」が25%あ り,あ とは 「当

社の専門要員が十分に育 っていない」「社内批判派 を説得す る た め」 とい った理由が あ

げ られてお り,全 体 と してみれば,将 来,自 社 に導入する前段階 として計算 センターを

利用す る傾 向が強い ことがはっき りしている。

c自 社の コンピュータと外部のセ ンターを使 い分 ける(表U,表V)

ま た導入後 も利用 している企業について,そ の理 由を み る と,「 導入 した機械 の能力
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機

種

別

大 型

中 型

小 型

超 小 型

機種別

計

1(100)

30(100)

45(100)

48(100)

要 員 (計)

・嫌 満1・ 一・・人 ・・一・・人1・・人以上

0(0)

!(3.3)

13(28.9)

36(75.0)

0(0)

4(13.3)

14(31.1)

11(22.9)

0(0)

11(36.7)

12(26,7)

1(2,1)

1(100)

14(46.7)

6(13.3)

0(0)

キ ーパ ンチ ャーの み

・ ・一・人1・ 人以上

0(0)

0(0)

8(17.8)

27(56.2)

0'(0)

13(43.3)

25(55、6)

20(41,7)

1(100)

17(56.7)

!2(26,7)

1(2.1)

表L企 業規模別にみた要員数別事業所数

規模 別計
要 員

・ 一 ・人6-1・ 人1・1-・ ・M・ ・人 以上

要 員 数 別 ⇒ 124(100) ・・(・…)129(23・ ・)24(・9・ ・)1・ ・(・6・・)

企
業
規
模
別

1～500人

501～1,000人

1,001～3,000人

45(100)

45(100)

34(100)

24(53.3)

17(37,7)

9(26.5)

12(26,7)

9(20.0)

8(23.5)

'6(13
.3)

12(267)

6(17.6)

3(6.7)

7(15.6)

11(32.4)

表M機 種別職種別にみた要員数 く1社 当り平均)

機

種

大 型

中 型

小 型

超 小 型

企業合計

124社

7

30

45

48

職 種

鯉 賠 謬 ÷陽_ト ンチ・一|オ;+1そ の他

2.0人

1.6

1.0

0.6

3.0

1.8

!.0

0.3

12.0

4.3

1.8

0.9

6.0

4.4

3.8

1.6

7.0

4.4

2.O

L8

5.0

2.7

1.2

0.1

表N産 業別にみた導入動機別事業所数

回 答 種 別 計

産
業
分
類

化学,石油,ゴム

機 械

会社

合計

124

26

31

回 答

度数計

295
(100)

63
(100)
69
(100)

導 入 動 機

労働力
不足

20
(6.8)

5
(7.9)
4
(5.8)

賃 金 事務量
上 昇 増加

2196
(7,1)(32,5)

3
(4.8)
5
(7.3)

23
(36.5)
20
(29.0)

管理水準向
上

85

.(28・8)

16
(25.4)
24
(35.O)

意 思決 定

27
(9.2)

5
(7.9)
4
(5.8)

超小型
廉価

38
(12.9)

9

(14、3)

11

(!6.0)

共 同 セ
ン ター

3
(1.0)

1
(1.6)

その 他.

5
(1.7)

1
(1.6)
1
(1.4)

●
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会社

合計

回 答

度数計

導 入 動 機

労働力
不足
賃 金
上 昇
事務量
増加
管理水
準向上
意 思
決 定
超小型
廉価

共 同 セ
ンタ ー その他

産

業

分

類

その他の製造業
(繊維,金属,鉄鋼)

建 設,鉱 業

商 業

金 融,サ ー ビス,

運 輸

3212
(100)
104
(100)
626325
(100)(9.6)(4.9)
593626
(100)(5,1)(10.2)

241010321

(6.3)(12。5)(31,3)(31.3)(9,4)(6.3)(3.1)

24121

(20.0)(40.0)(10.0)(20.0)(10.0)

211886

(34.0)(29.6)(12.9)(19.6)

18136812

(30.5)(22.0)(10,2)(13.6)(1.7)(3.4)

表0企 業規模別にみた導入動機別事業所数

回 答 種 別 計

企

業

規

模

1～500人

501～1,000人

1,001～3,000人

会 社

合 計

124

45

45

34

回 答

度数計

295
(100)

101
(100)
108
(100)
86
(100)

導 入 動 機

労働力
不足

20
(6.8)

6
(5.9)
9
(8.3)
5
(5.8)

賃 金上 昇

21
(7.1)

7
(6.9)
7
(6.5)
7
(8.1)

事務量増加

96
(32.5)

32
(31.7)
36
(23.3)
28
(32.6)

管理水
準向上

85
(28.8)

29
(28.7)
30
(27.8)
26
(30.2)

籠
27
(9.2)

7
(6.9)
9
(8.3)
11
(12.8)

超小型
廉価

38
(12.9)

16
(15.8)
14
(13.0)
8
(9.3)

共 同 セ
ン タ ー

3
(1.0)

1

(1.0)
2

(1.9)
0
(0)

その他

5
(1.7)

3

(3、0)

1

(0.9)

1

(1.2)

表P機 種別にみた導入動機別事業所数

回 答 種 別 計

機

種

大

中

小

型

型

型

超 小 型

会社

合計

124

1

30

45

48

回 答

度数計

295
(100)

導 入 動 機

労働力
不足

20
(6.8)

5
(100)
72
(100)
!10
(100)
108
(100)

4
(5.6)
10
(9.1)
6
(5.6)

賃 金
上 昇

21
(7.1)

1
(20.0)
8
(11.1)
6
(5.5)
6
(5.6)

事務量
増加

96
(32.5)

管理水
準向上

85
(29.8)

1
(20.0)
2122
(29.2)(30.5)
3630
(32.7)(27.3)
3833
(35.2)(30.6)

籠
27
(9.2)

1
(20.2)
9
(12.5)
12
(10.9)
5
(4.6)

超小型
廉価

共 同 セ
ン タ ー

383

(42。9)(1.0)

4

(5.6)

16

(14.7)

18

i(16・2)

1
(20.0)
1
(1.4)

1
(0.9)

その他

5
(1.7)

1
(20.0)
3
(4.2)

1
(O.9)
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表Q導 入時期別にみた導入動機別事業所数

回 答 種 別 計

導

入

時

期

61.4～62.3

62.4～63.3

63.4～64.3

64.4～65.3

65.4～66.3

66.4以 降およ

び導入計画中

会社

合計

123

2

6

15

35

38

27

回 答 導 入 動 機

度数計牌 力

290
(!00)

2
(100)
8
(100)
30
(100)
85
(100)
90
(100)
75
(100)

18
(6.2)

2

(6。7)

7

(8.2)
7

(7.8)
2

(2.6)

賃 金
上 昇

21
(7.2)

6
(7.5)
4
(4.5)
11
(14.6)

事務量
増加

95
(32.8)

!
(50.0)

4
(50.0)
10
(33.3)
29
(34,1)
30
(33.4)
21
(28.0)

管理水
準向上

84

(29。0)

2
(25.0)
9
(30.0)
26
(30.6)
26
(29.0)
21
(28.O)

意 思
決 定
超小型
廉価

2638
(9.0)(13.5)

1
(12.5)
5
(16.7)
7
(8.2)
8
(8.9)
5
(6.7)

4

(13.3)
10

(11.9)
12

(13.4)

12

(16.2)

共 同 セ
ン タ ー

3
(1.0)

1

(1.1)
2

(2.6)

その他

5
(1.2)

1
(50.0)
1
(12.5)

2
(2.2)
1
(1.3)

表R計 算センター利用の有無別事業所数

己 入前利⇒ 導入後利用

回 答 数 ・・(…)1 20(100)

計セ
ン
タ
算1

現在も利用している

今後も利用したい

利用を完了した

6(28.6)

7(34.3)

8(38.1)

11(55,0)

7(35.0)

2(10.0)

表S計 算センター種類別事業所数

導入前利用 己 入後利用

回 答 数 1 17(100) 16(100)

各 メ ー カー計 算 セ ン ター

私的計算センター

回 答 な し

10(58.9)

4(23.5)

3(]7.6)

9(56.3)

5(31.2)

2(12.5)
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が小 さいか ら」 とい う理 由を48%と,半 数近 くの企業 が挙 げてお り,さ らに,「 日常の

仕事 は当社の コンヒ。ユータにさせ,大 量事務処理 の ときは外注す る」とい う理 由 も33%

の企 業が あげている。 これ らの回答か らみて,コ ン ピュータを導入する としても,超 小

型 を導入 してフル に利用 し,そ れ に収容 しきれ ない大量計算事務 は計算 だけを外部に委

託 する とい うような,使 い分けを考え る企業が少な ≦ないこ とがわか る。

これは委託内容 にも現 われてお り,計 算 センターへ委託す る業務 としては,計 算委託

が圧倒 的に多 く,シ ステム設 計の委託 は1例 に しかすぎない。このことは導入前 の利用

において も導入後 の利用において も同様である。

8適 用業務(表X)

アウ トプ ッ ト・レポー トの作成 を頻度順にな らべ ると,一 番多いのが月報で,2番 目

の 日報の2倍 半以上の件数 を占めている。3番 目が随時報 である。

月報のお もなものは給与計算で60件,つ いで販 売統計の42件,得 意先管理 の29件,

原 価計算 の20件,在 庫管理の14件 な どとなっている。

日報類では販売統計 が26件 で 最 も多 く,つ いで在庫 管理18件,得 意先管理12件

となっている。随時報で多いのは販売統計,技 術計算 である。

週報は全体 でわずか14件 しかないが,こ れはわが国の経営 に週単位 の習慣が ないた

め と考 えられる。 また,減 価償却 と配 当金 の計算は当然のこ となが ら年 単位 あるいは期

単位 に処理 されている。

っぎに,業 種別,業 務別 に分析す ると,化 学 ・石 油 ・ゴム,機 械では技術計算 と原価

計算 に利用す る企業が多 く,技 術計算 は随時報,原 価計算は月報の形 をとるものが多い。.

給 与計算 は商業 を除 いて どの業種 も半数以上の企業が コン ピュータにのせている。

また商業,金 融 ・運輸 ・サー ビス業 で とくに 目立つのは,販 売統計 と得意先管理 に利i

用 してV・る企業が多V・ことで,た とえば商業では25社 中21社 が販売統計に利用 し,

14社 が得意先管理に利用 し て いる。金融 ・運輸 ・サー ビス業で も26社 中18社 が販

売統計に,13社 が得意先管理 に利用 してい る。

9フ ォー ム ・デザ イ ンの作成 者

aほ とん ど計算部門で作る(表W,Y,Z)

フ ォーム ・デザイ ンを誰が作成 したか を調 べる と,中 型機 を導入 した企業 では81%

が 計算 部門が担 当してお り,部 課長 が担 当した企業は8%(2社)に す ぎないが,超 小

型機 を導入 した企業では,計 算室担当が65%,部 課 長の担 当が22%と な っている。

これ は企業規模別にみて も,似 た傾 向があ らわれてお り,企 業規模 が小 さいほ ど,部

課長 みずか らが,フ ォーム ・デザイ ンを作成す る場合が多 くなっている。
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表丁 導入前利用理由別事業所数

回 答 数 f 20(100)

導

ム

果?f

墨
由

1簸 な鯉 点のみを費用的に安く繊 イヒできるから
当社の専門要員が十分信用できるまで育っていないから

メーカーのゼンターでは技術的に不安なのでテスト的に利用し

効果を試してみたかったから

社内批判派を説得するため

そ の 他

回答 な し

5(25.0)

1(5.0)

9(46.0)

1(5.0)

2(10.0)

2(10.0)

表U導 入後利用理由別事業所数

回 答 数 f 2!(100)

導
入
後
利
用
理
由

導入した機械の能力が小さいから

日常の仕事は当社のコンピュータにさせ大量処理のときは外注するので一

センターの専門家の指導をときまたま受けたいので

そ の 他

回 答 な し

10(47,6)

7(33.3)

1(4.8)

3(14.3)

0

表V計 算センターへの委託内容別事業所数

己 入前利用
導入後利用

回 答 数 ・7(1・ ・)1 18(100)

委
託
の
内
容

計算委 託

システム設計委託

そ の 両 方

そ の 他

13(76.5)

1(5.9)

1(5.9)

2(11.8)

12(66.7)

1(5.6)

5(27.7)

表W機 種規模別にみたフォーム ・デザイン作成者別事業所数

機

種

別

大 型

中 型

小 型

超 小 型

機種別回答
度数 計

!26(100)

1(100)

27(100)

47(100)

51(100)

フ ォ ー ム ・ デ ザ イ ン は?

計 算 室 ・一・■ 部 課 司 そ の 他

1(100)

22(81)

31(64)

33(65)

5(11)

2(8)

6(14)

11(22)

3(11)

5(11)

7(13)
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俵Xど ん な仕事に どんな頻度 で利用 しているか

(産 業別にみたアウ トプ ット ・レポー ト別事業所数)

産 業㌶ 羅 講 墓曇響 瓢 罐 欝曇墾鞭NA計

化 学

石 油

ゴ ム

(26社)

年

期

月

週

日

随 時3

その他2

2217

1

3

222

221

12613

1

41

21

2

1

4

2

11

45

4

45

2

8

14

9

年 1 4 5

期 1 3 4

月 2 4 6 5 10 7 15 1 50

機 械 週 1 1 2

目 1 2 3 2 2 10

(31社) 随時 3 2 2 3 !0

その他 1 1 2 1 2 2 1 2 2 1 15

その他

製造業

(12社)

年

期

月

週

日

随 時

その他

111113

1

13133

211

122

26

1

12

11

11

16

1

12

4

8

年

期

建 設 月1

週鉱 業

日

(4社)随 時1
その他

1

234

1

1

33

22

0

117

1

0

3

0

年

期

月
商 業 週

日

(25社)随 時
その他1

5

6

1

2

19

1

2

11

12

41

2

9

4

2

123

213

626

3

219

7

19
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産 業霞
,

金 融

運 輸

サー ビス

(26社)

全産業

(124社)

計

年

期

月

週

日

随 時

その他

年

期

1月

週

日

随 時
`そ
の他

1

1

10

2

1・3

日程

計画

3

1

2

1

3

10

在庫 資材

管理 管理

2

4

1

14

2

18

4

8

46

1

11

4

4

3

22

賃金

管理

4

3

7

2

4

1

1

15

得意
先管
理

6

5

1

1

販 売

統 計

9

1

8

29

4

12

7

8

60

42

4

26

10

8

90

需要

予測

2

2

1

3

2

2

1

8

原価

計算

2

20

3

3

26

給与 配当

計算 馨計

7

1

60

1

1

5

67

4

1

1

4

4

2

1

11

減 価
償 却
計 算
NA

4

1

7

10

4

1

22

3

16

16

計

11

2

32

2

23

4

2

27

14

194

14

72

42

43

406

表Y企 業規模別にみたフォーム ・デザイソ作成者別事業所数

合計

企1～500人

業501～1
,000人規

模1,001～3,000人

規模別回答

度数計

フ ォ ー ム ・デ ザ イ ン は?

計 算 室 レ ー・■ 部 課 司 そ の 他

・26(1・ ・)1・ ・(69 ・・)1・(・.・)119(15.・)1 15(11,9)

50(100)

45(100)

31(100)

28(56.0)

33(73.3)

26(83.9)

1(2.0)

2(4.4)

2(6.5)

13(26.0)

5(11.1)

1(3.2)

8(16.0)

5(11.1)

2(6.5)

表Z要 員規模別にみたフォーム ・デザイン作成者別事業所数

合計

要員別計
回 答 フ ォ ー ム ・デ ザ イ ン は?

度 数 計 計 鰹 レ ー・ヨ 部 課 司 そ・イ也

t
要
員
規
模

1～5人

6～10人

11～20人

121人 以 上

・241・26(…)1・ ・(・・.・)1・(・.・)1・9(・4 .・)1・5(・2.・)

51

29

23

21

56(100)

28(100)

22(100)

20(100)

39(69.6)

17(60.7)

15(68,2)

16(80.0)

2(9.6)

2(7.1)

1(5.0)

10(17.9)

5(17.8)

2(9.0)

2(10.0)

5(8.9)

4(14.4)

5(22.7)

1(5.0)
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大 学 にお け るコ ンピュー タ教育 に関 す るア ンケー

ト調査結果

調査目的および方法

この調査は,大 学在学中にある程度の コンピュータに関する教育 を行 なう必要がある

か,ま たあ りとすれば どの ような科 目が重要かについて,コ ンピュータ ・ユーザーの見

解 をただす とともに,大 学におけるコンピュー タ教育実施に ともな う施 設,メ ーカー と

の協力関係等 について も意見 を聞いた ものである。

調査の立案結果 の と りきめは 日本電子計算 開発協会 ・人事労務 委員会 の中に設 けられ

た人事管理専 門委員会(委 員長=吉 野衡 ・旭硝子取締役人事部長)が 行 なった。

調査時期 は1966年(昭 和4!年)10月 。

調査の方法は,前 掲 「コン ピュータ と経営 ・組織 に関するアンケー ト調査」に対 し回

答 を寄せ られた企業を中心 に300社 を選び質問 状 を 送 り,148社 か ら回答 を得,そ の

148社 について産業別,学 卒別 に集計を行 なった。

産業別内訳および学卒者区分は,つ ぎのとお り。

産業別内訳

製造業=食 品業4,繊 維 業5,金 属 業6,化 学 業36,機 械 工業40,そ の他製造業9,

計100社 。

非製造業=電 力業10,商 業10,運 輸 業5,金 融 業23,計48社 。

学卒者種類区分

a=コ ン ピュータ業務 にたず さわるもので技術系の学卒者。

b=コ ン ピュータ業務 にたず さわる もので事務系の学卒者。

c=一 般 技術系業務にたず さわる学卒者。

d=一 般 事務系業務にたず さわる学卒者。

調査結果 と分析

1大 学におけるコンピュータ教育 の必 要性一 圧倒的多数が必要 とみる(表A)

コン ピュータ業務 にたず さわるa,bに つい ては,両 者 ともに90%以 上 が必要 と答
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表A大 学におけるコンピュータ教育は必要か

学 卒 者 の 種 類 必 要 舗 欝 琵 で 合 計

:
・C

d

合 計

コンピュータ業務にたずさわるもので
技術系の学卒者…

同 上 事務系の学卒者…
「

一般技術系業務にたずさわる学卒者

一般事務系業務にたずさわる学卒者

123(91)

127(90)

105(80)

109(76)

464(84)

11(8)

13(9)

24(18)

30(21)

78(14)

2

2

3

5

12

(1)

(1)

(2),

(3)

(2)

136(100)

142(100)

132(100)

144(100)

554(100)

・注;数 字は回答数,カ ッコ内は%。 以下同じ

表B大 学におけるコンピュータ教育に どのよ うな課 目を必要 とするか

1.関 連基礎 学科(1)(学 卒 別)

a b c d 合 計

論理代数学

:数値計算および解析

'OR

・シ ステ ム工 学 … … …

最重要

重 要

普 通

不必要

計

量重要

重 要

普 通

不必要

計

量重要

重 要

普 通

不必要

計

量重要

重 要

普 通

不必要

計

29(23,0)

66(52,0)

26(21.0)

5(4.0)

126(100)

64(48.0)

57(43.0)

12(9.0)

0

133(100)

55(41.7)

66(50.0)

10(7.6)

1(O.7)

132(100)

40(31.4)

62(48.9)

21(16.6)

4(3.1)

127(100)

9(7.0)

38(30.0)

47(37.0)

32(26.0)

132(100)

12(9.1)

56(42.3)

46(34.9)

18(13.7)

132(100)

26(18.8)

85(62.5)

25(18.2)

2(0.5)

138(100)

24(17.8)

61(45。2)

34(25.1)

16(11。9)

135(100)

4(3,6)

50(44.2)

36(32.1)

23(20.1)

1!3(100)

22(18.9)

61(52.0)

30(25.7)

4(3.4)

117(100)

11(9.5)

67(57.8)

31(26.7)

7(6.0)

116(100)

8(7.1)

47(41.2)

43(37.7)

16(14.0)

114(100)

1(O.8)

17(13.8)

42(34.3)

63(51,2)

123(100)

2(1.6)

24(19.0)

44(35.0)

56(44.4)

126(100)

8(5.8)

66(48,2)

53(35.6)

10(7.4)

137(100)

5(3,9)

32(24.8)

43(33,3)

49(38,0)

129(100)

43(8.8)

171(35.0)

151(30.0)

123(26.2)

488(100)

100(19.5)

198(39.0)

132(26.1)

78(15.4)

508(100)

100(19.2)

284(54.3)

119(22.7)

20(3.8)

523(100)

77(15.2)

202(40,0)

141(28.0)

85(16.8)

505(100)
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え,c,dに っ いても必要 とす るものが75%を 超 え る高率 を示 している。 これは最近 の

企業においてコンピュータに関する知識 の必要度 が,職 種にかかわ りな く,い かに高 い

かを示す ものであろ う。

2関 連基礎学科 の重要度 ・学卒者種類別にかなりの差がみられる(表B-1,2)

(1)論 理 代数学=aに つ い ては最重要 または重要 との回答が75%と か な りの高率 を示

しているが,cに つ いては普通 または不必要 とする ものが52%と 過半数 を占め,そ の

他bに ついては普通または重要 とする ものが多 く,学 卒の別 によって必要 度 に差がみ

られる。

(2)数 値 計算お よび解析=コ ンピュータ業務にたず さわる もの でもaに かぎ り最重要

または重要 とするものが91%と,絶 対必要 とも い い う るほ どの要求度 を示 している

が,そ の他は半 々またはそれ以下 となっている。

(3)OR=全 般 に高い必要度 を示 してお りaに つv・ては91.7%,bに つv・ては81.3%

が 最重要 または重要 と答えてお り,そ の他について も必要 とする ものが過半 に達 してい

る。

(4)シ ス テム工学=aに つ いては80.3%,bに つv・ては63%が 最 重要 または重要 と

し,c,dに っ いては半数を割 ってい る。

(5)統 計学=最 重要または重要 とする も の が全体 として81.3%に 達 し,き わめて高

い要請度 を示 してv・るが,こ の うちaに ついては90.7%,bに つv・ては92.2%と な

っている。

(6)人 間 工学 ・電子回路=い ずれ も重 要性 を認 める ものが50%を 割 ってお り,全 般的

に関心 の うすい ことを示 している。

(7)自 動 制御,通 信工業=aに お いてこれを最重要 とみ る ものが51、2%で あ るほか

は,以 外 に低率であるが,こ れは 自動制御は非製造業にはあま り関係 な く,ま た通信工

学 も業種 によってはそれほ ど重要ではない とい う事情 を反映す るものであ る。

(8)計 量 経済学t=aに つV・ては最重要 または重要 とす る ものが42%に と どまってい

るに対 しbに ついては82.3%と 急 増,dに つ いても60%と 過 半数 を占めている点が

目立つ。 これはシ ミュレーシ ョンに よって経営諸元の最適量 を求めよ うとす る意図 を反

映する もの といえる。

(9)経 営学=計 量経済学の場合 とほぼ同 じ傾 向がみ られ,最 重要 ま た は 重要 とするも

のがaに ついては40・5%,bに つv・て1ま72%と な ってお り,こ れに よって組織意思決

定のシステ ム化 とい う一連 の問題意識 を読み とることができる。

(10)以 上 を製造,非 製造 の別 にみ ると,両 者に共通 して重要度の高 い科 目は数値計算

お よび解析,OR,統 計 学,計 量経済学,経 営学 である。



1
統計学

人間工学

電子回路

自動制御

通信工学

計量経済学

経営学

ノ

最重要

重 要

普 通

不必要

計

量重要

重 要

普 通

不必要

計

最重要

重 要

普 通

不必要

計

最重要

重 要

普 通

不必要

計

量重要

重 要

普 通

不必要

計

最重要

重 要

普 通

不必要

計

量重要

重 要

普 通

不必要

計
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a i
46(35、7)

71(55.0)

9(7.0)

3(2.3)

129(100)

7(6.0)

28(24.0)

52(44.4)

30(25.6)

117(100)

10(8.9)

43(38.4)

46(41.!)

13(11.6)

112(100)

20(51.2)

10(25.3)

4(11.3)

5(12.2)

39(100)

10(8.2)

60(49.6)

39(32.3)

12(9,9)

12!(100)

4(3.3)

46(38.7)

44(37.0)

25(21.0)

119(100)

5(4.1)

44(36.4)

60(49.6)

12(9,9)

121(100)

b 1
57(40.1)

74(52.1)

10(7.1)

1(0.7)

142(SIOO)

5(3.9)

27(21.3)

57(44.9)

38(29,9)

127(100)

3(2.5)

11(9,1)

42(34.4)

66(54.0)

122(100)

2(1,5)

20(15.2)

42(31.8)

68(51.5)

132(100)

6(4.7)

18(14.3)

45(36.0)

58(45.0)

127(100)

46(33.4)

67(48.9)

21(15.7)

3(2.0)

137(100)

52(33.7)

59(38.3)

25,(16..4)
18(11.6)

154(100)

c E
15(12.2)

70(56,9)

28(22,8)

10(8.1)

123(100)

2(1.9)

31(28.7)

44(40.7)

31(28.7)

108(100)

2(!。9)

28(26.1)

48(44.9)

29(27.1)

107(100)

9(8,1)

38(34.3)

40(36.0)

24(21.6)

111(100)

2(1.8)

28(25.0)

46(41.1)

36(32.1)

112(100)

2(1.8)

22(20.0)

41(37.2)

45(41.0)

110(100)

1(0.9)

34(30.2)

58(51.3)

20(17.6)

113(100)

d 1
23(16.2)

79(55.6)

35(24.7)

5(3.5)

142(100)

3(2.4)

18(14.7)

46(37.4)

56(45,5)

123(100)

0

1(0.8)

16(13.5)

104(85.7)

121(100)

1(0.8)

2(1.7)

18(14.9)

100(82,6)

121(100)

0

5(3.1)

18(14.9)

98(81.0)

121(100)

17(13.1)

61(46.9)

45(34,6)

7(5.4) .

130(100)

36(28、2)

66(51.5)

23(18.0)

3(2.3)

128(100)

合 計

141(26.3)

294(55,0)

82(!5.2)

19(3.5)

536(100)

17(3.6)

104(21.9)

199(41.9)

155(32.6)

475(100)

15(3.3)

83(17.9)

152(32.9)

212(45,9)

462(100)

32(8,0)

70(18.0)

!04(26.0)

197(48,0)

403(100)

18(3.8)

111(23.1)

148(30,8)

204(42,3)

481(100)

69(13.9)

196(39.5)

151(30.5)

80(16.1)

496(100)

94(18.2)

203(39.3)

166(32.2)

53(10.3)

516(100)
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3情 報処理 直接担当者以外には強い要求はない(表B-3,4)

(1)情 報理論,経 営機械化論=最 重要 または重要 との 回 答 が情報理論 ではaに ついて

76.7%,bに つ いて70.6%と な ってお り,経 営機械化論 ではaに ついて67.2%,b

に つ いて も77%と か な りの高率 を示 しているが,そ の他 については一応の知識 は必要

とい う程 度である。

(2)シ ステム設計=情 報理論 と同 じ傾 向をみせてお り最重要ま た は重要 とする回答が

aに ついて77.9%,bに つ いて75.2%と 高v・が,c,dに つv・ては30%以 下 にとど

rま
っている。

1(3)情 報 処理技法=aに つ いては76 .8%,bに つ い ては74.8%が 最 重要または重

要 と しているのに対 してc,dは きわめて低 い重要度を認めているに過 ぎず,わ ずかに

:20%台 に止 まっている。

以上,情 報処理 に関す る諸科 目は大体 コンピュータに直接たず さわる ものに とっては

必 須 であるが,そ の他の ものに とっては技術系,事 務系 または製造業,非 製造業 の区別

な く一様 に常識程度 でよいとされているようである。

4コ ンピュータ関係科 目一 直接担当者以外にはあまり重要でない(表B-5,6)

〈1)コ ンピュータ概論=aお よびbに つv・ては最重要または重要 とす るものが89%程

度 に達 しかな り高v・要請度 を示 してv・るが,c,dに つ いて も70%以 上 で職種 の別 なく

必要 なことを物語 っている。

・(2)プ ログラミング=a
,bと と もに強い必要性 を認めてお り,最 重要 または重要 と回

答 した ものがaに おいて86.7%,bに お いて81%と な ってv・る。c,dに つ いては一

応必 要 とい う程度 である。

(3)ア プ リケーシ ョン ・プログラムニa,bに つ いては高 い必要度が 示 されているが,

c,dに つ いては きわめて低率 である。

・(4)実 習=aを 除 くとか ならず しも必要ではない との考 え方が支配的の ようである。

以上の科 目を製造業,非 製造業の別 にみ るとコンピュー タ概論 およびプ ログラ ミング

・につ いては両者の間に差違は認 め られ ないが,ア プ リケーシ ョン ・プ ログラムについて

は製造業に要望する ものがわずかではあるが多い。

・5プ ログラ ム言語.現 状では大学に期待す ることはむずか しい(表B-7,8)

(1)機 械 語=aに 最 重要 または重要 とするものが39%あ り,bで は32%あ ったほか

・は ,ほ とん ど必要 を認 めていない。 これは機械語が機種によって異なるため大学 で習得

した としても,こ れを企業で活用 する場合 に無駄になることが多い とい うことのためで

ある。
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2.関 連基礎学科(2) (産業別)

論理代数学

数値計算および解析………

OR

システム工学

統計学

人間工学

電子回路

自動制御

通信工学

計量経済学

経営学

製 造 業

最藪 国司剰 不同 計
32
(9.7)
74
(21.2)
84
(23,0)
57
(16.5)
106
(28,5)
10
(3.1)
17
(5,4)
27
(8.2)
13
(4.3)
48
(14.2)
64
(17.3)

126
(38.2)
147
(42.2)
219
(59.0)
156
(45.0)
200
(54,0)
76
(24.0)
53
(16.7)
77
(23.6)
68
(21.1)

141
(41.6)
147
(40.0)

97
(29.4)
86
(24.6)
59
(!6.0)
87
(25.0)
53
(14.3)
126
(39.9)

115
(36.4)
102
(3L2)
114
(35,4)
90
(26.6)

115
(31.1)

75
(22.7)
42
(12.0)
7
(2.0)
48
(13.5)
12
(3.2)
107
(33,0)
131
(41.5)

122
(37.0)
127
(39.2)
60
(17.6)
43
(11.6)

330
(100)
349
(100)
369
(100)
348
(100)
371
(100)
319
(100)
316
(100)

328
(100)
322
(100)
339
(100)
369
(100)

非 製 造 業

最割 註1普 通

11
(6.9)
26
(16.2)
25
(15.2)
21
(13.2)
35
(21.6)
7
(4.5)
7
(4.5
5
(3,3)
5
(3.3)
21
(13.5)
30
(19.1)

45
(28.5)
51
(31.9)
72
(44.O)
46
(29.3)
94
(58.0)
25
(16.O)
30
(19.5)
23
(15.3)
38
(24.7)
55
(35.2)
66
(42.1)

54
(34,2)
46
(28.8)
54
(33.O)
54
(34.1)
26
(16.1)
75
(48.5)
37
(23.8)
39
(26.0)
34
(22.0)
60
(38.5)
51
(32.5)

不必要

48
(30.4)
37
(23.1)

13
(7.8)
37
(23.4)

7
(4.3)
48
(31.0)
81
(52,2)
83
(55.4)
77
(50.0)
20
(12.8)
10
(6.3)

計

158

(100)

160

(100)

!64

(100)

158

(100)

162

(]00)

155

(ユ00)

!55

(100)

!50

(100)

154

(IOO)

156

(100)

157

(100)

3.情 報 処理(1) (学卒別)

'

一
情報理論

経営機械化論………

最重要

重 要

普 通

不必要

計

最重要

重 要

普 通

不必要

計

23(17.7)

76(59.0)

27(21.0)

3(2.3)

129(100)

23(17.6)

65(49.6)

35(26.7)

8(6.1)

131(100)

26(19.1)

70(51.5)

31(22、8)

9(6.6)

136(100)

23(!8.2).

74(58.8)

26(20.6)

3(2.4)

126(100)

3(2.6)

33(28、0)

57(48.2)

25(21.2)

118(100)

2(1.7)

32(28.4)

54(47.7)

25(22.2)

113(100)

4(2,9)

33(24.7)

55(41.0)

42(31.4)

134(100)

4(2.9)

40(29.0)

55(39.9)

39(28.2)

138(100)

56(10.8)

212(41.2)

170(32.8)

79(15.2)

517(100)

52(10.3)

211(41.6)

170(33.5)

75(14.6)

508(100)
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1
シ ス テ ム 設 計 … ・… ・・

情報処理技法………

最重要

重 要

普 通

不必要

計

量重要

重 要

普 通

不必要

計

a 1
38(28.7)

65(49,2)

24(18.4)

5(3.7)

132(100)

33(26.4)

63(50.4)

23(18,4)

6(14,8)

125(!00)

b 1
26(23.0)

59(52.2)

20(17.7)

8(7.1)

113(100)

28(20.7)

73(54.1)

26(19.3)

8(5.9)

135(100)

c 1
3(2.5)

33(28,0)

57(48,3)

25(21.2)

118(100)

1(O.9)

23(20.0)

55(47.8)

36(31.3)

115(100)

d
[合

4(3.1)

33(25,6)

55(42.5)

37(28.8)

129(100)

0

32(25,4)

43(34.2)

51(40.4)

126(100)

計

71(14,5)

190(38.4)・

156(31.8>

75(15。3>

492(100)

62(12,7>

191(38,0)・

147(29,2)・

101(20,1>

501(!00)

4.情 報 処理(2) (産業別) '

製 造 業

最重要重刻普 通 1不渡 計

非 製 造 業

最重要 重要 普通 1不⇒ 計一 、
・・。M。・… 化論(、,12)1(、;ll)(,;99)(、 、1・。)

システム設計(,。7;)(、;18)1(,,ll)(、,ll)

一 法 、、,ll)(,}ll)1(2811)
、(、。IS)

5.コ ン ピ ュ ー タ(1) (学卒別)

(1;9)(1認)(,,19)(32121)(、18)(lll>

(1;1)(,ll)(3419)(,。li)(、,ll)(1認 〉

(ig9)(・}2)(39;ま)(3・1;)(・ ・1;),1;8≧

コ ン ピ ュー タ概 論 …

プ ログ ラ ミン グ… …

最重要

重 要

普 通

不必要

計

量重要

重 要

普 通

不必要

計

1 a

54(41.1)

62(47.5)

10(7.6)

4(3.8)

130(100)

37(29.2)

73(57.5)

12(9.5)

5(3.8)

127(100)

1 b
63(45.0)

62(44.2)

12(8.6)

3(2.2)

140(100)

47(31.7)

73(49.3)

22(14.9)

6(4.1)

148(100)

¢ 1
15(11.8)

75(59.0)

33(26,0)

4(3.2)

127(100)

2(7.8)

43(37.7)

42(36.8)

27(23.7)

114(100)

d

19(13.9)

78(57.0)

36(26.3)

4(2.8)

137(100)

6(4.0)

42(28.0)

48(32.0)

54(36,0)

150(100)

1合 計

151(28.2)

277(52.0>

91(17.0>

15(2.8>

534(100)

92(17.0>

231(43、0>

124(23.0>

92(17、0>

539(100)
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1 t a 1 b | C 1 d 合 計

ア プ リケ ー シ ョン ・1最 重要

プログラム

実 習 … …一 ー 一 …

重 要

普 通

不必要

計

量重要

重 要

普 通

不必要

計

30(24.8)

55(4515)

27(22.3)

9(7.4)

121(100)

39(28.5)

54(39.4)

28(20.4)

16(11.7)

137(100)

30(21.8)

57(41.2)

42(30.5)

9(6.5)

138(100)

0

30(22.7)

48(36.3)

54(41.0)

132(100)

2(1.8)

24(20.8)

37(32.2)

52(45.2)

115(100)

0

18(14.4)

29(23.2)

78(62.4)

125(100)

0

18(14.4)

29(23.2)
78(62.4)

125(100)

2(1.6)

18(14.4)

27(21.6)
78(62.4)

125(100)

62(12.4)

154(30.4)

135(27.2)

148(30.0)

499(100)

41(7.9)

120(23,1)

132(25,4)

226(43,6)

519(100)

6. コ ン ピ ュ ー タ(2) (産業別)

コ ン ピ ュータ 概論

プ ロ グラ ミ ング

ア プ リケ ー シ ョン ・

プ ロ グラム

実 習

製 造 業

顕 要「⇒ 醜1不⇒ 計

100

(27、4)

50

(14.3)

37

(10.9)

42

(12.2)

ユ96

(53'.6)

152

(43.1)

117

(34.4)

123

(35.8)

61
(16.8)
81

.(23gl)
(24.7)

78
(22.6)

8
(2.2)
68
(19.4)
102
(30.0)
101
(29.4)

365
(100)
351
(100)
340
(100)

344
(100)

非 製 造 業

曄 要醸 已1不⇒ 計
51
(30.4)
21
(13.4)
17
(11.2)
22
(14.4)

82
(488)
62
(398)
37
(245)

36
(235)

28
(16.6)
43
(27.6)
51
(33.8)

47
(30.7)

7
(4.2
30)
(192)
46('049)
(314)

168
(100)
156
(100)
15!
(100)

153
(100)

7. プPグ ラム言語(1) (学卒別)一
機械語

ア セ ンブ ラー … … …

最重要

重 要

普 通

不必要

計

量重要

重 要

普 通

不必要

計

18(15.5)

28(23.6)

41(34.7)

31(26.2)

118(100)

33(29.4)

30(26.8)

30(26.8)

19(17.0)

112(100)

12(9.4)

29(22、6)

45(35.2)

42(32.8)

128(100)

21(16.1)

49(37.7)

35(27。0)

25(19.2)

130(100)

2(1.9)

6(5.5)

18(16.3)

84(76.3)

110(100)

1(0.9)

13(11.7)

18(16.3)

79(71.4)

111(100)

2(2.0)

5(4.1)

14(11.9)

102(82,0)

123(100)

3(2.2)

12(9.4)

21(16.4)

92(72.0)

128(100)

34(7.1)

68(14.2)

118(24.6)

259(54.1)

479(100)

58(12.1)

104(21.6)

104(21.6)

215(44.7)

481(100)
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(2)ア セ ンブラー=aお よびbに ついて最重要 また は 重要 とするものが半数以上 あっ

たが,そ の他はほ とん ど必要を認 めていない。 この言語は機械 の進歩 につれて一部 のも

ののほかは,し だいに利用 され な くなる性質の ものである。

(3)コ ンパイラー 二現段階では必要度は低 い。 これ は使用可能機械の分布状況 による

もの と解せ られる。 なおFORTRAN,COBOLに つ いては大学 における施設 なv・し教

育体制 の現状が改善 されれば一応 必要 とす るとい う傾向がみ られる。 これは使用可能機

の分布状況に よるもの と解せ られる。

6大 学におけるコンピュータの施 設

か ならず しも意見 の一致はみ られないが,ほ ぼつ ぎのよ うな考 えが述べ られている。

(1)研 究 用 としてではな く教育施設 として コ ンピュータおよび周辺装置 を設置すべ き

である。

(2)一 般 に中型機の設置 を望む ものが多いが,例 外的 に 大 型 ディジタル ・コンピュー

タお よびアナ ログ ・コンピュータ もできればほ しい。

(3)経 済 的理 由で一機種 しか設置 で き ない場合 はい くつかの大学間で交換実習ができ

るよ う配慮すべきである。

(4)コ ン ピュータの新 旧交替 が激 し くなる で あ ろ うか ら旧型のもの を設置すれば経済

的であ り,そ の際学校用 としての特別の優遇措置が望 ま しい。

(5)講 義 のみでコンピュータを理解す るこ とはむずか しいので,工 学部,経 済学部な

どでは計算 センターを設けて実習す るこ とが効果的 とする積極論 と,実 習は選択科 目と

す るが コンピュータ概論,OR,コ ンパイ ラーは必修 とすべ しとする中間論がある。こ

の ほか少数 ではあるが実習は企業内で訓練す るので基礎学科 の教育の方が大切 である と

す る消極論が ある。

(6)学 生 の実習 については企業 の機密保持 な ど微妙な問題が あ るが,夏 季休暇な どの

機 会に各企業が進ん で受け入れ るべ きであるとの主張 もみ られ る。

(7)す でに一部の大学 では実施 の段階にはい りつつ あ るが,大 学 当局はメー カー,ユ

ーザーな どの協力 をえて実践的 カリキ
ュラムを樹立する必要がある。 スエーデンで実施

されているような,こ の 目的のための特別 の委員会を設置 してはどうか との意見 もある。
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1
コ ンパ イラ ー …… …

ALGOL

FORTRAN… …

COBOL

最重要

重 要

普 通

不必要

計

量重要

重 要

普 通

不必要

計

量重要

重 要

普 通

不必要

計

量重要

重 要

普 通

不必要

計

a 1
11(13.2)

35(41.6)

20(23,8)

18(21.4)

84(100)

20(18.1)

50(45.5)

18(16.3)

22(20.1)

110(100)

45(32,2)

63(45,5)

28(20.2)

3(2.1)

139(100)

14(11,8)

61(51,2)

28(23.5)

16(13,5)

119(100)

b |
9(11.5)

26(33.4)

23(29.5)

20(25.6)

78(100)

5(4.4)

29(25.2)

35(30,4)

46(40,0)

115(100)

11(8,6)

51.(39.8)

39(30,4)

27(21.2)

128(100)

37(27,6)

63(47.0)

19(14,2)

!5(11,2)

134(100)

c 1
2(2.9)

12(17.4)

11(15.9)

44(63.8)

69(100)

2(2.2)

22(22,2)

27(27,2)

48(48,4)

99(100)

14(12,2)

51(43.8)

23(19.8)

28(24.2)

116(100)

3(2.8)

12(11.5)

31(29.6)

59(56.1)

105(100)

d 1合 計

1(L2)

11(13.4)

11(13,4)

59(72.0)

82(100)

1(O.8)

9(7.9)

14(12.3)

90(79,0)

114(100)

2(1.6)

11(9.0)

26(2L4)

83(68.0)

122(100)

6(4.6)

40(31.1)

30(23,3)

53(41.0)

129(100)

23(7,3)

84(26.9)

65(20.8)

141(45.0)

313(100)

28(6.4)

110(25,2)

94(21.4)

206(47,0)

438(100)

76(15.0)

!76(34.0)

116(23.0)

141(28.0)

505(100)

60(12.3)

176(36.2)

108(22.2)

143(29,3)

487(100)

8.プ ログラム言語(2) (産業別)

機械語

アセ ン フ フー

コ ンパ イ ラー

ALGOL

FORTRAN

COBOL

製 造 業

最重要

26
(8.1)
30
(8.9)
16
(7.7)
20
(6.5)
54
(15.8)
42
(12.5)

重要

38
(!l.8)
92
(27.2)

63
(30,3)
82
(26.9)

131
(38.2)
130
(38.7)

普通 1不渡
79
(24.6)
67
(19.8)

40
(19.2)
66
(2!.6)
71
(20.8)
72
(21.4)

178
(55.5)
149
(44.1)

89
(42.8)
137
(45.0)

86
(25.2)
92
(27.4)

計

320
(100)
338
(100)
208
(100)
305
(100)
342
(100)
336
(100)

非 製 造 業

最重要1

8
(5.1)
14
(9.2)
7
(6.9)
9
(6.9)
18
(12.2)
18

(12.0)

重 要

30
(19,0)
36
(23.5)
26
(25.4)
23
(17.6)

45
(30,6)
46
(30.6)

普通

39
(24.7)
37
(24.2)
23
(22.6)
30
(22.7)

31
(21.1)
36
(24,0)

不必要

81
(51.2)
66
(43.1)
46
(45,1)
69
(52.6)
53
(36.1)
50
(33.4)

計

158
(100)
153
(100)
102
(100)
131
(100)
147
(100)
150
(100)
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コ ン ピュー タ部 門 の交替勤 務 制 に関 す るア ンケr

ト調査結果

調査目的および方法

1965年 コンピュータ白書付属 資料に掲載 した 「交替勤 務制 に関するアンケー ト調査」

では回答 した132社 の うち交替勤務制を実施 して い るもの27社(20%)と な ってお

り,そ の他 も70%が 「交替制 を必要 とする」 と答えている。そこで,今 回は,実 施 し

ている27社 を対象 に,さ らに細部にわたる諸問題 について,ア ンケー トによる再調査

を実施 し,22社 か ら回答 を得た。

実施時期 は1966年10月 。

結果概要

1交 替勤務制実施の理由と目的(表A,B)

交替制施行の理由としては(イ)作 業量増大と 回業務上の要請の二つを挙げている。

α)の場合をさらに分けると,常 時の作業量が昼間処理の限界をはるかに超えた状態と,
一定の時期に作業ピークを形成し,こ れを交替制をもって消化する場合とがあり,後 者

にはシフ ト制生産工場の夜間作業など特定の時刻にコンピュータ処理を必要とするもの

がある。

しかし現在のコンピュータ使用は昼間処理の可能な一般事務を対象とす る ものが多

く,し たがって作業量増大に対処するための交替制が全部を占めており,夜 間のオンラ

インないしリアルタイム処理等は今後の課題 といえる。

またコンピュータ処理は,業 務によっては締め切 り等の関係で日中の繁閑差が大きい

と考えられるが,交 替制を施行 している企業では作業量を平均化するための周到な準備

がとられている。 したがって作業ピークに対処するとの考え方は少なく,1カ 月を通 じ

ての交替制を採用している例が多い。

また交替制実施の目的は,コ ストの低減(5社)よ りも機械および要員の総合的な管

理運営(機 械関係11社,要 員関係9社)に 意義を認めている。

2交 替勤務制の実施(表C)
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表A交 替制実施の理由と頻度

交 替 制 施 行 の 理 由 交替制実施の頻度

業 種 回 答 数 毎日の作業 作業ピーク

量増大 対策
業務上の要1カ 月廻し 繁忙時のみ請

で実施 実施

13

5

18

85

50

135

084

050

0134

製造業

その他

計

表B実 施の目的

無理のない作業計画による能率的な機械運営

残業増加による健康管理,超 勤手当増加の弊害除去

表C交 替制による作業時間延長

オペレータ2直 服務者3直 服務者交替制による作業延長時間 回答企業数 要 員 総 数
一数(1直 当り)(1直 当り)

3

6

7

1

2

119

249

497

100

361

31

43

158

14

44

11

8

56

7

13

3時 間以下

5時 間以下

6時 間

同

7時 間以上2直

3直

・
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以上のように交替勤務制施行の目的が増大する作業の消化対策にあるため,交 替制に

よる時間延長にも各社それぞれの実情を反映し,深 夜を通す企業は19社 中3社 に過ぎ

ず,ほ とんどは8時 ないし9時 より20時 ないし22時 までの間を対象としてV・る。ま

た要員の勤務をラップさせ,将 来に備えての機械力温存の意図もみ られる。

この作業量の増大は各部門の機械化要請によってさらに拡大する実情にあるため完全

3直 交替制にある2社 を除く17社 中13社 が交替勤務制拡大を意図している。さらに

男子穿孔員による完全な交替を行なってし・る1社 を除き穿孔作業 に関 しては時差勤務

(2.5時 間)1件 あるのみで,交 替制はすべてコンピュータ操作の業務だけに限られてい

る。従って服務要員もオペレーターだけが占めてお り,他 の職務交替はみられない。

3交 替勤務制実施上の問題点

コンピュータ導入企業の多くが交替制にともなう服務要員についての問題 としてっぎ

の諸点を挙げている。

(d)表Cに みられるように交替服務要員はオペ レーターのみで,他 の企画,プ ログラミ

ング等の職務は交替制から除外される結果,同 じコンピュータ部門内でも勤務上の不均

衡を生 じ要員管理上に大きな問題が出ている(15件)。

㈲交替制は夜間作業を前提とするので通勤の困難・食事の不 自由・その他要員の勤務

に関する問題がある(9件)。

◎夜間作業の苦痛に加え,昼間眠れないなど勤務者が疲労を訴える度合が強い(3件)。

⇔業務増大対策 として交替制を実施する場合,超過勤務手当が減少するが,この要員の

不満も無視できない(2件)。 なおこの問題については交替勤務者に対 して手当,差 額補『

儂等の対策をとっているもの13件,勤 務者の時間短縮を行なっているもの1件 がある。

㈹事務系のオペ レーターが機械に従属 したうえ交替制に服することにより工場の作業

員に近づくというような嫌悪感を懐 く(1件)。

以上の報告は表Cに 示されているとお り深夜を回避した状態のもので,深 夜を含む交

替制を実施する場合は,お のずからその内容 も異なるものと思われる。

4む すび

コンピュータを有効に活用 し,要 員の健康を害することなく,増 大する業務に対処す

るための交替制を施行することは,い ずれの企業 も考えるところであろうが・これにと

もなう諸問題の解決にオペレーターの服務時間を限定して気分転換を図るとか・要員に

対する適当な処遇措置を講ずるなど各社の実情に応 じた対策が必要である。また実施に

当たってはよろずやをやめてオペレーション関係業務を切 り離 して単純化するなど,周

到な準備のもとに合理的な制度化を図るべきであろう。



コ ンピュー タ各社 の代表機種紹介

わが国の企業 に多 く導入 されてい るコ ンヒ。ユータのメー カーおよ

び販 売代理店 にっいて,そ の代表機種,サ ー ビス体制 などを紹介す

る。なお この記事の作成 に当 っては各社 の協 ガ を1得 た。0順 序は

ABC順)
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バ ロ ー ス(BurrOughs)

9綱 パn－ ス'=一 ポレーション日本総代理店 高千穂交易株式会社

本社 大 阪 市 北 区 小松 原 町27(大 阪 富 国 生命 ビル)

代 表機種

当社 の代表機種 はバ ロース500フ ァ ミリー ・システムで,B500,B2500,B3500,

B5500,B6500,お よびB8500の 小 型か ら超大型 までを揃 えてい る。 このファミリー

を通 しての設 計 概 念 は,ハ ー ドウェア/ソ フ トウェア の 同 時 設 計 開発(lntegrated

Hardware/software)で あ る。以下の特徴 はこの一貫 した設計概念 の所産である。

多重処理=バ ロース500フ ァ ミリーで,多 重並行処理(B5500以 上 のシス テムでは

2台 以上のプ ロセ ッサーによ り完全 な並行処理)は 日常のオペ レーシ ョン形態である。

ハー ドウェア,ソ フ トウェアの設計は多重並行処理に方 向づけ られている。

自動制御(オ ペ レーテ ィング ・システム)=バ ロー スでは常 にMCP(MasterControl

program)に よ りシステムが運営 され るよう設計 されてい る。 多重処理は もとよ リオ ン

ライ ン処理 まで も制御す る幅広 い オ ペ レーティング ・システムーMCPは500フ ァ

ミリー運営に欠かす こ とのできない,シ ステムの要素である。

1㌻1三三 ∵iξ二三ハ

㌧ ㌶ 宏:∵毒緩 、.・.'J

ぽ ㌻～・ ・._、
1ひ三三ジ 阜 パ

職縫繍醗

'… 玄

ぽx・ ・

:㌢

漂 いu礁 飯sぐ

㌢ ・
』 籏

鳶 ぎ
・…s$瀞

。 必 然 雀
,ユ 冷ば 燕 ∨..、.

ζ
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モデュラー概念=シ ステ ムの各要素(プ ロセ ッサーを含 め)は 全 く独 立 して働 くよ う

設計 されている。 したが ってあるモデュール(た とえばメモ リー ・モデュール)が 故障

であっても,シ ステムは何 らの影響 も うけずオ ペ レーシ ョンを継続す る,完 全 なモデュ

フー ・シスアム。

当社 のコンピュータの歴史

▽B205完 成(1954年)=世 界 最初 の中型汎用磁 気 テ ー プ ・システム(250台 設 置)。

大型汎用B220発 表(1955年)=最 初 の コア ・メモ リー ・コンヒ.ユータで,コ ボル,ア

ル ゴルな ど共通プ ログラム用語使用(128台 設 置)。

▽B100MICRソ ー ター開発(1959年)=ま た これ と連動す るB250,B270コ ン ヒ。ユ

ータ ・システム発表。バ ンク ・オー トメーシ ョンに貢献。

▽B200シ リーズ と新 しい 概念の コン ピュータ(1961年)=B250,B270に 加 え,一

般用 として,B260,B280を 開発 し,B200シ リーズと して 小 ・中型 分野 に大 きな足

跡 を残す(B300と と もに1000台 余 の設置)。 同年新設 計 に よるB5000大 型 汎用機

発表(の ち改良 してB5500)。2っ の プ ロセ ッサーか らな り,MCPとV・ うオペ レーテ

ィング ・システムで完全に コン トロール されるシステム(73台 設 置)。

▽世界最初の磁気薄膜(1965年)=世 界最大の システムB8500発 表。 プ ロセ ッサー,

メモ リーの組 合せで16モ デ ュール まで設置 できる。単一体集積回路(MIC)を 使 用,

磁 気薄膜 メモ リーを採用 している。,..

▽B2500/B3500,B6500(1966年)=新 しV・タイプのコン ピュータ,B2500/B3500

を発 表。小型か ら 大 型 までの汎用 シス テムでMCPに よ りコン トロール される。同年

B300シ ステムを改良 しB500を 発 表。同時にB6500が 発 表 され る。B5500とB8500

の 中間を うめ る磁気薄膜メモ リー ・コンピュー タである。 ここにバ ロース500フ ァ ミリ

ーの機種揃 う
。

納入実績55台

サ ービス体制

当社が世界に誇 るオペ レーティング ・システムーMCPは シ ステムの一部 とい う観

点か ら力 を注いでいる。 ソフ トウェアはランゲー ジ関係 はもとよ りマネジメン ト・イ ン

フォメーシ ョン ・シ リーズ を含 め広範 なアプ リケー ションに直ちに使用 できるよう整備

開発 されてい る。 メンテナ ンス ・サー ビスは当社 の方針 で常駐 形態 をと り,い かなる事

態 にもす ぐ対処できるよう配慮 してい る。その他 システム導入 に際 し,シ ステム ・エ ン

ジニア,要 員の教育等,シ ステム運営を早期に達成す る万全の構 えが とられている。

ノ
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CDC(Contr・lDataCorporation)日 本 代理店 伊 藤 忠商 事 株 式会 社

幽

本社 大 阪 市 東 区本 町2-4

代 表 機種=CDC

▽ 超 大型機6000シ リーズ(6400,6600,6800)=1台 の 中央 プロセ ッサー(131K語)

と10台 の周辺 プ ロセ ッサー(4K語)の 計11台 の コンピュータによる大規模 なタイ

ムシ ェア リング ・システム。

▽汎用3000シ リーズ 二大型機群……3800,3600,3400。 中型機群 ……3100,3156。

▽ タイ ムシェア リング ・システム=3300,3500。

▽ プ ロセス ・コン トロール ・コン ヒ。ユ一夕=1700。

▽ その他=小 型機 ……8090特 殊 用途……5000シ リーズ(超 小型機),8080(タ イ プセ

ッティング用)。

当社のコンピュータの歴史

1957年 創 立,1962年 大型高速 コンピュー タ ・システムCDC3600を 開発,!964年

4月"地 上最強の頭脳"と 呼 ばれたCDC6600シ ス テムの第1号 機を米 国原子力委員

会へ納入,1964年8月3000シ リーズの ファミリー ・コンピュー タ を 発 表,1966年

3300/3500の タ イムシェア リング ・システムを開発。

納入実績

1967年 度 売上高約2億 ドル。 日本国内における実績 はつ ぎのとお り。

CDC3600/3200シ ス テム(日 本原子力産業会議),CDC3200シ ス テム(伊 藤忠

商事本社),CDC3300シ ス テム((株)本 田技研),CDC・G-20(伊 藤 忠電子計

算 サー ビス(株)),CDC・G-20(国 鉄 ・鉄道 技 術 研 究 所),CDC・G-15(日 本

航空 ほか)。

サー ビス体制

販売=伊 藤 忠商事(株)協 力(技 術 サポー ト)=コ ン トロール ・データ ・フ ァー ・

イース ト東京支社 。

進 出分野

超大型6600シ ス テム,タ イムシ ェア リング用3300/3500,プ ロセス制御用1700

な どの各 システムによる トータル ・システムの提供。

機器開発

グラフィック ・データ処理用の各種装置 および光学的文字読取装置(ペ ージ ・リー

ダー)な ど。

その他と くに……

各種周辺機器(OEM)の 供 給について も実績 をあげている。 そ して,CDCの シス

テムによる トータル ・システムの確立で,日 本 の科学技術,産 業文化の発展に役立

つこ とを 目標 に している。
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3300/3500シ ステム構成要素

表1

!

P...'

.

3_4_

カー ド・リーダー

コントローラー
_一 二__」

■ 一 一 一

、

405 '

カー ド・リーダー

1200枚/分

、'

李

3142

光電 カー ド ・
リー ダー
100枚/分

■3311

MULTL

PROGRAM

モ ジュール

DYNAMIC

ALLOCATION

&

RELOCATION

命令 、デー タ

1/0

262,144語

まで

一.

3304ま たは3315

基 本処 理装 置

計算 お よび制御

6-,24-,お よび

48一 ピ ッ ト

3個 の15一 ピ ット

IR

間接 の番 地 付 け

レジスタ・ファイル

リアル タイム 時計

実行 モー ド

制 御机 、モ ニター

タイプ ライ ター

電源 お よび制御

3306ま た は

3506

12ピ ッ ト

通信 チャ ネル

各チ ャネル ご

とに8個 の装

置が つけ られ

る
'

磯 〉

表2

3_4_

カー ド・パンチ

コントローラー

一一 ー 一、

415

カード・パンチ

250枚/分

` う

表3表3. `

鴫

←

→
3_5_

プ リンター

コントローラー

そ 一 一 ーレ

高速

ライ ン ・

プ リンター
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表6

3307ま たは

3507

12ま たは24ピ

ッ ト

高速 通信

チ ャネル

各 チ ャネル に

8個 の装 置

がつ け ちれ る

329_

小 刻 みの

曲線 印刷

表5
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磁 気 テ ー プ

コン トローラー

「

呼一 一 一".
6_・

磁 気 テー プ⑨3312

BDP

モ ジュール

事務計 算用

実行 、翻 訳

及 び制 御

タ

表11

3302ま たは3502.

記憶 装置

16,384語

(65,536字)

3290.6012

質問、応答CRT
表示システム

表示

.ステーション

∈, 唾一 ー 一)D

鴫

←

■ `A A

3195

ページ ・リーダー

コントローラー

915

ページ ・

Il－ダー

→ ぐ 一一・〉

← ・・一う

⑨3310

浮動小数点

モジュール

48一 ピット

固定及び浮

動小数点計

算加減乗除

.`

ii 3297

デ ジグ ラフ
システ ム
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表示
コンソール

3309ま たは3509

記憶 装置

8,192語

(32,768字)

--

'

3307ま

タ

表7

"

表9

'

記 憶容 量16,384語 を超

え ると きに は3302ま た

は3502モ ジュール を組 、

合 せ る。

1つ の基本処 理装 置 に

8本 の通信 チ ャネル が

結 ばれ る。

たは3507は4本

■

369_

紙 テ ー プ

リー ド・パンチ

表8,

呼3304に 付属 可能。

3315は 浮動 小数点。

MULTIPROGRAM、

お よびBDPモ ジュール

を含 む。

lI
II

lハ

Il
`'

3_3_

大量記憶装置
コントローラー

峨一 一 一、

ディスク

または

ドラム

,

追加処理装置

特殊 装 置
ハイブリッド

REAL・TIME

,

3276

高速通信端子
コントローラー

一一 一 一 う

表10

酪 通言

編
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富士通株式会社

⑤ 本綴 所 東京都千代田区丸ノ内 ・-8(胡 総合ピル)

代表機種

当社の代表 シ リーズFACOM230シ リーズは,純 国産・ 自己開発の13年 間 のFA'

COM電 子 計算機の歴史の中でつちかわれた努力 の結晶 として生み出 された,世 界的 レ

ベルのシ リーズで,FACOM230シ リーズを一貫 して流れる設計思想は,最 良の価格

一性能比の追求 と,互 換性の重視の二つである。

▽幅広V・10形 の底辺か ら,超 大形の70形 の頂点に至るピラミッ ドを構成 し,中 堅企

業 から超大形計算 センターに至るあらゆる規模のEDPに 適 合できる・

▽10～40形 には能率の良V・可変語長方式 を,50～70形 に は高速 の固 定 語 長 方式を採

用,各 モデルの価格一性能比が最 良になるシステム設計がされてい る。

▽ リアルタイム処理,多 重プ ログラム,タ イムシェア リングな どの高度な利用技術 を満

足す議 新の回路技術,周 遊 置群が完備 されてV・る・ 繍40/60/70形 は・富士

通 が自己開発 したモノ リシック集積回路が全面 的に採用 されている。

▽ ソフ トウェアは,各 モデルの機械語命令,情 報の構成等,互 いに密接 な関連 を持たせ

てあ り,能 率 のよい互換性 を実現 してい る。

FACOM

230

_20

FACOM

230

-50

噸

灘
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当社のコンピュータの歴史

1935年

1954年

1958年

1959年

1961年

1965年

!967年

納 入実績

個数積算装置製 作な どの基礎研究 開始

FACOM100日 本 最初 の実用 リレー計 算 機 完 成,引 続き 各種 商用機各方

面に多数納入

FACOMパ ラメ トロン機種完成,納 入

FACOMト ラ ンジスタテス トモデル1号 機完成

FACOM222ト ランジスタ式大形機完成

FACOM230シ リーズ体系完成

FACOM270シ リーズ(科 学 ・プロセス用)発 表

FACOM230シ リーズに第17回 毎 日工業技術賞受 賞

カナダ ・モン トリオール万国博 へ日本の代表 としてF230-20出 品

FACOM総 台数594台 内FACOM230シ リーズ308台(67年2月 末現在)

サ ー ビス体制

「最 良の価格一性能比」 と 「完全な互換性」 を実現す るために,ハ ー ドウェアは,最 先

端の回路技術 と高信頼度回路素子の採用,各 モデルに共通な高性 能周辺装置の開発が さ

れてお り,ソ フ トウェアサー ビスでは,各 種 システムプ ログラムや応用プ ログラムの研

究 ・開発 ・保守 ・管理,ユ ーザーに対す る広報教育,共 同研究を行 ない,こ れ らを基盤

として訓練 されたSEお よび 全国22カ 所 のFACOMデ ー タセンタ に よるユーザーの

業務内容の分析,機 械化への協力体制 を確 立 している。 またメンテナ ンスサー ビスは,

全 国20カ 所 以上 にCEセ ンタを設置 し,納 入先な らびに納入予定先に対 し,24時 間

いっで もコール に応 じる保守サー ビスを実施 してい る。 このように富士通では,納 入前

か ら納入 後に引続 く販売,SE,CE三 者 一体の トータル サー ビスを行 なってい る。

機器開発

本体関係 では,リ アルタイム処理,多 重 プ ログラム処理 などに効果的な大容量 ランダ

ムアクセス磁心記憶装置,周 辺装置では9ト ラック磁気 テープ装置,大 容量磁気デ ィス

ク,磁 気 ドラム,デ ィスクパ ックな どと併 せて,電 子 プ リ ン タ装置,デ ィスプ レイ装

置,ラ イ トペ ン,OCR,磁 気 カー ド装置 な どの高性 能入 出力装置を 開発 している。 ま

た並行 してデータ通信 システムの各種端末装置,低 廉入 出力機器の開発 も進 めている。

その他 と くに……

FACOMは,唯 一の純 国産 自己開発機 として,海 外 か らもその実力 を高 く評価 され,

ソ連,フ ィリッピン,ブ ルガ リア,韓 国,英 国な ど世界各国へ輸出 され,わ が国のコン

ピュータの輸出に重 きをな してい る。 また 日本政府の推薦 で 日本の代表 出品物 としてニ

ュー ヨーク世界博,カ ナダ ・モン トリオール万国博 へ出品 された。

自己開発の長所 を生か し,日 本の国情 にマ ッチ したオ リジナル なシステムデザインと,

末 端 まで滲透 した木 目の細か いサー ビス体制の確立 と高度化の推進 を 目標に してい る。
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◆
本社 東京 都 千代 田区 大 手 町2-8(日 本 ビル)

代 表機種

HITAC8000シ リーズは,技 術 の日立が開発 した第三世代の コン ピュータで,HIT・

AC8100,8200,8300,8400,8500の5つ の シス テ ムか らな り,あ らゆる用途 に適応

す る次の特徴 を持 ってい る。

(1)第 三 世代の回路素子集積回路の使用

▽装置 の小形化。▽信頼性の向上。▽演算の高速化。

(2)ス タ ンダー ド ・インター フェイ スの採用

▽装置の増設 ・変更が容易にで きる。 ▽装置の変更の際 再 プ ログラミングが不 要。

〈3)8ビ ッ ト・コー ドの採用

▽世界 的な標準 コー ドが使用で きる。 ▽ カナ文字が数字 と同 じよ うに扱 える。 ▽8

ビ ットで2数 字表 わす ことができ,メ モ リー,外 部記憶装置が効率 良 く利用できる。

(4)豊 富 な入 出力装置

▽ シーケンシャル処理,ラ ンダム処理が容易。 ▽文字お よびマー クの読取 り可能。》

〈5)充 実 した ソフ トウェア

▽システムの経済的 な運用(オ ペ レーティング ・システム)。 ▽ プ ログラム ・コス ト

の低減。 ▽ プ ログラム ・メ ンテナンスが容 易。 ▽ ソフ トウェアのモジュール化が可

能。▽ プ ログラムの ラン ・ツウ ・ランが可能。▽マルチプ ログラミングができる。

⑥ データ通信システムの完備

▽企業規模に合 ったオンライ ン ・リアル タイ ム ・システムが構成 できる。

⑦ 完全なるフ ァミリー ・システム

▽入出力装置が共通。 ▽デー タ ・プ ログラムが共通。 ▽システム拡張が容易。'

株式会社 日立製作所

HITAC8200の システム構 成

H-8200形1
処9㌍[

(4KB.8KB、16K8)

1蒜㌫ ト ・一 一・

|
ヨ

、F

H-8221 形

H-8222

紙テープ翫取

りセン孔機

H-8234 形

H-8236

ヵ ー ドセ ン孔 機

H-8246」%形
H-8245-%形

ラインプリンタ

H-8471形

H-8472形

磁気テープ
制御装置

1

-

一

H-8233 形

H-823S

カ ー ド読 取`)殴

H-8251形

光学文字競

取 り 機

H-8422

H-8432

H-8442形

H-8445

磁 気 テ ー プ 装 置

↓

HlTAC8500の システム構 成
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当社 のコンピュータの歴史

当社 のコンヒ.ユータは1957年 に本格的 な研 究,開 発段階に入 り59年 に科学計算用

HIPAC101形 を発売以後,別 表のご とく各市場 に見合 った製 品を開発,さ らに65年

9月,従 来のシステムに加 えてHITAC8000シ リーズが開発,発 売 され,ワ ール ドワ

イ ドな市場の要求 に応 じてHITACシ リーズが完成 した。 なお 目立製 作 所 は コンピュ

ー タ ・メー カーであると同時に国内有数のコン ピュータ使用企業であ り,こ のメーカー

であ りユーザーであるとい う立場か ら,あ らゆ る分野の市場 においてユーザーのメ リッ

トを最優先に した新 しいアプ リケーシ ョンの開発 を続 けてい る。

事務用

科学用

HITAC30159年5月

HIPAC10159年9A

{
HITAC102591p9fj

HIPAC10361年 ユ2月

HITAC502064年9月

㌘ 多事。用{㌫芸1
「

59Z}三10戊▲

303064年2月

・耀

遺lli

20正60i.p6戊/1

3C10.62年5月

401064年10月

8000シ リーズ65年9刀

502

501

2100

2300

7250

6C年9月

61年3刀

63年6月

64年3月

66年3月

サ ービス体制

▽ハー ドウェア ・サー ビス=総 合 メー カーである日立製作所 は,専 門技術を活か し,神

奈川工場 を主体 として茂原工場(コ アメモ リー),武 蔵 工場(1/C,ト ラ ンジスタ),

小 田原 分工場(入 出力機器)な どの生産体制 を整 えている。

▽ ソフ トウェア ・サー ビス=中 央研究所,神 奈川工場内の ソフ トウェア ・センタにHI・

TAC8000シ リーズ以下各種のHITACシ ス テムを設置 し,新 ソフ トウェアの開発

にあた っている。 また コンサルタン トの専門会社 と して日立システムエ ンジニア リン

グが活躍 している。

▽ メンテナ ンス ・サー ビス=コ ンピュー タサー ビス学校 にて教育 をクけた 日立電子サー

ビス メンテナンス要員が,全 国 どこか らで も迅速かつ完 ぺきなるサー ビスを行 なえる

ような体制 にある。

▽各地のセ ンタ=全 国のHITACセ ンタにはHITAC8000シ リーズ を始 め各種シス

テムが設置 され,ユ ーザーサー ビスにあたってい る。

進出分野 とその他 と くに……

国鉄 と当社の共同開発 になる座席予約 自動システムはオンライ ン ・リアルタイムシス

テ ムと して世界的な規模 と性能 を備えたシステムである。また東京大学大型計算 センタ

にはわが国最高速のHITAC5020Eを 納 入,従 来国産機の ウイークポイ ン トと云わ

れている大型機 の分野でHITAC5020シ ス テムは確固たる地歩 を築 いている。

さらにHITAC8000シ リーズの開発に よ り大型か ら小型の分野 を網羅 し,各 種 デー

タ通信機器 のHITAC9000シ リーズの充実 などとあいまってオ ンライ ン ・リアルタイ

ム システムの飛躍的な充実ひいてはTSSの 実 用化 など研究開発 を推進 している。
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三菱電機株式会社

k本 社 東京都千代田区丸の内,一 、2

代表機種

MELCOM-1530シ ス テムMELCOM-1600シ ス テム

MELCOM-3100シ ステム ・シ リーズ(モ デル10,モ デル30,モ デル50)

▽MELCOM-3100シ ス テム ・シ リー ズの特徴

(1)ソ フ トウェア優先 の設計思想

② バ ッチ処理か らオンライ ン ・リアル タイムの トータル システムまで,ま た事務

計算 も科学技術計算 も処理出来る汎用性(綜 合能力)の あるコンピュー タ。

(3)最 小 システム(モ デル10,CPU24KC,CR(1),CP(1),CP(1),MT(4))か ら

COBOL,FORTRAN,BASIC-OSが 実 用的に使 える。

(4)シ ス テムの構成,お よび拡張性 に 柔 軟 性 があ り,FieldInstal1に よ りモデル

10か ら,30,50へ と発展 でき,さ らにシステム ・シリーズ全体 のプ ログラム1/O

機 器 の互換性は100%あ る。

(5)回 路 各面で1/Cの 技 術 を駆使 しナノセカン ド級の処理速度を有す。580ns/c

(6)パ フォーマンス当 りのコス トが非常に安いシステム。

MELCOM-3100シ ス テム構 成 図

増

MELCOM-3100/50シ ステム

プ四七ッシング
マルチプレクサ

セ ン トラル

プ ロセ ッサ

磁気テー 磁気テー ライン・ カー ド・ カー ド・ タイプラ

プ プ プ リンタ リーダ パンチ イタ

制御装置 制御装置 制御装置 制御装置 制御装置 制御装置

ヲ傷 元;享'

プロセッシン

デンシテイ
コン トローラ

難
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当社 のコンピュータの歴史

1959年3月

1960年3月

1962年10月

1964年3月

!966年3月

!967年1月

納入実績

サ ービス体制

(1)

DAS(デ ィ ジタル高速演算化装置)を 開発。

MELCOM-1101科 学技術計算用 システムを発売,納 入開始。

MELCOM-330プ ロセス制御用 システム,納 入 開始。

MELCOM-1530事 務 ・技術汎用 システム,納 入開始 。

MELCOM-1600オ ン ライン ・リアル タイムシステ ム,納 入開始。

MELCOM-3100事 務 ・技術汎用 システム,納 入開始。

65台(67年3月 現在)

HardwareService

自動 診 断 プ ロ グ ラ ム に よ る 自動check方 法 の 採 用 。

(2)SoftwareService

MELCOM研 究 会(MELCOMユ ー ザ ー の 集V・ 本 部 は 三 菱 電 機 本 社)を 通 じ,

新 し く 開 発 さ れ た ソ フ ト ウ ェ ア,プ ロ グ ラ ム の 紹 介,提 供 。

(3)MaintenanceService

常駐CE1名 に よる万全の体制

(4)各 地 のサー ビスセンタ

東京地区

関西地区

中部地区

進出分野

東京センタ

鎌倉センタ

大阪センタ

名古屋センタ

東京都千代 田区丸 の内2-12(212)6111

鎌 倉 市上町屋325(6)1111

大 阪 市北 区堂島北町8の1(312)1231

名 古屋 市中村区広井町3の88(561)5311

製 造 業 における生産管理 システム。生産 ライ ンのコン トロール システム。

商社,信 用業務,地 方行政業務向各種 システム。オ ンライン ・リアルタイ ム制御シス

テ ム。

機器開発

全1/C化 の問題

その他,と くに……

MELCOM-3100シ ステム ・シ リーズはプ ロ グ ラ ムの煩雑 さか ら解放 され ユーザー

が意 図す る真の狙V・,目 的(処 理業務)にDIRECTに 到達 出来 る コ ンピュータである。

それ は,MELCOMの 優 れた実用性 のあるCOBOLに よ って実現 で き,し か も3100

モ デル10の シ ステムか ら全 てCOBOLを 使 うこ とがで きる。

エ レク トロニクスの分野 は技術 の進歩革新 のテ ンポが非常に速 く,コ ンピュータにお

いて も性能機能面 ではここ数年 の間に飛躍的 な進歩発展 がみ られている。 当社 のMEL-

COMは 時代 の要求に応 えるべ く,HardwareSoftwart両 面 におv・て研究 開発 を重 ね,

常 にMELCOMユ ーザーのサー ビスに努 力を続 けている。
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日本電気株式会社

NEC
本社 東京都 港区芝5丁 目7番15号

代表機種

NEACシ リーズ2200の 特徴,規 模,処 理能力 と価格のみが異なる6っ のモデルで

構成 される。コンピュータ ・システムで,小 型から大型まで一貫 して同じプログラムと

入出力装置が使用でき,ど のような業務に対 しても最 も能率よく処理できる経済的なシ

ステムが組める。

システムの構成

(他の中央処理装置へ)

N223

カー ド読取装置

令 MICR

Reader/
Sorter

光学 文字
読取 装置 ,

(モデル100用)

N212-1
'ン ライン
アダプター

『

-F

ll
N224A-1

カード穿孔装置
」N208A-l

lカー ド穿孔制御部

N220-2

操 作 ・卓

N233

MICR

制 御 部

N230

光学文字
読取制御部

N241

オーソス

キヤナ装置

N206A-1

N222-4

高速姫 印字装置

N122A-1

高達製表印字装置
N207

ド畿取制脚部 1 1N227

カー ド読取穿孔装置
〈 カー 1N208

『 制御部

「 中央 処理鑓
一

㌍罵姦。H㌍ 腸)i制御部
N209

N209A-1,2

紙テープ入力装置
- モデル 記 憶 容 量

サイ クル

タイム序 =「甥;
㌍言孔・・罷 鵠 ・制御・ 1002 ,0、8字.,膓,68字 2.0μs 2 4～8

灘 硫 輪,120・ 、
10,6字.、 、,,,6字

2.0びs 3～4 8～16
F・・‡(跳 躍 デル)

300凡1,2㌔31 ,0,2宇 L5μs
'4
16 ㌫,。㈱ ト

磁気ドラム装置
8台/制 御

自_、,、 。蔀

N214-2N208-2 カー ド
カード読取穿孔装置 400字 字16β84

～262,144 LOμs 4～8 16～32 N270A

磁気 ドラム制御部
磁気ドラム装置
8台/制 御

(モデル)
.

N214-3

100用 カー ド読取装置
500字 字32

、768～524,288
0,188戸s 8～16 32～64

N250

磁気カー ド制御部

N251

N252各8白/制 御

N253
1

1 1
1

灘,.卿 ト
N260A
磁気ディスク装置

1

N203A-1,2β

磁気テープ

御 部

N203B-1

磁 気テープ

制 御 部

N203B-2、3

磁気テープ

制 御 、部

一

N203B-4

磁 気テープ

制 御 部

一
N203B-5

磁気 テープ

制 御 部
一

|制
一'一 －

N288A-1.2.3.4

デ 一 夕ス テー シ,ン

制 御 部1 /＼/ ＼
〔あ 乙いはモデ九)00川の,Ztlamrc

↑ 〕

N204A-1ユ3

磁気テープ装置

各4台/制 御

N204Bづ

一2

磁気テープ

装 置

8台/制 御

N204B-3
-4

磁気テープ

装 置

8台/制 卸

N204B-5,6

磁気テープ装置

名8台/制 御

N204B-7

磁気テープ

装 置

8台/制 御

N204B-8

磁気テープ

装 置

8台/制 御

1 通信制御部

N281A
刀B

"C
`・

通信線
接続部
N285A
〃B

'C
πL

・タ

多重通信

制 御 部
N284A-1
"-2
"-3

.-4

lN204B-11・]2
:磁気テープ装置1
4台/制 御

デ一 夕 ステ ー シ冒ン裟 敢

N289A-1

タ イ プ ラ イ タ

N289A-2

紙 テ ー プ 読 取 装 置

N289A-3

紙 テ ー プ 穿 孔 装 置

N289A-4

カ ー ド読 取 装 置

N289A-5

カ ー ド穿 イレ装 置

N289A-6

1㌫ タ縮 ト

当社 のコンピュータの歴史

1958年3月=わ が国最初 の実 用 機 と してのパ ラ メ トロン ・コンピュータNEAC

1101完 成 。

1958年9月=ト ランジスタ使用のNEAC2201完 成(1959年 パ リで開催 されたユ

ネス コ主催の展示会 に出品,好 評)。 当社 はこのNEAC2201を 基

礎 として1959年5月 にNEAC2203コ ン ヒ.ユ一夕 ・シ ステムを完

隣 し,わ が国で初 め て コ ンピュータ事業の企業化に成功,当 事業の
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先べんをつけた(こ の後相次いでNEAC2230,2206完 成)。

1961年5月=超 小型 コンピュータNEAC!201完 成(こ の後NEAC1201A
,1210

完成,国 産機最高の納入台数 を誇 る)。

1962年7月=米 国ノ・ネ ウェル社 と技術提携 しNEAC2400 ,3400,2800完 成 。

1964年5月=NEAC2200発 表。

1965年5月=ワ ン ・マシンの概念 に も とつ くNEACシ リーズ2200発 表
。

1966年8月=NEACシ リーズ2200モ デ ル50発 表(集 積 回路使用)
。

1967年2月=集 積回路使用の超小型 コンピュータNEAC1240発 表
。

納 入実績

969台27,000百 万 円。(66年12月 末 現在)

サ ー ビス体制

▽ハー ドウェア ・サー ビス=生 産 か ら出荷 までの工程には最新 の 自動機械 を利用 して

信頼度の向上 をはかっている。

▽ ソフ トウェア ・サー ビス=種 々の経験 と知識 を持 った専 門家が揃 ってお り,ユ ーザ
ーが要求す る最適 のコンピ

ュータ ・システムを提供 している。 また下記 のとお り各地

に電子計算機センターを設置 し,各 種 のサー ビスを行 なっている。

東京電子計算機 センター<日 比谷>NEAC2400,NEACシ リ ーズ2200モ デル

200<芝>NEAC2800NEACシ リーズ2200モ デル200<田 町>NEACシ

リーズ2200モ デル400,100(今 年 中にNEACシ リ ー ズ2200モ デル500セ

ンター設置予定)

大 阪電子計算機 セ ンターNEAC2200シ リー ズ モデル200(今 年 中にNEAC

2200シ リーズ モデル500セ ンター設置予定)

名古屋電子計算機 センターNEAC2230(今 年 中にNEACシ リ ー ズ2200モ デ

ル200セ ン ター設置予定)

▽ メンテナ ンス ・サー ビス=下 記の とお り,全 国 的 な サ ー ビス ・ネ ッ トワークを設

け,ア フター ・サー ビスに万全を期 してい る。

東京中央電子計算機 サー ビス ・センター 大阪 中央電子 計算機サー ビス ・センター

札幌電子計算機 サー ビス ・センター 名古屋電子計算機 サー ビス ・センター 仙

台電子計算機サー ビス ・センター 広島電子計算機 サー ビス ・セ ンター 金沢電

子 計算機サー ビス ・センター 福岡電子計算機 サー ビス ・センター

進出分野

中央 に設置 した コン ピュータを共同利用す るMACシ ス テムの実現 を可能 に し,新 し

い コンピュータの分野 を開拓 した。又 さらに信頼度 の高 いデータ通信システムの開発に

カ を入れている。
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日本 アイ ・ピー ・エム株式会社

1BM
本社 東京都千代田区永 田町1-14

代表機種

当社の代表機種は,1964年 の春に発表 したIBMシ ステム/360で ある。システム

/360は,シ ステム全体 としての総合的な処理能力の向上を目標に開発 された単一の電

子計算組織で,特 徴はつぎの4点 に集約できる。

①全 目的性=経 営事務計算,科 学技術計算,デ ータ通信,プ ロセス制御など広範囲な分

野に適用できる。また,小 型から超大型までの多数のモデル,豊 富な入出力装置の中か

ら,個 々のユーザーがその使用 目的に応 じて最適のシステムを構成できる。

②将来性=将 来におけるさまざまな工学技術上の進歩に対処 し,長 期間の使用に耐え得

るような設計上の工夫一 開放式設計一 がなされている。将来,全 く新 しい入出力装

置が開発された場合でも,現 在のシステム/360に そのまま結合させることができる。

③新 しい技術=新 しい微小回路技術SLT－ が全面的に採用されている。

④オペレーティング ・システム=画 期的なシステムが採用され,処 理速度を向上させ,

仕事の流れを円滑にし,ま た,複 雑な操作や手続を最小にすることによって,ス ループ

ット(処 理能力比)を 増大させている。

シ ス テ ム 構 成 の 一 例

IBMシ ステム/360モ デル20

25602020-BC22203-A1

多能 カー ド 中 央 演 算 印 刷 装 置
処 理 装 置 処 理 装 置

読取500椥 分12K当,。 行/分

穿 孔160行/秒

2311-11容 量5,400,000バ イト/パック .

磁 気 デ ィ ス ク装 置 アクセス75ms

IBMシ ス テ ム/360モ デル402311-1

読 取1,000枚/分1052-7

穿 孔300枚/分 印刷 鍵 盤装置

2540-N1

カ ー ド読 取

穿 孔装 置2821_1 　　 　　　 　　 　

・443-・・ 鐘 鑓 嚢警 鐘

印刷 装 置 容量7
,250,000バイ ト

アクセス75ms

1・100行/分 密度800バ イ ト/インチ

磁気テ　プ装置 速度60
,000バイ ト/秒(制御装置付)

2402-2

磁気'テープ装置 ○
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当社 の コンピュータの歴史

IBMの コン ヒ.ユ一 夕は,1944年 に ノ・一バ ー ド大学 と共同 で完成 した リレー式 自動計

算機MARK1を 遠V・祖先 とし,現 在 のIBMシ ス テム/360に 至 っている。

第一世代(1951～59)=MARK1の 開 発か ら1950年 までは試作期にあた り,商 業ベ

ースのコンピュー タは世 に現 われ なかったが
,53年 に701型 を発表,以 後650,702,

704,705,305,709と 続 く真 空管 タイプの コン ピュー タを世 に送 り,そ の 商 品 として

の実用性 を漸 次証 明 してい った。

第二世代(!960～64)ニ!960年 代 に入 ると,V・ わ ゆるオール ・トランジスター ・コン

ピュータの時代が訪れる。7000シ リーズ,1400シ リーズ等一連 の機種 をつ ぎつぎと発

表 した。IBM1401と い う,ベ ス トセ ラー機種 も誕 生 した,ト ランジスター回路 の使用

によって大量生産が可能 とな り,コ ス トダウンに成 功 したこと,お よび,プ ログラ ミン

グ ・システムの進歩に よって,使 いやす さが一層認識 されて きたことが,第 二世代にお

いて多方面で急速 な普及 をみた主 な原 因である。

第三世代(1965～)=旧 機 種か ら一切 の制約 をと り除 き,新 しい設計理念 に基づ

いて開発 され た単一機種 「IBMシ ステム/360」 が登場 し,コ ンピュータの世界 は新た

な発展段階を迎 えた。

サー ビス体制

客先に対す る 「システム ・サー ビス」 を主眼に して組織 され,導 入前,導 入後 におけ

る各種サー ビスの提供 に万全 を期 してい る。① セール ス ・リプ レゼンタテ ィヴは,当 社

への窓 口としての基本的な役割 を果 た してい る
。② システムズ ・エンジニアは,電 子計

算組織の使用計画,導 入計画 の技術的,専 門的援助 およびプ ログラ ミング ・システム全

般の サー ビスを担当 している。③ カス トマー ・エンジニアは客先 の機械 の保守 サービス

を行 なっている。故障の発生 を未 然に防止 して,シ ステムが常に最良の稼働状況 にあ る

こ とがモ ットーとされてお り,万 一の場合における特別任務の課 も設け られ,夜 間 ・休

日な どのサー ビス体制 も確立 されている。④教育 センター=客 先の要員 計画 に基づ くプ

ランナー,プ ログラマー,オ ペ レーターの教育 を行 な うとともに,社 内セール ス レプ,

SEな どシステム要員の教育 も行 なわ れている。⑤計算 センター一==プ ログラム ・テス ト

や導入後のバ ックアップ用機械 として も利用 されている。

生産 の現況

IBMシ ス テム/360の うち,モ デル20(小 型)と モデル40(中 型)は,日 本アイ・

ピー ・エムの千鳥町工場(東 京)に おV・て生産 され,す でにモデル40は1966年6月

よ り,ま たモデル20は 同10月 よ り,国 内外の客先 に調達 され て いる。 なお,66年

6月 には,PCDPお よび1440国 産 化以来の多大 な輸 出 実績 が認 められ,日 本 におけ

る コンピュータ ・メー カー としては じめて,政 府 か ら 「輸出貢献企業」 として認定証 を

贈 られている。 目下建設中の藤沢工場(神 奈川)完 成後 は,「 客先 サ ー ビス」に徹 し,

国 内経済に貢献す るとともに海外市場への大幅 な進 出を期 している。
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日本 レミン トン ・ユニパ ック株式会社

UNIVAC

本 社 東 京都 千 代 田区大 手 町1-1(三 井 生 命 ビル)

代 表機種

▽UNIVAC418=世 界 最初 の リアル タイ ム ・コン ピュータUNIVAC490と 同質のハ

ー ドウェア,ソ フ トウェアを備 え,バ ッチ処理 において も優れたパフォーマ ンス ・コ

ス トを誇 り,安 定性,信 頼性 も優れている。

▽UNIVAC494=事 務 計算 か ら技術計算 まで あ らゆ る業務処理が可能な世界で初 めて

の コン ピュータ ・ユーティ リティの機能 を備 えた汎用 コンピュータ。バ ッチ ・システ

ムか らリアルタイム ・システムまで,あ らゆるシステムを構成で き,強 力な多重 プ ロ

グラム処理能力に より数種 の リアル タイム ・プ ログラム と多数のバ ッチ ・プ ログラム

を自由な組合せで同時併行処理 できる。

▽UNIVAC1108=UNIVAC494の 能 力 を さ らに 高 度化 した汎用超大型 コンピュー

タ。世界 最初 のマルテ ィ・プ ロセ ッサー ・システムで5台 までの中央処理装置 を結合,

これ によ り数種 の異 なる演算が同時に処理 されるシステムである。

当社 のコンピュータの歴史お よびサー ビス体制

当社 はユニパ ック ・システムに よる科学的な経営管理方式の普及 を目指 して活動 して

お り,世 界 のオー トメー シ ョンの歴史 における,ユ ニパ ックの努力 と新技術 は,高 く評

価 されている。わが国でも,最 初 のパ ンチ カー ド・システ ム と して,1923年 に 当時の

鉄道省,横 浜税関,内 閣統計局に,ユ ニパ ックのシステムが 導 入 され,第 二 次大戦 ま

でに600台 を越 える普及 をみ た。戦後 は吉沢会 計機(株)が 代理店 とな り,わ が国で初

めてのコンピュータUNIVAC120を 輸 入 して,経 営合理化の気運 を盛 りあげた。

当社 は,こ うした歴史を踏 まえて,1958年 に発足 し,現 在 では三井物産(株)と 米

国スペ リー ・ラン ド社 の合弁会社 と して活動 してい る。

小型,中 型機分野では,沖 電気 工業 とともに,OUK1004,1040,1050,さ らに最新

のOUK9000の 販 売にあた り,大 型,超 大型機 の分野でも,UNIVAC皿,UNIVAC

490,llO7,418,494,1108な どの機種 を提供 している。この間,当 社 では計算 センタ

ーを開設 してユーザー の機械化移行 とバ ック ・アップに万全 を期 し,全 国 に事業所 の網

を広 げて,販 売 とアフター ・サービスを強化 してい る。

その他 と くに・・…・

米ユニパ ックには,莫 大 な資金 をつぎこんだ軍,宇 宙関係向けの未公開の画期的な開

発がある。 このような知識,技 術,思 想 の蓄積 を背景 として,ユ ニパ ックは,ユ ーザー

の企業特性 を活かすオーグー ・メイ ドの コン ピュータを提供 している。UNIVACl109

や494が 世 界的にみて伸び をみせ て い るの も,ユ ニパ ックのハー ドウェア,ソ フ トウ

ェア,メ ンテナ ンスの技術開発 の努力が実 を結 んだ ものであ り,千 差万別の企業特性 を

活かす優れたシステムで もある。
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UNIVAC494シ ス テムの特徴
設置台数/チャネル

蕪 國 チャネル同期装置
・磁気テープ 〔1}

ユ ニサー ボ

IIA
1～12

(電 話 回線)遠 隔地

OUK～1004

(2400/1200ポ ー)

(電話回線)

(電 話 回線)エイジ
ェント

セット

(電話回線)

。.,。 峡)

(電話回線)A～D

変換器

Communication

Subsystem

(通 信 制 御 装 置)

UNIVAC494

中央 演算処理 装置
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・インデ ックス ・
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Inter

Computer

Synchronizer

U-494を 含 む

Computer

チャネル同期装置
・磁気テープ ②

チャネル同期装置
・磁気テープ 〔3)

チャネル同期装置
・プリンター

チャネル同期装置
・紙テープ

チャネル同期装置
'ド ラム制御 〔1)

チャネル同期装置
・ドラム制御 〔2)

チャネル同期装置
・ドラム制御{3}

チャネル同期装置
・ドラム制御(4)

チャネル同期装置
・ドラム制御(5)
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各
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末
装
置
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日本 ナ シ ョナ ル金 銭 登 録機 株 式 会社

卿

本社 東 京 都 港区 赤 坂1丁 目2番2号

代表機種'

当社 のNCR315シ リーズは経営 の合理化 を もたらすNCRト ー タル ・システムの

中心を占めるコンピュータ ・システム として,個 々の機器 の高性能 を求めるにとどまら

ず,安 全性,柔 軟性,経 済性 を随所に取入れたシステムである。

プ ロセ ッサーは315-100シ リーズ と315-500(RMC)シ リーズの2群 がら成 り,

ともに ビル ディング ・ブ ロック式 を採用 し,両 者 間には,ハ ー ドウェア,ソ フ トウェア

の完全な互換性があ る。315-100シ リーズは小ない し中規模,RMCは 中 な い し大規

模のシステムに適 してい る。

システム構成機器

プnセ ッサー315-100

315-500

5～40Kス ラブ(1ス ラブ=3桁)

サ イ クル タイム6マ イ クロセカン ド

イ ンデ ックス,ジ ャンプレジスタ 各32個

1/O,ト レース障害処理 用割 り込機能 あ り。

10～80Kス ラブ

サイ クルタイム800ナ ノセ カン ド イ ンデ ックス,ジ

ャンプ レジスタ 各32個(64個)

同上割 込機能お よび リアル タイム,マ ル ティプ ログラム

用機能 あ り。

内部記憶装置に ロッ ド(薄膜)方 式全面採用。

周辺機器

紙テープ

パンチカー ド

MICR

OCR

印刷

磁気テープ

磁気カー ド(クラム)

通信制御装置

読取 り600お よび1,000字/秒,穿 孔120字/秒

読取 り300--2,000枚/分,穿 孔60～250字/分

読取 り750お よび1,200枚/分

読取 り26お よび52行/秒

印字800お よび1,000行/分

読書 き12～120KC(KC=千 字/秒)

容 量5.6～8.2MC(MC=二 百 万字)

100回 線50～40,800ボ ン

当社 の コンピ ュー タの歴史

1955年 住 友銀行にナシ ョナル ・エリオ ッ ト405機 が 納入 されて以来,315RMCな
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ど追加納入され,そ の後 も富士製鉄などの大企業をはじめとし,大 中型機,と くに小型

機種の進出が著 しい。

サー ビス体制

① ハー ドウェア ・サー ビス

米 国NCR電 算 機工場を中心 に既納機器 の改良,新 機 種 の開発 に不 断の努力 を

傾 け,速 やかに客先 に適用で きる体制 をとっている。

② ソフ トウェア ・サー ビス

基礎的 なソフ トウェアは米 国NCRが 開発,客 先 に 提 供 し,日 本独特の ものは

日本NCRが 開発提供す る。 ユーザーのシステム開 発 プ ログラム作成 にも,,シ ス

テム ・ア ドバイザーが客先に出向 いて援助協力 を行 なっている。

③ メ ンテナンス ・サー ビス

定期的予備点検保守 および故障発生時の補修 サー ビス を尋 問技術員が行 ない,シ

ステム稼働 に支 障のないよ う万全 の体制を取 っている。なお,オ ンライ ン ・リアル

タイム処理 システムに代表 されるごと く,電 子計算組織組織 に占め る周辺機器 とく

に遠 隔地端末の比重 が近来増加 してい るが,当 社 では全国の営業所所在地 に技術員

を配置 してシステム全体 のメインテナ ンス ・サー ビスを可能 としている。

④各地のサー ビス ・センター

現在東京,大 阪のニ ヵ所 に設置 して客先のサー ビスに当っているが,将 来主要都 市

に増設の予定 である。

進出分野

米 国においてはすでに180行 を越す貯蓄銀行がNCRオ ン ライン ・システムを採用

してお り,日 本国内で も都市銀行 をはじ め 中 小 金融機 関に も,高 能力,経 済性,安 全

性,柔 軟性 を十分に考慮 したシステムを提供すべ く力 を注いでい る。

その他,と くに……

NCRは,ジ ジ ・ババ ・ス トアー といわれ る零細小売 商か ら万 を越 える従業員をかか

えるマンモス企業 に至 るまで,あ らゆ る規模 の企業 に属する。末端か らセンター までの

イ ンプ ッ ト,ア ウ トプ ットのすべ ての事務 を合理化 すべ く規模業種 に適応す るシステム

を供給する。 また,そ のシステムに応 じ得 る機器の開発に努 めている。
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沖電 気 工 業 株式 会 社⑭

本社 東 京 都 港 区芝 琴 平 町10番 地(新 虎 の門 ピル)

代 表機種

(1)OUK9000シ リーズ

プレーテ ッ ド・ワイヤーメモ リー とモノ リシック集積回路を全面的に採用 し,驚 異的

なコス トパ ーフォマ ンスを実現 した新世代 の電子計算機システムである。OUK9000

シス テムは,最 もベーシックな9200か ら9300,9500そ して さらに超大型のシステ

ムまでハー ドウェアとソフ トウェア両面で完全 に一貫 したイ ンター リンクの思想に も

とず いて設計 されている。

(2)OKIMINITAC5000

0KIMINITAC5000シ ステ ムは帖票発行業務 からパ ッチ処理 までを一貫 して処理す

る事務用電子計算機 システムであ る。各種の端末装置を8台 まで接続す る こ と がで

き,多 種類の帖票発行処理 とパ ッチ処理 の同時併行作業が可能である。 また,紙 テー

プには任意の コー ド入出力がで き,プ ログラムはカナ文字 コンパイラーを採用 し,モ

ニターシステムをとっているので,シ ステ ムを能率的 に運用す ることが できる。

(3)OKIMINITAC7000

0KIMINITAC7000シ ステムは,手 もとにおい て 自由に使用す ることがで きる科学

技術用電子計算機システムで ある。OKIMINITAC7000は,高 速 度の演算処理(サ

イクル タイム2.8μs),記 憶 容量の大型化(最 大65K語),高 精度 の演算。(1語25

ビ ッ ト),同 時 処理,浮 動小数点演 算 と倍精度演算のハー ドウェア処理,多 様性に と

んだ入出力,使 い易 いソフ トウェアな どの秀れた特徴 を備 えている。廉価 な基本シス

テムか らFORTRANを 用v・てプ ログラ ミ ン グが でき,各 種科学計算のほかノ・イブ

リッ ドシステム,計 算制御システムな ど適用範囲の広 いシステムである。

当社の コンピュータの歴史

1960年8月

1961年11月

1963年3月

1965年6月

1965年7月

1966年4月

1966年6月

OKITAC5080完 成 。

OKITAC5090A,B,C,D型 完 成。

OKITAC5090H型 完 成。OKITAC5090M型 完成。

OUK1050発 表。

OUK1004発 表 。OUK1040発 表 。

OKIMINITAC500発 表 。OKIMINITAC2000発 表。

OKIMINITAC5000発 表 。OKIMINITAC7000発 表.

OUK9200,9300発 表 。
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(1)OUK9300シ ス テム

UNIDISC

大 容量記憶

1装 置

8台 まで

NISERVOVl

磁 気 テープ

装 置

8台 まで

NISERVOW

磁 気テー プ

装 置

8台 まで

バ

1

1

}

号

記 憶 装 置

8～32K

バ イ ト

`

タ

,

1
`

1

`

1

■

(2)OKIMINITAC5000
磁 気 テー1プ装 置

高速紙テープ

リーダ

高速紙テープ

パ ンチ

8～16Kバ イ ト

中 央 処 理 装 置

端 末 装 置

`

`

`

1

」

高速度

印刷装置

.,

(3)OKIMIN[TAC7000

XYプ ロッター

4～65K語

中央処理装置

電 動 タイプ

ライター
1

～

高速

紙テープ

リーダー

・OCRMICR- -

LDLT

チ ャネル・ツー・チャネル・アダプター

.』UNISERVOV皿C

高速

紙テープ

パ ンチ

プ ま
装 で
置

A/D
D/A
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東京芝浦電気株式会社
露
東京事務所 東 京 都 千代 田区 内幸 町1-1-6

代 表 機種

▽TOSBAC-5100(モ デル20,30)

小 形機 では じめてのナノセカン ドク ラス の高速バイ ト・マシンで,16の 入 出力チャ

ネルに豊富 な入 出力装置を組合わせて 自由な構成が組 める。 また完全な同時並行処理

を行な う。 さらにTOSBAC-5400シ リー ズの衛 星 コ ンピュータとしての機能 も備

えている高性能 の事務用 コンピュータである。

▽TOSBAC-5400(モ デ ル10,20,30)

ハ ー ドウェア,ソ フ トウェアお よびオペ レーティング ・システムの3本 の柱が一体化

してい るTOSBAC-5400は,真 に ユーザーの立場か ら設計 され た コンヒ.ユ一 夕で

あるシステム構成 は弾力性 があ り処理量に応 じて 自由に拡張 でき,オ ンライン ・ジア

ル タイム処理 もできる汎用 コンピュータである。

▽TOSBAC-3400(モ デ ル20,30,30拡 張 システム)

超 高速演算速度,大 記憶容量のTOSBAC-3400は 科学 技術計算用 と して はもちろ

ん,ビ ジネス ・オ プシ ョンをつければ,経 営事務計算用 として も最適な汎用の コンピ

ュータである。

高速論理演算 回路に,エ ピタキシャル ・トランジス タと特殊磁気 コアを採用 し,メ モ

リ ・サイ クル0.8μsと 驚異的。 さらに当社 のコンピュータ技術の経 験 と能力を最高

度 に発揮 して,コ ス トの低廉化 をはか り,コ ス ト・パ フォー マンスは高 くなっている。

▽TOSBAC-1100

オ フ ィスにおける事務 を迅速,正 確に,か つ能率的にする ビジネス ・マシンである。

このコンピュータは高性能 のコンピュータ と電動 タイプライ タ ーを操 作 し易 くデス

ク ・タイプにまとめた もので,帳 票 の作成 に効果が ある。帳票の様式,計 算手順は,

プ ログラムによって 自動的にコン トロール され る。

単能機 として,ま たイ ンプ ット ・マシンとして威力 を発揮 している。

当社 のコンピュータの歴史

1954年 わ が国最初 の大形 コンピュータTAC(東 大)完 成。

1957年 トランジスタ式計数形 コンピュータTOSBAC-2100(K商 工 指導所)完 成。

1961年 文献検索機TOSBAC-4131(日 本 科学技術情報セ ンタ)完 成。

〃 本格的事務用電子計算機TOSBAC-4200(西 宮 市役所)完 成。

〃 わが国最初 の工業用計数形 コ ン ピュータTOSBAC-3200(北 海 電)完 成 。

1964年 米 国GE社 との間に コンピュー タに関する技術援助契約 が締結 され,直 ち

にTOSBAC-5000シ リーズお よびTOSBAC-7000製 造 開始。

〃 高速汎用 コンピュータTOSBAC-3400製 造 開始。
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1965年 高 速小形事務用 コンヒ。ユータTOSBAC-5100製 造 開始。

1966年 モ ジュール構造式高精度 アナ ログ・コンピュータTOSAC-200製 造 開始。

納入実績 ディジタル ・コン ピュータ=・723台 アナ ログ ・コンピュータ=155台

(1967年1月 末現在 受注含む)

サ ー ビス体制TOSBAC計 算 センタおよびTOSBACサ ー ビス ・セ ンタ,,

区分 計算センタ名

東]一

工B.A

関 連

銀座計算センタ

大阪計算センタ

名古屋計算センタ

日本橋計算センタ

神奈川県商工指導所計算
センタ

神戸計算センタ

日本計算センタ

いすず協和会

経営合理化センタ

電子協計算センタ

富士学院計算センタ

サ ー ビスセ ンタ名

東 京サービスセンタ

川崎サービスセ ンタ

名古屋サービスセ ンタ

大阪サービスセ ンタ

札 幌サービスセ ンタ

北九州サービスセ ンタ

そ の 他,と く に … …

機 種

TOSBAC-1100

TOSBAC-5400

TOSBAC-3400

TOSBAC-5100

TOSBAC-3300

TOSBAC-4200

TOSBAC-3400

TOSBAC-4300

TOSBAC-5400

TOSBAC-4200

TOSBAC-5400

TOSBAC-4300

TOSBAC-4200

TOSBAC-1100

TOSBAC-5400

TOSBAC-5400

TOSBAC-5100

TOSBAC-5100

所在地

川崎市小向東芝町1
(東芝小向工場内)

東京都中央 区銀座7-1-2
(東芝銀座 ビル)

大阪市東区本町4-29(東芝
大阪 ビル)

名古屋 市中区錦2-9-6
(中北 ビル)

東京都 日本橋本町1-16
(塚 本 ビル)

横浜市 中区尾上町5-80

神戸 市生 田区 中山手通 り
2-100

東京都 中央区 日本橋
(初星 ビル)

東京都大 田区蒲田5-20-
10(蒲 田第二美須 ビル)

東京都港区芝公園21号 地
1-5(機 械振興協会館 内)

東京都新宿区市ケ谷仲之町
20

所 在 地

東 京都 中央区小田原町2-21

川崎市中幸町4-46

名古屋市西区笠取町4-107

大阪市東区本町4-29(東 芝大阪 ビル)

札幌市北四条西4-1(北 農中央会 内)

福岡市渡辺通2-1-82(東 芝九州支社 内)

TEL

(51)111

(573)1491

(232)128

(231)2450

(241)1311

(65)2786

(39)0873

(271)5171

(734)7201

(438)8211

(359)8827

TEL

(541)0613

(51)7285

(521)3044

(252)3745

(24)2211

(76)4431

当社 は コン ピュータについて,米 国のGE社 と技術提携 を結 ん でいる。当社 もGE

社 も,コ ンヒ。ユータ ・メー カーであると同時に,古 くか らの有数な コン ピュータ ・ユ

ーザーである
。 この点で,当 社 のコンピュータはTOSBACFAMILYは ユ ーザーの

立場か ら開発 されているため,使 いやすいコンピュータとなっている。多 くの企業 に

おいて,近 年技術革新,経 営合理化,事 務改善が焦眉 の急務 として叫ばれているが,

とか くコン ピュータは値段が高い,使 いづ らいとい うこ とがいわれていた。 この様 な

こ とを打破す るために,当 社 では長年つちかった技 術 を 結 集 し,合 理的設計 によっ

て,廉 価性 と高速高能率 の性 能を両立 した数 多くめ コンピュータを開発 している。
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株式会社 内 田洋 行電 子計 算 機 事 業 部

u5RC

本 社 東 京 都 中央 区 宝町1-3

代 表 機種

USAC-1020の 特 徴=国 産超小型 コ ン ピュータUSAC-1020は 一 般事務処理用 と

して幅 ひろい アプ リケーシ ョンを持 っている。主 に中小企業 のセ ンターマシンとして活

用 されてお り,商 事関係 では販 売統計 ・請求事務,生 産関係 では原価計算 ・一般経理 ・

給与計算等 に用い られ ているほか地方 自治体,会 計事務所,農 協,金 融 関係に納入 され

ている。

ソフ トウェアは マシ ンコー ドであるが解 り易 いデ シマル コー ドで統一 されてお り,プ

ログラ ミングは容易である。 また各種のルーチンライブ ラリーが整備 され てい るので,

この必要部分 を応 用す れば無駄 のないステ ップのプ ログラムが組める。超小型機 の分野

では入 出力 の速度が業務処理に 大 きな影響 を持 つため,USAC-1020は 高 速度 の入出

力装置 を接続す る こ とが で きる。入力 は紙テープベ ースで最大60,000ch/minで あ

る。記憶容量 は内 部 磁気 コア最大1000語(35BiT/語)外 部 記憶 は磁気ディスクの

接続が可能で ある。演算は一部1・Cで シ リコン ・トランジスタが中心である。

USAC・1020FULLSYSTEM

電源100VA.

温度20℃ 土10℃

1/O.

PTR

〃

HSP

〃

〃

LP

24000ch/min

60000ch/min

3000〃

4500〃

9000〃

3001ine/min

コ ン ソー ル タイ プ

KEY63KEY2段 シ7卜

500ch/min

MTR〃 〃

PRINT120字/行500ch/min

PUNCH "

ディス クメモ リー
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納入実績

USAC-3010USAC-1010USAC」1020USAC-500150台11億 円。

サ ービス体制'

▽ ソフ トウェア ・サー ビス

計算室担当者 訓練 の期間中に処理計画中の業務についての分析,さ らに計画を行 ない

実際のプ ログラ ミングの段階 まで教育 してい る。 さら に導 入 時 にはSEを 現 地 に派

遣 し稼動計画実施 の促進に努 めてい る。

また開発 されたルーチンライブラ リーの配布 を行 な うと共にユーザー会 ・ユーザ ック

通信 を通 じて新 しい知識,新 しい技法の普及 に努 めてい る。

▽メンテナ ンス ・サー ビス

毎月定期検診 を立前 としてお り必要 に応 じて臨時サー ビス を施 してい る。 サー ビス要

員 はエ レク トロニクス,メ カニズムの両面についての熟練者を当ててお り,設 置場所

の立地条件 と地区の台数 よ り臨時の場合で も十分対処 できる体制 を保持 している。

▽各地のサー ビス ・センター

各地の営業所 にはシ ョーマシン,プ ログラムデバ ッグ,バ ックア ップとしての装置 を

設置 しSEを 配 属 している。 ここでシステム ・コンサルティングを行 なっている。メ

ンテナンス ・サー ビスセンターには保守要員 を常駐 させてい る。

システム ・サー ビスセンター 東京,大 阪,福 岡,札 幌,仙 台,金 沢,名 古屋。

メンテナンス ・サー ビスセンター 札幌,青 森,仙 台,新 潟,東 京,名 古屋,大 阪,

広 島,福 岡。

進 出分野

USAC-1020に つV・ては応 用が 自由にき くの で 特 にかた よった業種 ・業務に とらわ

れることはないが 、ソフ トウェアの面で専用アプ リケーシ ョンを充実 させてい る。

機 器開発

ライフサイ クルが比較的速い商品であるか ら常に新 しい技術を研究,導 入 して製品開

発 に努 めてい る。

中小企業 におけ るコンピュー タの活用 は当面 コス トか ら考 えるとバ ッチ処理 の段階か

ら抜け出す ことは非常に困難で あるか ら投資で きる限度 を見定め,そ の範囲内の価格で

最大 限の能力を持 つ と共に使 い易 いソフ トウェアが要求 され る。

さらに現在すで に超小型機 を導入 している企業が次の段階 で利用すべ きシステムにっ

いても合 わせ て考慮 している。

その他 とくに……

当社 の納入先は最初 から事務内容 ・コス トを計算 して採算点を十分考慮 した上 で導入

しているケースが多 く,従 って最初計画 した以上 に稼動 させ て採算 も十分合 っている企

業が多い。従業員 数20名 前 後の小企業 においても十分採算の合 っているケース も数 多

いo
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大企業と中堅企業のコンピュータ経営パターン比較

大企業と中堅企業の問には、コンピュータ経営のパ ターン に、かな りの相違点が見受けられる。すな

わち大企業では、導入年限が古 く、 トップに直属するものが多 く、利用水準 も総合処理の段階に遠 して

いるのに対 し、中堅企業では、導入年限は3年 以内の ものが圧倒的で、組織は ミドル直属で、利用水準

もまだ部分的事後処理の段階に止まるものが多い。

導 入 年 限

5£3年 未満

._%76% 中堅企業

直

橋z
59%

属 系 統

ミドル直属
67%

組織変更内容

部 自 家

4000

部門内改組

34%

組織変更理由

用 器 踊

330ρ
新機種導入

27%

コンピュータ要員の人事方針

服 特別扱いせず

4.f70%49%

専門職や資格制度

将来も設けたい

63%

オープンプログラマー制

用獲正噂る 将来採用したい
44%56%

中間管理者層への影響

来 る一因 将来起るだろう

38。059%

錫 、

コン ピュ ータの配置

・出 索

54ρρ

本社集中

80%

デ ー タ 伝 送

犯 ぱ使9

6・lo∂

将来は使 う
60%

コ ス ト 意 識

鱗 灘 鱗 雫浮善㍍スト

利用段階の水準

縫釘回議実る溺後 部分的業務の事後
250。 処理45%

採 算 性

の の 噂 る

1θ ρ
、_.「 壕 ※

のっていない

52%

情報サービスの対象

員・現

54;%

事務職員・現場作業員

55%

将 来 の 構 想

M|9HILn
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